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序章

明治維新政府は､日本の近代化政策の大命題である富国強兵策のひとつとして行われた

殖産興業の実現には､金融の疎通が喫緊の課題であるとした｡近代的産業育成のため､殖

産興業は海外からのあらゆる分野の模倣で始まったが､金融についても欧米からの制度取

り入れで国立銀行条例が制定されたことにより､現在の近代的銀行に繋がる国立銀行が設

立されていった｡本稿は国立銀行設立までの経緯から､その後の営業状況や経営上の問題､

そして営業満期による普通銀行-の転換による国立銀行の消滅までを研究のテーマとして

取り上げてきた｡それは､金融の起源やルーツを辿りながら長い時代をかけての変遷を探

っていくことが､現代の銀行につながる金融というものを､もっと詳細に知ることになる

との思いから､明治維新以降の新政府の金融政策と､それを具現化した国立銀行の推移を

考察の対象として進めてきた｡

古代から原始的金融制度は存在していたが､中世に入ると無尽や､質､両換という我が

国古来からの金融といわれるものが登場してくる｡また､現金の授受の代わりに手形を用

いて遠隔地間の貸借をする為替手形の形態を持ったものが現れてきた｡ 江戸時代に入ると

商業の発達と海陸交通手段の向上､都市経済の急速な進展等により､商売としての金融業

が出来上がり現代に通ずる金融の原形が作られていった｡

明治維新により封建的社会が崩壊すると同時に､新政府は近代的国家づくりに着手をし

始める｡国を興すには殖産興業を実現させなければならず､そのためには近代的な鉱工業

や商業をはじめとする産業の発展が必要であった｡同時に金融の疎通が喫緊の課題となり

｢銀行の晴矢｣とされた為替会社が全国 8ヶ所に創設されたが､政府の積極的な保護策も

かなわず衰退し解散していった｡

その当時､各地から大蔵省に対して私立銀行や銀行類似の会社を設立する請願が続出し､

その中でも三井組や小野組のような江戸時代からの豪商たちの申請したものや､為替会社

からの組織替えによる江州会社 (バンク)､町会所の積金と東京府の貸下金及び府民私有の

資金を以って願い出た東京銀行などもあったが､全て却下された｡理由として大蔵省は為

替会社の破綻の再現を恐れたためで､継続可能で完全に機能する銀行を望んでいたからで

あったが､その詳細についても考察していく｡

大蔵小輔伊藤博文は､明治 3年 10月28日､硬貨の鋳造蔭､紙幣及び公債の発行計画､

金融機関の設備等を学ぶため､当時新興国家にして財政､幣制の最も進歩していたアメリ

カに赴き､その実情を視察しようと政府に建白書を上程､閏 10月 3日派遣を命ぜられた｡

一行はアメリカ各地で金銀貨幣の鋳造､紙幣及び公債証券の発行方牡等を調査し大蔵省
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に建嵩を提出した｡その後､伊藤博文や吉田清成らの ｢明治四年の銀行論争｣と言われる

激しい論争のもと､アメリカの ｢ナショナル ･バンク ･アクト｣の制度を倣い､現代に至

る金融制度の源を作ることになる ｢国立銀行条例｣が明治5年 11月 15日に制定された｡

しかし､翌年に最初の国立銀行が誕生したものの第一期国立銀行としては4行だけのス

ター トとなったが､それぞれの国立銀行が設立されるまでの状況を文献や銀行史等をもと

に検証していった｡その後､国立銀行の経営は順調に推移していくかに見えたが､営業状

態は悪化し国立銀行条例の改正へと進んでいった｡

国立銀行条例の改正は､殖産興業の推進のための政府の銀行政策により､僅か 4年間で

153の国立銀行が全国に乱立することになった｡そのなかで国立銀行の設立数が多い都道府

県の創立時の事情にはそれぞれの地域による特徴があった｡また､国立銀行設立のための

資本金の大小による分類､設立時の発起人である士族､商人､地主等による分類について

具体的に国立銀行名をあげながら考察した｡

その後､全国の国立銀行が発券する銀行券流通高の急増と西南戦争を契機としてインフ

レーションが進行してくるなかで､それらを解消するために日本銀行が設立された｡日本

の近代化の先駆けとして出発した国立銀行は､国立銀行条例の再改正による営業満期によ

り普通銀行に変更となりその役割を終えて市場から姿を消していった0

以上､国立銀行の誕生から普通銀行に転換することにより消滅するまでを概観したが､

朝倉孝吉は 『明治前期日本金融構造史』(昭和 36年)の中で､松成義衛 ｡長幸男 ･三輪悌

三が 『日本における銀行の発達』(昭和 34年)の著書のなかで述べている､銀行の発達は

政府による ｢上から｣の資本主義によって強行されたという説に対して､商人地主たちの

｢下から｣の行動により行われたという主張をしている｡また､国立銀行はじめ､銀行類

似会社や私立銀行等の各金融機関の設立から営業状態を見ていくと､従来の研究では商人

地主の果たした役割を見過ごしている､もっと大きな評価をしても良いのではないかとい

う見解を述べている｡士族の秩禄公債により多くの国立銀行が誕生するが､後世に繋がる

金融制度を強固なものにした功労者は士族ではなく商人地主であり､そしてこの商人地主

というのが日本の資本主義化を押し上げた ｢下から｣の人々であると主張した｡

本研究は､以下の理由により､特徴ある3府道県を選択し､設立経緯､経営状況から上

記の相違点を一連の国立銀行を研究する中で考察していく｡

最初に､豪農により設立された国立銀行と､他の 4行のすべてに士族が大きくかかわっ

ているという新潟県を選んだ｡国立銀行が豪農によって設立されるという事例は､全国的

にみても稀有である｡全部で 5行の国立銀行が誕生しているが､第四国立銀行 (現 第四
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銀行)と第六十九国立銀行 (現 北越銀行)は現在も継続して営業しており､また 2国立

銀行は複数の文献や銀行史でも知ることが出来るので､今は存在していない 3つの国立銀

行をそれぞれの旧藩の中で置かれた地域の違いから見えてくるものを対象として研究した｡

次いで､明治維新以降の日本のなかで行政機関も､置かれた環境も､内地と全く異なる

新開地であった北海道を選択した｡開拓使という政府機関による国立銀行設立-の勧奨と

地元の豪商たちの参加による ｢商人主導型国立銀行｣と､九州のふたつの士族団体が金禄

公債の運用のため大蔵省の斡旋により設立した ｢士族銀行｣という､同じ函館の街のなか

で､まったく異なって誕生した国立銀行を研究の対象とした｡

最後に､当時､大都市になっていた東京に次いで設立数が圧倒的に多くて､当時の国内

経済の中心地であった大阪の国立銀行を選択した｡維新直後の大阪地方は新政府の直轄地

や藩領 ･旧天領 ･旗本領等と複雑に錯綜しており､当時の急激な変草のなかですぐには殖

産興業の波に乗れなかった｡ しかし､明治 10年代にはいると､大阪の経済も上昇に転じ商

業の中心として発展してくるが､そういう環境の中で大阪に本店を構えた 13の国立銀行を

取り上げた｡

それぞれに特徴のある国立銀行の設立は､当時の封建的経済社会や近代的な経済が出来

上がる移行途中で､まったく違った姿を資料の中から見ることが出来た｡設立地の環境か

ら順調に成長していく国立銀行､経営の稚拙さから破綻していく国立銀行､今に繋がる堅

実経営と積極姿勢をもとに成長を遂げていく国立銀行と多種多様であった｡

そして､国立銀行の設立過程および銀行の発達は､明治政府による上からの強制であっ

たのか､それとも商人地主による下からの押し上げであったのかについても考察した｡

時間等の制約から論点を明確にするため､本研究では､それぞれの特徴を持った国立銀

行が誕生した都道府県を対象に取りあげたが､今後は､準りの国立銀行も網羅的に研究し､

日本の近代的金融制度が進展する過程で国立銀行が果たした歴史的役割を体系的に解明し

ていきたい｡
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第 1葦 古代から近世までの金融について

第1節 古代､中世の原始的金融の経緯

日本金融史資料の明治､大正編に ｢金融を賃借という意味に解すれば､その由来は遠く

紀元前三千年の昔に遡ることができるそうであって､わが国でも正倉院の音文書中に借金

証文が残っておる｣ 1と記述されている｡

しかし､わが国の歴史上に最初にあらわれたのは､最古の貸借制度ともいえる ｢出挙｣

の制度であった｡8世紀に施行された養老律令雑令に初めて出挙の文字が表れ､｢毎年の耕

種に先立って農民に稲穀を貸付け､秋収ののちに-定の息利とともに還納させる出挙の牡

は､古代を通してひろく一般に行われたところである｡｣2

出挙は中央政府及び地方の寺院､富豪等が農民その他の庶民に対して利息を付して稲穀

その他の財物を貸与し､その担保として田宅 ･奴隷 ･財物を徹したものであった｡春に農

民に対して稲穀を貸し付けて､秋に3割から5割の利稲とともに回収するというのが普通

の例であったOそして､政府の行らた公出挙と､寺院や王臣家､富豪たち私人が行う私出

挙とがあり､公出挙は初め勧農､救貧を目的としたが､総じて出挙は､社会のあらゆる局

面において様々な形で行われていたBo出挙の.対象物は､稲穀以外の銭などの財物にもおこ

なわれた｡その後､出挙は奈良中期以降強制的に行われ､一種の税に変化していった｡私

出挙は稲の他に銭を貸し付け5割から10割の高利が認められ､中世まで広く行われた.そ

の後 ｢人別に貸付されていた出挙が､しだいに土地を単位に賦課されるように｣なり､出

挙の地税化として進化していった4｡

奈良朝および平安朝の王朝時代には､出挙の制度の延長として質制度というものが行わ

れ始めた｡質屋は ｢金貸､無尽とともに鎌倉時代以前から今日にいたるまで存続している､

わが国古来の金融機関｣といわれている5｡

出挙にも担保としての質物をとったが､当時の駄律として施行されていた大宝令雑令によ

れば質権設定者は家長に限られ､また質権者は質権設定者の承諾が転売の必須条件とされ

ており､また480日を以って利の元本と同額にあり､次の利息支払期､即ち60日以上経過

するも､なお弁済出来ない場合には官に通告し､質物を公売できるとあった｡

1 日本銀行調査局編 ｢日本金融史資料 明治大正編 第一巻｣大蔵省印刷､1955年､6貢 0

2薗田香融 『日本古代財政史の研究』塙書房､1981年､49貢｡
3 同上､49貢0

4同上､107貢 ｡

5渋谷隆一他共著 『日本の質屋』早稲田大学出版社､1982年､はしがき1頁｡
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中世に入 り鎌倉時代には ｢質｣を専業とする質商が現れ､質物保蔵の為に特別に倉庫を

■● ■●●
構えたところから､当初はくら (倉庫)と呼ばれ､後期に入ると庫倉 ･土蔵 ･土倉 (どくら

一北条時代以降に質物の保管倉庫に土を塗るの意味)に変わっていった｡ 14世紀初頭に

は京都に土倉 300軒が存在していたといわれるO土倉はほとんどが富豪の営業であり幕府

の免許を所有し､倉役 とい う税金を課せ られた｡土倉の取扱った質は動産質で､次のもの

が質物とされた｡

① 絹布類､書籍類､楽器類､家具類

② 茶碗､花瓶､香炉､金物類

③ 米穀､雑穀

④ 武具類

以上の物品によって､利息や貸付制限が決められ､それぞれの期限が過ぎると質流れと

なった｡

室町時代の中頃には､権利を得て質権の目的とする権利質が始められた｡質の目的物と

なったのは､営業権といわれる紙座､油座､麻座等の座権で､これを質入することが文献

の中に見えてくるO

また､後年から鎌倉時代にかけて､宗教上の信仰集団としての ｢講｣から発生した無尽

や頼母子講の原形がこの時代から始められた｡金銭の融通を目的とする相互扶助組織で､

構成員が一定の期 日に一定額の掛け金をすることにより､銭や札入れによって所定の金額

の融通を受け､それが全員に行き渡るまで行 うものであった｡現在の第二地方銀行､従来

の相互銀行の原点のようなものである｡

為替手形の原始的な形も鎌倉時代から出現し､現金を授受する代わりに手形を用いて遠

隔地著聞の貸借の決済をする方法がとられた｡この手形は当時､割符や切符と呼ばれ､そ

のうち為替を取扱ったものが替銭屋､割符屋､両替師といわれた｡

両替商の起源は室町時代にまでさかのぼる｡ この商売が誕生した由来は､当時国内に各

種雑多な貨幣 (寿永判､上字判､丁金､甲州金､加州金､竹流し金､切銀､永楽銭､錬銭

等)が通用していたが､その通用の便を図るには引換える (両替)必要がありそのため両

替業という職業がおこったO両替商はこれらを引換するたびに一定の手数料 (和利)を受

け取って商売となした｡室町時代の末期には､都に両替を業とした人達が多く住んでいた

両替所 というものが設立された｡豊臣時代に入ると京都､大阪において両替が広くおこな
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われた6｡

第2節 江戸時代の金融制度

質や､抵当の制度､無尽または蹄母子の制度､為替､両替の制度や機関は､江戸時代に

入り比躍的に発達し､都市の急速な発展､商業や海陸交通の格段の向上などにより､それ

ぞれの金融商品や､貨幣経済の発展に大きく貢献していった｡

国内での商品流通は従来と比較しさらに大きく拡大し､北は松前から南は琉球まで商圏は

広がり､扱われる商品の種類も格段に増加している｡また貨幣制度が一応統一され､幕府

の鋳造する金､銀､鋼の三つの貨幣がはじめて全国的に通用し､一部農村にまで広く行き

渡るようになった｡

江戸時代の両替商は当時の金融機関として最も重要なものであって､近代的とはいえな

いものの､現代の銀行業務にも通ずるようなほとんどの商品を取扱っていた｡本業である

金銀銅貨幣の交換 ･売買のほかに､幕府や藩庁の公金取扱､為替 ･預金 ･貸付 ･手形の振

出等の業務についても取り行い､江戸 ･大阪 ･京都の大都市のほか､大津 ･堺等の諸都市

においても多数の両替商が営業をしていた｡｢幕末大坂では､本両替仲間､南両替仲間､三

郷銭屋仲間､の三種の両替商が営業していた｡--本両替仲間は主に金銀を扱い､本両替

と略称された｡--･･その資力は厚く､その多くは各藩のために蔵元､掛屋の業務をなし､

その上位のものは､幕府の御用達をつとめた｡幕末大坂の本両替は 180店を数え7｣るほど

となった｡両替商は商家や武家などの得意先から金銀等の預託を受け付け､自己資金とと

もに諸大名や商人に融資をした｡前述の三都の両替商は江戸時代の初期から大名貸を行っ

ていたが､特に元禄以後には多くの諸大名の ｢御用達｣として資金を融通していた｡商人

に対する貸出は通常取引のある先に限り､商人の身元来歴や財務状況を充分に調査し､資

力や弁済能力を確認の上取引を開始しその後の取引を永続させていった｡

手形の流通は江戸時代に入ってから活発となり､手形の種類も為替手形 ･振出手形 ･約

束手形 ･振差紙 ･預り手形 ･大手形 ･蔵預り切手の7種が発行され金融の発展に大きく貢

献することになる｡

江戸時代の 質屋は二千軒を越えるほどになり､株を定めて年行司という役員をおき仲

間授章という規則を作り､幕府方により質屋仲間として公認していった.この時代の質物

は主として動産で､刀剣､諸道具類､衣類等雑多であったが､動産の中で質入れできなか

6第一銀行 ｢第一銀行史 ｡上巻｣第一銀行八十年史編纂室､1957年､8-14貢｡

7玉置紀夫 『日本金融史』(樵)有斐閣選書､1994年､1貢｡
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ったのは神社の什物､音金銀､貨幣､鉄砲及び御紋附品等だった｡

また､無尽､頼母子講は設立当初の共済的な目的から､商工業者の資金取得や庶民の小

口貸出のために行われるようになった｡

江戸時代には特殊な金融機関や金融制度が多く存在した｡札差は徳川幕府の旗本及び御

家人に対する特殊な金融機関であって､一定の手数料を受け､その代理人として､幕府よ

り支給される禄米の受領又は販売をなし､もしくは禄米を書き入れして旗本又は御家人に

金銀の貸付を行 うことを商売とした｡旗本に対する貸出利息には上限制限を設け､徳川時

代のほぼ同期間は年一割半以内としていた｡

名 目金又は名 目銀は江戸時代になってから盛んになったもので､多くの宮門跡や幕府と

特殊な関係にあった寺社が行 う貸金で､実際の貸付取扱はほとんどが町人に行わせていた｡

ほかに､盲目者には生活保護のために幕府の保護のもと､かれらのお金を官金 と称 して

貸出を許可していた座頭金というもの､貸出の金利や条件から呼ばれるようになった鳥金

や首一文､目なし貸等の種類の制度が存在 した80

第 3節 貨幣制度の発達

徳川時代には､実質的には実物経済の色彩が強い時代で､各藩の所領の大きさや幕臣た

ちの俸禄についても米穀で表され､租税についても米穀での支払いが中心であった｡しか

しその反面中世以後､貨幣経済は少しずつ浸透 してきて､徳川時代に入ると流通も盛んと

なり市場も大きくなり貨幣制度としての進展がみられてきた｡

貨幣経済の普及した理由としては

① 金銀の増産が可能になったこと｡

② 幕府の貨幣制度の統一が実施されたこと｡

(卦 海上交通等の発展で流通範囲が拡大したこと｡

④ 江戸 ･大阪 ･京都を中心とした都市生活の発展と生活の向上等が挙げられるo

幕府は慶長 6年頃､金座､銀座を設けて金銀貨を発行し､寛永 13年は銭貨として寛永通

宝を鋳造 した｡この時期あた りから次第に幕府鋳造の金銀銭貨が一般に流通 し､貨幣の鋳

造発行権も原則として幕府が独占して貨幣制度の統一をみることができた｡

8前掲(注 6)､30-32頁｡

9



江戸時代に鋳造され流通した金銀貨の主なものを鋳造年代順に並べた90

( )の年号は鋳造期間

慶長金銀 一一一- -大判金 ･小判金 ｡一分判金 ｡丁銀 ･豆板銀 (慶長 6-元禄 8年)

元禄金銀 一一一-一大判 ･小判 ･一分判 4二束金 ｡丁銀 ･豆板銀 (元禄 8-享保元年)

(元禄 8-宝永 3年)

宝永金銀 一一一一一宝字丁銀 ･ニッ宝豆板銀 ･三ツ宝丁銀 ･同豆板銀

乾字小判 ･乾字一分判 ･永字丁銀 ･永字豆板銀 (宝永 3-正徳 4年)

正徳金銀 --- 一武蔵小判 ･一分判 ･四ツ宝丁銀 ･豆板銀 (正徳元～同4年)

享保金銀 -- -一小判 ･一分判 ･大判 ･丁銀 ･豆板銀 (前二者は享保元～元文元年)

(大判は享保 10-天保 8年､後二者は正徳4-享保 21年)

元文金銀 - - 一真文小判 ｡其文一分判 ･真文丁銀 ･豆板銀 (以上元文元～文政元年)

五匁銀 (明和2-安永元年) 南錬二朱 (明和 9-文政 7年)

文政金銀 - -- 草文小判･草文一分判･美文二分判 (文政元～11年)

草文丁銀 ･豆板銀 ･二朱銀 ･一乗銀 ･草文二分判 I-米銀

(文政 3-天保 8年)

天保金銀 -- -一二先金 ･五両判 ･大判 ･保字小判 ･保字一分判 .一分銀 ･保字丁銀 ･

豆板銀 (天保 3-万延元年)

安政金銀 - --一一東銀 ･二分判 ･二乗銀 ｡正字小判 ･正字一分判 ･大判 ･一分銀 ･政

字丁銀 ･豆板銀 (多くは安政年間､慶応に及ぶものもある)

万延金銀 - - -小判 ｡一分判 ･二分判 ｡二束金 (万延元～明治 2年)

出所 百十四銀行八十年編纂童 ･｢百十四銀行八十年証｣･百十四銀行 ･21貢

大きな取引での貨幣は金や銀で使われ､小取引については銭によりおこなわれた｡銭は

銅､鉄､真鈴の 3種類が鋳造された｡江戸の街では主として金建(金本位)で取引は行われ､

大阪では銀建(銀本位)であった｡金貨の計算絵は両､分､朱の名称で計算 し､両は斤の十分

の一､分は両の四分の-､未は分の四分の-であったが､一両以上は十進法であったO銀

貨は定位銀貨のほかに秤量して用い-匁をもって単位 とし､その十分の-を分､分の十分

の-を厘と呼んだOこのような貨幣制度の進展は商品経済の発展と相侯って､さらに一層

旧来からの自然経済､土地経済と対立し､その矛盾は農民によって生活を支えられていた

武士階級に大きな打撃を与えた｡表面上には農工商の封建的身分制度は補完されていなが

9百十四銀行八十年諦編纂室 ｢百十四銀行八十年誌｣百十四銀行､1959年､21乱
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らも､商業及び商人層が社会全体の中で優位に立ち､経済階級の変化から長年続いてきた

封建的身分社会の混乱が起こってきた10｡

第4節 藩札の歴史と流通

I.藩札の出現と変遷

紙幣の最初の出現は､室町末期ないし江戸初期に初めて発行されたものと考えられてい

る｡通説では､三重県の伊勢地方の伊勢商人によって使用されていた ｢羽書｣といわれた､

いまでいう手形のような私札がのちに全国の諸藩で発行され､藩札として一般化し全国規

模においてその流通がみられるに至ったと伝えられる｡現存する日本最古の紙幣といわれ

る伊勢山田で発行された山田羽音がこれにあたるとされる11｡

また奈良にあった大和の吉野郡下市で発行されていた銀札 (諸藩の藩札や私札で銀貨代

用の紙幣)は､定期的に開かれていた市場での売買の決済に銭貨が使用されていたが､か

さばったり重たかったり持ち運びに不便だということで､当時の有力商人たちが紙に金額

を書きこんだことが､その始まりだといわれる｡

伊勢はじめ､大和 ･摂津 (大阪府西部から兵庫県南東部)和泉 (大阪府南部)の諸地域

において発達した私札が､大名領国の藩札-と発展したのは通説によると寛文元年 (1661

午)越前国福井藩において発行された銀札が第一号であったといわれるOしかし､福山史

編纂委員全編｢福山市史 中巻｣昭和43年 (1968年再販)では備後福山簿が寛永 7年 (1630

午)に銀札を発行したとあり､論議の分かれるところである｡

福井藩 (藩主-松平忠直)は将軍の親戚にあたる有力藩であったが､所領高 67万石が25

万石と3分の 1となり領地の激減により厳しい経済運営をせまられ､藩札発行により失地

回復を図った所から発行に踏みに切ったものと言われている｡当然､紙幣発行の特典は江

戸幕府の特別許可によるものであった｡

藩札が発行された理由は福井藩の例のように､簿財政の窮乏を打開するため財政的な危

機を克服する目的から発行されたものが比較的多かった｡幕府の発行する貨幣の不足を補

うための補助的役割をも持っていた｡近隣諸藩において藩札が発行された場合に､経済的

に不利な立場に陥らないように対抗上自藩においても発行に踏みきった例も多かった｡

10前掲(注 9)､22貫 ｡

11作道洋太郎 『羽書』(国史大辞典 11)吉川弘文館､1990年､藩札とはWEBLIO辞典｡
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王L 藩札発行と回収

薄札発行には幕府の許可 (幕許)が必要で､享保 15年 (1730年)に制度化された｡

藩札の使用権限 - 20万石以上の藩は25年､20万石以下は 15年限りでの条件

で発行を許可すると規定した｡

発行機関は藩当局と領内外の商人階級で､商人は藩札の発行 と流通の両面の管理と運営

を任され実質上の責任をもっていた｡藩札会所を設置 して藩札の発行を担当させ､物産販

売を行 う産物会所や国産会所を併設させた｡

藩札の種類は幕府貨幣の金銀銭貨にかわり各藩の正貨として使用されたことから､藩札

の大部分は金札､銀札､銭札として発行され､銀建てによる通貨制度が主流だったことか

ら､銀札が最も多く､ついで銭札で金札は比較的少なかった｡

藩札の通用範囲と発行額流通範囲は原則一帯領域内に限られていたが､近隣との交流や

物産の移動により領外 との取引もみられ､自藩を飛び越えて流通することもあった｡ しか

し､領国意識の形成､経済上の不利､及~び不便を回避するため他領の藩札の流入を阻止す

る傾向が強くなってくる｡

諸藩では幕府の許可を受けず藩札を発行することもあったo宝永 4午(1707年)10月､金､

銀､銭札の藩札発行を禁止 し､その後も数回の禁止令が発せ られたにも拘わらず禁制は実

行に至らなかった｡

表-1の通 り明治初年には､旧藩札と言われるものが 1,694種類に及び､発行額としては

3,855余万円で新価位に換算して 24,643,203.646円あったとされるoしかし､実際の金額

はさらに調査をすれば推定額よりはるかに多い発行額であると言われている｡明治 2年 12

月 5日､新政府は府帝県の藩札製造を禁止 した｡ そして､3年 2月末までに流通額の届出を

諸藩に命 じるとともに､維新後に新たに発行された藩札の通用も禁 じた｡

明治4年 7月に､明治維新政府は諸藩の肩代わりをして藩札の回収を実施することにな

るが､その時点で藩札を発行 していた藩は244藩に達しており､そのほかにも 14県 ･9旗

本領で紙幣を発行していた｡その発行線量は 4億 1,072万枚にも及んでいた｡新貨換算高

については ｢明治貨政考要｣の中には､5年末月の藩札流通高として ｢自明治五年至同九年

各種政府紙幣増減表｣ 12によると2,490万 4,105円とあるが､｢其交換給了ノ時即チ明治十

二年六月二至ルマテ之レニ対シテ発行シタル新紙幣｣総額は 2,261万 8,244円 966となっ

ている13｡ 金額的には上記の明治初年ころの概算額と大きな増減はしていない｡

12大蔵省稀｢明治前期財政経済史料集成･13巻｣･明治文献資料刊行会締､1964年､227貢｡

13同上､209貢｡
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しかし､この数字は 5銭以上の藩札の交換分であって､｢5銭未嘩ノ小札移多ナル トニ依

り到底一挙二交換ヲ了シ難ク且交換ノ準備モ未夕充分ナラザル｣としてし銀貨､銅貨の鋳

造されるのを待って交換されており､また交換の対象からはずれたものも含められたため

か報告の数字もまちまちであった14｡

｢明治財政史｣によれば､明治4年 9月末の府藩県の報告では藩札流通額として 3,855

万1,132円31となっていたものが､再調査によって政府の負担となった額は2,493万5,109

円828であったと記録されている15｡

この藩札の大部分は ｢乱発とともに幕末にかけて通貨価値が大きく下落し､食換停止や

額面としての使用が不可能になり､領民の生活に多大の悪影響をおよぼした｣とい うのが

通説として広く支持されてきた｡また文献や銀行の記念誌にもこのような記述はかなりみ

られる｡

その一方､乱発されたという事例は比較的に少なく､その通用力は好転していったとい

う反対の事象がかなりあったということを､33薄の蒋札の流通状況を調査した同志社大学

の鹿野嘉昭が文献で発表している16｡ 具体的には幕末にかけて乱発され､価値下落に至った

事例は33藩中､鳥政､和歌山､岡山､富山､L広島､福岡､府内､盛岡の合計8帝にとどま

っていて､そのうち半分の藩の事情は大火や冷害等の天災による凶作､大飢健の発生と､

多大な労力と金銭的な負担を伴 う幕府御役によって財政が貧窮化したことが強く作用した

と指摘している｡

しかし､一例であるが土佐藩では幕末になって政治活動が激 しくなり財政支出が激増し

てきて､さらに戊辰戦争や黒船来航で､船舶や鉄砲等の軍備が急がれるなど財政は非常対

策を迫られていた｡この為､慶応 2年から3年にかけて大量の藩札を発行しているOその

後も数回にわたり金､銀､銅札が発行されたが藩札と正銭との間に格差が生じた｡また政

府の発行した太政官札により通貨の統一を図ったものの､更に藩札が発行され天札との価

格も格差が大きくなったため､諸藩に帝札の発行を停止させ､ようやく高知でも流通は止

みその後整理されていった17｡ また､高松藩でも殖産興業のため積極政策を採用して藩札を

家中の士や富裕な農商人や質取営業者に貸付け滞内の商工業考の発展を図った｡しかし､

当時の市場と経験不足により産業は育たず資金も回収は困難であった｡積極政策は失敗に

おわり､帝当局も機能を円滑にするために允換準備もしていたが､藩札も乱発により允換

14 明治財政史編纂全編『明治財政史 12巻』丸善､1905年､187貢｡

15同上､193-196頁｡

16 鹿野嘉昭 ｢幕末期,藩札は濫発されたのか｣2004年､2貢 ｡

17 四国銀行百年史編纂室｢四国銀行百年史｣四国銀行､1980年､15-16貢｡
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が難しくなり藩財政も悪化した｡

このように幕末にかけての藩札の増発は量の大小はあるが､相当の藩で発行され結果と

して価格の下落をみたのではないか｡この部分については今後の研究としていきたい｡

明治元年に発行された太政官札と翌年の民部省札の官省札の政府紙幣の増発に､藩札の多

量の流通が加わって貨幣制度は混乱していた｡藩札の整理は政府紙幣の社会的借用の椎持

と円滑な流通を図るもので近代的幣制の確立のためには必要ネ可欠なものであった｡

第2章 明治維新と近代的銀行制度

第 1節 通貨制度の統一と明治政府の金融政策

Ⅰ.明治推新政府の誕生と貨幣制度

徳川封建体制の矛盾の激化により､薩摩､長州などの雄藩による倒幕が原動力となり慶

応 3年 10月､王政復古の大号令のもと､ついに大政奉還となり明治維新が成立した｡その

主役は､下級武士たちが中心であったが､外国資本の開国強要も大きく作用した｡

外国船の日本-の寄港はロシア船やイギリス船がしばしば日本海近海に出没し､食料節

水を求め無断で入港する事件が発生していたが､嘉永 6年アメリカの黒船がペリー提督を

伴って来航し正式に日本に開国を要求してきた｡翌年､ペリーの圧力に屈した徳川幕府は､

開国のための条約を周囲の反対を押しきり締結することで､幕末史のなかで最も大きな日

本の国の行末が決まる重要な転機を迎える｡この条約調印を巡って朝廷と幕府が明確な対

立軸を抱えていくきっかけとなり､結果的にはこれが幕府を瓦解させ明治推新-の道を開

く大きな事件となった｡

また､開国による貿易の開始は国内の産業経済にも大きな影響を与えていった｡この唐

突ともいえる外国貿易は､当時の国内生産規模の拡大を促し近代的産業を実現する原因を

作ったが､その反面､封建的社会の中で限られた生産能力のみしか与えられていなかった

国内市場のバランスが大きく崩れ､生産力が輸出量に追いっかず物価は急騰 し､また従来

の幣制の素乱は正貨の流出を招いた｡

明治維新の変革は西欧各国の近代的変革とは異なり､先進資本主義諸国の通商 ･開国要

求という外圧が大きな背景にあったため､明治幕府の急務は早急に旧来の封建的諸制度を

改革し､政治､経済､社会､産業などのあらゆる分野で近代化を進めていくことにあった｡

新政府は明治2年版籍奉還､同4年廃藩置県を断行して中央集権体制を確立､ついで同4

年から8年にかけて職業の自由､土地売買解禁による土地所有権の確立､秩禄処分による

封建家臣団の解体など基本的な社会変革を次々に実施した｡

14



経済面においては ｢殖産興業｣を掲げ､欧米の近代的な産業技術や経済制度を導入 し､

官営の鉱工業を興し民間産業を育成助成 しながら､徳川時代からの複雑で混乱状態にある

貨幣制度の整備 と近代的金融制度の確立に着手し始めた｡

明治推新直後の貨幣流通状況は､前段で見てきたように各種貨幣および封建時代の各藩

の発行 した藩札が表-1のように乱雑無統-に混在してお り､幣制の整備 と統一が近代国家

樹立に急務であり不可欠であった｡下表は､明治初年に於ける旧貨幣の流通高 (額)を新

価位(円)に換算 した概算合計を示 したものである｡

表-1 貨幣流通状況 明治元年現荏

種 類 内 訳 円換算概算額

旧金貨 盲弐未金､安政弐分判金､安政小判金 .壱分判金 円
万延小判金､慶応壱分判金

安政大判金､文久大判金､万延新弐分判金 .弐先金

明治新弐分判金 .弐先金､明治劣位弐分判金 87,610,652.805

旧銀貨 古壱分銀､政字銀 (丁銀､豆板銀)､壱朱銀 円68,275,3-13.023
安政大形弐宋銀､壱分銀､明治新壱分銀 .明治吹継壱

宋銀

旧銅銭 寛永通宝銅壱文銭､同鉄壱文銭､同真鎗四文銭 円6,033,127.478旧真鎗銭旧鉄銭 天保通宝当官銭､文久通宝､寛永通宝鉄四文銭

出所 大蔵省編纂 『明治大正財政史 第 13巻』 第 9編 通貨 5-7貢

明治 2年 2月 5日外国官判事兼会計御用掛大隈重信の建白により大阪に造幣局が新設さ

れ､3年 11月 27日に造幣寮が稼働を始め､4年 2月 15日に創業式を挙行し､旧来からの

幣制を改めた｡本位貨幣として金貨 5種､銀貨 1種､補助貨幣として銀貨 4種､銅貨 4種

が発行 されたO十進牡による円､銭､厘の単位に統一し､明治 3年 11月 12日､太政官裁

定において 1円銀貨を本位貨幣､金貨その他を補助貨幣とする秦がまとめられた｡銀本位

制の方針を決定したが､アメリカに出張中の大蔵少輔伊藤博文の進言により欧米諸国にな

らい金本位を政府はとりいれ､明治4年 5月 10日 ｢新貨条例｣を布告し､本位貨幣を金貨

とし 1円金貨を原資とする金本位制による貨幣制度の統一を実現 したo同条例では純金

1500mgを1円とし､これを基準として､その 100分の 1を銭､銭の 10分の1を厘とす

ること､新貨幣 1円と旧貨幣1両を等価とすることなどが定められた0
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これにより､明治 4年 5月以降に発行された ｢円｣を原貨として､従来からの両､分､

朱､文という呼称に代わって円､銭､厘の貨幣制度に変更となった｡この ｢新貨条例｣に

よって､わが国も牲制上の上では一応､西欧先進国と共通の貨幣制度を持つに至った｡

Ⅱ.明治政府の金融政策

明治政府の財政的基盤は皇室領 3万石と､徳川家から没収した天領から徴求する封建的

貢租がその中心をなしているにすぎず､中央政府による体制整備の為の全国的統一や近代

的経済の導入を図ろうとするための諸費用を賄うに足るものではなかった｡明治政府の財

政措置の-つとしては､まず東京､大阪の富豪たちに経済的援助を求めたO会計基立金の

徴募であり､この財政資金は主に旧幕府から引き継いだ地高､すなわち新政府の地粗収入

を引受とし月一分の利子をつける国内債であったが､その徴募額は予算の半額にも達しな

かったという｡ 会計基立金の内容は､御親征用途費､大監察使東下費､御東幸御用途など､

種々の名義の調達金があった｡ 明治財政は旧幕府勢力の一掃という､軍事目的の費用調達

ということから始まったものといえる｡

二つ目の財政措置としては､資金の創造としての不換紙幣の発行および貸付によるもの

であった｡

明治政府の不換紙幣の発行は､会計基立金の徴募の時と同様に参与由利公正の建譲にか

かわる太政官札の発行に始まった｡慶応 4年 5月発行になった太政官札は 10両､5両､1

両､1分､1朱の5種類の金札であった｡

この太政官札の発行は､一般に明治政府が財政窮乏の結果やむを得ず発行 した不換紙幣

にあるとされ､大蔵省発行の ｢紙幣整理始末｣は､太政官札の発行を持って財政窮乏の結

果､｢政府ハ一時ノ危急ヲ済ハンカ為メ､賓二巳ムヲ得ス紙幣発行ノ嵩ヲ採用シタルナリ｣

18といわれているが､事実は､殖産興業のための資金創造を目指したものであったと思われ

る｡少なくとも由利公正の主張は､｢金札を発行して之を民間に貸付し､一定の年限内に返

納せしむる制を立て､労力殖産を以て富源を開発せば､政府人民に帯金の利益を獲得せん

と｣｣ 19というにあった｡

しかし､太政官札発行の趣旨がそのまま生かされることはなかった｡ 総発行高は､4,800

万両にのぼったが､そのうち殖産興業の資金として貸し付けられた額は 1,800万両足らず

であり､残りの3,000万両は明治政府の財政の赤字を埋めるために使用された｡また 1,800

18大蔵省編 ｢明治前期財政経済史料集成第 11巻｣明治文献資料刊行会､1964年､183貢｡

19三岡丈夫編 『由利公正俸』光融館､1916年､141賞｡
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万両すべてが殖産興業に使用されたかについては疑問視もされている｡この時期の財政的

基盤を欠いていた草創期の明治政府としては､自ら発行した不換紙幣に頼らざるを得なか

ったのである｡

太政官札の流通は､政府の意図した通りにはいかず､流通しても多くの打歩を伴って減

価していった｡それというのもまだ日本国内での商品流通はようやく始まったばかりであ

り､草創期に伴う政治的浪乱と明治政府の権力の不安定さが､その信用力を著しく小さく

していたからである｡このような不換紙幣の減価は､明治政府が目指していた財政基盤作

りに大きな支障となった｡

その第-の理由として､不換紙幣は明治政府の財政を支えるために発行されたもので､

それが流通しないということは､また流通しても減価するということは貨幣としての体を

なしていないということでもあり､当然のように危機的状況に陥るということであった｡

第二には､当時横行していた悪贋貨とともに不換紙幣の減価は外国資本の猛烈な非難を

浴び､重大な国際問題となった｡そして､幕末以来混乱しつつあった日本の貨幣制度をさ

らに混乱させ､当初､明治政府の意図した巨額の通貨を発行させ､｢金融疎通｣をもたらし､

もって殖産興業を推進しようとする目的が泡となって消える危険が生じたのである｡

そこで政府は､浪乱した通貨制度や発行された通貨が正常に流通する機能を果たすため

に､明治2年 5月の布告で明治 5年末までに太政官札を新貨幣と交換することにし､その

後の交換未了分については年 5%の利子をつけることにし､その後ようやく信用を増し次第

に流通も円滑となった｡ その後の民部省札や大蔵省允換証券､開拓使食換証券の発行で計

四種となった政府紙幣は次第に広く流通していった｡しかし､正貨の裏付けのないこれら

の不換紙幣が雑多に流通するにつけ､偽造札も多くなり始め､また各種紙幣の不統一によ

る流通不便も発生してきた｡それに､政府紙幣は金食換をうたっていたが､事実上これら

の紙幣と交換すべき金貨､銀貨などの正貨を政府は保有していなかった｡そのため､新紙

幣の発行により政府紙幣の統一を図ることとし､明治5年4月の発行から順次政府紙幣と

の交換が行われたOしかし､表-2のように､発行理由のなかに旧紙幣との交換以外に全

体の 22%にのぼる27百万円が､西南戦争の征伐費として計上されており､また､開拓

使や為替会社-の貸付のためにも発行が行われており､当時の推新政府の財政逼迫状況が

よみとれる｡この紙幣はドイツで印刷され､従来と比較しても精巧なものであった｡新紙

幣は ｢布告二依り発行セラレタルモノ｣で､その布告には､額面は100円､50円､20円､

10円､5円､2円､1円､50銭､20銭､10銭､5銭の 11種類で､｢差向1円､50銭､

20銭､10銭ノ4種ヲ発行セシメ追々製造成功ノ都合｣とあったが､明治3年以降製造され

17



た額面は20円と5銭を除く9種類が発行された｡

表-2 政府新紙幣発行数量 単位 円

種 別 発 行 事 由 金 額

第 1種 官省札回収ノタメ発行 52,897,165.593,3

第 2種 旧帝札回収ノタメ発行 22,618,244.966

第 3種 開拓史経費補填ノタメ発行 1,loo,000.

第4種 大蔵省食換証券回収ノタメ発行 6,784,333.

第 5種 開拓使允換証券回収ノタメ発行 2,463,520.

第 6種 出納寮-繰替貸ノタメ発行 8,000,000.

第 7種 西京 .大阪 .神戸為替会社-貸付ノタメ発行 525,444.084

第 8種 西南征伐費支弁ノタメ発行 27,000,000.

出所 『明治財政史 第 12巻 』101-102貢｡

第 2節 近代的銀行制度の萌芽

明治維新後､新政府によってつくられた最初の組織的金融機関は､あらたに発行された

太政官札の貸付を円滑にするために設立された為替会社であった｡当初政府は､東京､大

阪､京都の三都の特権商人であった三井､小野､島田などを軸とする特産品流通機能を構

築し殖産興業を図るため明治元年に商法司を設立した｡太政官札の貸し下げ､従来の税金

であった冥加金に代わる新税の徴収､商人を束ねる株仲間の再編等の業務を行 うことを任

務としていたが､外国貿易について明確な方針を持たなかったことから､外国貿易を管轄

する通商司が新設されると廃止された｡

明治 2年 4月､明治政府は通商司を設立したが､最初は外国官に属し､その後会計官に

転属し､維新後に復活した大蔵省が新設されるとこれに配置された｡本司を東京に､支署

を三都と各開港場及び大阪商業地に設置､各支署のもとに通商会社及び為替会社を 8カ所

(東京 ･横浜 ･大阪 ･京都 ･大津 月中戸 ･新潟 ･敦賀)に置いたO通商司は､その管理の

もとに､｢重なる商人を集会せしめて､一個の私利を食らんよりは協力補翼以て資本を大に

し営業を拡張するよう20｣勧誘して商社を設立させ､全国の主要都市で国内商業と外国貿易

に従事させた｡商社は為替を取組み､商品担保の貸付を行い､委託販売業､倉庫業等を経

営した｡東京､大阪に於いては紙､砂糖､油､木綿及び肥料等の諸商品の相場会所を設立

し､後年の取引所の原形を構築していた｡通商会社は､これらの商社を統括することを業

とするものであり､通商司と名前が似かよっており人民が混同する恐れがある所から､開

商会社と名称を変更した｡

20滝沢直七 『稿本日本金融史論』明治文献､1968年､55貢｡
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通商会社､為替会社ともにその社則は通商司が定めて､資金を政府より為替会社に貸下

げ､さらに為替会社より融通せしめ､通商司が監督指揮する官立会社というものであった21｡

為替会社は､｢其資本ハ富豪ヨリ之ヲ募り政府ヨリモ資金ヲ貸付シ預り金､貸付金､為替

等ノ業ヲ営ミ又融通ノ便ヲ計ル為準備金ヲ置キ金券､銀券､銭券､洋銀券発行ノ特権ヲ付

与｣ された22｡このため為替会社は､わが国の ｢銀行ノ噂矢｣とされ､また､通商会社､為

替会社ともに､不完全な形態ではあるが､わが国最初の株式会社とされている｡主に､｢銀

行ノ性質ヲ具-紙幣発行ノ特権ヲ有スル金融機関｣であり､その主たる業務は､預金､紙

幣発行､貸出､為替､洋銀および古金銀売買の両替業であった｡為替会社の資金を構成し

ていたものは､表-3通り､政府貸下金と株式会社の資本金とみることが出来る身元金であ

った｡

貸下金は太政官札によって行われ､政府にとって重要な不換紙幣の流通促進政策であっ

たと同時に､他方においては､為替会社の資金を補強する保護政策でもあった｡

預金もその一つであり､月一分の利子がつけられていたが､全体からみてごく僅かで統

計にも数字が表れてこないものの､当時から取扱いは行われていた｡

なお預金は要求払い預金であり､預け入れる際には預り金為替手形が発行されており､

預り月が3ケ月以内である場合には利子はつけられなかった｡

義-3 為替会社の資金源

為替会社名 政府貸下金 (両) 身元金 (円) 合 計

東京 為替会社 332,000 948,500 2,780,500

大阪 ″ 460,000 ･466,565 2,780,015

横浜 〃 300,000 178,000 1,978,000

西京 〝 300,000 238,500 1,.178,500

- 268,443 318,443

- 45,650 86,650

出所 『日本金融百年史』､竹準正武､62貢 (｢明治財政史)第 12巻 332貢､353-354頁)

また､為替会社の取扱うことが出来た営業項目のうち､もう一つの大きな特権は ｢金券､

銀券､銭券､洋銀券｣の各紙幣を発行できるという権利を与えられていたことである｡

21 同､56頁｡

22前掲(注 6)､323頁｡
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発行紙幣の金券は純然たる允換紙幣であり､表-4の通り全国8つの為替会社により･発行

された｡銀券は東京為替会社により､銭券は大阪及び京都のふたっの為替会社が発行して

いた｡元来金券だけでは流通に支障があるため小額紙幣用に発行したものであるが､明治2

年に太政官札には大札が多く不便だという同じ目的で民部省札が発行されると流通後､僅

か 1年で通用停止となった｡なお､金券は正金に引き換えができる允換紙幣であったが､

銀券､銭券は太政官札引換の不換紙幣であった｡洋銀券は横浜為替会社のみの特典として

発行が許されていたO発行された目的時､外国銀行洋銀券が国内の開港場における勢力の

抑制と､外国人が容易に洋銀相場を掌握出来ないようにすることにあった｡また､日本の

商人たちがいまだ外国銀行の諸手形の使用に不慣れであることに政府が配慮したことにあ

る｡これら銀行券の発行方陰は発行総額準備汝によるもので､発行額と対等な準備金を用

意した｡

このように､当時の主要都市(開港場)に営業を開始した個々の為替会社は允換紙幣と青匝っ

て紙幣を発行し､資金供給先として商業金融や生産金融など殖産興業を目指す民間金融を

図ることを目指していたが､明治維新政府の計画した通りに進展はしなかった｡ほとんど

の為替会社の営業状態は困難を来し､経営を維持することが不可能となり我が国に欧米の

銀行制度を取り入れ最初の株式会社組織に挑んだ目論見は破綻してしまった｡

義 一4 為替会社の紙幣発行状況

為替会社名 金券発行植(両) 銀券.銭券r洋銀券t銀銭券

東京為替会社 1,500,000534,21b両(銀券)
大阪為替会社 1,853,4501,408,034,200貫文(銭券)
横浜為替会社 . 1,500,0001,500,000番(洋銀券) 1,500,000S(銀銀券)

京都為替会社 640,0001,216β20,450貫文(銭券)
大津為替会社 262,500 -
神戸為替会社 ･500,000 -
新潟為替会社 50,000 -
敦賀為替会社 41,000 -

出所 竹津正武イ日本金融百年史｣62貢,滝沢直七･稿本日本金融史論 58貢

金券発行額は発行許可額で､稿本日本金融史論23には東京為替会社は 1,368,500両､横浜

為替会社は 1,500,500両が実際の発行額としている｡

発行された紙幣は為替会社の破綻ののち､新紙幣に順次引きかえられ､明治 9年までに

完了している｡洋銀券は消滅すると貿易上内外商人の取引に利便を欠くことになる恐れが

23前掲 (注20)､58貢｡20



あるところから､横浜為替会社の請願を受け入れて引き続き発行を認めたO

破綻による整理状況については､発行した紙幣は 8つの為替会社合計で発行総数

6,346,950両あったが､最終的に明治 9年現在では 6,327,608両が引換えられ回収率は

99.7%であった24｡ 明治5年に国立銀行条例が制定されるが､各社ともすべて大きな債務を

背負っていたことから廃業が決定していた為替会社は､横浜為替会社を除いて国立銀行-

の転業については実現することはなかった｡それでは何故､ほとんどの為替会社は破綻に

追いこまれたのであろうか｡

失敗の原因として滝沢直七の稿本日本金融史論には5つの項目をあげている｡

1.両替商の習慣に欧州の組織を加味したもので､当時の世間の商況に適せず｡世間に受

け入れられなかった｡

2.士族の商法で､普通の商業と選を異にする｡

3.半官半民であることから､木に竹を接ぐようなもの｡士族から民- 0

4.当事者に適任者がいない｡

5.融資先には､当時社会の変遷激甚な時期であり事業に失敗､また､通商司の廃止(組織

改正)で保護がなくなり倒産｡

つまり､会社の設立が明治政府により半強制的に進められたことから､参加した商人の

大部分は為替会社に対して消極的で無関心で､その結果､経営は当然のことながら不精発

であったということに尽きる｡

政府の手厚い保護のもとでの営業により一時は繁栄した為替会社も､大蔵省内の組織改

正によって明治4年 7月に通商司が廃止されると為替会社は次第に衰退し､各地の通商会

社とともに債務を残して解散していった｡通商司の廃止は､政府が予定していた業練を確

保出来ていなかったのが大きな要因ではあるが､廃藩置県が明治4年 7月 14日に断行され

たのも原因の一つであった｡それまで藩により管理運営されていた国産会所が通商司の元

になっていたからであった｡

為替会社は消滅していったが､当時の先進国であった欧米の企業組織や金融機関の内容

を一般に知らしめ､合資立社という事業を興すに必要なものを認識させ､その後の国立銀

行､私立銀行の創設に刺激を与える大きな貢献をした｡

また､明治政府から強制的ともいえる為替会社-の経営参加を要請させられた特権商人

たちは､本意ではない商売であったが全く無駄に終わったものではなかった｡元来､政

24前掲 (注20)､59頁｡
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府の推奨した為替会社の営業そのものを成功させるよりも､原始的であっても株式会社

組織 というものや金融機関的なものを経験することが出来たのである｡そ して､かれ ら

は､自前の金融機関を設立 しようと為替会社発足の僅か 1年後に計画を立て準備 をして

いた｡

第3章 国立銀行の設立

第 1節 ｢明治四年の銀行論争｣ について

為替会社が衰退するころから､大蔵省に対し三井のような富豪や民間からの私立銀行ま

たは銀行類似会社-の出願をするものが続出しその数は 100件を超えた｡

政府は為替会社と同じように ｢互二結社シテ該会社 上岡シク銀行的業務二従事スル者民

間二発生センコトヲ欲シ｣25ていたので､銀行設立出願は大いに政府の喜ぶところであった｡

しかし､軽々にこれを認可することになれば ｢銀行ノ制度統一ナル能ハス遂二壊乱シテ為

替会社ノ轍二陥ル｣ので､｢其草案ハ大蔵省二於テ編成中ナリシヲ以テ｣ 26として､それ ら

すべてに開業認可を与えなかった｡

その一方､明治政府は歳入不足による財政の窮乏か ら､大量の不換紙幣を濫発 してお､

り早急な対応をせまられていた｡このため､｢条例ヲ制定シテ良善ノ銀行制度ヲ我国二作ラ

ンコト｣で ｢此ノ銀行条例ノ編成ヲ最モ促カセシモノハ政府発行紙幣ノ処分是ナリ｣ 27とし

て､新たに金融機関を設立し､新規発行する銀行券により既発政府紙幣を吸収整理 し､通

貨制度の整備と殖産興業の促進を図ることを望んでいた｡

先程の ｢貨政考要｣のなかで､銀行制度について ｢其草案ハ大蔵省二於テ編成中ナリシ｣

とあるが､編成中の草案というのは伊藤博文が明治 3年 12月 29日付で金本位制採用に関

する意見書とともに建議した ｢国立銀行設立案｣であったといわれているO それは､金札

引換公債の発行と ｢紙幣発行会社｣の設立の建議であった｡

当時､貨幣･金融制度の調査のためアメリカに派遣されていた伊藤は明治 3年 12月､｢ナ

ショナルバンク｣の制度にならって紙幣発行の特権を持っ銀行を設立し､政府紙幣を錦却

するとともに､金融を円滑にする機関を創設できれば一挙に問題解決できると建議したO

一方､時を同じくしてイギリスに財政研究の目的で派遣されていた吉田清成は､アメリ

カの分散発券制度に反対して､イングランド銀行を範とする中央銀行の設立を主張した｡

現代に通ずる銀行の派である ｢国立銀行｣は､この若き二人の新生明治政府の官僚によ

25前掲(注 6)､497貢｡

26大内兵衛･土屋喬夫編『明治前期財政経済史料集成 第 13巻』改造社､1934年､416貢｡

27前掲 (注 12)､416頁｡
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る銀行設立論争のなかで生まれてきたものであるともいえる｡伊藤博文は新政府の中でも

金融経済はもとより､政治にも大いに力量を発揮し初代の総理大臣に就任した最も著名な

人物であるが､論戦の相手方の吉田清成についても､明治新政府のなかでも特出の活躍を

した功労者であるO吉田は､薩摩藩留学生の一員として､慶応元年の春に渡英した 2年余

の間ロンドンを主とするイギリスで､その後､3年余の間はニュージャージを中心とするア

メリカ合衆国で過ごした｡伊藤博文に比べてはるかに長い滞英米の経験を持つ吉田は､金

免換の銀行券発行を事実上独占していたイングランド銀行が､広大な支店網を持っ巨大な

株式銀行としていかに君臨し､そして横浜のイギリス海外銀行に打撃を与えた 1866年の金

融恐慌の時に､イングランド銀行がいかに有効に対処したかも目撃していた｡このような

イギリス銀行業に対比して､吉田は､小銀行が分立し､その興廃のやまないアメリカの事

情も観察していたOこの経験からの青田の結論は､ナショナル ･バンク型銀行の設立､す

なわち紙幣発行主体の分散体系が州の独立性の強いアメリカでこそ必要であっても日本に

適応しないこと､および､公債を食換準備とする銀行紙幣の発行が不換紙幣の追加でこそ

あれ､政府紙幣整理と相反すること､の二点であった｡この二点に立って吉田は､イギリ

スのイングランド銀行型の ｢ゴール ド‥ ンヾク｣の設立と､これによる金允換銀行紙幣の

発行を主張した28｡ ｢国立銀行｣設立までの経緯を文献や資料によって詳細に追って行き､

まとめとして､第2節でその時々の事象と内容を期日経過順に一覧表にして作成した｡

伊藤博文の建議した国立銀行設立案は､アメリカの ｢ナショナルバンク｣の制度を倣い､

紙幣発行の特権を有する銀行を設立して政府紙幣を錦却するとともに､金融を疎通する機

関として一挙両得とするものであったo

紙幣鏑却と紙幣発行会社との関係をアメリカの ｢ナショナルバンク｣にみていくと､こ

の制度は1863年2月25日制定のNational CurrencyAct (全国通貨法)によるもので､

国法銀行 (nationalbanks)は払込資本金の3分の1以上に相当する合衆国公債を財務省

に預託し､その市場価格の 9割に等しい額 (最高でも額面価格を限度とする)の銀行券を

通貨監督官から受取り､発行出来るようになっていた｡この方法によると､公債に対する

需要が喚起され公債価格維持に役に立つが､他方もし新規に公債が発行され､公債代金と

して政府矯幣が合衆国政府の手に遼流すれば､その面では従来の政府紙幣の増発によるイ

ンフレーションも抑制できることになる｡もっとも､全国通貨法制定前に既に多くの政府

紙幣は公債に転換､鈴却されていた場合､またアメリカ政府が公債需要を国法銀行に求め

28前掲 (注7)､22貢｡
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る必要があったのかどうかと疑わしい指摘もあるといわれている｡しかし､歴史的事実と

してアメリカで政府紙幣が公債に置きかえられて蹄却される一方､その公債を基礎にして

多数の発券銀行が設立され､銀行券の統一が実現し､政府不換紙幣が新しい国法銀行券に

よって代替された｡

アメリカ-日本の国情にあった金融制度の調査のために渡った伊藤博文は､政府不換紙

幣の増発と価値下落の対応に有効的な制度を国牲銀行 (nationalもanks)｢ナショナルバ

ンク｣に見出した喜びはさぞ大きかったと思われる｡金札引換公債を発行して政府不換紙

幣をいったん公債に換え､それを基礎にして銀行を設立させ銀行券を発行させることにす

れば､政府紙幣の整理蹄却を達成出来ると同時に､退勢に向かった為替会社に代わって殖

産興業資金を供給する金融機関を整備することも出来ると考えた｡金札引換公債発行の建

議と ｢紙幣発行会社｣- ｢国立銀行設立｣ の建議とは一対をなすものであったO

この伊藤博文の建議した ｢国立銀行設立案｣についての論議はかなり活発なものがあり､

その途中経過の中には､｢明治四年の銀行論争｣(著者田中生夫)と表現されるほど激しい

ものがあったといわれる｡

すこし遡って伊藤の建議が日本に届く前の明治4年 1月 2日付書簡のなかで､参議兼大

蔵大輔大隈重信と大蔵少輔井上馨は､正貨允換の銀行券を発行する ｢バンクヲフジャッパ

ン｣を設立するとともに､太政官札は小額面のものを除き公債に引き換えて順次錦却して

いくという構想を示していた｡｢バンクヲフジャッパン｣の構想とは､明治2年 5月の布告

により新鋳造貨幣と引換えることになっていた太政官札は､ドイツに製造を注文中の新紙

幣とひとまず交換することになったが､この新紙幣は 5年後でなければ新鋳造の正貨と交

換されないので､国民の借用も薄く価値の低落は必至と思われた29｡

そこで一両以上の太政官札は､年6%の利付国債と引き換えて整理し､同国債は新税をお

こして約 20年で消却する｡ 2分以下の太政官札は 50銭以下の少額新紙幣と引換えたとし

ても､国民の利便性から考えて問題なしとした｡

一方､三井のような豪商に政府の保護のもと ｢バンクヲフジャッパン｣を設立させ 1円

以上の新紙幣は政府の代りにこの銀行に発行させることにし､新鋳造の貨幣をその引換え

準備とする｡更に､政府の発行する小額新紙幣の新鋳造貨幣との引換えも同行に委ねれば

小額新紙幣･新貨幣の流通上良いし､国民の便宜も資するだろう30｡ こうすることが新紙幣

についての対応に悩んでいた政府にとっても望ましいことであったし､新紙幣の権威が備

29 大蔵省編『明治前期財政経済史料集成 第 13巻』原書房､1979年､200-202頁｡

80 日本銀行百年史編纂委員会編 『日本銀行百年史 第一巻』日本銀行､1982年､32貢｡
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わり借用が高まることによって正貨準備を超える新紙幣の発行も可能となるものであった｡

以上の大隈､井上の銀行設立構想の狙いは､政府新紙幣の正貨允換化を助け､その価値

安定を確保したいというものであったが､その行き着く先は政府の財政難を救うという所

に落ち着くという事に重点的を置いたのは､当時の為政者として当然の帰結であった｡

｢明治財政史｣の書簡の中で､｢当時米国出張､本邦官吏 卜大蔵省司トノ間二往復セル文

書｣31から大隈､井上の国内大蔵省官僚とアメリカ出張中の伊藤博文たちとの真剣なやりと

りを読み取ることが出来る｡

明治4年2月 30日 (旧暦)大隈･井上 ･渋沢は ｢国債ヲ･--証書ヲ以テ紙幣ヲ発行イタ

シ候儀ハ至極便利ノ処置二相聞候得共､其国体ニヨリ人民ノ権利二差別有之一概二彼ヲ是

二移シ侯事モ如何可有之哉｣ 32として､伊藤の建議に疑念を表明し､伊藤一行の帰国後 ｢逐

一御面識｣したいという書簡を伊藤に送っている｡

さらに､その後の同年4月 2日付の吉田太郎 ･渋沢 ･井上 ･大隈 ･伊達の連名による書

簡の中で､伊藤の建議について次のような理由で反対を表明している0

公債の発行については種々の問題が山積しているが､将来公債が発行されるようになり､

それを基礎として ｢紙幣発行会社｣に紙幣を発行させたとしても､政府不換紙幣の流通を

助ける ｢一時権宜之処為ニシテ臨機之括浜ニハ有之侯得共､果シテ無上ノ良絵｣とは言い

難い｡｢人民未ダ紙幣ノ由縁ヲモ承知セズ｣で､国民は ｢会社｣の発行する紙幣の由来も解

らず流通､交換の際に意外な行為に出ることも考えられ､会社紙幣に対しても時価を設け

て真貨と交換することが予想されると懸念した38｡

太政官札については-､是非とも允換制度を設けるべきであるが真貨準備の会社を設け､

｢酉洲普通ノ 『バンクノー ト』法二帰セシメ､往々紙幣真貨ノ別ナク互用之逆相立侯上ニ

テ始テ紙幣ノ実理活用ヲ得｣るといえるのである｡今 ｢稀少ノ会社ヲシテ右紙幣発行二従

事セシメ｣るならば､｢他日正金会社設立ニモ差支｣えるし安易な考え方を助長して ｢真貨

換用法二刻苦従事ノ道薄ク相成｣るという意見であった｡これらは吉田清成の提案にかか

るといわれているイギリスの ｢ゴールド･バンク｣(金券銀行)構想に依拠しているもので

あった34｡

両者の対立の焦点は､新しい銀行券の発行方式を正貨食換とし､地金主義的貨幣観に基

づき通貨価値の安定を重視するのか､一方政府紙幣を含む通貨食換制として､殖産興業の

81明治財政史編纂全編『明治財政史 第 13巻』丸善､1905年､18貢｡

82前掲(注 16)､19貢｡

83 同上､24貢0

84 同上､25貢0
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観点から資金の円滑な供給を重視していくかという事であった｡

またこのような大隈 ･井上の銀行設立構想は､政府不換紙幣の整理 ｡新鋳貨の発行 (新

貨条例の制定)による幣制の整備統一 ･通貨価値安定化への動きと､その実行上の障害に

対処する一時的手段としての新紙幣発行の動きといった一連の事実を背景に考えると､紙

幣の正貨食換を助け価値安定の確保にあった｡しかし､この構想の中で ｢銀行の準備金を

超える正金引換紙幣の発行が主として財政上の見地からとり上げられていること｣であり､

財政面で困難を極めていた政府の救済にかなりの重点をそこに置いていたと考えられる｡

伊藤がこの銀行構想に反対するもっとも大きな根拠は､この根本性格に寄与するものと言

われている35｡

伊藤はアメリカから帰国途中の明治 4年 4月 5日､ニュ-ヨークの中島信行通商正にあ

てた書簡の中で ｢大蔵省ノ見込｣つまり前述の大隈 ･井上の銀行設立構想は､｢全国ノ民カ

ニ因テ進退スルノ遠謀無之､政府ノ会計ヲ計り､人民ノ興廃ニハ関係セサルノ策｣86である､

と述べている｡伊藤は､この構想が政府紙幣の価値安定という観点から正貨食換に固執し

すぎており､正貨食換の銀行券を発行する銀行､すなわち ｢ゴール ド･バンク｣ を設立し

ても､政府借り入れが発生する可能性がある位のもので､新設すべき銀行に金融機関本来

の機能を発揮させ､民力の興隆を促進させることを考慮していないと批判した｡大蔵省紙

幣寮の雇い英国人であり､新潟に設立された第四国立銀行に銀行事務の指導を担当してい

たアラン･シャンドも､｢官吏ノ意見ハ重モニ紙幣的ニシテ銀行的ニアラス､其説二日ク紙

幣ノ発行並二其条款ハ銀行事務ノ重モナルモノナリト､而シテ金銀貸借ノ如キ本旨ノ銀行

事務ハ全ク附属ノ事務 上見倣セリ｣ 37と論評していた｡

しかし政府は､すでに述べた明治4年4月2日付の伊達､大隈等 4名連名の伊藤にあて

た書簡に見られるように､｢真貨準備之会社ヲ設ケ西州普通之 『バンクノオト』法二帰セシ

メ､往々紙幣真貨之別ナク互用之道相立｣てることを考えていた｡そこでいう真貨準備の

会社とは､大隈 ･井上の ｢バンクヲフジャッパン｣設立構想と同じものであったが､それ

を具体化しようとしたのが三井組の ｢正金食換証券｣発行銀行の出願であった｡

三井組が最初に銀行設立を出願したのは明治 4年 7月であった｡大蔵省に提出した ｢新

貨幣銀行願書｣によると､三井一族の共同出資により､｢東京府下及各開港場二於テ銀行開

35 田中生夫｢明治四年の銀行論争｣渡辺佐平教授還暦記念論文集･金融論研究･牲政大学出版

局､1964年､231貢｡

36前掲(注 16)､26頁｡

87同上､116貢O
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業仕追追欧羅巴及米利豊治等成熟ノ良法掛酌｣致し ｢真成確実之営業｣を行ない､流通の

便利をはかりたいと書きしるされていた｡政府の新紙幣でなく､独自の允換紙幣 (正金食

換証券)を製造発行することにしていた点については､｢バンクヲフジャッパン｣設立構想

と異なるが､基本的な考え方は十分に承継 しているところといえる｡

上記願書に併せ提出された証券発行手続によると､

① 150万円ないし200万円を限度として20円･10円･5円･1円の允換証券 (紙幣)

4種を発行し､発行高に対し75%の正貨準備を保有する｡

② 英国政府ノ銀行 『バンク･オフ ･イングランド』発行ノ牲二倣ヒ､内地一般ノ諸税

ノ上納物其外借貸商売共交通候様｣にすることになっていた880

以上のような三井組の銀行設立について明治政府から明治4年8月に認可されたものの､

その直後に ｢幾許モナクシテ政府ノ議変シ以上ノ指令ヲ取消89｣ された｡

日本で最初の近代的銀行の誕生が潰えた瞬間であった｡しかし政府は明治 4年 5月公布

の新貨条例に基づく新貨鋳造のため音金銀を買い集める必要があったのに加えて､同年 7

月の廃藩置県に際して歳入不足の補填を喫緊の問題としていた｡そのため大蔵省は三井組

に対し､｢明治4年 10月ヲ以テ三井組二大蔵省食換証券ノ発行ヲ委託シ｣､三井組の名義で

証券を発行することを命 じている｡この分換証券も明治 8年 1月の公布により新紙幣と引

換えられるようになり不換紙幣化したが､上記のような三井組による ｢新貨幣銀行｣設立

をめぐる経緯は､政府が近代的銀行設立をいかに急いでいたかという当時の実情の一端を

窺わせた｡前述のように三井組と大蔵省の間に食換証券発行契約が成立､翌 10月には北海

道開拓事業費用調達のため開拓使の発行する開拓使食換証券を､大蔵省允換の場合 とほぼ

同様の条件により三井組の名義で発行する契約も締結された｡どちらも政府財政上の理由

から発行が許可されたものであった｡そして､第 2章 ･第 1節で見てきたように､両全換

証券とも新紙幣に引換えられ姿を消していった｡三井組は ｢新貨幣銀行｣(いわゆる三井金

券銀行)の設立罷可を取消された後に､私立銀行である三井銀行の開業-と繋げていったo

しかし､三井組が当初設立を計画した ｢新貨幣銀行｣､すなわち三井金券銀行構想の基礎を

なしたとみられる ｢ゴール ド･バンク｣構想は､先に提案した吉田清成の提案に沿 うもの

と言われる｡吉田は前述の通 り､英国-留学しまた米国にも赴き､政治経済の学理 と実際

を習得､英米両国の金融の実情を理解していた第一人者で､イギリス流の ｢ゴール ド･バ

38前掲(注6)､500-501貢｡

39前掲 (注 14)､502頁｡
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ンク｣構想による中央銀行創立を主張したのも当然といわれる｡

｢日本金融史資料｣明治大正編第四巻には､渋沢栄一の書簡の中で､｢此度大久保大蔵卿

を始め､井上 ･伊藤 ･上野 ･吉田･小生杯も集会､晶品評論､結局米国紙幣条例を採用い

たし候外無之と相成｣40とある｡この内容から､三井組の銀行設立を見合わせているのが読

み取れるが､これは前述のように伊藤の反対によるものと思われるものの､明治四年の銀

行論争のごとく当時の重鎮をはじめ先進的知識を持った吉田たちの意見を無視して､何故

短期間にまた劇的に意見が一方的に集約されていったのだろうかo

伊藤の明治政府内での発言力や影響力等から推測できるものはないのかO井上馨の 『世

外井上公俸』に ｢三井組は､この年為替御用を命ぜられた時､大蔵省から将来正規の銀行

を創立すべきことを注意されたのであるが､それは勿論公- (井上)の指図であったに相

違ない｣として､三井組では ｢東京府及び各開港場に銀行開店のことを願い出て､政府よ

り直ちにその許可を得たので､証券製造方を米国に注文した程に進んでゐたが､幾ばくも

なくして政府の説が変じて､前の指令が取消された｣41ためとあり､文中にはこれ以上の詳

細は記載されてはいない｡

また､三井のライバルであった小野組の銀行設立請願提出は､明治 5年 2月であった｡

請願理由としては三井組に為替御用を任命したのであれば､当方にもというもので ｢華族

方有志の財産凡三百寓円までの準備点検を受けて､バンク陰に準拠したい｣という内容の

ものであった｡

それ以外にも新首都東京の商工業者の結集した東京銀行や､大津為替会社の株主による

江州バンクのような有力な銀行や､銀行類似会社の設立を希望する請願が続いたのは､政

府の為替会社にかわる近代的金融機関を嘱望していたのと､渋沢の ｢立会略則｣や福地の

｢会社弁｣の発行に見られるように､｢世人は合資結社に成る会社銀行に注意を喚起し､且

つ時代の急速な進展と共に他に完全な銀行が起こることを観望した｡｣ 42結果であった｡

しかし､これら小野組､東京銀行､江州バンク等の銀行設立要請は､三井組と同様にす

べて許可は与えられなかった｡

前述の 『世外井上公博』の中に､許可を与えられなかった最大の理由として ｢為替会社

の覆轍を踏むことを慮れた為であって｣その徹を踏まないためにも ｢完全な銀行制度を作

ろうとして熱心努力し､大蔵省にてその草案を編纂中であった｣としている43｡

40 日本銀行調査局編 ｢日本金融史資料明治大正解 第四巻｣､大蔵省印刷､1958年､123貢｡

41井上馨侯俸記編集会編『世外井上公俸』原書房､1968年､275頁｡

42同上､272貢｡

43 同上､275貢｡

28



明治 5年2月 15日付の井上から在米国の大久保､伊藤の二人に送った書簡にも､以下の

ように同じような言葉が並んでいる｡｢即今バンク之創立を唱ゆる者比々相喧しく､劫而其

弊害を恐催し､最早漁防之設無之而ハ不相成程の勢二侯｡故二勉テ確賓之制を以て一定之

法則を定め､其規範中二入るハ之を充し､否れバ之を抑ゆるの保護法を要せざるを得ざる

事と奉存候｡44｣ この当時､明治政府は､自らの手で為替会社に代わる第二の銀行制度に

よる計画を練っていたことの表れであった｡そしてこの書簡の中にも伊藤の調査による ｢紙

幣会社創立の儀｣ を ｢反覆審議 し｣｢近々決定施行｣とあり､ここでは政府の中心部では伊

藤の ｢国立銀行｣に大きくイ酎 てヽいった状況が読み取れる｡

第 2節 国立銀行条例の制定

以上の通 り､国立銀行条例が公布される直前までを見てきたが､当時の各種資料から当

時の関係者たちの動向を期 日経過順に追って見た｡

義-5 国立銀行条例公布まで

明治 月 日 事 . 象 内 容

3年 10月 28 日 大蔵少輔伊藤博文､米国-の金 ｢北米合衆国ノ理財ニ関スル方法

融視察を建議(明治財政史第 13巻 .17頁) ヲ参酌推究シテ確乎不抜ノ制ヲ本邦ニ移植スルノ-譲ヲ太政官ニ菓伺シタリ｣o太政官に対して米国の財務幣制調査のための建議を提出する○

10月 30日 伊藤､太政官より米国-の派遣 芳川顕正､福地源一郎､吉田二郎､

(11月 2.日) 命ぜ られ渡航 木梨平之進及び､東京､大阪､横

(同第 13巻 .18頁) 浜の為替会社 と回漕会社の社員を

(春畝公追頒会.伊藤博文伝上･巻 .519貢) 含め総勢 21名で横浜港より出港

(旧) 倉大納言｣大隈参議兼大蔵少 公債師事ヲ轟行 ③紙幣発行会
輔､渋沢大蔵少丞等宛に三尊を 社ヲ設立の 3件を建議o後者は米

建白(明治財政史第 13巻 .18頁)伊 藤による銀行構想) 国のナショナルバンクに倣い ｢紙幣発行ノ特権ヲ有スル銀行ヲ本邦ニ設立シテ政府紙幣ヲ鏑却スル ト同時ニ金融ヲ疎通スルノ機蘭タラシメ丁挙両得ノ策ニ出テン｣ものであったo

44同上､276貢O
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4年 1月2日 大隈､井上馨大蔵少輔から伊藤 ･不換紙幣の整理については小額

博文-の書簡 (私信) 面のものを除き1-両以上の太政

(大隈と井上による銀行構想) 官札は六分利付の国債に引換え

(大隈重信関係文書第 1.353 て､その後税収により約 20年で順

～355頁)*12月29日の伊藤の建議は見 次償却していく〇･新紙幣は政府の保護のもと三井のような豪商などに ｢バンクヲフ

ていない ジヤツパン｣を設立させて､正貨食換の銀行券を発行 させる○

2月 30日 伊達 .大隈 .井上 .渋準の大蔵 ｢国債--証書ヲ以テ紙幣ヲ発行
(旧) 省からの伊藤-の公書 イタシ候儀ハ至極便利ノ処置ニ相

(明治財政史第 13巻 19貢)(伊藤の意見に反対) 閣僚得琴､其国体ニヨリ人民ノ権利ニ差別有之､一概ニ彼ヲ以テ是ニ移シ候事モ如何可有之哉｣と疑念を表明し､伊藤の帰国後 ｢逐一御面識｣したい旨の書簡を送った○

4月 1日▲ 大隈 .井上の伊藤-の私信 ｢会社発行紙幣ノ儀ニ付テハ何分

4月 2日 伊達 .大隈 .井上 .渋沢 .青田. ｢紙幣発行会社｣に紙幣を発行さ

太郎から伊藤-の公書 せたとしても､政府不換紙幣の流

(明治財政史 通を助ける ｢-時権宜之処置｣に

第 13巻 24-25貢)(伊藤の建議に反対) とどまり､｢臨機之活用ニハ有之侯得共果シテで無上ノ良絵 トモ.｣言い難いo｢人民ハ未タ会社｣の発行する紙幣の由来も承知せず､流通 一交換の際に意外な行為に出ることも考えられ ｢会社｣紙幣に対しては時価を設けて真貨 と交換することになるo太政官札については｢真貨準備ノ会社ヲ設ケ､西州普通ノ『バ.ンクノー ト』法ニ帰セシメ往々紙幣真貨ノ別ナク､互用之道相立俵上ニテ始テ紙幣ノ実理活用ヲ得｣る○｢稀少ノ会社ヲシテ右紙幣発行ニ従事セシメ｣れば､｢他 日正金会社設立ニモ差支｣.えるし安易な考え方を助長して ｢真貨換用法ニ刻苦従事ノ道薄ク相成｣るという意見o
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4月 5日 帰国途中の伊藤からニュー ｢大蔵省ノ見込｣の大隈 .｡井上の

ヨーク在留の中島信行通商正 銀行設立構想は､｢全国ノ民力ニ因

-の書簡 テ進退スルノ遠謀無之､政府丈ノ

(明治財政史第 13巻 26頁)*1月.2日の書簡､2月 30日.会計ヲ計 リ､人民ノ興廃ニハ関係セサルノ策｣と伊藤は述べ､この構想が政府紙幣の価値安定とい う観点から正貨食換に固執 しすぎて

の公書に対する大隈､井上等に お り､正貨允換の銀行券を発行す

よる大蔵省の銀行構想に対 し る銀行-ゴール ド.バンク (金券

ての伊藤の考え方 銀行)を設立しても､政府の借 り入れの可能性しか念頭に置いてなく金融機関本来の機能 を発揮 させ､民力の興隆を促進 させることを考慮していないと批判o

5月 9日 伊藤横浜に帰朝(井上馨関係文書､123頁) ｢伊藤帰朝後モ唯尋常談話｣o

7月 29日- 三井組は ｢新貨幣銀行願書｣提 ｢英国政府ノ銀行 『バンクヲブイ

出する ングランド』発行ノ法ニ倣､内地

(明治財政史第 12巻 501頁)*29日に太政官の裁可を得､ 一般ノ諸税ノ上納物其外債貸商売共交通侯様｣(当時の政府の方針)

翌 8月早々､大蔵省認可 政府は正貨允換の銀行券を発行する銀行 (金券銀行)の設立を図っていた○(吉田清成の構想の具現化)

9月 2日 渋沢の書簡 ｢此度大久保大蔵卿を始め､井

(日本金融史資料明治大正編 上 .伊藤 .上野 .吉田 .小生杯も

第4巻 123頁) 集会､晶品評論､結局米国紙幣候

(三井組の銀行設立否匪) 例を採用いたし侯外無之と相成｣三井組の銀行設立を見合わせるo

12月 東京銀行の銀行設立申請 三岡東京府知事の指導下､西郷の支援のもとに計画

5年 2月 小野組銀行設立申請 三井組の願書提出をもとに申請

2月 15日 井上馨から在米国の大久保 .伊 ｢紙幣会社創立之儀も遥々反覆審

顔-の書簡 議いたし､最前伊藤君之御調によ

(世外井上公俸 276頁) り更ニ正金活用之方法を加-､是非近々決定施行之心得ニ御座候o即今バンク之創立を唱ゆる者比々相喧しく､却而其弊害を恐催 し､最早｣防ぎようのない程 ｢勢ニ候 ｣｢故ニ勉テ確実之制を以て一定之準則を定め､其規範中ニ入るハ之を充し､否れバ之を抑ゆるの保護絵を要せざるを得ざる事 と奏 し存侯｣
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4月 江州バンク銀行設立申請 大津為替会社を改組 し､業務を拡張して銀行設立出願

6月 17日 大蔵省は国立銀行条例草案を 国立銀行論者は ｢其主張ニ係る紙

太政官に提出 幣允換主義を改めて正貨允換とな

(明治財政史第 13巻 28貢) すことを為すことを詳 し｣､金券銀

8月 5日に裁可を得る 行論者は ｢公債証書を発行する計画に対する攻撃を控-｣､両者の｢議漸 く調和することを得｣ て条例を作成o

資料-5の中から推測 していくと､明治4年4月の時点では､政府内部では吉田の提唱す

る ｢正貨分換の銀行券を発行する金券銀行｣案が主力であったことがうかがえる｡

それを頼みにして三井組が銀行設立の申請を行い､大蔵省より認可を受けて創立準備に

はいったものの､突然許可を取消されてしまった｡拒否を決断したのは伊藤 ということで

あるが､その背後には明治の元勲の一人であり推新政府の成立に大きな功労のあった大久

保利通や井上､渋沢たちの影響力を感 じる｡

大久保は ｢ミスター殖産興業｣と命名されてもいいほど､殖産興業政策に多大な功績

をあげた人物であるが､しかし何故か為替会社から始まった日本の金融機関の発展にはほ

とんどといっていいほど名前が見えてこない｡また様々な文献の中にも､政府内での論議

の中にも､そしていくつかの国立銀行に関する書簡集の中にも彼の名前を見ることはでき

ない｡あらためて彼の行動の軌跡を大島清 ･加藤俊彦 ･大内力の著書 ｢殖産興業｣のなか

から検証してみたO

元来､政治家大久保 という印象が強いが､新政府の確立のために維新のために戦って功

のあった実力者たちとの勢力争いを鎮める強大な力をもっていた｡政敵を下 した大久保は

西欧使節団に参加 して海外の情勢に通 じ近代文明を実見しているが､この経験が大久保を

殖産興業に目覚めさせた大きな出来事であった｡

大久保の有名な ｢殖産興業二関スル建議書｣に ｢大凡国ノ強弱ハ人民ノ貧富二由り､人

民ノ貧富ハ物産ノ多寡二係ル｡而テ物産ノ多寡ハ人民ノル トニ腰胎ス ト謂モ､其源頭ヲ尋

ルニ､未ダ嘗テ政府官ノ誘導督励ノカニ依ラサル無シ｣ 45とあるが､それには①生産の振興

② ｢人民ノ工業｣の ｢誘導奨励｣を政府の役割として協調していた｡その実現のためには

金融の疎通が必要で､伊藤の ｢国立銀行設立案｣は日本の近代化にどうしても成功させた

45日本史籍協会『大久保利通文書 ･五』東京大学出版会､1928年､561頁｡
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いと強く思ったことであった｡

伊藤はもともと長州の出身で同郷である木戸の配下のもとにあったが､｢木戸公は (心が)

広 く大きくなかった｡むしろ狭い方であった｡～然るに大久保さんは誠に度量の広い大き

な方であった｡｣ 46として木戸から離れて大久保に近づいていっている｡当時の木戸は長州

出身のリーダーとして大久保と実力を二分する実力者であったが､伊藤は木戸のもとを去

り ｢殖産興業｣に命運を掛けていた大久保のもとに馳せ参じることになる｡のちに伊藤は

工部省を担当し官業の育成､経営にあたり､大久保の命のもとに民業の育成を図るという

殖産興業政策の任務に就くことになる｡伊藤の ｢国立銀行設立案｣は､大久保の目指す ｢殖

産興業｣の大切な事業の一環として実行に移されていったものであったO

尚､明治4年に廃帝置県が達成されると､新政府は安定性を取 り戻 してきたが､直ちに

官制の大改革が行われ民部省を廃止し､駅逓､戸籍､勧業の三司が大蔵省に移され､そこ

に大久保が大蔵卿として同年 6月に就任し､産業 ･経済の全権を掌握することになった｡

またこの時期に渋沢 ･井上との政争で大久保は二人を閣外に追放をしている｡

前述の通り､このあとの 9月 2日に三井組の銀行設立が見合わせられているのも偶然では

ないと思われる｡

以上のことについて､渋沢栄一は ｢世外井上公停｣のなかで ｢程々論があって､幾度も

寄 り合いました｡ それでとうとう結局井上さんが判断して､まず後にはどうすることも､

此の場合は伊藤の調べて来た亜米利加のナショナル ･バンク ｡アクトを採用してやるが宜

かろうと思う｡余 り愚図々々言って居ると､時を遅 らして成立たなかったら仕方がない｡｣

｢事業などと云うものは､一時に完成する訳に行かぬから､或は吉田の説も宜いかも知れ

ぬO亜米利加よりも英吉利の制度が宜いと云うことは､金融一体の方浜としては然 りであ

ろうけれども､今 日本に於ては此法を採用するが遮音と思ふといふことに論が帰した｡私

もそれに同意 した方｡｣ 47と述懐 している｡

具体的に伊藤の ｢国立銀行設立案｣ が採用された状況が措かれたものは他の文献等では

目に触れることは無いし､これは伝記として後年書かれたものである｡私見であるが､井

上や渋沢たちの関与はあったものの､やはり大久保たち ｢殖産興業｣推進派の勧めるとこ

ろが大きかったものと推量する｡

｢明治四年の銀行論争｣ も明治 4年 11月になり､伊藤たちの提唱した紙幣発行会社 (国

立銀行)設立案に大きく方向を変更し､ようやく終息に向いっつあった｡しかし､中央銀

46 毛利敏彦『大久保利通･維新前夜の群像5』中央公論社､1969年､179貫 ｡

47前掲(注25)､278貢｡
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行 (金券銀行)設立に意欲を示 していた人達は､価値の安定 した通貨の供給確保 とい う観

点から､伊藤たちの提唱する紙幣允換の国立銀行設立案は､さらに新たな不換紙幣を生み

出すおそれがあると危倶 していた｡そのため､最終的には双方の意見をとりいれるような

結果 となり､次のようにまとまっていった｡

国立銀行論者は ｢其主張二係ル紙幣食換主義ヲ改メテ正貨允換 卜為スコトヲ諾シ｣､金券

銀行論者は ｢公債証書ヲ抵当 トシテ銀行紙幣ヲ発行スル計画二対スル攻撃ヲ控-｣ること

により､両者の ｢議漸ク調和スルコトヲ得｣ 48ることとなった｡そして国立銀行はアメリカ

の国法銀行制度に依拠 して公債預託制度に基づく銀行券を発行するが､価値安定のため高

率の正貨準備保有を義務付けられることになった｡最終的には､伊藤の建議が採用され､

国立銀行制度創設-と準備がすすめられていったが､吉田たちの反対論者が強く主張 した

允換制度の確立 ･通貨価値の安定という意見も包含されることになった｡

第 3節 第一期国立銀行の創立

｢かくの如く､政府がナショナル ･バンクの制度を採用するに決定 したので｣大蔵省は

｢国立銀行条例の編纂に着手 し､渋沢紙幣頭 ･芳川紙幣権頭等をして､嚢に伊藤より送付

した米国紙幣候例を本 として､これに欧州諸国の貨幣法を参酌 し､且つ我が国情をも考慮

して研究立案せ しめた49｡｣

明治 5年 6月 17日

同5年 8月 5日

同5年 11月 5日

大蔵省は条例草案を太政官に提出

太政官より認可を得る

太政官布告第 349号 ｢国立銀行条例｣ を公布

｢国立銀行｣の命名の由来であるが､大蔵省が太政官に提出した棄議書に ｢国立銀行｣と

は ｢ナショナル ･バンク｣ の直訳である旨が付記されているが､政府の出資によるもので

はないので ｢国立｣でなく ｢国法銀行｣と訳すべきであったと考えられる｡

当時､国立銀行条例制定に携わったひとたちの中で邦訳時の苦心の跡を渋沢栄一は当時

の事情を次のように回顧 している｡

｢--=極くつまらぬ事であるが､ナショナル ･バンクといふ原名を適切に翻訳する事

が出来ず大いに困却した結果､当時名のある学者の所-相談に出掛けたりしたもので､其

時の案では 『金行』とか 『銀舗』とか其他種々の案もあったが､何れも面白くないといふ

48 前掲(注 16)､28頁｡

49 前掲(注 25)､280頁｡
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ので結局 『銀行』にしようといふ事になったのであった｡｣50 銀行の原点である名称の割

には安易に命名されたように感 じるが､当時の日本全体が置かれている状況からしても当

然なのかなとも思われる｡

｢国立銀行条例｣は28条 161節からなり､条文の前にその仕組みを以下のように簡潔に

説明している｡

｢国立銀行ハ政府ヨリ発行スル公債証書ヲ抵当トシテ之ヲ大蔵省二預ケテ紙幣寮ヨリ通

用紙ヲ受取り引換ノ準備金ヲ設ケテ之ヲ発行シ以テ其業ヲ営ムモノナリ今之創立スルニ付

大日本政府二於テ制シタル候々左ノ如シ｣

条例を内容によって大きく区分すると以下のようになる｡

①銀行設立に関する条文

②銀行業務全般に亘る条文

③開業以降の経理処理や決算処理

④銀行本体の兼業の禁止や制限

⑤頭取 ･取締役たちの役務上の禁止事項

具体的には

(1)企業形態 (第 1条 1節 ･第 2条2節 ･第 5条 1節 ･同2節 ･第 6条 1節)

資本金は最低 5万円以上とする｡5人以上の株主による株式会社の形式をとり､株式の額

面は1株 100円とする｡ 株主は所有株式数相当の権利を有し､頭取･取締役を選任し､

銀行名 ･資本金 ･所在地 ･株主名等を記載した銀行創立証書 ･定款を決定する｡

(2)銀行業務 (第 10条 1節 ･第 11条 1節 ･同3節 ･6節 ･第 15条 1節 ･第25条4節)

国立銀行は ｢為替､両換､約定為替､荷為替､預り金､其余引請貸借又ハ引当物ヲ取

リテ貸金ヲナシ､貸借証書其他ノ証券及貨幣地金ノ取引等ヲ以テ営業ノ本務｣とする｡

大蔵卿の命令により為替方を勤めることができるが､商取引や生産に従事することや産

業会社の株主となることはできない｡

預金に対しては25% の支払準備を保有しなければならない｡貸付金の一口の金額が資本

金の 10%を超えてはならず､自行株式を引当てとする貸出をしてはならない｡

(3)銀行券の発行 (第 6条 2節 ･同3節 ･同5節､第8条 3節 ･同5節)

資本金の6割にあたる金額の政府紙幣を大蔵省に納入し､その代わりに交付される公債

50渋沢栄一『青淵回顧録』青淵回顧録刊行会､1927年､第 384号｡
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証書 (金札引換公債)を再び大蔵省に納入 し､これを抵当として預入公債 と同額の銀行

券の下付を受ける｡これを解 りやすく仕訳 したものを下記に見ていく0

① 政府紙幣 100万円で国立銀行設立

資産 負債

単位 円

現金 1,000,000 資本金 1,000,000

② 政府紙幣 60万円を大蔵省に差出し金札引換公債証書を受取 り､残 り40万円は金貨とし

交換準備にあてる｡

資産 負債

公債証書 600,000

現金 400,000

資本金 1,000,000

③ 札引換公債証書を再び政府-納めて60万円の国立銀行券を受取る.

公債は抵当として差出したものであり､この段階では貸借対照表は変化なし｡

④ 貸出金の発生により国立銀行券 10万円を発行する｡

資産 負債

出所 『日本銀行百年史』第1巻｡23頁

資本金の 40%は本位貨幣を積み立てて発行銀行券の引換準備に充てることにし､銀行券

の発行に際して､常に発行高 3分の2の準備正貨を保有しなければならない｡

銀行券の種類

1円 ･2円 ･5円 ･10円 ･20円 ･50円 ･100円 ･500正金同様ノ運用ヲ得｣る洛貨とし
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ての地位を与える｡｢此条例ノ外他二金券又ハ紙幣ノ類ヲ発行スル銀行ヲ禁止スル ｣ として

いる｡

以上のように､国立銀行は銀行券の発行を認められた株式会社組織の近代的な銀行であ

った｡また､その仕組からいえば､国立銀行の設立が続けば政府不換紙幣は次第に食換銀

行券に交換され､ついには食換制度の確立が達成される予定であった0

国立銀行条例はおおむね 1億円を国立銀行券発行総額の限度と考えていたが (国立銀行

条例 ･第21条 ･此候例ニテ発行ス-キ紙幣ノ目算ヲ明ニス 第一節 此儀例二従テ創立ス

-キ国立銀行ヨリ発行スル紙幣高ハ概ネ萱億円ヲ以テ定限ノ目的 トス-シ)､明治政府が対

応に苦慮していた太政官札などの政府不換紙幣はもとより､今までに全国の各藩が発行し

ていた藩札や､逼迫した財政を立て直すためにやむを得ず発行した大蔵省食換紙幣などを

総 トータルした金額を超えたものであった｡当然､ 1億円の限度いっぱいまで国立銀行の

設立が実現すれば､-時的な流通手段として使用されていた紙幣はすべて国立銀行券に統

一することが出来たはずであった｡

しかし､明治政府の大きな期待のなかや施行された国立銀行条例であったが､当条例に

より設立された国立銀行は以下の僅か4行にとどまった｡

表-6 最初の国立銀行一覧 単位千円

･銀 行 名 地名 開 業 日 資 本 金 紙幣発行許可額

第-国立銀行 東京 . 6.7.20 2,500 1,500

第二国立銀行 横浜 7.8.15 250 150

第四国立銀行 新潟 7.3. 1 200, 120

第五国立銀行 大阪 6.12.10. 500 30.0

出所 『第四銀行百年史』･15貢｡

国立銀行条例が多くの時間と人とエネルギ-を必要として作られたものの､政府の予定

したものとは大きくかけ離れていたのは何故だったのかO

明治維新以降の当時の日本は､封建社会の身分的 ･経済的精勤上課せられていた諸制約

からの国民の解放として次のような状況にあった｡

明治元年 12月 商駄大意発布

同 2年 1月 諸道の関門を禁止

同 2年 2月 人民の鉱山開墾を許可
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同 3年 9月

間 4年 8月

間 4年 8月

同 4年 9月

間 4年 12月

同 4年 12月

同 5年 2月

同 5年 8月

間 5年 10月

間 7年 12月

間 8年 5月

田圃及び栽培植物の制限を解除

華士族平民間の通婚を許可

租米の金納を許可

田畑勝手作許可

華士族卒の農工商の営業を許可

東海道の助郷を禁止

土地の永代売買の解禁

農民の商業を許可

人身売買の禁止

土地分割の制限を解除

土地 100坪以下の切歩売買を許可

以上のように当時の日本は封建的社会の打破と近代的社会の創設のために､いままで経

験したことの無い大きな変革の真っただ中にあったO そして､経済発展段階において株式

会社の形態をとっていた国立銀行というものを理解出来る層がどれくらいあったのか｡ 騒

擾状態にあったといわれる明治初期のなかで､近代的金融の疎通を真剣に考えることので

きる人たちがどれだけいたのか｡そして株式会社である国立銀行の創設にあたり､株式出

資者を広く集めるということを創業者たちや出資対象者を含めて現実的に捉えることがで

きたのか｡国立銀行の創立に参加出来る環境にあったのは､この時代ほんの一握りの僅か

な人達に過ぎなかったであろうし､国立銀行の存在すら知り得たひとも稀な時代であった｡

国立銀行として最初に名乗りをあげた第-国立銀行が創立に当り株主出資者を募ったと

ころ､予定通りの株数は集まらなかった.当初､三井 4小野組銀行を作って第一国立銀行

の創立準備を進め､頭取､取締役､支配人等を決め ｢第一国立銀行株主募集布告｣を頒布

し株主募集を行なった｡

資本金300万円の内200万円は三井小野組で引受け､残 りの 100万円を公募することに

した｡東京日日の新聞紙面に30数回に亘って株主広告を行なったが予定数に達せず 4,408

株で終わったO結局､発起人の引受高と公募高の合計で 244万 8百円という端数をもって

資本総額としている｡

四番目に名乗 りを上げた地元新潟県の第四国立銀行の創立過程でも､募集の難しさが銀

行史に掃かれている｡第四国立銀行は設立に新潟県令の勧奨と努力に負 うところが大きか

ったが､新潟為替会社の旧頭取をはじめ役員や県内の千町歩地主たちが参加 して発起人と
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なり､各自30株以上を引受けて残りを一般募集とした｡

しかし､この株式を ｢官の御用金又は冥加金の申付けかと誤解し､利息は要らぬ故､割

合を少なくして欲しい､などと歎願する輩もあり｣､株主募集はきわめて難航した51｡

国立銀行を作る側の知識不足と参加する側の理解不足､そしてそれを育てる環境面の整備

も当時の新潟ではいまだに備わってはいなかった｡

明治維新以降､鳥羽伏見の戦いから戊辰戦争-と続いた近代国家誕生-の闘いも､一応

終結状態に入ったといいながらも､士族や農民層の不満や騒乱が収まらない､いまだ騒擾

状態のなか､そしてまた近代的経済の基礎作りがまったく出来ていない所での四行の国立

銀行誕生というのは､言い換えれば､余程最良の環境が整った状態がそこにあったといっ

て良いのではないだろうか｡

ともかく国立銀行条例に則って､第一期国立銀行群である第-､第二､第四､第五の日

本で最初の国立銀行が誕生したのである｡この4つの国立銀行の創立から普通銀行に至る

までの足跡を簡潔に追いかけていく｡

1.第一国立銀行

条例制定に大きな役割を果たした渋沢栄一は大蔵大丞になっていたが､江戸時代からの

豪商であった三井組や小野組に対して近代的銀行の設立を積極的に勧めていった｡しかし､

三井組は明治4年 7月29日､小野組は5年2月にそれぞれ銀行設立を申請しており､特に

三井組は太政官の許可を得､結果的には時期尚早と取り消されたものの､同 4年8月早々

に大蔵省から認可されている.

その後も両線とも独自の銀行を設立しようと渋沢たちの強い要請を拒み続けていた｡5年

4月､渋沢は三井 ･小野組の首脳部を私邸に招き､共同で銀行設立すべきことを内示､同年

5月には大蔵大輔井上馨が三井･小野組両家に対し従来の不和の解消と銀行の設立を迫った｡

前述の通り､三井組は単独の銀行設立に固執したものの､政府は官金取り扱いの取り消

しを膚に三井 ･小野共同の銀行の設立を強要､同年6月 18日に止む無く両家は連署を以っ

て銀行設立願書を提出､その後も政府は三井組が全企業の中心として構築した三井組の為

替方の廃止､官金預りの即納を行なうとともに､新設の三井小野組合銀行に大蔵省為替御

用を命ずる措置をとった｡

同年 8月17日政府は､三井 ･小野共同提出の銀行創立願書を認可したOその後､頭取等

51第四銀行企画部編 ｢第四銀行百年史｣第四銀行､1974年､42貢｡
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役員を選出し11月 15日の条例公布を待って株主募集を行づた.明治 6年 6月 11日に創立

総会を開催し7月 20日に開業､ここに本格的な株式会社組織の銀行の晴矢といわれる第一

国立銀行が誕生した｡

ほとんど政府の干渉の中で設立された銀行といってもいいほど､指示に沿って出来たも

のであった｡設立に際して株式公募を実施 したものの予定されたようにはいかなかったの

はすでに見た通 りであるが､当時の日本の置かれた状況からして当然のことでもあった｡

その後､共同設立者の小野組が破産するというショッキングな出来事が発生する｡当時

三井組が今日あるのは､先祖の遺訓が厳格でその規則が綿密であったといわれ保守的で堅

実経営に徹していたが､小野組は積極的経営を是としていた｡諸方面に事業展開をしてい

たがそれが裏目に出てしまった｡

設立時から総監役 として重要な地位にあった渋沢栄一を中心として危機を乗 り切ったあ

と､三井組からの第一国立銀行の沿革案が提出されたo小野組瓦解によって同行を三井組

の経営下に収めようと画策 した上で､小野組の出資分の減資や株式を三井組が全額譲 り受

けること､銀行の益金配当や人事についても三井組で管理する､官金取扱についても大蔵､

内務両省は第一国立銀行に､その他各省寮府県は三井組の取扱いとする､など三井組に有

利なものであった｡

これに対して渋沢は第一国立銀行を ｢三井組之出店同様｣にする三井組の総帥三野村利

左衛門の提案に反対であったo彼はむしろ第一国立銀行の経営から三井組の影響力を排除

することに努めたO明治 8年の第一国立銀行の改革では資本金 250万円のうち､小野組出

資分 100万円を減資したほか､三井 ･小野両家出身者による頭取2名制を廃止 し渋沢栄一

を頭取に選任､従来三井組に与えていた優先貸出などの特典をいっさい取 りやめた52｡

こうして第-国立銀行から三井色を一掃 したが､一方､三井組は再び単独で銀行設立

の準備をすすめ貯余曲折ののち､明殆9年 7月1日にようやく三井銀行を誕生させた｡

2.第二国立銀行

安政 5年に通商を規定した安政 5カ国条約成立は､徳川幕府創立以来の鎖国政策に終わ

りを告げ､我が国が資本主義社会に移行した歴史上大きな出来事であった｡条約のなかで

公使 ･領事の駐在､神奈川 ･長崎 ･函館 ･新潟 ･兵庫の開港および江戸 ･大阪の開市､居

52 三井銀行 100年のあゆみ編纂委員会 ｢三井銀行 100年のあゆみ｣三井銀行､1976年､

21貢｡
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留地､両国貨幣の同種同量による通用､領事裁判権､韮歩区域､居留米国人の信教の自由

等が安政 6年 6月実施ときめられた｡幕府は神奈川の開港を江戸から離れた横浜に決めた

が､当時横浜は戸数 100戸そこそこの寒村で大部分は田畑､沼沢であったという｡

明治に入り原始的銀行といえる横浜為替会社が設立されたのが明治 2年 7月であった｡

当時､貿易港として生糸 ･緑茶 ｡海産物 ･油 ･銅などを輸出し､洋織物や木綿糸､砂糖な

どを輸入､慶応 3年には輸出 1,700万ドル､輸入 1β00万ドルと盛んに貿易が行われてい

た横浜港を地盤にしていたため､洋銀券の発行を唯一許可されていた｡前述の通り､為替

会社には紙幣発行の権限が与えられ､また業務として国立銀行と同様の形態をもち､資金

として身元金 ･預金等と政府貸下げ金で構成していた｡横浜為替会社は30万両と8会社の

中でも､大阪 ･東京 ･西京に次ぐ資金を抱えていた｡｢国立銀行条例｣の制定により､今ま

で許可されていた紙幣発行が禁止されため､為替会社には国立銀行に転換するか､廃業す

るか選択せざるを得なくなった｡他の会社が業庸不振により巨額の債務を負い､政府より

貸下金を受け､あるいは従前の貸下金を減免されて解散､廃業するなか国立銀行条約に則

って第二国立銀行に転換して再出発した｡なお洋銀券発行の特権は､幸いそのまま保持し

ながら営業を続けることができた｡

他の国立銀行三行と違い金融会社としての基礎を備えていたし､国立銀行に転進する時

に政府から貸し下げ金として受け入れられていた政府金 15万円のうち4万円を要求に応じ

て即納し､残額は返却を免除されるという特典を与えられていた｡資本金は25万円で､株

主は当時横浜で貿易を通じて全国でも有数の生糸商人として名を馳せていた原書三郎や茂

木惣兵衛や下田善太郎たちの､豪商という地位まで上り詰めていた横浜商人で占められて

いた｡横浜は生糸の輸出が外国貿易の中心となってきたことから､支店を政治経済の本拠

地となってきた東京､港のある横須賀､生糸の生産地であった前橋､高崎の各地に配置を

した｡

横浜での第二国立銀行の位置は大きく､公金の取扱いも指名され横浜市金庫事務取扱や､

日本銀行が設立されてからは日本銀行横浜派出所を担当､日本勧業銀行代理店を務めた｡

明治 29年に普通銀行に転換後は､同じ横浜の生糸商人の茂木惣兵衛たちが資本金 40万円

で設立した第七十四国立銀行から転換した第七十四銀行の勢力に押され気味であったが､

順調な成長のもとに資本金も150万円となり積立金も75万円を確保し比較的大きな銀行と

しての地位を固めて行く｡ 昭和 2年の金融恐慌のあと､多くの金融機関が破綻や休業を余

儀なくされたが､一時踏みとどまっていたもののいっこうに改善されない金融不況に見切

りをつけ清算に入った｡昭和 3年 4月に預金全額とそれに対応する資産を存続会社である
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横浜興倍銀行に引き継いだ｡他の合併銀行の･ように破綻や ｢休業に追い込まれて吸収され

ていく場合と異なり､政府の銀行合同政策及び新銀行牡公布施行等の諸情勢により整理に

入ったため､- ･- 自ら動産､不動産担保による日本銀行特別融資金の借り入れをなし､

預金の切り捨ても行われず53｣ 譲渡をしながら市場から名前を消していった｡

3.第四国立銀行

横浜と同じく明治2年 12月に新潟に新潟為替会社が開設されたO 東京､横浜両会社の連

合出張所というべきものであった所から､両社からの資本金を受け入れ開業している｡両

社以外は資力のある商人や大地主たちが顔を揃え､後の国立銀行にも役員として名を連ね

る富裕層からの参加が目立った｡明治 7年4月 14日の清算時には､表-7のように3社か

らの資本金で営業をしていた｡ 新潟為替会社は明治 3年の正月には 5万円の紙幣発行を行

っているが､その外に新潟 ･水原 ･柏崎 ｡佐渡の四県の官金取扱いや一般貸付､為替業務

を営み､官米の売買も行なっていた｡

しかし､放漫貸付が災いし､加えて出張官員が公金を勝手に費消したり､東京 ･函館-

米豆を積送した船が難破するなどの事故が相次いだため､他の為替会社同様､大赤字を出

し資本金の63%を失って解散した54｡

表-7 新潟為替会社への出資 (明治 7年 4月 14日清算時)

資 本 縛 額 268,443円

うち東京為替会社 184,043円

西京為替会社 64,1.50円

出所 『日本金融史資料明治大正編』第1巻､582頁｡

第四国立銀行の設立には､明治初期の三県令と称された楠本正隆の勧奨と努力の負うと

ころが大きいと言われている｡前述の新潟為替会社の衰退に替わり金融疎通の為に答えら

れるような貸金会社を設立する計画を進めていた県令は､国立銀行条例発布を機に中央政

府の意図に応じようと自ら経験を生かし銀行設立に尽力したという｡

県令の勧めに応じたのは､地元の回船問屋を営んでいた鈴木長蔵ら新潟在住の商人であ

った｡発起人たちは新潟為替会社の前頭取や役員を勤めた人や関係者が名を連ねた｡これ

らは､ほとんど新潟港になんらかのかたちで携わっていた商人たちで占められていたが､

53横浜銀行行史編纂委員会 ｢横浜銀行四十年史｣33貫 ｡

54前掲(注34)､26頁｡
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他の発起人として有力な地主たちがいた｡当時､大地主と称された千町歩地主たちで､大

きな資力と信望をもっていた豪農が参加した第四国立銀行は､他の国立銀行と比べ特色を

持った銀行であった｡

株主の募集については困難が予想されていたので県が自ら参加し3,000円､30株の株主

となった｡主な出資者は発起人として名前のあがった地主や商人たちであったが､残りを

一般公募したものの当初は難航したO しかし､県令の威光が全県下に浸透して､当初の1

万6,000円超過して21万6,000円の応募を得ているoまた､株主総数も表-8の通り353

人の多数にのぼっており他の国立銀行と比べ際立った数になった｡

表-8 設立時の株主状数

銀 行 名 株主総数 資本金 千円

第 1国立銀行 71 2,5.00

第 2国立銀行 29 250

第4国立銀行 353 200

出所 『第四銀行百年史』･44貢｡

明治 6年 11月 2日創立総会が開催され､頭取は有力地主の市島徳次郎と白瀬長衛の二人

として開業免状下付の手続きをしたものの､国立銀行条例は一人の頭取と定められていた

ことから二人はまかりならないと静められなかったOそれぞれ筆頭株主として同額の出資

者であり､またすでに開業していた第一国立銀行では認可されていた所から当然免状下付

に問題ないとしていた｡その後の第四国立銀行の状況については第 5章､第 2節の地主に

よる国立銀行の設立の所で､取り上げていく｡

4.第五国立銀行

薩摩の島津家とゆかりのあった商人と士族 5名を発起人とする第五国立銀行が､明治 6

年 9月 8日に免許を得て同年 12月 10日に開業した｡資本金は50万円で設立場所は大阪に

置き支店は東京､鹿児島､長崎､琉球に設ける計画であったが､長崎と琉球の支店設置は

実現しなかった｡ 設立時の株主29名のうち､鹿児島在籍は21名､豊後日田3名､その他

となっており､100株以上は初代頭取で薩摩士族であった重久佐平太､発起人の浜崎太平治､

林甚左衛門 (以上鹿児島)､米倉-平 (豊後日田)たち6名であったo前述の通り､設立場

所は大阪にあり本店所在地であるが､出資は鹿児島で集められ当然株主もまた経営陣につ

いても鹿児島在住のひとたちによるものであったO鹿児島で設立の準備が行われ､出資金

の手当ても当地のなかで進められており､開業後も本店の大阪ではなく鹿児島支店に本拠
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があったといわれている｡第五国立銀行編の ｢沿革事誌｣の中にも鹿児島支店に関する記

事が多い｡

(明治 7年 3月)｢鹿児島県庁及島津家両御邸出納取扱方ヲ鹿児島支店へ命セラル｣

(同年 10月)｢鹿児島県旧藩札交換方ヲ鹿児島支店へ命セラレ交換資金ヲ下付セラレタリ｣

(同年 11月)｢東京鹿児島間ノ陸軍省為換事務ヲ担当セリ｣

(明治 9年 1月)｢海軍省所轄鹿児島製造所ノ出納及為換事務取扱方ヲ命セラレタリ｣

具体的な資金移動についても､鹿児島支店からの資金供給により中央-の送金が見受けら

れる｡

(明治 8年 1月)｢鹿児島賞典米五万石代金八万円ヲ下附セラレタルニ付鹿児島本学校経常

資金 トシテ毎月同所-送金ノ約ヲ以テ該金を東京枝 (ママ)店へ与托セラレ｣という記事も

見ることが出来る550 資本金は50万円であり､第 1期国立銀行群のなかでは第-国立銀行

に次ぐ規模を持っていたが､株主29名の自前の資金によるものなのかは疑問があるケース

である｡第五国立銀行は士族により設立された銀行というのは事実であるが､資本金の元

となった出資金の大部分は旧薩摩藩島津家よりの資金 というのが定説のようになっている｡

株主のほとんどは名前だけの出資者に過ぎないといえるO

第五国立銀行は､島津家の資金により設立された銀行で､最大の目的は旧薩摩士族の生

活の保護が大きい｡その為､経営者およびスタッフは島津家の家臣により固められ､銀行

業務の大半は士族-の貸出が大きなウエイ トを占めていた0

第五国立銀行と鹿児島県との関係は当然密接なものがあったが､それでは明治 10年 2月

15日から9月 24日の間に勃発した西南戦争が経営にどんな影響があったのであろうか｡

西南戦争中も預金､貸出金とも激減 しているものの鹿児島支店の営業は継続 されていた｡

減少の理由は､戦争状態による騒擾状態と､交通の途絶によるもので､有名な西郷札や関

係する貸金業の承恵社､撫育社などとの関わり合いは見られなかったとされている56｡

西南戦争の明治 10年から翌年までは以上の要因で営業状態は不調であったものの､その後､

預金は島津家や鹿児島県庁等の御用金を中心に大きく増加に転じ､貸出金も堅調な伸びを

示 してきたが､13年下期では預貸率が 63.16%と低調に推移していた｡ 貸出金の大部分は

旧薩摩藩士の生活救済目的の士族授産事業である砂糖や茶業､蚕産業といった分野であっ

た｡

55伊丹正博 ｢第五国立銀行の史的研究 ･士族銀行の特殊型として｣､1959年､84-85貢｡

56同上､98貢｡

44



明治 9年には､本店を大阪から東京に移転させ､同年9月には国立銀行条例改正を機に､

資本金を50万円から30万円に減資させて再起動してからは､順調に利益金を確保してい

った｡その後､明治 29年 10月4日営業満期で普通銀行に転換､第五銀行になった後三井

銀行 (現三井住友銀行)に吸収されていく｡

第五国立銀行の開業以降の営業状況は比較的順調に進行していったといわれる｡その証明

として開業当初の銀行紙幣の流通状況をみると､明治政府は国立銀行条例をもって銀行紙

幣の確実性を保障しながら､銀行に対しては厳格な監督と保護とをもって対応することに

なっていただけでなく､当時､紙幣と正貨とは価格の著しい開きは存在しなかったのであ

った｡そのため､銀行紙幣の流通はいささかも渋滞することも無く､条例の趣旨に則り順

調な滑り出しであった｡しかし､そうした良好な状況は長く続くことはなく､銀行紙幣流

通の閉塞だけでなく､国立銀行の存続をも脅かすような不本意な展開に陥ることになる｡

表-9 銀行紙幣流通高表

明治 6年 12月末 2 1,800,000 852,520 47.36

同 7年 6月未 2 1,920,000 1,356,979 70.67

同 7年 12月末 4 ･2,070,000 802,730 38.78

同 8年 6月未 4 2,070,000 381,163 18.41

同 8年 12月末 4 1,470,000 233,861 15.91

出所 『日本金融史』第1巻 明治編･38貫｡

銀行紙幣の流通が政府の予想通りにいかず､発行額が漸減していったのはいくつかの理

由がある｡前に述べたように何故4行の国立銀行だけしか設立されなかったのか考えた時

のように､まず当時の日本の社会は封建社会という長年の慣習を引きずったまま新しい時

代を迎えたことになる｡

第 4章 国立銀行条例の改正

第 1節 国立銀行の衰退と政府の救済

I.国立銀行の衰退

第一､第二､第四､第五の 4行の国立銀行が設立されてから数年経過しても､明治政府

が想定した正常な状態で営業が出来るようなものではなかった｡国の内部では廃藩置県や

地租改正条例の布告等の政治上､財政上の大変革が行われ､外には台湾征討や靖国との紛

議などの国際的事件が続出するなか､まさに騒擾の世の中にあって近代的銀行の発展を期
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待しようにも無理な状況が続いた｡

直接の要因となったのは､正貨の騰貴によるものがあげられる｡政府は日本の近代化推

進によって新規事業支出の増大となり､収入の大きな源となっていた地租の改定事業の遅

滞等が重なって資金不足に陥っていた｡その赤字補填のために､緩慢であったが政府不換

紙幣の増発をやむを得ず続けていた｡明治6年 1月未の発行残高 6,511万円が､9年7月発

行には残高88,847万円に増加しており35.0%増となった｡

政府紙幣増発のつけは市場に現われ､輸入が促進されて甚だしい正貨の流出となり､当

然のように紙幣価格は低落し打歩を生み､8年 6月には金貨 1円に対し政府紙幣は1銭 7､

8度の価格差を生じた｡

表-10 金貨 100円に対する紙幣の差 (1カ月平均)

月名 明治8年 明治 9年

1月 0.934円

2月 1.045円

3月 1.689円

4月 1.506円

5月 1.606円

6月 1.778円

7月 0.603円

8月 0.762円

9月 0.845円

10月 0.617円

11月 0.658円

12月 0.930円

出所 『明治前期金融史』･107貫｡

1.800円

3.500円

4.99L4円

3.726円

2.447円

2.776円

その上に､明治 6年頃から始まった世界的な銀価低落のため､実質的に金銀複本位制を

採用していて､わが国からの正貨流出は明治5年度から9年度の間に合計2,297万円の92.

6%は金貨で占められていた｡
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表-ll

明治元年

同 2年

間 3年

間 4年

同 5年

間 6年

間 7年

同 8年

同 9年

同10年

銀価変動表 (金対銀比価 ･金 1に対して)

15.59

15.60

15.57

15.57

15.80

15.92

16.17

16.59

17.88

17.32

出所 『明治財政史』第 10巻･537-559貢｡

このような紙幣価値の下落と金貨流出という双子のアクシデントに見舞われ､金貨食換

の義務を負 う国立銀行券の発行に大きな障害が生じていることはいうまでもない｡銀行券

を発行すれば､即食換を請求され本来は紙幣として世の中に流通することを約束されてい

るはずなのに､瞬時も世間に留まることがなかった｡

明治財政史の中にも ｢遂二其発行ス-キ紙幣ヲ空シク庫中二委積スルノ巳ムヲ得ザルニ

至｣ったとある57｡明治 7年 8月に開業した横浜第二国立銀行に至っては､紙幣発行許可額

150万円の内1枚も銀行券を発行することが出来なかった｡実際の流通高は表の通り9年 6

月末には遂に6万2,456円と4行合計の発行許可高の4.4%に過ぎなくなってしまった｡つ

まり､発行者である国立銀行は請求があるたびに損失を被るという､当初は予想もしなか

った状態になり､それでは銀行紙幣を金庫の中に仕舞っておいた方が良いということにな

ったのである｡

当時の国立銀行の営業資金いわゆる銀行資本としては､政府の御用預金を取扱っていた

第一国立銀行は別として､表-12の通り圧倒的に自己資金と政府関係預金の比率が高く民

間預金は低い状態であった｡そのため運用資金のほとんどを銀行券発行に依存せざるを得

ない状況にあったことから､資金枯渇の中での経営は成立できなくなってしまった｡

また､このような状況のなかで明治 7年 10月の大蔵省達乙第 11号により､従来民間に托

していた大蔵省預金の引き揚げ及び担保提出の命令が引金となり､官金取扱を業務として

57前掲(注 16)､103頁｡
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いた小野組と島田組が破綻､当時の経済､金融界に大きな衝撃を与えた｡

政府 も 157万円余の大きな損失を被ったが､小野組は三井組 とともに第一国立銀行の大

株主であったため同行は倒産の危機にあった｡そのため事実上の頭取といわれ ｢総監役｣

であった渋沢栄一の懸命な努力と､当時の大蔵大輔井上馨の協力により､明治 8年 8月 1

日の臨時株主総会で小野組の出資分 100万円を切 り捨てる減資を決行 し危機を乗 り切った｡

しかし､小野組､島田組の破綻により政府は官公預金の引き揚げを始めたため､第一国立

銀行は有力な資金源を失 うとともに､さらに一層厳 しい状況に追いこまれたo

表-12 国立銀行 ･銀行資本の諸成分 (単位 円)

内容 明治7,6,30 明治8,6,30 明治9,6,30

政 府 預 金 4,215,806 % 1,935,539 賂 1,025,832 賂御 用 預 金 27.9 15.4 ll.5

御 用 振 出 手 形 3,464,2151,356,979665,795 23.09.04.4 1,729,8813,1001,040,000 13.70.08.3 228,642 2.6

御 用 当 座 預 金 637,605 7.2
御 用 約 定 預 金 25,352 0.3
御 用支払銀行手形 42,905 0.5
御 拝 借 金 1,340,000 15.1

先流 通 紙 幣民 間 預 金定 期 預 金 1,055,325381,163861,208 8.43.06.9 184,80062,4561,129,990 2.10.712.7
当 .座 預 金 515,518 3.4 1,136,521 9.0 543,379 6.1
振 出 手 形 275,101 1.8 181,422 1.4 697,009 7.8
仕 払 銀 行 手 形 6,997 0.0 330,760 2.6 48,281 0.5

別 段. 預 金良.己 資 本株 金 1,136,7653,200,000 7.521.2 ll,976,5103,450,000 1.027.4 28,1152,450,000 0,327.5

出所 『明治前期金融史』､原司郎､106貫｡

Ⅱ.金貨食換改正の陳情

国立銀行は営業不振を打開するために下付 された銀行券を一旦政府に上納 し､返却を受

けた公債を担保 として政府紙幣を借 り入れ､営業資金の枯渇に対処 しようとしたが､それ

は根本的な解決策にはならなかった｡そこで明治 8年 3月 8日､国立銀行 4行は連署して

｢畢寛銀行紙幣ヲ以テ本位正貨 卜允換スルノ制規ハ政府紙幣ノ価格ヲ保全シ其錦却ヲ了ス

ルノ功ヲ奏スルニ足ラサルノミナラス却テ金貨ノ外国二流出スルヲ媒助シ少クナカラサル
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損失 トナル-キニヨリ寧口正貨食換ノ制度ヲ改メ通貨即チ政府紙幣ヲ以テ食換スルノ制 ト

ナサンコト｣を政府に請願 した58｡ 国立銀行の願書を受取るとい うことは､食換制度の確立

を成功させることにより不換紙幣を整理し､近代的な貨幣制度に変えて行こうとい う当初

の計画を辞めることになるので､明治政府としては絶対に受取ることは出来なかった｡

しかし､これを放置することは国立銀行の営業不振を更に深刻な状態に陥らせるばかり

ではなく､明治政府の大きな目標であった金融制度の改革や､殖産興業政策実施のための

円滑な資金供給が無残にも絶たれることになる｡そのため､請願のあて先名で当事者であ

った大蔵省紙幣頭の得能良介は ｢明治八年六月国立銀行救済ノ為メ其発行セル銀行紙幣ヲ

抵当 トシテ紙幣寮二納メシメ而シテ紙幣寮貯蔵ノ予備紙幣ノ内ヨリ無利息ヲ以テ同額ノ紙

幣ヲ貸シ下ケシコト｣を当時の大蔵卿であった大隈重信に上申した｡これは当然のごとく

国立銀行における銀行券の正貨食換取扱いの停止を意味するものであった｡

この申請に対して大蔵卿の反応は不明であり､明治財政史にもこの件は触れ られていな

い｡｢同年十∵月再ヒ之ヲ建議セリ即チ左ノ如シ｣として ｢国立銀行救助ノ方洛｣｢差向七拾

壱万円ヲ救助金額ノ縛数 卜相定メ置各銀行営業ノ情勢二従ヒ夫々総統ノ割合ヲ以テ貸下ケ

銀行紙幣引キ上置侯等臨時周急之道相立侯｣と再び建議 している｡

この建議は許可されて次のように各国立銀行に預入､金札引換公債の半額に相当する新

紙幣を無利息､12カ月の返済期限つきで貸下ることにした｡

貸下げ金割合

1.金四拾五嵩円 (即銀行紙幣 総額ノ五割)

1.金五寓円

1.金大筒円

1.金拾五寓円

計 七拾壱寓円

出所 『明治財政史』､第 13巻･105-107貢｡

第一国立銀行

第二国立銀行

第四国立銀行

第五国立銀行

初期の国立銀行の資金調達を見てきたが､非常に興味深く思ったことは､その資金をど

のように運用 していたかであるO表-12と同じ資料の中から載せたO

58前掲(注 16)､104頁｡
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表-13 4国立銀行 ｡銀行信用の諸形態

内 容 明治7.6.30 明治8.6.30 明治9_6.30

公 債 証 書紙幣抵当公債証書 1,920,000 12.7 2,020,000 16.1 1,420,000 16,0

諸 公 債 証 書民 間 勘 定貸 付 金 873,556 5.8 1,040,397 8.3 1,479,587 16.6

2,883,9293,430 19.10.0 2,357,660 T8.8 2,008,864 22.6

期限過貸付金 5,820 0.0 370,440 4.2
当座預金貸越 2,030 0.0 62,028 0.7
当 所 割 引 手 形 3,245 0.0 130,635 l,5
諸 買 入 元 金 187,219 1.2 242,430 1,9 55,412 0.6
為 替 貸 9,000 0.0 18,419 0.1 17,569 0.2

金 銀 在 高 8,982,136 59.9 5,734,342 45.6 2,830,715 31.8

出所 『明治前期金融史』､原司郎､107-108貢｡

国立銀行設立の絶対条件がこの表から読み取ることができる｡

ひとつは銀行紙幣の発行に合わせて金銀貨幣を準備するものと決められているが､これ

が金銀在高として載っている｡ 設立当初の比率は全体の 59.9%と異常に高い｡義務づけら

れているので当然のことではあるが､資金効率は至って低いというよりかなり厳しいもの

であった｡ しかし､次年度以降金銀の残高は漸減していくが､今まで述べてきたように銀

行紙幣は予定通り社会に流通することなく､比率割合も減少していく｡ 当然のことではあ

るが銀行紙幣を持った人は､価値の下落をともなって流通しない紙幣は大量に允換請求さ

れていった結果であった｡

ふたっ目は､資本金の内 60%は金札引換公債証書を交付されるが､全体の中でも目立つ

金額になっている｡この証書は年六分利付金札公債証書となっており､利回りとしてはか

なりの高収入を得られるものとなっている｡国立銀行条例の後段に国立銀行成規という銀

行創立手続きがあるが､その中に百寓円の資本金の例として ｢公債証書二対スル六分利子

卜六拾寓円ノ紙幣運転ヨリ生スル利子 トヲ合シタルモノ｣が得られるとある59｡

もうひとつ付け加えれば為替の手数料が入るが､多分､これらにより銀行という商売は

順調に運営できるといっているのである｡その前提条件としては､国立銀行が発行する銀

行券の正常な流通が確保されてのことであった｡

この頃はまだ金融機関としての収益よりも､紙幣発行の特権を得て利益をあげることが

中心となっていたのである｡資料のなかにある民間勘定が銀行本来の運用の部分である｡

その中の科目の中で最も大きいのが貸付金であるが､具体的な資金使途の詳細なものをみ

ることは出来ず､長期の資金というよりも短期の運転資金の貸出が主力であった｡割引手

59前掲(注16)､221貢｡
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形は商業の流通過程で支払い手段の進展の中で漸増してくるが､その後の銀行の主力商品

として重要な科目となってくる｡

現在各金融機関が取扱っている商品で積極的に力をいれて増加を図っている当座貸越が､

明治の初めには取扱いが開始されているのに不思議なものを感じる｡

期限過貸付金という科目がみられるが､今でいう不良債権であり滞貸金のことである｡

明治 9年 6月には200万円の貸付金に対して 37万円にまでなり18.5%の延滞率という

ことになる｡ 因みに現在からみるとかなり高い不良債権を抱えたことになる｡

明治前期金融史の原四郎によると産業資金の供給面から国立銀行の経済的貢献度は､か

なり高かったと評価されている｡それは ｢銀行資本の大きさが明治7年 6月末から9年 6

月末の 2年間に約半分に低下しているのに､貸付金+当座預金貸越+割引手形の合計額が

僅かな減少しか示していない｡その上期限過貸付金が明治9年 6月30日には､実に37万

円-と増加している｡｣60として､国立銀行に対する資金需要の強さを表現している｡また

国立銀行のごとき信用媒体機関の必要性が一般に強く感じられていたという｡そして､滞

貸金が発生した理由として経営不振､業務の縮小をあげ､貸付金を借り入れた企業で期限

が到来しても返済しなかったのは､国立銀行が当初予想以上に必要性を強く持っていたと

いうことにも繋がっている｡･また､この時期に銀行から資金調達するというのは､ごく限

られた先見性と進取の思いを持った人たちであり､起業するということ自体が少数の世界

に属する野心家たちであった時代である｡当時は資金手当てとして､まだ江戸時代から引

き続いていた質屋､頼母子講､両換屋によるお金の工面の方法として残っていた頃である｡

しかし､新しく開業した国立銀行によせる期待はかなり大きいものがあったのはうなず

けるが､返済を滞る企業がでてきたことは､当時の未成熟な経済社会の中では事業をコマ

ーシャルベースに乗せること自体難しいものであったからである｡また銀行経営面からみ

ても融資対象としての企業に対する目利きカや観察力は､当然のことながら大いに稚拙な

ものであったはずである｡近代的経営が可能となるのはまだかなりの時間が必要であったo

そういった中で国立銀行がどれだけ社会の中で認識され重要視されていたのか疑問がのこ

るが､金融の疎通をはかるため､会社組織の銀行がこの時期に誕生したのは大きな進展で

あった｡

60原司郎『明治前期金融史』東洋経済新報社､1965年､108貢o
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Ⅲ.国立銀行に対する政府の救済

以上､設立当初の国立銀行の資金調達と資金運用を見てきたが､その後政府による臨時

的な救済を受けたものの､銀行の営業状況は～向に好転しなかった｡前述の金貨 100円に

対する紙幣の差の通 り､明治 9年 2月以降金貨の価格の高騰はさらに進み､同年 3月には

明治始まって以来のピークを迎え､ 1円 4銭 9厘4毛となってしまった｡これ迄も銀行紙

幣発行に困難を及ぼしていたのに､さらに一層厳 しさを増 し破綻の極みに達 していた.国

立銀行 4行は再度政府に救済を求め､前回同様に政府紙幣の借入れを嘆願せ ざるを得なく

なった｡明治財政史にはこのことが詳細に記載されている｡｢国立銀行ハ～営業ノ困難二堪

ヘスシテ再ヒ其残額ノ銀行紙幣ヲ抵当 トシテ政府紙幣ヲ借受ケンコトヲ大蔵省二嘆願シテ

～明治 9年6月30日二於テハ～金札引換公債証書百四拾弐寓円二対スル同額ノ銀行紙幣百

四拾弐寓円ハ又大半国庫二流入シテ不換紙幣 トナリ｣｢世上二流通セル銀行紙幣ハ僅二六寓

弐千四百五拾六円｣にまで落ちこんでしまった｡

政府の救済は結果として ｢銀行二売渡シタル金札引換公債証書ヲ再ヒ買戻シタル有様｣

であった｡ それは ｢故二明治五年国立銀行条例ノ効力ハ此二至 リテ全ク壊滅二帰シ｣てし

まった｡しかしながらこれを放置する時には ｢若シ徒二条例ノ墨守スルニ於テハ独 り政府

紙幣錆却ノ目的ヲ達スル能ハサルノミナラス｣､それと ｢金融ヲ疎通スル能ハサルノ事情二

迫レルヲ以テ政府ノ嵩漸クー変シテ紙幣鉾却ノ目的ハ暫ク之ヲ措キ専ラ金融疎通ノ目的ノ

達センカ為メ国立銀行条例ニー大改正ヲ加フル｣という事に決定したO

明治財政史は次の様にも続けている｡-大改正を加えるとは当然のことながら国立銀行

の立ち行かなくなった最も大きな問題である金允換の制度そのものを見据えて廃止に持っ

ていくということであった｡｢斯ノ如クー面二於テハ経済上ノ理由二依り銀行条例改正ノ必

要ヲ認メシ ト同様二他ノー面二於テハ政治上ノ事由｣であると言っている610

経済上の理由とは今まで述べてきたことであり､その為に国立銀行条例の見直しが必要

といわれるところであるが､財政上の事由とはなにか｡当然､財政とい うことであるから

政府の側にある問題点とい うことで､明治維新以来政府が頭を悩ましてきた大きな懸案で

ある秩禄公債処分のことである｡封建体制の排除を実行 してきた政府にとって旧大名､士

族の秩禄処分が目前の課題 となってお り､その費用は明治 7年の財政支出の 30%を占める

ほどになっていた｡

当初政府は中央集権強化のために､明治 2年 ｢版籍奉還｣を行い6月 17日に従来の公卿

61前掲(注 16)､111-112頁O
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及び諸侯の禄を廃止した｡明治4年7月 14日には ｢廃藩置県｣を実施､5年2月に ｢田畑

永代売買禁止｣の制も解かれ､翌6年7月28日には ｢地租改正｣が布告され､従来の米穀

による物納から金銭に改められた｡このように､封建社会からの脱却を図った政府であっ

たが､華族及び旧諸帝に従属していた武家 (士族)の俸給 (家禄)の処理に困っていた｡

当然､明治政府は財政負担の軽減のために諸改革を実施してきたものの､明治7年の財政

支出中に占める秩禄の比重はまだ 30%を超えていたのである｡富国強兵を壮大な計画とし

て立てていた政府としては､財政上の重荷となっていた秩禄制度の根本的改革を行わなけ

ればいけない状態にあった｡政府は明治 8年9月 7日の布告により家禄､賞典禄とも当年

より米額での称呼を廃止して､地方毎の貢納石代相場を明治 5年から7年迄の3カ年の平

均を以って金禄に改定するとした｡これにより先ず秩禄を従来の石高による表示を止める

ことにより貨幣(お金)での表記とした｡当時60万人ともいわれた多数の華士族にとって､

刀槍をとりあげられるだけでなく､今までの収入が確保されていた所属がなくなり職業人

としての武家集団が解体されたという事は無収入となるわけで､それを補う政府の対策が

必要となってくる｡彼らに収入の道を与えなければ､ほとんどの士族たちは路頭に迷うこ

とになる｡

政府の打った手は華士族に ｢秩禄奉還｣をさせることにより､一括して一種の退職金の

ような恰好で支払ったのが ｢秩禄公債証書｣であった｡家禄額の規模に応じて給付期間を

次のように定めた｡旧禄高 100石未清のものに対しては明治6年 12月に､禄高 100石以上

のものに対しては翌7年 11月にそれぞれ交付をするとした｡石高の小さいものは生活にも

困り､貧窮の度合が大きいということで､政府の下級士族に対する配慮からであった｡秩

禄の ｢貨幣化｣を強行し秩禄制度そのものを最終的に廃止したものの､この処分に要する

交付公債の金額は実に1億 7,400万円余にのぼるo公債を一挙に発行すればその価格低落

は必至であり､200万人華士族の生活に大きな悪影響を及ぼすのは目にみえていた0

ここで大蔵省理財局が大正 13年9月に発行した秩禄処分参考書より秩禄についての分類

をみてみる｡

禄の形態からの分類

親子代々世襲的に支給されるもの

本人の生存中継続的に支給されるもの

一定年限の間に限って支給されるもの
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皇室に直属する臣でその中でも堂上 ･非蔵人 ･官人 ･口向諸役人

宮堂上家士の諸階級がある

神官 ･寺院 ･僧侶 ･及びその家来等の類があって､何れ

もその地位 と職分により各種の給禄をうけていた｡

徳川氏 ･諸侯及びこれ らの家臣の区別がある

出所 『秩禄処分顛末略』､大蔵省理財局､3-29貢｡

大蔵卿大隈重信は貨政考要の中で ｢華士族ノ禄制ヲ改革スルニ際シ不 日金禄公債証書ヲ

発行セラレ-キニヨリ､該証書ヲ以テ銀行紙幣ノ抵当 トナシ通貨ヲ以テ交換ノ準備 トナシ

テ其割合ノ制限ヲ寛ニシ､且銀行紙幣下附高ノ割合ヲ増加スル等ノ主旨ヲ以テ速二国立銀

行条例ヲ改正ス-｣きと紙幣頭に命 じた62｡

また､明治財政史の中でも公債を以って銀行を起こし､それを銀行券発行の担保とする

ことにすれば､公債も ｢運転活用ノ道ヲ得テ其価格ヲ有ツべク而シテ民間貨財ノ融通亦-

之ヲ開クヲ得-シ明治 9年 4月得能紙幣頭二命シテ候令改正二着手セシメ翌 5月二至り其

草案全ク成リタルヲ以テ大蔵卿ヨリ之ヲ太政官二上皇シ遂二改正ヲ足ルニ至 レリ｣63この巨

額の秩禄公債を銀行資本に転化し銀行の営業不振を打開するとい うこと､言いかえれば､

士族の救済と銀行の発展の為に近代的な允換制度の確立という大きな目標は断念せざるを

得なかったO 大久保や大隈ら政府の意向が公債を銀行資本にすることを決めさせた｡

第 2節 国立銀行条例の改正と乱立

I.国立銀行条例の改正

明治 9年 5月 6日に国立銀行条例改正草案が出来あがり､6月 26日に大隈は太政官に対

して ｢国立銀行条例改正ノ儀二付｣裏議し､従来の正貨 (金貨)で允換する方式を一変 し

て､政府紙幣 (通貨)で引換える方式に代え､本業 としての銀行業務に専念 させ巨額の金

禄公債を抵当として銀行券を発行させることとした｡

同年 5月 6日に国立銀行条例改正草案が出来あがり6月 26日大隈大蔵卿は､太政大臣三

条実美に対して ｢国立銀行条例改正二儀二付伺｣を提出したO

伺書には､わが国は開化 日からまだ日浅く産業の器械設備は未熟で振るわず､従って貿

易上物産輸入超でうまくいかず､また外国一般金価格の騰貴等で銀行創立の主旨と実際の

62前掲(注 12)､465頁｡

63前掲(注 16)､112貫｡
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営業と相反し､今日の困難を生じたと前記し､従来の金貨食換の制規を一変して之を通貨､

交換の方式に変えることとした｡そして ｢専ラ銀行ノ本務ヲ尽サシメ｣ることとし､加え

て ｢巨帯ノ公債証書散布スルカ為メ将来其価格下低ノ憂ナキヲ保チ難シ是二由テ之ヲ観ル

ニ該証書ヲ抵当トナシ銀行紙幣ヲ発行セシムル｣ことにすれば ｢該証書必要運動ノ道相聞

ケ其価格下低ノ憂ヲ助ケ銀行ノ営業モ益々旺盛ニシテ偏二民間ノ融通ヲ開キ物産蕃殖ノ資

本ヲ輔ケシメンコト必然二可有之｣と主張した64｡

以上の伺書は明治9年 7月 12日に太政官の裁可を得､8月1日太政官布告第 106号によ

り改正国立銀行条例が公布され､その4日後の8月 5日に太政官布告第 108号 ｢金禄公債

証書発行条例｣が公布された｡

国立条例改正の要点

1.企業形態 (17条､28条)

資本金の最低金額は 10.万円とする｡従来は人口10万人以上の創設地は最低 50万円とさ

れていたが改正条例では､人口 10万人以上の創設地でも20円以上とする｡ただし都合に

よっては5万円以上 10万円未満でも認可するという緩い条件に変更されたo

株式は 100円､50円または25円をもって1株とする｡

2.銀行業務 (57条)

国立銀行の業務には従来の国立銀行条例と比較してもほとんど変更はない｡

貸付利率の最高限度は債務者の保護から年 10%とした｡

3.銀行券の発行 (18条､20条､45条)

時価が資本金の 8割に相当する年4%以上の利付公債を大蔵省に預入し､これを抵当と

して同額の銀行券の下付を受ける｡ 従来は資本金の対象としていた債券は金札引換公債に

限定していたものを秩禄公債も対象に入れたということは､国立銀行の設立が大いに容易

になったということから大きな意義があった｡

資本金の 2割は正貨であったものを政府紙幣で保有することに変更し発行銀行券の引換

準備 とする｡発券高に対する準備率は従来の3分の2から25%-と大きく緩和された｡

国立銀行券製造費はこれを機会に今後国立銀行が支払 うこととし､今までの政府負担の

軽減を図った｡

国立銀行条例の改正の要点は､今まで述べてきたように銀行券食換制度の改正と抵当公

債の入口を大きく広げたことにあり､これによって明治政府が当初から当制度の一番の目

64 前掲(牲 16)､113貢｡
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的としていた允換制度を取 り入れることにより､今までの乱雑な通貨制度を整備するとい

う目論見は大きく崩れることになったO 明治政府がもう一方で目標とした殖産興業政策推

進のための資金作りが優先された結果であって､近代的金融制度の創設は一部分において

犠牲とならざるを得なかった｡

Ⅱ.第二期国立銀行の乱立と推移

国立銀行の改正は殖産興業の推進による政府の銀行政策により､僅か 4年間で 153行を

数えるまでになった｡明治財政史を見てみると ｢銀行ノ創立益々多キヲ加-タルハ必寛銀

行条例ノ改正ヲ以テ非常ノ特典ヲ銀行家二附輿シタル ト政府力種々ノ方絵ヲ以テ銀行ノ創

立ヲ奨励｣したことによるものであったoその結果､銀行創立は ｢一時社会二流行シ地方

商業ノ大小金融ノ閑劇ナル 上菅 トヲ顧ミス又銀行営業ノ如何ヲ熟知セス或ハ地方官ノ諭達

ヲ誤認シ苛モ禄券ヲ下付セラレタル士族ハ銀行ヲ創立セサル-カラサルノ義務アリト倍シ

頻二其設立二狂奔シテ陸続大蔵省二出願スルノ状況ナリキ｣65という状況であった｡そもそ

も国立銀行というものをしっかりと認識出来ない大半の層のひとたちが､当時の世相の過

激な反応に乗せられたという例もあったのではないだろうか｡特に禄券を持って将来に不

安を抱えていた士族たちの動揺が国立銀行設立を急激に増加させた要因の一つでもあった｡

また､少ない情報量の中で､利益を得んがために盲目的に設立に参加した出資者が多くい

た｡正常に情報が伝達できる社会でないことがそれ らに大きく拍車をかけていた｡銀行創

設を積極的に働きかけていた政府 としては､予想を遥かに超える願書の山に困惑しながら

国立銀行の設立抑制措置を検討せざるを得なかったO 政府のその後の動転ぶ りと対応につ

いて順次日付順に主な動きを追ってみた｡

明治 10年 8月 28日

大蔵卿大隈重信は､地方官に対して国立銀行を設立する際には ｢一層注意有之度｣とし

て全国に通達を発している｡

明治 10年 11月 17日

大蔵省銀行課長岩崎小二郎は大蔵卿大隈重信に次のように建議をした｡

国立銀行設立の願書を提出したなかで国立銀行条例に則った条件を完備 していない先に

ついては､即座に却下すれば浪乱をきたす憤れありとして同条例とはまったく別に ｢通常

銀行条例｣を作成し､この条例により開業をさせるようにと建議 した｡同建議は大蔵卿の

許可を得て採用されたが､国立銀行条例に代わるものとして ｢通常銀行条例｣が制定され

65前掲 (注 16)､256貢｡
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ることはなかった｡

明治 10年 11月 29日

大蔵卿は設立願書の乱発を政府が世論の了解を得ぬまま廃止や届けでを強引に拒絶する

ことよりくい止めようとすると､なお一層混乱を引き起こすことになると判断し次のよう

に太政官に裏議 した｡｢全国ノ国立銀行ヨリ発行セシム-キ紙幣ノ縛額ヲ参千四百四拾弐万

円余 卜予定シ之ヲ各地方ノ商況二由リテ分割シ置キ国立銀行ノ創立ヲ出願スル者アレハ大

蔵卿二於テ其資本金額ヲ適宜二節減セシメ或ハ発行紙幣ノ額ヲ十分ノ八ヨリ減少シ或ハ全

ク創立ヲ許可セサル旨ヲ明示スルニアリ｣として国民に疑惑を招かないようと上奏 した66｡

明治 10年 12月 12日

大蔵卿の菓議は太政官により裁可され､太政官布告第 83号により国立銀行の条文追加が

行われ､国立銀行券発行額の制限と銀行設立 ･資本金額の調整が次のように立法化された｡

･国立銀行条例追加

第 1条 大蔵卿ハ此条例ヲ遵奉シテ創立ス-キ銀行ヨリ発行スル紙幣ノ農額ヲ制限ス

ルコトアル-シ

第 2粂 此条例ヲ遵奉シテ銀行ヲ創立セン ト欲スル者アル トキ大蔵卿ハ其地方ノ便否ヲ

審案シ或ハ之ヲ許可シ或ハ之ヲ許可セス又ハ其資本金額ヲ減少スルコ トアル-

シ

しかし布告後に ｢元老院ハ其検視ノ上此布告ハ明治九年改正ノ国立銀行条例及ヒ成規 卜

抵触シ｣国民の疑惑をもたらすおそれがあるとの反対があり ｢寧口国立銀行条例ノ本文ヲ

改正ス-シ｣ と太政官に通牒 したOそのため国立銀行の条例追加を取消す一方､その趣旨

を盛 り込んで条例第 18条の本文を改正する布告第 5号が公布された670

改正 された国立銀行条例第 18条の全文である｡

｢此条例ヲ遵奉スル国立銀行ヨリ発行スル紙幣ハ資本金十分ノ八タル-シ然レトモ大蔵

卿ハ発行ス-キ銀行紙幣ノ総額ヲ制限スルコトアル-シ故二新二創立ヲ願フ者アル トキ其

資本金額ヲ節減シ或ハ其創立ヲ許可セサルコトアル-シ尤モ発起人ノ請願二依テハ時二其

発行紙幣ノ割合ヲ節減シテ其創立ヲ許可スルコトアル-シ而シテ各銀行ハ其発行紙幣ノ高

二応シ四未以上利付ノ公債証書ヲ時価 (括弧内は省略)ヲ以テ右紙幣ノ抵当 トシテ出納局

二預ル-シ68｣

66前掲(注 16)､222頁｡

67前掲 (注 16)､228頁｡

68前掲 (注 16)231頁｡
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明治 9年8月の条約が改正された以降の国立銀行の設立状況は以下の通りである｡

表-14 国立銀行設立状況 (単位 円)

年 度 開業銀行数 資 本 金 銀行券発行免許高

明治9年度 12 21,176,100 19,340,880

10年度 27 3,230,000 2,584,000

11年度 109 12,5%45,00.0 9,628,000

12年度 5 775,000 556,000

出所 『明治財政史』第 13巻､260貫｡

明治 5年 11月 5日に公布された ｢国立銀行条例｣ により設立を認可され､明治 6年 7月

20日に開業した東京第一国立銀行をはじめ四行の第 1期国立銀行を含め､同 12年 12月 5

日に最後に開業した京都第百五十三国立銀行の設立によって､銀行券発行免許高の 3,400

万円余の制限にほぼ到達する見込みとなったため､政府は予定通 りこれ以降の設立申請は

認めず全て却下をした｡

国立銀行条例の改正の木きな目的であった秩禄 ･金禄公債の大量発行にともなう価格暴

落防止は効を奏したのであろうか｡ いくつかの研究資料に概算が掲載されているが､｢明治

財政確立過程の研究｣によると､設立された 153の国立銀行の資本金総額 (上記設立状況

より)約 3,773万円のうち2,912万円の77.2%が禄券で払い込まれたとある69｡ また､同年

の 6月未の調査によると､国立銀行券発行のため預けられた抵当公債 5,134万円のうち

3,334万円が担保に供されているが､その中で秩禄 ･金禄両公債が約 90%を占め､金禄公

債交付額全体の 27%が国立銀行の設立に活用された｡以上の調査結果から政府の計画した

金禄公債の価格低落防止という目論見は大きく効を奏したものと評価できる｡

国立銀行が最初に誕生した明治 6年から条例改正痕､そして､その後の銀行数の増減､

払込資本金の推移､預金それに運用面で当座貸越､割引手形､荷為替手形貸付を含んだ貸

付金と､最後に銀行券の流通高を一覧表でみていくO

69 藤原通 ｢明治財政確立過程の研究｣中央大学出版部､212貢｡
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秦-15 国立銀行の営業状況 単位 円

明治 行数 払込資本金 預 金 貸 付 金 銀行券流通高

6年 2 2,440,000 2,867,437 3,352,263 852,520

7年 4 3,432,000 3,491,637 3,572,367 ･802,730

8年 4 3,450,000 1,470,812 2,136,348 233,861

9年 5 2,350,000 2,502,099 3,488,560 1,744,000

10年 26 22,986,100 4,506,676 14,278,556 13,352,751

11年 95 33,596,063 8,607,44.5 26,672,503 26,279,006

13年 151 43,041,100 14,915,679 35,580,798 34,.426,351

14年 148 43,886,100 19,583,542 42,819,288 34,396,818

15年 143 44,206,100 19,714,942 41,182,288 34,383,349

出所 『明治財政史』13巻､297-319貢･444-446貢より著者作成｡

この表をみても国立銀行券流通高は改正前の明治 10年以降急増しているのがよくわかる｡

明治 10年の西南戦争を契機として大きなインフレーションが進行していったこともあるが､

先程みてきたように国立銀行券発行抵当公債の大部分が秩禄 ｡金禄両公債で占められてい

たことから､国立銀行券の増発に伴い流通通貨量は大幅に増加した｡また､貸付金残高は8

年下期の214万円が 12年下期には3,512万円と16倍までに大幅に増加したものの､預金

残高は147万円から1,623万円-と11倍の伸びに終わっている｡ 明治9年以降はいまでい

うオーバーローンの始まりである｡ 本来であれば資金ショー トであり､現代なら日本銀行

や市中銀行の資金の取り入れや当座貸越､手形の再割引等の手段を使い資金調達に迫られ

るところであるが､この時代幸いにも預金と貸出金とのギャップを埋めたのは不換銀行券

発行であった｡

政府の､とりわけ大久保や大隈の目指した殖産興業資金の調達については予定通りに進

み､その前提となる近代的金融制度の創設という点でも､全国に 153もの国立銀行が各地

の産業育成に大きく貢献できるものと思われた｡加藤俊彦は､｢本邦銀行史論｣で､｢条例

改正によって政府は正貨食換の義務を負わない銀行券を巨額に発行することにより､借用

を膨張させ殖産興業資金を豊富に供給しようとした｣｢それは条例改正にあたっての政府の

企画をそのまま実現したことになったのであるが､このように産業資本の本格的な形成を

前提にして銀行が創設され､それが借用膨張をつうじて資金を放出しようとする時､ここ

に銀行と産業との関連につき注目すべき事態が表れてくる｣と述べている70｡

｢稿本日本金融史論｣ のなかで滝沢直七は､当時の国立銀行について次のように述べて

70加藤俊彦｢本邦銀行史論｣東京大学出版会､1957年､35貢｡
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いる｡｢国立銀行の利益は紙幣発行にあるは固よりのことであるから､利益を収めんと欲せ

ば紙幣を発行せざるべからず｡而して発行したる紙幣を貸附くるの手段として工業社会に

企業を誘致し､国立銀行の重役は間接直接にこれに関係し､その事業にその銀行が発行し

たる紙幣を貸附くることとなりて｣として､銀行と企業との好ましくない結びつきが指摘

されていた71｡ いまなら､倫理規定に明確に銀行役員の兼業､関連企業に対する貸出の禁止

やコンプライアンスに抵触する行為について厳罰をもって対処していくところである｡日

本の初期資本主義体制の脆弱さと後進性から来るものであった｡それに､旺盛な国立銀行

の誕生で政府の意図した金融の疎通により多くの商業が活発となり､それにより古い体質

からの脱却を目指していた農業､工業の新しい事業-の進展がみられ､金融の拡大による

殖産興業の推進という政府の目的を実現したとしても､通貨の増発はインフレーションの

悪性化を助長し､当時の財政の逼迫を招く要因となったのは事実であった｡

明治 10年代に入り政策の重点は当初抱いていた通貨供給から通貨安定-と大きく舵を切

らざるを得なくなってくる｡そのための調整機関としての中央銀行構想が大きく浮上して

くる事になる｡

第 3節 国立銀行の営業状況と推移

153の国立銀行は資料-17のように全国に亘って設立されていったが､都道府県別に見

ると大都市圏に多いのは300年の長い間日本の政治､経済の中心として君臨してきた江戸､

東京であり､また近代的商業都市として成長著しい大阪というのは当然のことであった｡

しかし､そのあとに続く国立銀行の設立数の多い各県の創立時の事情には当地それぞれの

事情と特徴があった｡東京､大阪以外の国立銀行の設立が多いいくつかの県の設立時の状

況を見ていく｡

1.兵庫県 (6行)

明治維新政府の富国強兵 ｡殖産興業のスローガンのもとに急速に近代資本主義化を推進

し､明治元年には商汝司を設立して､翌年には収税と勧商にあたらせた｡この商法司の事

業の一つである為替会社は 8カ所の都市に設置されたが､神戸は貿易港としての発展が見

込めるという理由で指定された｡しかし､他の為替会社と同じく事業は央敗に終わったO

その後国立銀行条例が改正されてから兵庫各地の商工業の発展にともなって金融-の需要

が旺盛となり､県下に第六国立銀行が設立された｡第三十八国立銀行のように旧土佐藩士

71滝沢直七｢稿本日本金融史論｣明治文献､1968年､190貢｡
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達の金鉄公債で創立したものと､第五十六国立銀行のように明石藩の御用達としてカを蓄

えてきた商人により開業に漕ぎつけたものもある｡地元の中心として長く営業していた神

戸銀行がいくつかの国立銀行をはじめ､その後に数多くの銀行を合併したことにより国立

銀行や普通銀行が消滅 し､旧来の資料が少なく設立時およびその後の営業状態を知ること

ができなかったが､今後さらに調査をしていきたい｡

2.岐阜県 (5行)

揖斐 .長良 ･木曽の三大河川が作り出した濃尾平野が岐阜県で､江戸時代以前は覇権を

操る上で大事な要衝として､日本の歴史上大きな役割を担っていた地であった｡

江戸時代から明治時代初期にかけての産業の特色は豊かな地味､水利を活かした農業地

域であった｡ 三重県の桑名､伊勢湾を結ぶ水上輸送路により川舟で大量の物資と人を運搬､

米を中心として農産物をはじめあらゆる物資が運ばれた｡それにより､商工業が港町を中

心に栄え金融の必要から各地に国立銀行が設立された｡

3.福島県 (6行)

江戸時代より全国でも有数の養蚕地であり､また地理的優位性を活用して奥羽方面にお

ける生糸や米穀等の集散地的性格を示し､古くから為替の流入等金融取引が盛んとなり､

明治 9年条例改正により6行の設立をみた｡生糸についてはわが国の総輸出入額が5-6

千万円に過ぎなかった当時､同地経由の生糸は4百万円程度に上ると.言われた｡それにつ

れ他の産業も盛況となり福島県では東北の中でも先んじて銀行設立の動きが旺盛であった｡

一方､同県の特殊な政治事情も関係があり､当時の二大政党である憲政 (民政)､政友間の

激しい政争から地盤作 りのための銀行設立であったり､地主層の名誉欲や金貸 しが看板を

変える理由から等と本来の経済的要請でない部分も資料から見え隠れする｡従って規模に

ついても個人経営的零細なものが多くその後の経営も難しいものがあった｡

4.山形県 (5行)

江戸時代から最上川舟運によって酒田港から日本海航路と直結する交通路線は､米を中

心とした地方経済の根幹をなすもので商業は盛んであった｡旧藩政治が解体されると同時

に､米沢帝主上杉茂憲が元家臣に対して 171,859両余と籾 10万俵を給与したという｡これ

を旧家臣団の共有財産として管理運営する為に ｢士族義社｣を結成､給与された現金を資

金として商絵､金融 (貸付)を行ない､これで得られた利潤は士族の生活支援を目的とし
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て利用された｡山形には国立銀行が出来る前から､｢士族義社｣と同じような主旨で設立さ

れた金融結社的なものが数多くあった｡山形県の地域には米沢藩をはじめ全部で8藩があ

り､士族の生活を支えるということからして金録公債を担保として国立銀行に参加したこ

とから全国のなかでも設立数が多かった.

5.新潟県 (5行)

新潟の名前が初めて現れたのは明治 2年で､当時未だ諸藩が並存して新潟県の管轄はご

く狭い地域に限られていた｡同年に新潟為替会社が全国でも数少ない設立を許可され､東

京､横浜為替会社から資本金を受け入れて開業をしている｡紙幣発行のほか新潟､水原､

佐渡､柏崎4県の官金の取扱い､および一般貸付､為替業務等を営んでいたo当時､米の

集散地として海､陸､河川の交通路として賑わっていたが､これらの官米の売買をもおこ

なっていた｡そのため､新潟為替会社の破綻以降､金融についての知識を利用し､また資

金供給の必要性から新潟ではその進む道を国立銀行設立に求めていった｡それにならって

県内の雄藩も続いていったことは自然の流れであった｡

6.長野県 (5行)

山岳地が多く､平野部が狭小の地で農耕に速さなく気候は内陸的な寒暑の差が大きいた

め､風土に合った養蚕が信州全域に普及し､又､加工生産も酒､味噌､綿織物などが盛ん

となっていった｡その後､横浜開港により養蚕業は生糸の輸出により急激な拡大発展を遂

げ､明治中頃には製糸王国として全国一の生産量を誇り､それに連れ資金需要も旺盛とな

り金融機関の設立を要望する声が高まっていった｡5行の設立地はいずれも旧藩の城下町で

あり､地域における経済の中心地であった｡銀行の営業もそのほとんどが養蚕業を主な対

象としてきたが､特に第六十三国立銀行､及び第百十七国立銀行は株主数､持ち株数とも

士族が圧倒的な比率を占めていたものの､経営の実質的推進者は多くの商人たちであった｡

7.静岡県 (5行)

当県は徳川縁故の地であり､加えて大政奉還後徳川慶喜が塾居し､引き続き徳川家達の

藩主就任などによって旧幕臣たちの静岡入りは急を増した｡その後､徳川家が東京-引き

揚げた後も､士族たちを中心に静岡に居を構えたものが多かった｡これら士族たちの金録

公債運用のために国立銀行を設立したことや､また気候の温暖なことから物資に恵まれ農

産物の数も多岐にわたり､その中でも明治初年より各地に作られた大茶園の出現は､巨額
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の資金を必要とされ金融の重要性は強固なものになった｡

元老議員でのちに名県令と纏われた関口隆音の復命書の中に ｢製茶ノ輸出著ク盛大二趣

キ､且ツ細工物類其他輸出ノ物産移多ナルガ為二金融忙シク､従ッテ各銀行ノ営業ハ概シ

テ繁栄ナリ｣と言っている72｡

株式 (合本)組織に対する認識の強さは､全国の中でも最も高いレベルを誇っていたも

のと思われる｡いくつかの理由があげられるが､徳川家からの高い文化の移植と全国各地

との交易からもたらされた知識と､当時の新知識人であった渋沢栄一たちによる静岡商法

会所に見られるような政策の数々があったからだった｡そういったことから全国の中でも､

比較的国立銀行設立の条件に恵まれている県であった｡

尚､静岡県下における明治 34年末現在の銀行並びに銀行類似会社の数は､資料の存在で

確認できるものだけで 184行を数え､まさに全国的にも有数の銀行設立県であった｡

第 5章 国立銀行の類型化

第 1節 資本金の多寡による分類

国立銀行の払込資本金の大きさによる分類は､ほとんどが50万円未満の規模によるもの

であり､条例改正により10万円以下の最低の資本金で設立された小規模行がちょうど100

行と全体の半数を超える65.4%となっている｡条例改正の中で資本金の最低額は 10万円

とすると規定されたものの､都合によってはという例外規定を設けた｡明治 5年に公布さ

れた条例には最低 5万円とされていたものを10万円迄に引き上げて､堅実経営を図ろうと

したものの､多くの国立銀行設立を促すという理由でゆるい認可とした｡その為 10万円以

下が 71行にのぼり､約半数に当る46.4%にもなり､前述のように金禄公債による士族達

の参加が拍車をかけて-種のブームを起こし乱立状態に陥った｡特に大都市を除く諸地方

に散在し､経営基盤の弱い金融機関のうち資本増強を図れた国立銀行は消滅することなく

継続していく可能性を持つことが出来たが､それも出来ない国立銀行は徐々に淘汰されて

いくことになる｡

設立当初に大きな払込資本金を集めることの出来る国立銀行はほんの僅かであった｡こ

れらの国立銀行のうち｣最も大きなものは岩倉具視の指導のもと旧大名家及び公卿家､い

わゆる華族たちの金禄公債をもって設立された第十五国立銀行であったO資本金総額は設

立当初 1,728万円余であり､全国立銀行の資本金の 50%近くをしめた巨大銀行であった｡

72静岡銀行 ｢静岡銀行史｣静岡銀行､1960年､72貫｡
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当時権勢を誇っていた岩倉のもとに参加 した華族の大集合体でもあった｡

次いで大きいのは東京の第一国立銀行で､渋沢や大蔵大柿だった井上馨たちにより懇願

と強制で三井､小野組などの旧富豪が大株主となって設立されたものであったO 設立当初

の資本金は244万円余であったが､小野組の破綻により150万円に減資 されたが二番手の

大銀行 として君臨した｡その二行に次ぐのが東京の第四十四国立銀行であり､70万円の資

本金で設立開業 したものの経営不振で同じ東京の第三国立銀行 と合併 している｡また山口

の第百十国立銀行がそのあとに続いた｡ これ らについては後の大規模な国立銀行のところ

で述べていく｡

表-16 資本金規模別国立銀行数 (資本金は設立許可当時)

資本金 10万円 10万円以上 20万円以上 50万円以上 100万円

未満 20万円未満 50万円未満 100万円未満 以上

出所 『明治財政史』第 13巻 ･260-273貢｡

表 -17 所在地別国立銀行数及び資本金 (単位 円)

府 県 名 行数 資 本 金 府 県 名 行数 資 本 金

北海道 2 280,000 京都 4 380,000

青森 2 250,0100 大阪 12 1,670.000

秋田 1. 50,000 奈良 1 80,000

山形 5 400,000 三重 4 350,000

宮城 1 250,000 兵庫 6 480,000

福島 6 460,000 岡山 2 130,000

茨城 3 ･250,000 広島 2 260,000

栃木 2 300,.000 鳥取 2 270,000

群馬 2 500,000 島根 2 180,000

埼 玉 1 200,000 山口 2 650,000

千葉 4 365,000 香川 2 200,000

東京 17 22,736,100 愛媛 3 240,000

静岡 5 360,000 徳島 1 200,000

愛知 4 420,000 福岡 4 335,000

山梨 1 150,000 佐賀 2 350,0.00

長野 5 430,000 長崎 3 260,.000

新潟 5 620,000 大分 3 18._0,000

石川 2 140,000 宮崎 2 100,000

層井 14 270,000 沖縄 1 100,0.00

出所 『明治財政史』第 13巻 ･260-273貢を参考に筆者が作成

開業時の設立所在地により分類 (明治 15年 6月 30日現在)
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王,小規模な国立銀行

表-16にある国立銀行の払込資本金の規模別分類によると､ほとんどが資本金 50万円未

満であって､国立銀行条例改正により資本金の最低額として一応の目安とした 10万円の小

規模な国立銀行は､ちょうど100行と全体の半数を超える65.4%であった｡

明治 5年に公布された国立銀行条例には､人口1万人未満 3千人以上の地であれば資本

金は最低5万円と規定されていたが､前述のように条例改正により基本的には10万円に引

き上げられた｡それは国立銀行の基盤を強固なものにすることにより堅実経営を図ろうと

指導するためのものであったが､全国に広く参加を呼びかけ金融の円滑化をという政府の

意図もあり､い くつかの条例の緩和や改正の中のひとつとして､前条例のような設立地の

人口を条件とせず､｢時宜ニヨリ｣という条件ではあるが 5万円でも許可することにした0

これにより多くの 5万円国立銀行が誕生したのである｡また､全国の国立銀行の中には､

予想を遥かに上回る設立申請が捷出された為､｢大蔵卿二於テ其資本金額ヲ適宜二節減セシ

メ｣ 73｡ られ､しかたなく5万円を承諾させられた銀行もあった｡その為 10万円以下で設

立された国立銀行は全部で71行にのぼり､全体の役半数にあたる46.4%にもなった｡

｢時宜ニヨリ｣5万円で設立されたのは40行あり全国各地の県に散在し､設立年代から

すると明治の中盤以降に多くみられるようになった｡ 最も多いのは兵庫県の6行中5行で､

岐阜県では3行あり､2行以上は福島､福井､静岡､京都､宮崎､長崎で酉日本側に多かっ

た｡そのうち17行は満期前解散や合併で早々に市場から姿を消したものや､また､満期以

降破綻や吸収合併により解散した国立銀行であった｡後年､私立銀行として事業継続して

いった 23行のうち士族たちで設立した国立銀行が 16行あり､その一部を銀行の記念史や

参考文献で追ってみた｡

1.第四十六国立銀行

宮城県仙台で明治 10年 12月27日に設立を許可され､翌年の1月 12日に名称下付され

ている｡旧仙台藩はかって62万石の領地を有していたが､幕府の僚藩であったため､明治

元年には28万石に凍石されていたO同8年の士族数は7,000人､うち家禄奉還者 2,300人､

有禄者は4,681人で36,771石であった｡9年には金禄公債で交付された金額は 116,410円

で､一人当り平均25円足らずの零細士族がほとんどであったo当時の宮城県の産業といっ

ても農業では米以外に商品作物はなく､僅かながら養蚕､製茶くらいのもので､工業も製

糸場がいくつかあっただけで士族の生活は厳しい状況にあった｡

73 前掲 (注)､222頁｡
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士族救済という事業は全国的に広がりつつあったものの､効果的なものはなく国立銀行-

の資本参加は士族にとっては手短な生存-の手段であったのだろう｡7名のうち6名が宮城

県士族の申請人により国立銀行を立ち上げ､原則とされていた 10万円の資本金を集めよう

と公債をのぞく資金の募集をしたが､参加できる資産家はなく 5万円で申請をおこなって

いる｡当地の富裕層の少ない事情を大蔵省はくみとって寛大な処置を命 じて漸 く設立にこ

ぎっけた. しかし､同じ仙台に第一国立銀行や第六十国立銀行の各出張所の申請予定があ

るのと､後発の第七十七国立銀行が 20万円の資本金で開業準備を進めていることから､自

らは設立を断念し同行に吸収合併され営業することなく姿を消して行った｡なお､46の番

号が欠番となったことから次の申請があった場合､この番号を再認可し下付することにな

っていたため､岐阜の多治見から資本金 18万円で新 しい第四十六国立銀行が申請を出し認

可され､同 12年 2月 14日に誕生している｡同じような例が第三国立銀行にもあった｡名

称の下付をうけて創立縛会で承認を得 られれば成立とい う所まで来たのに発起人 (親族)

同志の意見の不一致で設立が出来なかったため欠番になったが､安田善次郎率いる大富豪

により引き継がれ､新しい第三国立銀行として後年大銀行-と成長を遂げていった｡

2.第九十三､第百八国立銀行

福島は､前述の通 り米穀や生糸などの活発な商取引を通 じて､銀行設立の必要に迫 られ

ていたことや､県下各地の有力者の中に銀行業の必要性､将来性に着目した先覚の士が多

かったことが6行とい う東北の中では随一の設立数 となった｡ しかし､ 日本銀行福島支店

の ｢福島県金融経済の歩み｣ 74の中に ｢福島地方ハ曾テ生糸ノ産出二宮ミ土地開ケ人畑桐密

ナリO 其商借ハ殊二豪富ヲ以テ名アルモノナシ ト｣あり､県下には､お金は蓄えて富裕層

と言われる人たちはいたものの､富豪や資本家､大地主といわれるような人はいなかった｡

その為､資本参加するについても大口出資はかなわず､自ら小規模銀行 とならざるを得な

かったという｡ 両国立銀行も資本金の応募にかなりの困難をきたし､最低払込額であった

5万円を集めるのに精一杯であったO

3.第六十二国立銀行

金禄公債を資本金として､旧水戸藩士により明治 10年 12月4日水戸で旧藩士 5名 と横

浜の豪商とで資本金 8万円で創立願いを出している｡ しかし､当時全国的に国立銀行の乱

74東邦銀行総企部広報室編 『東邦銀行五十年史』東邦銀行､1992年､9頁｡
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立期にあって､明治政府の予定紙幣限度額を超過するおそれがあったため､翌 11年 3月1

日付を以って資本金 5万円として再度創立願を提出すべき旨の指令を受けた｡そのため､

再度 ｢国立銀行創立願｣を提出し資本金は5万円で､同月 12日第六十二国立銀行として正

式認可 された｡ この当時､那珂郡湊村において同地方の旧士族､及び商人とで国立銀行創

立の議が持ち上がり､11年 5月資本金 5万円を以って創立願を出して第百十二国立銀行と

して創立されることになったが､近隣に資本金 12万円の第百四国立銀行の設立がなされた

ため､少額資本金では競争が難しいということで第六十二国立銀行と合併した｡他から預

金等の資金吸収が難しいこともあり､少額の資本金では開業後の営業活動が存分に発揮で

きないということから最善の方絵としての選択であった｡

Ⅱ.大規模な国立銀行

一方､大きな払込資本金を集めることの出来た国立銀行は､ほんのごく少ない限られた

ものでしかなかった｡その最も大きな銀行は､前述のように時の華族督部長で右大臣岩倉

具視の指導のもとに､旧大名及び公卿家､すなわち華族の金禄公債を以って設立された銀

行で資本金額は1,782万円余と全国立銀行の総資本金額の50%近くを占めていた東京第十

五国立銀行であった｡岩倉は華士族の禄制を廃止して､これに代わるべき禄株 (金禄)公

債証書を下付することになったのを機会に､各自が受入れた禄株公債を利用して一大国立

銀行を設立して､政府の計画していた基幹産業､主として欧米から輸入を考えていた鉄道

建設の大プロジェクトを興そうと企て明治 10年頃にその手続きに着手したが､この当時未

だ公債証書は下付されてはいなかった｡

時期を同じくして同年2月 15日に西南戦争が勃発､当時の政府の財政逼迫はさらに困窮

を窮めていった｡当然､内乱を鎮圧する為に早急な資金手当が要求されたものの､まだ僅

かな税収だけしか確保出来ていなかった租税をあてにすることは出来ず､あらたに国債を

発行する環境でもなかった｡あてに出来るのは第十五国立銀行を急いで設立させる事によ

り､資金を用立てすることであった｡そこで政府は発行迄まだ時間を必要としていた公債

証書を当銀行設立に参加しようと挙手をしていた華士族に対して､正式でなく仮の証書を

下付して設立に間に合わせた｡華士族の救済が当初の目的だったはずの東京第十五国立銀

行は､明治革府の資金重要のために誕生することになった｡これまでの創立のいきさつか

ら考えると､これが本当の ｢国立｣銀行という呼称がふさわしい銀行といえるのではない

のかと思った｡

とにかく設立した同行に対して政府は､同年 5月に発行する紙幣総額のうち 1,500万円
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に限り牢 5分の利息をもって20年間に亘り借り上げることを約定､その見返 りに発券制限

を他行の条件とは別格の特典をあたえた｡第十五国立銀行の資本金は前述のように 1,782

万円余であったが､これに対して紙幣発行限度額を1,666万円余とした｡本来資本金の60%

に相当する利付国債を抵当として銀行券の下付を受けるところであるが､条例改正により

80%に大幅に緩和した｡しかし､当該銀行に対してはそれらを大きく上回る93.6%と破格

の最優遇処置であった｡

次いで大きい資本金で設立された銀行は､最初に承認された東京第一国立銀行であり渋

沢栄-や井上馨の懇願 と強制により三井､小野組などの旧富豪が大株主となって設立され

たものであった｡設立当初の資本金額は 244万円余と巨額に上るものであったが､小野組

の破綻により 150万円に減資されたものの二番手の大銀行として順調に発展し現在のメガ

バンクに受け継がれている｡

その二行に次ぐのが､同じく東京第四十四国立銀行であり70万円の資本金で設立された

ものめ､後年になり､経営不振により東京第三国立銀行と合併されている｡

四番手にようやく地方の国立銀行として､山口第百十国立銀行が資本金 60万円であとに

続き､旧藩主の毛利家の主唱により士族救済のため･に金禄公債の運用目的として設立され

た｡

第2節 設立時の発起人等による分類

我が国最初の近代的銀行であった国立銀行がどのような性格をもっていたのかを調査す

ることは､銀行の特質を解明するに極めて重要なことであり､いくつかの参考文献や各銀

行の年史等を読み通した｡

｢朝倉孝吉著 ｡明治前期日本金融構造史｣や ｢加藤俊彦 ･大内力共著 ･国立銀行の研究｣､

｢土屋喬雄 ･地方銀行小史｣等､国立銀行の研究には銀行の特質､本質といった性格とい

うものを主体として､日本資本主義成立期に於ける当時の国立銀行のありようを解明しよ

うとした名著である｡

｢国立銀行の研究｣の序章で､本書の課題として著者は ｢明治政府の国立銀行政策が､

各地方でどのようにうけとめられ､どのような経緯をたどって国立銀行の設立がすすめら

れたか､あるいは設立された国立銀行の営業状況は具体的にはどのような様相を呈してい

たか､それらの地方的な差異如何､といったような問題になると､---官庁資料は､ほと

んど何も語らないといっていい｡そこでは､どうしても新たな､個別銀行のかんする資料

の発掘が必要となってくる｣と言っている｡従って百数十に及ぶ国立銀行の詳細な資料を
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元に研究しなければ分類も不可能ということであり､それを銀行の ｢記念誌史｣や ｢地方

史｣等によって多少でも研究できればと思った｡また､本文の中で ｢この時期の国立銀行

をいくつかの類型にわけ､それぞれ典型的なものをとりだして考察の対象にする｣ 75という

構想を多くの学者が持っていたというが､実際の例として､長幸男教授は国立銀行を次の

ように5つに分類している｡

1.政商的巨大御用両替商転化型 (第一国立銀行)

2.民間金貸両替商転化型 (第三国立銀行)

3.封建的貴族転化型 (第十五国立銀行)

4.封建士族転化型 (第十七国立銀行 ･第七十七国立銀行他)

5.前期的商人転化型 (第十八国立銀行 ･第二十九国立銀行他)

これらは､主として設立者を基準として分類を試みているものであるが､｢国立銀行の研

究｣の著者は､第四国立銀行のように大地主によるものはどこのジャンルにも所属しない｡

また､(2)と (3)の分類は不分明である､設立者が士族でも実権者は商人による実質的

経営であること､それに大株主と頭取なり実際の営業の執行者である支配人たちとは続柄

が同じではない等から､分類するというこ七に困難を感じていると言明しているOさらに､

設立者といわれる人達が､どの分類に所属していたかによって各々国立銀行の発展や成長

を左右するような影響力をおよぼしているのか｡具体的に見ると､必ずしもはっきりとし

た色分けが出来ないと長教授の分類方絵に具を唱えていた｡しかし､どこかで区切 りをつ

けて分析をしていかなければ､資料を集めて内容を理解しこのテーマを選んだ意味がなく

なる｡そこで､本稿では､非常にオーソドックスな分類であるが､次のようなグルーピン

グをしながら国立銀行の内容分析を試みた｡

Ⅰ.士族による国立銀行設立

｢士族授産｣という零細な士族の生計を助けるという明治政府の政策は､全国各地で多

くの形で計画､実行されたが､その姿をみることなく明治9年秩禄廃止となってしまった｡

士族によって設立された国立銀行は全国に数多く見られるが､代表的なものを挙げた｡

1.第七十七国立銀行

明治9年に､明日の生活もままならない無職状態の士族に対して宮城県は､次のような

75加藤俊彦 大内力 『国立銀行の研究』額葦書房､1963年､5-9貢.
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救済計画を打ち出した｡

1.秩禄廃止後政府から資金を借りうけて会社を設立し､会社はこの資金を農工商営業資

金に貸付け､その利子で士族の製造品を買い入れ一般に販売するというものであった｡そ

れと同時に士族からも出資をさせて､配当を支払うというものであった｡しかし､政府資

金の借り入れを実現できずにこの計画は途中で挫折してしまった｡

2.国立銀行条例の改正と金禄公債交付を結びつけて､一挙に県下の金融疎通と産業の育

成に士族の救済を行なうというものであった｡

銀行設立には､大書記官という宮城県側の官僚の強力な後押しがあって進められたが､

当初の計画の発想は公債の保管を第-に考えて､それによって得られる利益を他に運

用するという､堅実といえば聞こえが良いが成長性も発展性もない､銀行という観念

からほど遠いものを考えていたようである｡また､最初から県の主導で行なわれ､県

当局が公債保有者である士族を積極的に勧誘し説き伏せながら強引に設立に参加させた｡

官による士族救済という天下の大命題を率直に実行していたのである｡発起人の顔ぶれ

は､頭取に代々伊達藩に仕えた若年寄を勤め､維新以後は仙台藩の大参事という要職に

ついていた氏家厚時で生粋の士族であった｡他は佐沼藩主や奉行の子､執政職等藩の中

でもかなりの要職にあり､また維新後も重要な地位にあった人たちである｡

株式申込について発起人が中心となって広く集める努力をしたものの､零細な宮城県士

族の困窮と産業や生産物の未熟さによる資力の脆弱さに､殆どの国立銀行に言えることで

あるが銀行設立の意義に対する一般人の知識の希薄さからくるものもあり､かなりの困難

をきたした｡第四十六国立銀行を合併して資本金25万円の第七十七国立銀行は設立したが､

結果的には､金禄公債 168,896円､新紙幣 1,450円､合計 170,350円とあるから､そのほ

とんどが金禄公債に依るものであって士族銀行としては当然のことであった｡

表-18 株主株数分類表

持 株 数 ･株 主 数 合 計 株 数

101株以上 6 1､724
51 〃 ll 766

11 〃 40 917

6 // 77 546

5 /∫ 58 290

4 // 52 208

3 〃 ･58 174

2 〃 128 256

1 〝 117 119

出所 『七十七年史』､86貢｡
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上記の表の通り､株主は全点で547名であったが､100株以上の大株主は8名､40株以

上は 17名､10株以上は40名で 10株未満は482名と､88%以上が零細株主イコール零細

士族であった｡さらに少数株主の中に1株 2株という最下層の株主が 200名を超えている

ところに､士族の困窮が強く感じ取られる｡さらにこれら少数株主は生活に困り持ち株を

売ることによりお金を作り､国立銀行から離れていったのである｡ 第七十七国立銀行の族

籍の判明している株主は3分の2であるが全て士族であり､また銀行の経営に参加してい

るのも士族であって､正真正銘の士族銀行といえる｡従って､株主となっても配当金だけ

で生活し得るほどの株主である士族はほとんどいなかったOその上､それらの金禄は橡券

高よりも20-30%の低価格で株券化されていたので､少ない株しか手にできなかったのだ

と思われる｡全国各地に国立銀行は誕生したが､第七十七国立銀行の例と同じく多くの士

族たちの生活は決して十分と言えるようなものではなかった｡

2.第四十国立銀行

館林簿の藩士45名の発起により､旧藩士族の金禄公債証書を主体に明治 11年1月 12日

に設立の認可を得､同年 11月館林町に居を構えて開業している｡｢館林秋元氏の城下にて

戸数 1β08戸､人口8213人､うち士族 749人､此禄高は59万5,295円にして士族は大概

農業を心ざし｣た城下町が設立の地であった76｡ 11年 8月現在の株主については､稔株主

数は496名で士族が468名の94.3%を占めて残りの28名が平民であった｡士族のうち414

名が館林在住者で､当然のようにほとんど旧館林帝の藩士で構成されており､設立当初の

状況から士族銀行であり旧館林藩士の救済を目的に創設されたものであった｡

･払込資本金は15万円で設立しているが､そのうち97%が士族の持ち株で頭取の根岸鉄次

郎を筆頭に有力旧館林藩士族が勢揃いしている｡役員についても､頭取の根岸は 300石の

中老職､2代目頭取の南条新六郎は 30石取中小姓､取締役の笠原円蔵の生家は家老職と､

藩の要職や重鎮たちが参加し､藩のカの入れようも相当なものであった｡士族で固めた株

主の中にあって､数としては僅かな平民の中に地元館林から綿糸商や醸造業の商人たちや､

当時から機業地として名を馳せていた桐生からは有力買継商として力を蓄えていた商人が

参加していた｡設立当時の持ち株数も10株数から数株ほどであった0

のちに彼らは実業家としての能力を発揮する時がくるのであるが､最初からそれを見込

んで参加を要請された訳ではなかった｡というよりも､士族救済､藩士の生活安定を第一

目的に設立した国立銀行であって､銀行運営に商売力を発揮して欲しいというものではな

76萩原進 ｢群馬県金融史｣群馬大同銀行､1952年､19頁｡
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かった｡

創立当初､経営陣は銀行業務にはまったくの素人であったため東京第一国立銀行に出向

き､頭取や支配人等は事務見習いをし､役員の派遣を仰いだりしながら積極的に経営の勉

強をしている｡また､当時各地の銀行から要請の多かったといわれているアレン･シャン

ドから銀行業務を習得している｡士族の代表として､武家の商法といわれないためにも相

当の覚悟で対応しようとしているのが感じられてくる｡翌年に桐生織物業に対する金融業

務を行うことで支店を設置した頃から株主の間に変化がおきて､第七十七国立銀行の所で

も見られたように裕福であった買継商や商人たちが士族の禄を買い占めるようになった｡

明治 14年1月の役員改選には頭取は士族出身の2代目に代わっているが､役員に桐生や

館林の有力商人たちの名前が登場する｡17年9月頃には株主の数は士族と平民との差はほ

ぼ同数となり株数は完全に逆転する｡そして､平民の株主も館林から桐生へと移動してく

るのが読み取れる｡営業地盤が変化しているのと桐生の実業家の力が旧館林藩士たちに取

って代わっていき､経営の実質的な主導権は商人が操ってきているということであった｡

その後､両毛地方の機業界は何度かの不況に遭遇するが第四十国立銀行は､営業満期以降

四十銀行として普通銀行となり東海銀行を経て第-銀行に合併していく｡

3.第五十国立銀行

明治4年旧土浦藩士族により設立された三津輪商社は元の藩の物産方の仕事を受け継い

で､米穀類の販売､預金､貸付､荷為替等の金融業務を国立銀行ができる前から活発に営

んでいた｡元来､土浦藩の本務としておこなわれてきた商業行為をそのまま変えることな

く承継したもので､明治になって設立された為替会社や銀行類似会社とは異なり､組織も

業容もしっかりしたものであった｡

初代頭取の一色範噂は旧土浦醇の執政であったが､廃藩のあとは野に下り農業に従事し

ていたが､県庁より国立銀行の創立の勧奨を受け､中央の舞台に再度登場することになる｡

禄を失った士族の財産確保と生活根拠の確立という為にも､有益であるという事を理解

した一色は国立銀行の創立を周囲に勧めたOまず前述の三津輪商社の経験者に同調を求め､

多くの旧藩士に広く熱く参加を促した｡

土浦藩士族を中心に 300余人から禄券 9万円余の提供があり､また旧藩主からも参加の

声がかかり､現金払い込み株式の大部分の引き受けを約束した｡禄券と現金での払い込み

で明治 10年 10月1日に15万円の資本金で創立願書を大蔵省に提出したものの､政府から

土浦の人口､戸数､商工業の規模等からその状況にあらずということで､資本金 10万円以
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下でなければ設立は認めないという旨の回答が 12月 18日にあった｡前述のようにこの時

期に5万円の小規模国立銀行が多く誕生しているのは､乱立による紙幣乱発を政府が懸念

してのことで､同月22日に改めて資本金 10万円で再出願している｡

当時､銀行というものに対して､市井の人々の認知度は圧倒的に低く､また利用する人

というのは商業を営んでいる人の中でもほんの一握りの者に限定され､銀行についても政

府の一施設としか見られてなかったO 支配人以下役員や行員もほとんどが旧藩士で固めた

ため､以前の武家社会から抜け出せず､いろいろな逸話が残されている｡商人たちのいわ

ゆる平民が来店しても決して頭を下げることはなく､反対に客にあいさつを強要したり､

名前を呼ぶのも呼び捨てが常道であったとある｡ 武士としての気質から脱却できず客にサ

ービスを提供するというような考えはまったくなかったという｡満期継続により第五十銀

行としてその後の幾度かの不況を経験し常陽銀行-と進展していく｡

Ⅱ.商人による国立銀行設立

江戸時代より商業は大都市を中心に盛んになってきており､富の集中に成功した豪商た

ちは金融の分野にも手を広げて市場の拡大に貢献していた｡明治維新以降環境は大きく変

わったものの､商人たちは新しい分野に自分たちの生きる道を模索していった｡

1.第二十一国立銀行

幕末時代より彦根藩には領内の産業資金を融通する国産役所というものが設けられてい

たが､明拍維新よりこれを彦根藩会計局と改め､その支局として長浜に会計御融通所を明

治元年 9月に開設した｡同2年 5月未迄存続し､明治政府の太政官札の流通を図ると同時

に貸付､預金をも取り扱っていた｡預金は 9朱ないし1割の利息で前月に通知しなければ

払い戻しできないといういまでいう通知預金であったが､まだ一般に預金制度が発達して

ないこともあり預金者の大部分は社中の人ノ再こよるものであったO本業は貸出に置いてお

り商人が対象でほとんど借用によるもので､貸倒れ防止のため柑役人の連署を必要として

いた｡

廃藩置県により近江地方の区分けで彦根帝庁と関係がなくなったことから､大蔵省に融

通会社として存続を申請したが認可されなかった｡前述の三井銀行設立申請の所でも見て

きたように､当時国立銀行条例草案を編成中で､類似金融会社の設立に慎重を期した結果

であったO同郷の大津為替会社による江州バンクの出願に対して認可を与えられなかった

のと同じ事情によるものだった｡
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その後経営不振に陥り清算されていったが､その彦根融通会社の6支所の1つであった

のが長浜組で第二十一国立銀行設立の主体となった｡因みに同じ支所の彦根組が第百三十

三国立銀行を設立させる母体となっていた｡両行は営業満期国立銀行処分法により､各々

普通銀行となりいくつかの銀行が合同し大きな流れの中で現在の滋賀銀行へと繋がってい

く｡

明治 10年8月3日長浜の有力商人の連名で創立願書を提出､認可を得て同年 12月15

日第二十一国立銀行として長浜の地に資本金 10万円で開業したO設立当初の役員は頭取に

生糸縮緬商人の柴田源七が就任 し､取締役､支配人ともすべて商人で江戸時代から力を蓄

えてきた近江商人たちであった｡

当初は秩禄公債証書の売買禁止措置が出されていたため､｢同行が買い集めてあった公債

証書の名義書替上納が出来なかったので､公債証書を滋賀県庁-預け､その預 り証書を持

って仮上納し､禄券売買措置解禁の際県庁から名義書替上納を行 うという便法を大蔵省-

願い出た｡これに対して明治 10年 11月7日付で大蔵省から 『廟之趣聞届侯条､追テ開業

免状下付之上ハ､滋賀県-申出､該県之預 り証書受領ハ ､ヽ右ヲ発行紙幣為抵当､出納局

-相納不苦侯事』の許可を得た｣のであった｡同じような例が他の国立銀行の設立時にも

あってその時は認められなかったが､この件では滋賀県の仲介が効を奏したのであろう｡

株主については先程の頭取の所で見てきたように長浜の商人たちで構成されており､生

糸､縮緬､米穀､肥料など営んでいる人々たちであった｡同じ環境の中で設立をしていく

第百三十三国立銀行が､旧彦根藩主と士族たちの資産保護 と授産の目的であったのと違い､

旧藩士は全く含まれてはいなかった｡

業務のなかで､預金は前述のようにまだ集まる環境にはなく､明治 11年には6,787円と

少なく貸出金は表-19のように75,305円で今ならオーバーローンであるが､不足する資金

源は銀行券の発行に頼っていた｡

預金が貸出金と肩をならべるのが17年頃､資本金を上回るのが21年以降のことである｡

商人の銀行として重要視していた貸出金は､長浜､彦根の湖北と言われる養蚕､製糸地帯

を営業地盤としており､その中,Lh地の坂田郡は白縮緬､ビロー ド､蚊帳地､真綿などの生

産が集中する一大繊維工業地帯であった｡ このため地域の資金需要は強く､県内の他行と

比べ順調に推移した｡貸出金の職業別内訳は13年下半季以降の ｢実際考課表｣から見ると

設立当初から商業向けの割合が断然多く､他産業を大きく引き離しており､23年にはさら

に商業部門に資金がシフトしてきており80%以上にもなっている｡29年には492件21万

9,327円 (87.8%)､工業は13件2万9,303円 (ll.7%)､会社 2件 1,104円 (0.4%)と
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全体の増加とともに商業-の貸出が漸増してきた｡貸出金の科目別構成であるが､開業当

初から一般の貸付金と肩を並べるように当座貸越が相当額に上っているが､各行がしのぎ

を削って増強を競っている融資商品が､この頃から利用されていたことに感心するよりも､

当時の主力商品であったことに注目したが､当然この資金も商業向けであった｡

収益状況であるが､表-20の通り開業以後､毎期相当額の純利益を計上しながら払込資

本準備率も順調に上昇し､明治 27年には20%近い高水準に到達､配当率も開業以来二桁を

維持出来る好決算を続けた｡

表-19 貸出金の科目別内訳の推移

年末 貸 付 金 当 座 貸 越 合 計
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

明治 円 ■■ 円 % 円 鶴

ll 56,833 75.5 18,472 24.5 75,305 100.0

13 (91) 51,557 63.0 (.23) 30,048 37.0 (114) 81,605 100.0

15 (75) 64,518- 78.6 (20) 17,553 21.4 (95) 82,071 100.0

21 (54) 107,448 ー68.0 (35) 50,551 32.0 (89) 157,999- 100.0

23 (62) 105,256 66.4 (47) 53,252 33.6 (109) 158,508 100.0

25 (58) 113,546 75.0 (41) 37,763 25.0 (99) 151,309 100.0

27 (167) 157,400 73.0 (47) 58,296 27.0 (214) 215,696 100.0

29 (441) 139,164 55.7 (67) 110,620 44.3 (508) 249,784 100.0

出所 ｢第21国立銀行 ｢実際考課表｣明治 11年下半期｣『滋賀銀行五十年史』･60頁｡

秦-20 資本金 ｡積立金 ｡利益等の推移

期別 資本金 払込資本金 積立金 純利益 払込資本純益率 配当率

明 .治ll.12 円 円 円 円 鶴 13.0 %100,000 100,000 566 6,507 ll.6

13.12 100,000 100,000 3,051 6,892 13.7 12.0

15.12 100,000 100,000 6,914 8,392 16.7 15.0

17.12 100,000 100,000 7,014 7,042 14.0 14.0
19.12 ･100,000 100,000 12,000 6,585 13.1 13.0

21.12 100,000 100,000 17,000 8,476 16.9 12.0

23.12 100,000 1.00,000 25,000 9,101 18.2 12.0

25.12 100,000 100,000 30,000 5,287 10.5 10.0

27.12 100,000 100,000 31,000 9,788 19.5 14.0

29.12 100,000 100,000 35,500 8,642 17.2 14.0

出所 ｢大蔵省銀行局年報｣『滋賀銀行五十年史』､61頁｡

明治 30年 11月 29日の営業満期到来により､株式会社に改組し第二十一銀行 として新発

足したのち昭和に入り合併することにより名前は消えていった｡
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2.第十三国立銀行

摂津伊丹の鴻池村 (現兵庫県伊丹市)を源とする鴻池家は江戸時代に､天下の台所とい

われた大阪で事業を展開して-財をなし両替商に進出したo維新以後､新政府より会計基

立金の調達や太政官札の市中発行に携わり､国の財政基盤の確立に貢献した｡

国立銀行条例が布告されて銀行の設立が認可されると､新政府の御用為替を取扱ってい

た三井､小野組の両者が共同して明治6年に第-国立銀行を創立した｡

鴻池家も6年4月､徳島県の富豪とともに国立銀行の創立願書を提出､資本金百万円で

本店を大阪今橋に置き2支店を設置する予定であった｡発起人は 11名で出資額は62万円

でこのうち鴻池家当主蓉右衛門は20万円､同族2名で9万円となっていた｡発起人以外の

残りの38万円は一般公募の予定であった｡6年 5月に第三国立銀行として3番目の新しい

銀行が創立する所まできたのだが､いざ最初の資本金払い込み時になって､主だった発起

人の間で意見の食い違いが続出した｡長い歴史を持っ鴻池家にとって西洋から入ってきた

株式会社組織というものに､知識として理解できても急に考えを変えることなど出来なか

ったのであった｡三井､小野組と違い過去の因習や金融についての捉え方が旧態然のまま

であったということ､巨商グループを統率する強力なリーダーが当時不在だった｡当初か

らこのことは予想がついていたのか､創立願書の文面に ｢文明開化の今日､めいめい勝手

に私利を追求しているには､頑固で見識の狭い悪習である｡この際一致協力すべく｣とあ

り心配した通りの結果に終わっている.結局第三国立銀行として認可されていた新銀行も

7年 1月に廃業届けを出すことになってしまった｡

明治 10年 5月21日､同じ大阪今橋で鴻池両替店を本店として第十三国立銀行が開業し

た｡発起人は鴻池善右衛門をはじめ6名は全て一族で､資本金は25万円とし､株主は鴻池

一族及びその使用人で全て取り仕切っており､表面上は株式会社の形態をとっているが鴻

池家の銀行であった｡当然頭取は当主が就任しているが､第三国立銀行の創立失敗のあと

にしては至ってスムースにことが運んでいるように思える｡昭和に入り､後で述べる第三

十四及び第百四十八国立銀行とともに大同団結のもと三和銀行が出来るが､記念史や歴史

もののなかに詳細にこれらが掲載されていないので不明であるが､充分な話し合いと綿密

な調整があったと思われる｡

営業のなかで特筆すべきことが資料のなかに見ることが出来た｡明治 14年3月 25日の

東京日日新聞に掲載された貯蓄広告である｡日本銀行の発足とともに､国立銀行は発券銀

行から預金銀行-と転換することになるのだが､何度も述べてきたように当時としては未

だ預金をするという環境は整ってはいなかったため､預金を集めるということはかなりの
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困難をきたしていた｡其の当時の広告の内容である｡

｢今般当店中貯蓄預金ノー業ヲ開キー トロ十銭以上ハ 営業時間ナレバ何時ニテモ預り

之ヲ払戻シ可申候 利子ハ預高 50銭以上二至レバ年八歩ノ割ヲ以払渡スべシ｣ 77貯蓄預金

はいまの普通預金のようなもので､この頃の一般的な定期預金が通常年利で七歩前後であ

ったといわれている所から､かなり高利で預かろうとしていたのが判る｡当時は西南戦争

後のインフレーションで資金重要も旺盛だったこともあり､官金や富豪の大口の預金だけ

でなく､一般庶民の預金吸収を目的に貯蓄預金業務を取扱うものも増加し始めていたOし

かし､当時の銀行の新聞広告といえば､商人に対する為替取引の利用促進の為のものが多

かった時期からして画期的なことでもあった｡

3.第三十四国立銀行

第十三国立銀行は第三国立銀行の失敗から再度挑戦して設立にこぎつけた商人銀行とし

て取り上げたが､第三十四国立銀行は同じ大阪で商売をしている商人であるが代々続いた

豪商ではなく､一代で身を起こして事業に成功した人たちが作った銀行として名前を連ね

た｡そして､第十三銀行の所でも述べたように､後年には三和銀行として合併をすること

になる運命にある｡第三十四国立銀行は､明治 11年4月 13日に大阪で5番目の国立銀行

として開業した｡頭取には同橋治助が就任し資本金は 10万円で､同橋の1万 5,000円､役

員 2人で 1万9,000円､その他は24名で6万6,000円と第十三国立銀行と異なり株主も多

く株数も分散していること､またこれらの多くが大阪地場の呉服商人であった｡本店は高

麗橋に置いた｡株主や利用客には身近な国立銀行として歓迎されたと記述されており､好

評のうちに開業し営業状況も順調にスター トしたようで､株主として参加したいという希

望者が多く現れ､発足一週間後に臨時株主総会を開催して増資の決定をしている.8月に

は2倍となる20万円に拡大をし､業務の進展で店舗が手狭になり数ヶ月で移転をするほど

であった｡翌年にもさちに増資を進め25万円として､支店を徳島県に設置し当地の官金の

取り扱いを行っている｡

大蔵省から遠隔地の収税金の取り扱いを要請されるということは､当行の信用度の高

さを表しているということであろう｡明治 12年上期 ｢第3回半季実際考課状｣で同行関係

者たちは ｢該人民においていまだ一点の倍悪もあらざるなれば､この際にあたりこの為替

方を命ぜられたるは､該人民の偉容を受くる基礎の最大なるものにして､政府は莫大の栄

誉をわが銀行に賜与せられしものなり｣と大いに喜んだ｡また､開業早々に大蔵省からの

77三和銀行行史帝某室編 ｢三和銀行の歴史｣三和銀行行史編纂室､1974年､28貫｡
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検査によると､｢当行は頭取､取締役はじめ株主中過半が呉服商なるものに付き､多くは右

の抵当､荷為替の所業を行なえり｣と報告している｡大阪の国立銀行の中にも華族や士族

が中心となって設立したものがあり､営業内容も大まかで､商機を掴むという商売の才覚

には乏しいため経営に行きづまるものもでてきた｡同行の経営方針は､堅実経営と商業金

融重点主義を明確に打ち出して進展していった｡

4.第百四十八国立銀行

三和銀行の源となった 3つの国立銀行の一つが第百四十八国立銀行で､明治 12年4月2

1日大阪唐物町に 10万円の資本金で誕生している｡前記の2行と同じく商人だけで作られ

た正真正銘の商人銀行である｡

頭取山口吾郎兵衛の先代達の山口家は､前記の第十三国立銀行同様､江戸時代からの開

業で呉服商を営んでいた｡唐反物商として独立後 ｢布屋｣ と屋号を決め大阪､東京を商圏

として繁栄の一途を辿って行った.徳川末期になると､世上も騒然としてきて尊皇壊夷浪

士や反幕府側から商人に対して脅迫や搾取が行なわれ始めてきた為､両替商に転業をする｡

明治維新後､政府の要請により為替会社の経営に参加するが､前にみてきたように 5年に

廃業し解散となった｡

第百四十八国立銀行が設立された大阪は､維新以後の相次ぐ騒乱により疲弊した衝にな

っていたが､近代的金融制度の改革のもと､貨幣制度の整備の一環として大阪に洋風建築

の造幣寮がたてられ､貨幣の鋳造が始められた｡7年には鉄道が大阪神戸間で開業､西南戦

争では政府軍の供給基地となり久しぶりの繁栄を取り戻していたO 当然のように､山口家

は国立銀行を設立するが､鴻池家と同じく株主は同族と使用人たちで占めていた｡前述の

士族銀行設立時の資本金調達やその後の経営にも､かなりの苦労を強いられたのと比較す

ると､元来財力を有している富豪ということもあって順調に､また堅実に推移していった｡

百四十八国立銀行は十三, 三十四国立銀行とともに､営業満期を迎えて普通銀行へ転換

し､山口銀行として踏み出していく

臥 地主による国立銀行設立

1.第八十一国立銀行

明治9年の条令改正と同時に鶴岡の旧士族､酒田の商人と士族の合弁による国立銀行創

立の議が進められたが､山形の旧簿士族は零細微禄で資本金払い込みに参加する資力がな

かった｡また市北部でも商人だけの国立銀行設立を申請したものの､当時の政府の思惑が
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士族の金禄公債の整理消却と救済にありとして､地方の小規模の商人だけの､それも金禄

公債の提供のない現金による資本参加は容易に認可されることはなかった｡

しかし､旧天童藩御用達を勤めていた渋江地区の地主たちから､政府の意図するところ

を採 り入れた国立銀行設立の動きがあった｡ 創立後､頭取を務めることになる阿部幸八た

ちで､阿部家は天童藩の納米取扱い方と質屋を兼営していた豪農であった｡もう一人は同

じ領内落合相の佐藤綱着工門で天童藩の小荷駄方を扱っていた大地主であった｡

両人とも事業意欲は旺盛で商才と才気に長け､明治維新の動乱の中にあって､激しく移

り変り行く世の中を冷静に分析できる能力を持ち合わせた人物であったという｡

国立銀行を設立するに当り､資本金となる資金の確保に彼らはその能力を存分に発揮す

ることになる｡明治 9年の条令改正によって､士族に交付される金禄公債証書を担保とし

て資本金に組み入れることが出来ることを知り､山形､天童､上ノ山各藩士族の間を､公

債証書の有効活用説得に走り回った｡それと同時に､同時期に設立を申請していた､第六

十七国立銀行および第七十二国立銀行の地盤を避けて､東,西村山地方の富豪地主たちを歴

訪 し有利な投資と.しての公債証書買収資金の出資について勧誘を始めた｡ 士族からは公債

証書の提供の承諾を得ること､その公債証書の買取りの資金提供を大地主から了解を採 り

つけることを行なった｡

具体的な資本金の確定にとりかかった両人は､予想していなかった事態が発生した｡株

式会社組織というものに全く知識がなく公債を出資するということに大きな不安をもって

いたのと､零細微禄で困窮生活を強いられていた士族たちは国立銀行に資本参加するより､

これを売却して現金化 したい要望が強かった｡阿部､佐藤たちは七朱利付金禄公債証書額

面 100円を82円の割合で買取り､その代価を銀行株式に振替え名義上について一応は士族

出資の形式をとり､銀行設立罷可を申請して許可になった時は､株式を両名の責任のもと

譲渡を受けることに契約の上金禄公債額面6万2,325円の出資が成立した｡

明治 10年 12月25日付をもって 11名の地主たちにより創立願いが出された｡ 1株の株

金を25円と定め総計 2,400株､株主280名､資本金 6万円の内訳は4万8,000円が士族の

金禄公債証書出資 1万 2,000は地主たちの現金出資であった｡

表-21 株主一葉表

株宝数 株数 資本金額 円

地主 ll ( 4%) 480 (20%) 12,000 (20%)

出所 山形銀行 ｢山形銀行七十年小史｣山形銀行 ･1966年 ｡15-17貢

79



これに対して､明治 11年 11月 8日付をもって大蔵省より設立課可を得て､同年 12月

15日に開業にこぎつけた｡通常であれば､順調な滑り出しでと書きたい所であるが開業早々

にして難事にぶつかりながら開業した｡資本金の資金創造に利用した士族たちの金禄公債

を抵当にして設立を完成させた所までは良かったのであるが､それを買収することにより

大きな利益を生み出すということを､強調して参加させた地主たちは現金出資に応じたも

のの､公債市場価格の下落により大きな損失を被ることになった｡

元々､山形地方の零細士族が生活困窮に陥っていることに目をつけて､その公債証書を

安く買いうけ､これを元に銀行紙幣を発行すれば大きな利益が生まれるという投機的な狙

いがあったため同意したものである｡

この当時の公債市場については次のような状況であった｡

(額面 100円につき)

玉来利付 55円 ･ 六朱利付 63円 ･ 七宋利付 71円

ここまで下落したのは､西南戦争の対処で政府は軍事調達のため多額の不換紙幣を発行

したのがもとで､政府公債に対する不安､不信の念が高まり､既発の秩禄公債､金禄公債

に至る迄､市中に氾濫し価格は暴落し下落したものである｡その後､多少落ち着いて七朱

利付金禄公債は77円までに回復したものの､士族たちとの約束は 82円で契約したため､

安く買い入れる予定が逆に総額で3,117円25銭の欠損となった｡士族たちは公債市場でさ

らに値下がりがあるのを怖れ､82円での貴い入れを要求したため支払いに応じなければな

らなくなり､大蔵省からの一時借り入れ分を使い果たしたものの､2,151円余の未払いを発

生させてしまった｡また､これら銀行株券を担保として借 り入れを強要するということも

あり､開業早々に運転資金は枯渇し､発起人として参加した地主たちによる相互強調も行

なわれず､阿部､佐藤両名の全資力を投入して危機を切り抜けようとしたため､豪農とい

われた両家は破産してしまった｡当時の世上の変化と経済の変動を読み誤ったことと､安

易な手段により創立を実施したことが失敗の大きな要因となった｡

2.第匹国立銀行

第2節の国立銀行の創立のところで､設立には県令楠本正隆と県の力に負 う所が大であ

ったことと株主の募集に当たりかなりの困難があったものの､四番目の名号を認可され開

業したことについて前に述べた｡

地主による国立銀行の分類にいれたのは､設立発起人に新潟を代表する豪農たちが資本

参加もかねて名前を連ねており､また頭取はじめ役員にも多くの地主の参加しているとこ
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ろから敢えてもうー度地主による国立銀行設立として名前を串げたo

株式募集については､県令の権力を利用した高圧的な勧奨もあったが明治6年9月 15日

の締切時には､当初の予定額を1万6,000円も超過して21万6,000円の応募を得ている｡

このため､同年 10月23日に開かれた第 5回発起人集会で協議した結果､資本金を増額す

ることにした｡役員は上京して当時の芳川紙幣頭や長岡出身の小林紙幣権助に懇請したり､

援助を求めたりしたものの不認可となったoその理由は最初の国立銀行条例ならではの､

興味のあるものであった.｢一朝戦乱又は非常の事変に逢着せんか､預かりたるものは直に

引出さるる--- --斯る場合に処する最も安全なるは小資本の銀行なりと倍ず｡其故は資

本小額なれば､之を固定せしむること不利益なるにより､日常運用回収等に注意して放漫

に流るる弊なきがためなり｣78 ということであった｡資本金増額が却下されたことにより､

急ぎ発起人引き受け額を減額して超過分を残し､差額分を別段預かり金に留保し株式売却

があったときの調整金にした｡

この大蔵省の対応は､条約改正時に乱設された国立銀行の中に､5万円での創業を阻止

された例と比べるとかなりの違いがあった｡この当時､銀行は万一の場合を考慮して小資

本による堅実経営を行うべきという政府の考え方があった｡

設立発起人は12名で構成され地主が7名で､他は新潟港に関係のあった商人たちであっ

た｡資本金は1株 100円の株式3,000株を募集して30万円としたが､前述のように発起人

以外の資力の在る者-の勧奨が､寄付金のように誤解され株式募集は難航したため資本金

は20万円に縮額された｡

設立発起人たちは市島､白勢､田巻という全国でも有数の巨大地主が参加しているため､

地主による国立銀行という分類にいれられる場合が多いが､同時に小千谷のちぢみの大問

屋資本家西脇清-郎､新潟港の大倉庫業の鈴木長八､米商会頭取の本間新作などの商人も

構成メンバーとして名前を連ねていた｡第四国立銀行の設立については､新潟為替会社か

らの商人たちの積極的な参加があって推進されたもので､創立当初から大地主たちは資本

参加という立場にとどまっていたのである｡明治 6年 3月新潟県出張所が紙幣寮にあてて

｢当県下新潟町商人共ヨリ---国立銀行結社仕度段願書推進｣79という通達文に町人たち

の設立にむけた意気込みを感じることができる｡

開業にあわせて､各行員の職務分担を決めたが､頭取には先行して開業している東京第

一国立銀行の 2人制を参考にして､大地主の市島と白勢を推薦したものの､三井と小野の

78前掲(注49)､44貢｡

79 同上､40貢｡
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両頭取制は政府の出納を任せられる日本の豪商であったという例外中の例外として認めら

れたものであり､当行については認可出来ないということから市島一人にしているO第-

国立銀行の特別扱いは､本当の意味での特別扱いであったことが良くわかる｡

大地主たちは本店と定めた新潟町には居住はせず､各々の所有する農村である遠隔地に

住み､実務を行うのは新潟に商圏をもち毎日営業をしていた鈴木や白勢たち商人であった｡

大地主層は設立当初からたんなる大出資者としての地位にとどまっており､その後は取締

役として参加していくが､10年以降彼らの名前は消え去っていく｡前掲の六十六年史の中

にも ｢時勢のしからしむるところ｣という表現を使っているが､それらは､4つの国立銀

行がすべて遭遇した営業困難に陥った時に表面化した｡

いくつかの国立銀行の設立と開業後の状況をみてきたが､銀行経営者の間で内紛が生じ､

溝ができることにより､あるものは去り国立銀行そのものが閉鎖に追いこまれていくこと

もあった｡第四国立銀行も､大商人層と大地主層との間で銀行経営を巡り8年に早くも大

地主たちから取締役辞退の意向が表明され､市島､田巻､白勢､佐藤らが運営捜当者とし

ての地位をしりぞいて､完全に商人主導の銀行として成長していくのである｡

最後に､表-22の設立当初の考課表から主要勘定をひろいながら変容していく状況をみ

ていく｡

資本金については､明治 9年 12月末には当初見込んでいた 30万円の増資に成功してい

る｡年度毎の推移をみていくと無理に本体を大きくしていくのではなく､体力に合わせて

カをつけていく姿勢がうかがわれた｡条例改正前､極度の営業不振に陥り､本命の銀行券

発行は 9年上率には 5,000円にもとどかず､打開策として国立銀行条例に違反することを

承知で米穀販売に活路を見出してもいる｡条例改正後は､西南戦争によるインフレーショ

ンに助けられ､また新潟の経済も米の売買と移出が盛んになり営業収益も持ち直していっ

た｡このころから定期預金､当座預金の人民預金も増加し､米市場に対する貸付金も一定

の水準を保つようになってきた｡この時期に銀行として本業の業務に目途がつきはじめて

きたのは新潟の特色であった米の生産､流通という市場があったからだった｡

その後の松方財政のもとでの明治 15年から20年の不況期には､米の売買も減少し移出

も減退し､全般的に商況不況にあった｡預金金利の低下は本来悪い影響があるものだが､

人民預金は予想に反して増加している｡当時は､今でいう預かり資産という国債､投資信

託､外貨預金など銀行が扱う商品や株式投資等などのように､預金が増加したというのは､

他に運用先がなかったために消極的な選択により預けていたものであるO-方､表-23の

ように､貸出金も低金利での資金提供は借り手に有利な状況にあるものの､借り入れして
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起業する人や新規事業を起こす先はなかったため大幅に減少している｡ 政府からの預かり

金も増加して人民預金とともに預金の集積に成功しても､運用の道がない時代が続いた｡

最近の日本でも同じような状況にあったが､デフレとゼロ金利時代の中で貸出先のない資

金を､余資運用として国債などの債権や株式等有価証券に資金は大量に流れた｡この時代

も保有する公債証書の額の増加により､そこから生み出される利益で貸出金減少を補った｡

預金面では､人民預金が政府資金を上回るようになり､貸出金が諸公債在高に近づき追

い越していくのが明治 27年頃であり､この頃に至るまで本来の銀行業務は行われていなか

ったのが考課表からみえてくる｡第四国立銀行だけの状況ではなく､全国の国立銀行が同

じような営業状態におかれていたのである｡
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表-22 第四国立銀行の主要勘定推移 (その1)

期別 明 治年月末 貸 方 (実数)

l (1)l棟 金 (2)諸軍立金 (3)汁 (i)流通紙幣 (5) l(6) i (7) (-8)総 計

諸 子i預 り 金 .

慧府別 は 民預｡l計

1.2 7.612 円200 門 円0 円 円 円 円 円,000200,000 0650 20,000200,650 48,695 ? ? 225,002 200,000.457.037

3 8.6.200,000 1,845 201,845 16,533 242,243 21■8,3984 12 200,000 3,230 203,230 15,262 159.771 402,014 620,606

5 a.1塁10.6 200,000 4.590561 204,590 4,644 一68,957 152,241 221,198 430,43267 300,000､300000 300,000300561 102,018 512,750 99,825 .612,5751,014,593300561
8 12 I-白o°,.000 2,716 I302,716 239,874 53,08h6 135,614 188,700 I731,290

10 12 300,000 7,727 307;727 7 ? 340,579 648,306

ll 12.6 300,000 20,727 320,,727 112,117 208,654 320.771 880,785
12 12 300,000 25,000 325,000 239,497 81,900 213,405 295,305 859,802
･13 13.6 300,000 29,000 329,000 239,389 94ユ15 ●228,458 322,573 890,962
14 12 300,000 35,000 335,000 239,978 122,196 209,044 331,240 906,218
15 14.6 300,000 38,500 338,500 239,370 244,574 90,332 334,906 912,776
16 12 350,000 71,500 421,500 239,659 536,890 ｢50,071 586,9611,248,120
17 15.6･350,000 75,000 425,500 239,824 284,540 68,814.353,354i,018,678
18 12 350,000 78,500 428,500 239,277 441,627 59,301 500,9281,168,705
19 16.●6,350,000 82,500 432,500 240,000 318,072 92,278 410,3501,082,850
20 12 350,000 82,500 432,500 240,000 415,754 118.276 534,0301,206,530

21 17.6 350,000 83,500 433,500 237,855 377,706 135,496 513.2021184,557
22 12 350,000 84.500 434,500 216,122 430,051 159,397 589,448 I1240.070
23 18.6 350,000 85,500 435,500 232,022 213,296 14679.49 360,245 I1,027,817
24 12 350,000 86,500 436,500 229.527 352,705 110,606 463,3111129,338
25 19.6 350,000 81,500 431,500 226,151 269,311 114,088 383.399 ∫1041,050
26 12 350,000 82,500 432,500 223.053 ･244,493 169,481 413,974 I1,069,527
27 20.6 350,000 85,500 435,500 220,608 249,609 169,247 418,856･1,074,964
28 12 350,000 93,500 443,500 216,321 384,940 174,379 559,3191,219140
29 21.6 425,000 104ー500 529,500 212,787 280,305 ユ39,855 420,160 I1162,427
30 12 425.000 112,500 537,500 209,353 333,385 153.843 487,228 I1,234,081

31 22.6 425,000 119,500 544,500 205,838 319,898 185,105 505.0031255,341
32 12 462,500 127,500 590,000 202,269 326.207 172,257 498,464 I1298,733
33 23. 6 500,000 224,500 7124,500 198,759 327,451 212,697 54(),148 I･li463,407

35 24.6 500,000 228,500 728,500 191,740 370,050 211,119 581,169 ∫1501,409
36 12 500,000 229.500 729,500 188,155 353,507 232,166 585,673 I1,503,328

38 12 500,000 240,5.00 740,500 180,803 395,599 298,415 ,694,014 I1,615,317
■39 26.6 500,000 244,500 744,500 176,875 532,038 336,316 868,3541,789,729

40 1～ 500.000 2̀65.500 765,500 172,347■165,159 355,590357,881 340,513 696,1031,633,95041 27.6 500,000 266,500 766,500 880,475 766,50042 12 500,000 269,500 769,500 522,594 1,815,134
43 28.6 500,000 274,500 774,5●00 161,507 293,681 529,471 823,1521,759,159
44 12 500,000 277,500 777,500 157,770 264,956 627,203 892,1591,827,429
45 29.6 500,000 284,500 784,500 153,957 327,426 669,190 996,6161,953,07384



表-23 第四国立銀行の主要勘定推移表 (その2)

期別 明 治年月末 借 ,方 〔実 数) 一 同 (比 率)
金銀森高諸公債在高 諸 貸 付 金 計 桓銀在高諸公庇在嵩 諸貸付金 汁

12345678910 7. 6128 6 円 円 円250.415 Gl■ ■ ■田■■■ーヨ 浴 %

74,414 149,219ユ92,257 474,048 15.7 31.5 52.8 10012 185.206 174,243 174,243 100 1009. 6 242,041 619,504 29.9 31.0 39.1 100

12 655,513 312.415 254,381 1,222,309 53.臥 25.6 20.8 100

ユ0. 612 338,419 284,636 292,220 915,275 36.9. 31.I 31,9 loo

ll. 6 395,053 276,396413,141 349.064 1,020.513 38.7 27.140.3 34.2 100

12 338,443 338,443 loo 100

ll 12. .6 220,236 391,563 i,024.940 2_1 38.2 100
12 12 164ー890 493,164 344.123 1,001,177 16.5 49.2 34.3 100
ユ3 13. 6.232.502 492,077 358,559 1,083.138 21.5 45.4 33.1 loo
14 12 287.931 490.385 400,122 1.178,438 24.4 ･4ユ.6 34.0 100
15 14. 6 350.826 501,811 350.049 1.202,686 29.2 41.7 29.1 100

16 12 380,652 511,185 423.127 1,314.964 28.9 38.9 32,2 100.
17 ユ5. 6 165,816 531.989 401,384 1一099,189 15.1 48.4 36.5 100
18 12 298,373 509,178 418.531 ユ.221,082 24A 41_3 34.3 100
19 16. 6･296,106 492,349 335,418 1,123,933 26.3 43.8 29.9 100
20 12 453%11 501,660 302.726 1.257,797 36_0 39.9 24.1 100

21 17. 6 227.233 528.912 330.797 1,086,942 20.9 48.7 30.4 100
22 12 208.702 545.711 367.396 1.121,809 18.6 48.6 32.3 100

23 18. 6 243.254,536.516 198.648 1.3;38..64諾l 22g..冒 54.8 20.3 10024 12 275,253 543,0ユ3 255.336 50.6 23.2 100
25 19. 6 296,725 524.933 283,175 1.104,833 26.9 .47.5 25.6 100

26 12 220,899 512,123 307,155 1,040.177 21.2 49.2 29.5 100
27 20. 6 327,160 518.981 361,867 1,208,008 27.1 42_9 30.0 100
28 12 307,128 528,765 442,939 1,278,832 24.0 41.3 34ー7 100
29 21. 6 270,313 564.565 504.257 1,339,135 20.2 42,2 37.7 100
30 i? 266.466 568,851 459,252 1,294,563 20.6 35.5 43.9 loo

31 22. 6 311,063 614,421 465,461 1.390,945 22A 44.2 33.5 100
32 12 291.814 614.212 482,743 1,388,769 21.0 44.2 34.7 100
33 23. 6 199,137 653,389 468.930 1.321.456 15.1 49_i 35.4 100
34 12 314,685 673,277 443,862 1,431,824 21.9 47.0 30.9 100

･35一24. 6 337,178 728,155 473,317 1,538.650 21.9 47.3 .30.8 100

36 12 220,596 637.852 292,530 1.150,978 19.2 55.4 25.4 100
37 25. 6 259.883 669.827 652,758 1.582,468 16. 42.3 41.2 100
38 12 212.58g 707,645 479,026 1,399,260 15.2 50.6 34.2 100
39 26. 6 503,078 624,541 655,595 1,783,214 28.2 35.0 36.7 loo

40 12 267,842 623.625625.326 546,373･441,661 1.437,840 18.6 43.4 38.045.0 31.8 loo
41 27. 6
42 12 320,583 1,387,570 23.1 100
43 28. 6 260.186 635,969 1,089,751 1.985,906 ~13.1 32.0 54.9 100
44 12 285,538 555,363 469,859 1,310.760 21.7 42,4 35.8 100
45 29. 6 376,668 54ユ,975 1,199,390 2,118,033 17.8 25.6 56.6 loo
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第6章 日本銀行の設立

第 1節 通貨膨張によるインフレと紙幣整理

明治 15年 10月10日､日本銀行は隅田川の永代橋のたもと､日本橋箱崎町で開業したが､

日本の近代的な通貨信用制度の発達の上で大きな意味をもっていた｡

今まで全国の国立銀行に付与していた.銀行券の発行権を日本銀行に集中したことで､日

本銀行券はあらためて食換銀行券としての性格を有することになった｡これによって､明

治維新以来の政府の悲願であった食換制度の完成がここに達せられたということである｡

さらに､日本銀行の設立は､満期処分前の国立銀行や 200になんなんとする普通銀行の

頂点に立つ ｢銀行の中の銀行｣､中央銀行という位置を確保したことである｡

条例改正により153の国立銀行が乱立し､国立銀行券流通高は明治8年以降急増､同10

年の西南戦争を契機に大きなインフレーション-と進行していった｡西南戦争に費やした

｢西南役征討費｣ は42百万円と巨額に上りこれを含まない同年度の歳出決算額 48百万円

の87.5%に相当し､またこの年の予算である経常歳入は約 47百万円が計上されるに過ぎ

なかった｡

これらの征討費を賄うには､地租増税という手段が最も効果的な方絵であったのだが､

農民たちの激しい抵抗が待ち受けていることは明白であり他の選択も無かったことから､

明治 10年 5月27日に開業したばかりの第十五国立銀行からの借入金 15百万円と､政府紙

幣である不換紙幣の発行による27百万円で戦費を調達しなければならなかった｡第十五国

立銀行の設立については ｢大規模な国立銀行｣のところで述べた｡

西南戦争によって軍事費支出が政府紙幣および国立銀行券の増発で賄われたということ

は､経済全般に多大な影響を及ぼし物価を上昇させると同時に経済活動を活発化させた｡

これにともなって､国立銀行の貸出も次のように明治 11年から12年にかけて､顕著な増

加を示した｡

10年末 1,815万円

11年末 3,454万円 (前年比 90.3%増)

12年末 5,135万円 (前年比 48.7%増)

出所 『明拍財政史』13巻 ･445頁

また､表-24の通貨流通高を見てみると､政府紙幣は西南戦争関係軍事費の支出が概ね

終了した明治11年2月にピークを迎え､その後ごく緩やかながら減少しているのに対し
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て､国立銀行券は上記のような貸出残高急増により大幅に増加 している｡

表-24 各種紙幣流通高

年 次 第一種政府紙幣歳入不足分補填 第二種政府紙幣予備札繰替発行 銀行紙幣 合 計

明治9年 6月末 93,8 ll,9 8,9 114,6
12月末 93,8 12,0 13,4 119,1

明治 10年6月末 120,8 20,2 17,0 158,0
12月末 119,8 19,6 26,3 165,7

明治 11年 6月末 116,3 16,1 33,0 165,4

12月末 114,2 16,1 34,0 164,4

明治 12年 6月末 109,0 17,5 34,4 160,9

出所 『明治財政史』第 12巻 ･259-262貢｡

国内の経済も農村は高物価に刺激されて商品経済が活発化 し､商工業も新規開業のブー

ムとなり､投機に走るものが多くなり世の中は騒然としてきた｡この結果､主要品目であ

る玄米､塩､味噌､材木等は軒並み高騰 し､明治 9年から14年の期間の騰貴は2倍以上に

もなった｡ また､貸出金利についても 10年以降 14年までに大きく上昇していて､例とし

て東京市での貸付金利 1千円以上 1万円以下を表-25に乗せたOこれは大都市での金利で

あるから､地方の農村に行けば行 くほど､また､国立銀行や普通銀行以外の金融での金利

の高騰はさらに大きなものであった｡

表-25 貸出金利 (東京市貸付 1,000円以上 10,000万円以下)

1877年 1.00割

1878年 1.04割

1879年 1.21割

1880年 1.31割

1881年 1.41割

1882年 1.Ol割

1883年 0.76割

出所 加藤俊彦 『本邦銀行史論』東京大学出版社 1957年 ･53貢｡

もう一つの大きな弊害は､このインフレーションで大きく伸張したものは ｢未だ大工業

の企業ではなくて､物価の変動甚しきに弦惑し､その間に投機的に奇利を射んとする商品

の製造及び販売に於ける小工業会社､その他商業会社に過ぎずして､基礎の確実なるもの

にあらず｣として ｢大資本ヲ要スル大工業ハ金利ノ高キ為メニ起業ヲ企ツル者ナシ｣とい

う状況となった｡

結局インフレーションは明治政府の産業育成にとって決 して望ましい効果を与えること
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はなかった｡紙幣整理を断行することでインフレーションを押さえ､国立銀行の救済から

一度は諦めた允換制度を確立し､安定した通貨､信用制度を樹立させるために中央銀行構

想が登場してくる｡

第 2節 日本銀行の誕生と金融制度の進展

松方大蔵卿は､以前の紙幣蹄却が政府紙幣の全額蹄却をめざしていたのに反して､銀価

と紙幣の値がまじわる所まで紙幣を錦却縮減し､他方において準備としての正貨を集めて

紙幣価格の回復を図ることにより､紙幣を允換券に切 り替えようとした｡単に目の前の紙

幣錦却だけに終わることなく中央銀行の設立による通貨 ･信用制度の準備 としての位置づ

けを考えていると同時に｡政府紙幣が允換券に切替ることが近代的通貨制度となっていく

ということを表している｡

この紙幣整理は物価の下落というデフレの中､争方面や分野に大きな影響を与えた｡イ

ンフレ時と異なり､通貨の安定と貸出金利の低下が大規模産業や工業等の新規進出の後押

しをし､成長を助けていたのに対し､中小零細企業は軒並み不況の波をもろにかぶった｡

また､いっの世にも弱者となる農民や旧士族たちをさらに窮乏化させることになった｡こ

のため､国立銀行の不振も著しく貸出金の固定化 ･担保物権の価格暴落などによって多大

な損害を被り､経営困難に陥った銀行もでてきた｡

松方大蔵卿の考えの中には､紙幣整理の過程の中で中央銀行設立の構想は出来あがって

いた｡ 明治 15年3月 1日､日本銀行創設に関わる最も基礎的な文献といわれている ｢日本

銀行創立ノ寓｣(以下単に ｢創立書｣という)を松方たちは草稿し､附属書類として当時の

加藤銀行局長により作成された ｢日本銀行条例創立旨趣ノ説明｣(以下単に ｢趣意説明書｣

という)及び日本銀行条例草案､同定款とともに三条太政大臣あてに建議された｡

｢創立書｣は本文 1500文字であったが､｢趣意説明書｣は2万 2000文字近くにおよぶ

長文であって､日本銀行の創設の事情を知るには､後者のほうがより詳細に理解出来るも

のであった｡

｢趣意説明書｣による日本銀行設立ための理由として5つあげている｡

第 1.｢金融ヲ使易ニスル事｣

全国の国立銀行は各地で相対し､互いに連絡融和の気概がないので中央銀行を設立し､

そのもとで各国立銀行が ｢コルレスボンダンス｣を締結すれば､貨財流通､全国に行き届

くというものであった｡

第2.｢国立銀行諸会社等ノ､資力ヲ拡張スル事｣
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当初の国立銀行は､資金寡少のため不時の貸金需要があると資金繰 りに窮すという事も

あったOこのため一般から引受けた割引手形の日本銀行からの再割引や､公債証書を抵当

にして短期の貸出により資金不足を解消することが出来るようにした0

第 3.｢金利ヲ低減スル事｣

当時の国立銀行は資金寡少､借用薄弱で目前の利のみを追って､貸出金の長期化､固定

化に陥っていた｡従って国立銀行は貸金資本の欠乏に苦しんで､自ら貸出金利を上昇せざ

るを得ないでいた｡そのため､貸出は割引手形を日銀に持ちこむ時の再割引の際での公定

歩合を引き下げれば､市中金利も必然的に低下するというものであった｡

第 4.｢中央銀行ヲ設立シ行務整頓ノ日二至テハ大蔵省事務ノ中銀行二托シテ弊害ナキモノ

ハ分ツテ之二付スル事十

従来､国庫金は有力な国立銀行や普通銀行が取扱いを行なっていたが､財政機構整備か

ら､｢中央銀行｣と金融マヤケットとの関係やリスク管理面からみても､日銀に統一するこ

とが絶対不可欠と考えられていた｡

第 5.｢外国手形割引ノ事｣

｢財政の困難は金貨の乱出に由る､金貨の乱出は外国貿易の権衡を得ざるに由る｣とし､

他の諸国で輸入超過であっても実貨の欠乏を生じさせないのは､金銀貨を吸収回復する機

関があるからで､輸出入にからむ為替手形の割引業務をする機関としての日本銀行の設立

が必要とされた｡

日本銀行は明治 15年 6月､日本銀行条例の制定により､10月 9日に特許状の下付を受

け同月 10日開業している｡翌年5月国立銀行条例が再び改正され､国立銀行は設立以後 20

年で営業満期となり､満期後は普通銀行として営業を継続していった0

国立銀行紙幣の鈴却方牡として､各国立銀行は紙幣下付高の四分の一にあたる準備金を

日銀に預入れ､さらに利益金から紙幣下付高の二分五度にあたる金額を年々日銀-預託し､

日銀は以上二種の預託金をもって公債を買入れその利息をもって年々銀行紙幣を蹄却する｡

営業満期にあたり､なお未蹄却高の存する場合は公債を売却して錆却にあてることにした｡

日本銀行の設立は､日本の銀行制度の体系を整備し､信用制度を確立し､通貨制度の再

構築するうえに画期的な意義を有しているのである｡

第 7章 新潟県､北海道､大阪の国立銀行経営の特質

第 1番 新潟県の国立銀行

新潟県内には､資料-26のように5つの国立銀行が明治6年の第四国立銀行を初めにし
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て順次設立されていったが､現在営業しているのは､新潟市の第四銀行と長岡市にある北

越銀行の2行であり､他の3行は普通銀行に変更後､第四銀行に吸収合併された｡

県内のリーダーバンクである第四銀行には､戦後になって刊行された 80年史や最近の

100年史があり､県内の銀行史を知ることだけでなく､全国の国立銀行の研究の貴重な文献

として研究者や学者たちによって広く活用されている｡また､旧長岡藩士救済のため設立

された第六十九国立銀行が源である北越銀行についても豊富な資料があり､両行について

は詳細を知ることができるため今回は参考資料だけとした｡しかし､他の 3行については

現在存続しておらず､詳細な状況を知る手立ては少なく､第四､北越両行の銀行史の中に■

も関連する部分は載っているものの僅かなものであった｡そのため､全国の国立銀行の調

査の中でも利用した各地区の地方史を研究資料として採用した｡営業状況についても 『新

潟県内銀行の営業報告書』より､各科目の金額を拾い出し一覧表にしたが､活字が不鮮明

で完全なものに作り上げることはできなかった｡

以上の資料から､今まで目にすることがなかった設立経緯や営業状況から､県内の国立

銀行の共通点や相違点などを明らかにしていきたい｡

I.村上第七十一国立銀行

1.村上第七十一国立銀行の設立

政府は､大蔵省を軒hに全士族の家禄制度の全廃について検討をした結果､明治 8年 7

月 14日､家禄奉還の施行を停止し金禄公債の交付に踏み切ったo新潟県内の合計では6,544

人､2,401,375円となり､旧村上士族には622人､327,580円の公債が交付された80｡

旧村上藩に属する士族は､三商用の鮭採取権を旧幕府から引き続き獲得し､多少なりと

も経済的には他の地域よりはめぐまれていた｡しかし､全士族が生活を安堵されていたわ

けではなく公債証書を受けても､その利子の収入のみでは生活が出来ず､官吏や巡査､教

員等の職業に就けたものはごく少数であった｡そのため公債証書を担保に借金や額面割れ

で売却､それを資本に農業や商業を始めるものもいたが､成功する者は稀であった｡村上

では士族に交付された公債が浪費されるのを防止する目的で､旧藩士の有志が､保全措置

として国の銀行条例の政策に呼応し国立銀行の設立を画策した｡地元町人にも参加を呼び

かけ､事業家で地元の有力者の初代頭取に就任する樋口治郎平や岩佐喜蔵たちが協力した｡

創立の中心は士族である若林安静や村部清練であったが､実務面の指導は商人たちに依頼

し､また出資についても大口の引受をするように協力を求めた｡

80村上市 『村上市史』通史締第3巻､村上市､1999年､181貢｡
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義一 26 新選県の区立銀行

仁二重甲国玉露行(新琴) 第六十九国立銀行(長岡) 第七十一国立銀行(村上)第百■六国立銀行(新発田)第百三十九国立銀行(高田)

-設立年月日 明治6年十2月24日 明治1一1.年_l1月〉-..2日 -'明治11●年lO片●7官 明治11年1̀2月10日~ 明澄12年 .2月26日

開業日 '明治7年 3月 1日 - 明治11年12月20日 明治11年11̀月コ5日 巨 明治12年 2月25日 一 明治12年 7月 3日

当初軍本金● 200,000円 100,000円 70,.000円. 50,000円 100,.000円

最終資本金 -500.000Fq, 350,000円 125,'00Q.Fq I..loo.000円 ･350,000円

当初発行紙幣頑 120,000Fqi '80,0̀00円- -.40,000円 40.000円 ･.80,000円

最盛営業日 明治29年12月18日 明治'30年12月31白 明治31年-9月30日 ∴ 明治31年 1月3'1日 -明治3.0年12月31●日

普銀変更日 一.明治29年12月19日 明治31年 ●1B.1-日 -明治31年10月 1日 明治31年 ノ2月 1日 '胡冶31年:描 ..1日 _薯

変更後の撞移. 新潟銀行-第四銀行 第六十九銀行-北越銀行 村上銀行ん第四東行 新発田銀行-第四銀行.第百三十九銀行～第四銀行

_初穂頭取 市島徳次郎(大地主) ●関失孫左衛門(大也主) 樋口次郎車i呉服商)- 五十嵐甚蔵(大地主)～ 川上直本(由高由藩士)

明治5年の人口 港町 33∴ほ2人 1 -′嘘下町 2-4,.076本 城下転 17,647人 - - 城下町 18,.31_早人 蘭下町 .27.450人

′株主と身分 ･士族 3人 士族 789人 士族 ∴156人 士族 236人一一 士族 一声82人
平民 358人 平良 12人 ~ 平̀良 8人 平民 21人 平民 68人

株式oj持分 51-100株 2人21-.50 22人ll-20 13人6--10 33人1- 5 283人 .合計 353人 一60株以上 一6人 ,-30-60_未荒 _◆ 7人3-30未満 94人2-3未満 454人1 240人合計 801人.､● 4b株 2人'30 - .5.A .2b JY30未満∴ 3人1p-20未満L.,33人 -,10未済 .. 121人合計 --_164人 等 80株以上 6人40 1人20-40未満 2人12-20未満 13人 .1.2未満 .235人 葦 妻 Lぎ
合計 257人

出所 『明治財政史』 等13巷- 1903年､ 『第四銀行百年朗 1974年､正村上申史』通史編等3巻､ 19.99'年､
隅 田市史茸 1914年～『上越市史』通史編5､2004年､各資料より聾者作敵



出資者は合計 164人で士族が156人とほとんどを占め､平民は僅か8人に過ぎなかった

が全員大口出資であり大株主でもあった｡平民の出資者比率は4.9%の低い割合であったが､

株数は221株で15.8%を占め､金額も11,050円の多額に達した81｡

当初は資本金を10万円として創立を請願したものの､要請通りに許可されることはなく､

明治 11年 10月､資本金 7万円に減じられて申請が罷められ､村上第七十一国立銀行が誕

生した｡全国各地から相次いで申請のあった国立銀行の出願を規制しなければという機運

が､政府の間に高まった結果であった｡設立年月日及び開業日は長岡とほとんど同じで､

最初に誕生した第一期国立銀行の一つである第四国立銀行に次ぐ早いもので､新発田や高
■

田より先行して創業を立ち上げている｡役員は商人と士族で構成され､士商協力により営

業開始した｡

表-27

(設立当初の取締役と株式引き受け状況)

樋口 治郎平 商人

岩佐 喜蔵 商人

若林 安静 士族

山口 直矢 士族

五 和順 士族

村部 清撒 士族

岩船郡村上町

同 村上町

同 村上町

同 村上町

同 村上町

同 村上町

40株 2,000円 頭取

30株 1,500円 取締役

30株 1,500円 〝

10株 500円 〃

13株 650円 〝

30株 1,500円 支配人

出所 『村上第七十一国立銀行創立証書』株式引受一覧表､第四銀行所蔵.

こうして､営業開始した村上第七十一国立銀行であるが､開業時は調達資金である預金

が公金､人民預金ともほとんど集まらず､貸付金も 2万円台と非常に厳しいスター トとな

った｡こうした中､支配人の村部が､利を急ぐあまり新潟米商会の米相場に失敗し引責辞

任､この事件に加えて行員の費消事件が起こり支配人は交代した｡当行は開業早々経営難

に陥り､明治 13年に資本金を7万円から5万円に減額し経営の立て直しを図った｡本来の

業務である貸出金の伸びも思ったように期待できず､公債証書からの配当収入も僅かなも

のであったため､高収益を狙った資金運用であったが､大きな損失を発生させてしまった｡

銀行本来の業務に対する知識不足と､経験の少なさが理由であったが､経営が正常に運営

される環境が､村上にはまだ整ってないことが底辺にあったのが大きな要因でもある｡

81『村上第71国立銀行創立証書』株式引受一覧表より｡
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2.営業状況

(1)預金の状況

表-28の半季報告書からみていくと､創業時の村上第七十一国立銀行の預金高は微々た

るものであった｡国､県の出先機関が村上地区に配置されることが少なく､また官金の

取扱高も他の管轄地域と比べ規模が小さかったため､公金預金の残高は低調なものであ

った｡なお､県下の公金取扱状況は､上越地方は高田第百三十九国立銀行､中越地方は

長岡第六十九国立銀行､及び下越 ･佐渡地方は第四国立銀行と､3つの国立銀行が地域分

担することになった｡そのうち北蒲原は新発田第百十六国立銀行が､岩船は村上第七十

一国立銀行が､それぞれ第四国立銀行の代理店として業務を行うことになったO

-方､人民預金は明治 13年になっても200円の残高から増加せず､公金預金同様に不

振な状態が続いた｡

人民預金が集まらなかった理由としていくつかあげられる｡前述のように､村上藩は

江戸時代からの鮭の採取権を保有していたため近隣の藩より幾分恵まれていたものの､

決して裕福な財政ではなかった｡当然､全士族の生活が安堵されていた訳でなく､公債

証書を受けてもその配当だけでは生活できず､前述のように官吏等に就職できたものは

ごく少数で､事業を起こしても失敗するものが多かった｡また､国立銀行の出資応募状

況をみても平民8人の平均出資額は1,380円で､士族 156人の-人当たりの出資額は378

円となり､士族たちの蓄えの少なさは充分理解できるところであった｡2つには､士族に

とって創立の目的は交付された金禄公債の費消防止のためであって､選任された役員た

ちにとっても本来の銀行業務に重きを置く事が希薄で経営に対する意欲も不足をしてい

た｡また､村上には下越におけるような大地主は少なく､新潟､長岡､柏崎のような商

業地､輸出量の大きかった港を持つ直江津などの経済的規模の大きい町を持っていなか

ったのも､預金が増加しなかった理由としてあげられる｡

預金の種類は､約定預金といわれた定期預り金､別段預金､及び商人により日常的に

利用された当座預り金があり､預金利息は､創業当時の主力商品である定期預り金 1年

物は 6%であった82｡ 明治 22年以降の新潟､高田､長岡の国立銀行金利として 『日本帝

国統計年鑑』に各決算月の最高と最低金利が掲載されている83｡新潟は都市部ということ

で預金吸収能力が高いため､預金金利は2行と比べ多少低い設定であったが､3行の定期

預 り金の平均金利は最高で4.5%前後で､第七十一国立銀行での定期預り金金利よりかな

82村上銀行筋 『村上産業一般』村上銀行､1910年､13貢｡

83 内閣統計局編 『日本帝国統計年鑑』東京統計協会､1997年､580-581貢｡
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義一 28 村上第七十一国立緩行 半季実際報告 (単位:円)

(負債)

筆本金 70,000 70,000 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

積立金 446 1,116 2,651 3,551 ･5,799 8,408 10.446 14,790 ー9,893 22,572

発行紙幣 40,000 40,000 40.000 -39,941 40iOOO 39,133 38,255 37,176 36.054 33,717 32,544

公金預金 150 95 3,910 19,815 13,545 3,916 ll,424 -10,462 2.372 554 716

人民預金 200 日,458 22,842 31,039 39,831 28,055 .18,051 21月15 2上900

他店為替借 . 2,758 3,349 3,632 り88 647 5,07l 50,381 1_,209

当期利益金 4.465 4,530 3,442 5,236 8,521 9,978 8,875 7,025 6,732 8.019 8,307

前期繰越 198 30 31 455 697 509 1,189 ･800 1,880 2,ー77

負債 .資産合計 114,615 1ー7,832 ー02,071 132,737 185,161 197,126 209,255 201,608 187,542 241.287 195,431

I(資産)

曹公債証審 70,128 53,925 54,238 52,509 一52,076 54.082 53,154 52,977 56,478 52,008 50,191

貸付金 20.600 20,029 32,651 47,127 92,527 112,509 111,614 113,571 107,138 110,514 113,317

内期限過貸付 65 976 1,293 1,238 258 258 100 100

創業入費消却 590 393

所有物勘定 246 260 1,333 一,265 723 300 328

金銀有高 22,926 43,237 15.181 30,107 32.053 16,006 30,164 15,387 7,529_ ll,121 10,295

配 当年利回り(鶴) 10.00 10.00 ー0.00 10.00 14.00 ー4_00 12ー00 8,80 8.80 9.2 9_2

内当座貸越 160 1,336 6,8.09 4.095 12,438 ー6,214 17,155

内割引手形

借入金 5.000 5,000

出所 『新潟県内銀行の営業報告書』(1上 村上銀行(村上第七十一国立銀行)､1974年､第四銀行所蔵､より著者作成｡



り低い金利設定であった｡

(2)貸出金の状況

当初の貸出金の対象は､多くの国立銀行がそうであったように､士族に対する割合が大

きく占めており､資金使途は授産資金や生活資金によるものであった｡村上には江戸時代

からの伝統的産業が多く根付いていて､｢村上縞｣とか ｢村上平｣と言われた絹織物が､明

治に入 り ｢山辺里織｣と改称して東京方面に販路を拡張していた｡19軒あった酒造業も､

明治以降､地元での消費以外に大量に北海道に船積みされた｡現在も北限のお茶 として人

気のある製茶業は､政府の厚い保護のもと生産を伸ばし､当地の第一級の国産品となり日

本の輸出に大きく貢献 した84｡ しかし､従来の伝統産業からは､資金需要が新規発生するこ

ともなく貸出金は低調であった｡

明治 10年 2月の西南戦争勃発以降､全国的にインフレが激化してくるが､米価の高騰で

農家は潤い､また地主による農地の集積 という形で､農村部には貸出金の資金需要が旺盛

になってきた｡江戸時代から北蒲原には巨大地主が存在していたが､明治 10年代に入ると

新田開発や､多くの農民からの質入 (琴流)による集積により､県内各地にも土地集中が

進んで各地で大地主が誕生 してくる｡農政調査会 ｢新潟県地主名簿｣によると所有地価 1

万円以上大地主は蒲原地方に集中してお り85､岩船地区は下位にあるものの土地集積志向は

進んできて､他の国立銀行同様に村上第七十一国立銀行の貸出金の対象は､士族から資金

需要の出てきた農家に移行 してくる｡

明治 17年度になって､ようやく一般の貸付金以外の科 目である当座貸越が初登場してく

る｡同時期の高田の当座貸越残高が 10万円台であるのと比較して大きく出遅れている｡割

引手形についても､商取引の中で商人間の手形決済が当地では行われることが少なかった

ことから､ようやく明治28年下期になって初の取扱いをすることになった｡期限の過ぎた

貸付金は明治 15年以降に発生してくるが､金額的には僅かであった｡比較的､狭域な営業

地区のため顔の見える運用先であって､大口でリスクの高い業種に対する貸出でなかった

ため､不良債権も少額で推移 していた｡貸出金利は明治 31年の資料であるが､金額段階別

で最高 12%から最低 10%であった86｡調達金利が高いこともあり､同時期の県内平均より

若干高めの設定であった｡

84前掲(注 78)､17-55頁｡

85新発田市史編纂委員会 『新発田市史』下巻､新発田市､1981年､186貢 ｡

農政調査会 『新潟県大地主名簿』｢県下 1万円以上地価持人名録｣より｡

86前掲(78)､13貫｡
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創業後も不振は続いて預金､貸出金とも思うように伸びず､正常な運営を継続すること

が出来なくなり､当時村上藩の領地であった南蒲原郡三条町の商人に譲渡するという計画

がもちあがった｡岩船郡長や地主､有力商人たちが地元の将来のために銀行を残したいと

いう熱意により村上に残すことが決定､役員は士族から地主や商人と交代､株主の構成も

士族の圧倒的優位も崩れ銀行の性格は一変したO商人たちの手に経営が移 り､資本金も資

金需要の醸成により資金の枯渇を避けるととに､資金対応ができるように10万円に増額し

た｡貸出金が公債証書-の投資を上回ってくるのは16年以降で､ようやく商業資金-の貸

出が活発化し､銀行本来の機能を発揮し始めてくる｡

その後､明治20年代になり全国的な近代的産業の勃興は村上にも伝わり､製糸工場や煙

草製造工場､マッチ工場等目新しい企業が次々に出現した｡岩船町では､天然ガスを活用

した瓦斯動力会社､製材所､造船所等の工場が誕生した｡ 新しい企業の出現と商業の活性

化により､明治 17年以降になると貸出金も 10万円台に到達､比較的安定した銀行運営を

推進することが出来るようになった｡

(3)収益の状況

貸出金はようやく10万円台を維持するようになったものの､他の2行と比べその後の残

高は増加することはなく､公債証書の配当を加えても収益は低調に推移した｡また､手数

料収入である為替取引も県外業者との商取引が少なかったため金額も上がらず､明治23年

度までの半季実際報告をみても当期利益金は一度も 1万円を超えることはなかった｡明治

17年度の3行の比較でも当期利益金は新発田が 1.3倍､高田は 3.9倍と村上を引き離して

いた｡同行は､その後も収益は大きく拡大することはなかったものの､経営危機を招くよ

うな状況にはなかった｡

配当金については創立後しばらく 10%を維持し､17年前後の収益増時は 14%の高配当

を記録したが､20年代前半には貸出金の増加もなく､収益金も停滞し10%を割る状態が続

いた｡

しかし､20年代後半になると預金も増加し､貸出金も20万円台になり､収益も改善し業

績は順調に進展してきた｡明治 27年8月に資本金を 12万5千円に増額し､村上の銀行と

しての位置を確保し､国立銀行営業満期直前の明治 31年 10月 1日､普通銀行に転換し株

式会社村上銀行と改称した｡
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Ⅱ.新発田第百十六国立銀行

1.新発田第百十六国立銀行の設立

明治9年8月に家禄制度が廃止され､新発田士族に対して交付された金禄公債高は､1,754

人に 785,000円であった｡村上士族に対する交付人数､及び金額のそれぞれ2倍以上に当

たり､県内の総交付額の 33%を占めていた｡その翌年の 12月 6日に､銀行設立の決議が

新発田旧藩士と北蒲原の有力豪農との間で行われ､当初資本金は15万円として大蔵省紙幣

寮あて銀行創立の請願が提出された｡

この設立計画は各方面から期待され､特に禄を失った士族たちからは多くの参加希望が

寄せられた｡そのため､予定した 15万円を20万円に増額して､大蔵省紙幣寮に対し明治

11年 1月23日改めて請願を提出した｡ しかし､大蔵省からは2回に亘り指令があり､5万

円の資本金で再申請を出すよう促された｡そのため20万円は諦めたが､当初計画をした 15

万円に修正したうえで再度提出した｡しかし､村上同様に国立銀行設立計画の総枠規制か

ら､新発田にも最低限度の 51万円の回答が下された.寡少資本では旧士族たちの生活救済

や､当初目論んだ営業収益を確保できないと再度請願を行ったが結局認められなかった｡

最終的には5万円をもって創立することになり､明治 11年 7月 15日に再出願を行い､

同月 27日に許可を得て第百十六国立銀行が新発田上町通 528番地に誕生した｡創立証書と

定款を作成し､新潟県庁経由で提出したのが同年 11月 15日で､諸役員を選出のうえ創立決

譲を取り決めて､翌月の 10日付で開業免状の交付をうけた｡

表-29

(設立当初の取締役と株式引き受け状況)

五十嵐甚蔵 大地主 北蒲原郡金屋村 80株 2,000円 頭取

溝 口半左衛門 士族 新発田本村 80株 2,000円 取締役

伊藤文吉 大地主 中蒲原郡沢海 80株 2,000円 JJ

高橋純音 大地主 同 古田新田 80株 2,000円 〝
円山七衛武 大地主 北蒲原郡京ケ島新田 80株 2,000円 〃

『新発田第百十六国立銀行実際考課状』役員一覧表､第四銀行所蔵｡

初代頭取に就任した五十嵐は､二十二大区長を務めた大地主で､明治に入り開墾や購入

による農地の拡張により､水原の市島家､佐藤家に次ぐ豪農に成長していった｡

先行する第四国立銀行は､大地主と港を中心とした豪商たちにより創立されたが､実際

の経営は商人により運営されていた｡また地主たちは頭取等役員の地位にあったが､ほと
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んど出勤はせず､創立後も投資家的な地位にあった｡しかし､第百十六国立銀行はじめ県

内の 4行は､士族や地主と商人により設立され､実際の経営には役員が直接に携わってお

り､第四国立銀行とは大きな相違をみせていた｡

創業時の株主構成と持ち株構成は､前述のように､廃業状態にあった士族たちが中心と

なって設立したことから､257人の株主のうち90%以上が士族で､平民は僅か21人であっ

た｡

しかし､第七十一国立銀行と同様に士族の出資は僅かな金禄公債証書の提供であり､株

数の-人当たりの持ち分はごく少なかった.士族の中で最高の80株を引き受けたのは､取

締役で旧新発田藩家老の溝口半左衛門だけで､10株以下の零細株主は207人と士族株主の

88%にものぼり､全体でも80%を超えた｡一方､平民で 80株以上は大地主で初代頭取に

就任する五十嵐甚蔵､役員に就任した高橋､円山､伊藤及び支配人の笠原重信であり､そ

れ以外の平民は 4株以下の零細株主たちであった｡また､実際の実務は前述の役員 5名に

支配人 2名､現場は簿記方､書記方とも士族各1名であった｡銀行業務については､商人

だけではなく士族出身者によっても執られていたのである｡

2.営業状況

(1)預金の状況

表-30のように開業早々の預金状況を見ると､人民預金については､他の国立銀行の創

業時と同様にまだ世間に蓄えをするという環境にはなく､銀行というものも広く認知され

てもおらず､また､公金預金についても官からの預け金も少なく､預金合計で 170円とい

う低額でのスター トとなった｡

人民預金の低調さはその後も続いて､3行のなかでも最低の残高で推移していく｡その理

由として､多くを占めていた士族については､出資-の参加状況を見ても分るように､ほ

とんどが 10株以下の公債による零細株主であり銀行に蓄えをするという余裕はなかった｡

2つには明治推新以後､新発田の町も士族中心の経済から､町民-と大きく変化していった

が､明治 5年の職業別戸数を見ると､農業従事者が 20%と大きく占め､それを除いた半数

が日雇いと賃仕事に従事している人たちであった｡収入からみるとかなり厳しい生活を強

いられた賃労働者たちで､銀行とは無縁の人たちであった｡また､北蒲原の大地主たちも

農地取得のための資金需要は旺盛だったが､余裕資金も土地購入資金として投資していた

のであろうし､また､豪農であった市島家､白勢家たちは､第四国立銀行の頭取や役員の

座にあり､取引の方向は新潟に向いていた｡
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義一 30 轟発田寛百十六国立銀行 半季実際報告 L .I(単位円)

12年上期_172年下期 13年下期萱14年下頑15年下期 16年下期 ー7年下軸 時 下頑19卑下頑 20年下期i21年下期22年下期事二23年下期

(負廟)_ -事 i.
資本金 50',000 50,000 ー50,000 150,-000 150.ロoo 150.000-150,000 1̀50.000 150,000i l50,000 150,.000 150,000 150,000

積立金一一 _20q 880 ･9,750 _4,600 -6.800 ー′7.800 8-,'_草op 8月00 如oo 8,800 8.800 4,768-

発行額幣-▲ 40,000 40.000f 40,000 '39,993 ･-39,9.69l_ 40,OLOO 39.133 3日,1.91 37,176 ■36.054 .34,B93j.33,,712 32,544

公金 預 金 ∴ 一7d ･300 ･118. .2,042 16i289 '10,525 -1.2,962 ･7,垂4 136,743 ●ー4,607 13,66-7 ー2.05.6 J13,343

人民預金 - 100 4,10-0 3,059 7.36 1,636 ･3.447'j 4瀬 .3,470 9,483 6.709 6.508 1.2,783 6,283

他店為替倍 1■0,060! 1.,003 27,392 ..i.33 主項 __2-,219 旦391 J:.7,1.64 I-923 .8,299 75,8.45 ー-._-650 ー4,812

当期利益金 2,155 '3,429 4i66~0 I,14.亜3 ｣8,047L:14,924 13,090I..ご1'TO,6.42 ･8,780 8.860 _A.687 7.白27 -一日,564

前期繰越 . 12 :l32 2b叶 1,28O- i.-_9白.2_ -7岳Jo'4∴;.733 -5'0_3 _∴411 - 1ー111 _,:.-gLZ_5 -920

負債増 産合計 ‥い d2声25 99iO32 126,109仁2.i:7-,057卜2i7面 目 6'8,828 _267,2.78.252,318 皇69;504.亮64.284,261,342 25b由 仁 '?49,695

(資産) 十̀ .蔓 i ･量 莞

公債証審 41,687 ●40,645 40,645 45,049 50,812 52,447 ■58,61:4 58,936'57,731 58,559 57,839 .57,886 57,9掴

盛付金 31,387 43,491 43,686.155,762 ー63β03 ー80,787 167,756 156,275･143β17 166,312壬 163,364 144,237 140†058

内期限過還付 . 760 5051 1~_0,238 7,., 950 I.旦220 一∴4,5-20 毎 55 ー5,_9両 .1,635g 8,798 3.878 3,月77

割蛮人葺消却 1,9や0 ･1,6画 一u50ト リ00 巨

所有物勘定 270! 124 52 亨 322 6,119 6,阜oo 声,544 5月30 4,880 4,600 4,42d 4,320

金銀有高 27,381 _13,092 40,276 15,146 32.51日 18,893 ･22β17 15β92卜 町 46 16,147 16.612 ー4,901 13,605

配当年利回リ摘) 7.92 11ー00 13_00 15.00 17_60 結o可 _1_軍_00 ･10.00i -9.00 9_00 ･9_00 9-00 7_00

i i !

借入金 i ‡ ･20,000 21,000 10,0両 -10,000

当座貸越 ! 圭 ! 127 i,000 6,_735

出所 『新潟県内線行の営業報告審卦日)､ 新発EB銀行(新発田第百十六国立銀行)～1974年､第四銀行所蔵､より著者作成｡



その後､新発田の町も商業の発展によって賑やかになり､公的施設も作られ､明治 5年

に新発田城の跡地に東京鎮台第一分常の-小隊が入り､屯営は明治8年に完成しているO

明治6年には始審裁判所 ･駅逓郵便局 ･警察の前身の取締所が町に新設された｡明治 13

年には公金取扱の地域分担について取り決めが行われ､当行は北蒲原地区を第四国立銀行

の代理店として業務を担当することになり､明治 15年4月には､県庁より直接に新潟為替

方北蒲原郡準所御用取扱を拝命することになった｡公金預金は､官金の取扱の範囲の拡大

により､ようやく増加の道をたどり始め､下期には 1万円台を確保､明 24年下期までは､

ほぼ毎期､御用預金が人民預金を上回る状況が続いた｡

しかし預金の伸びは遅々たるもので､残高は一進一退を続け､この当時の預金の増減は

公金預金の取り扱いで大きく左右されていた｡公金預金は利息を付与する ｢御用預金｣･｢御

用定期預金｣があり､｢御用当座預金｣｢国庫預り金｣ は各町村や裁判所の出先機関の資金

を無利子で預かるもので､特に､｢国庫預り金｣は貸出運用についても制限のある特殊預金

であった｡

人民預金は ｢定期預り金｣が主流で､現在と同様に貯蓄用に利用されてお り､当行では

預金の 80%前後を占めていた｡商人たちには ｢当座預り金｣ が営業資金用口座として活用

された｡

(2)貸出金の状況

前述のように､創業時の預金は僅か 170円であり､貸出は発行紙幣の範囲内で対応して

いた｡第-回半季実際考課状の本店景況欄87には､その当時の事情を次のように表している｡

｢米穀騰貴輸出巨額ニシテ貨幣ノ他国ヨリ有率スル実二移シ故二国内ノ流通太夕宜シク為二

社幣ノ運用二影響ヲ生セリ因テ公債証書売買ノ事ヲ掛ム然ルニ数ノ免カレサル所俄然諸物

貨 (ママ)ニ勢力ヲ与-世間貨幣流通用ノ勢頓二振起シテ需用者 (ママ)益多ク遂二他店

ヨリ借財ヲ為スニ至レリ｣｡ 農業を中心とした米穀経済の上に成り立っていた新発田の地は､

明治 10年初期からインフレにより騰貴し始めた米価で農村経済は好転し､その後の明治 12

年から14年にかけて活況を呈していた｡従って米穀売買に伴う資金需要が活発となり､資

金逼迫の状態であった｡他からの資金調達方法も選択の余地は少なく､創業時から他店為

替借が10,000円とあるが､為替取引はまだ開始されていない時期でもあり第四国立銀行か

らの借入と推測される｡

開業当初は他の国立銀行同様､職業別にみると手持ち資金の少なかった士族の生活資金

87 『新発田第 116国立銀行第 1回半季実際考課状』本店景況欄より｡
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や､起業する為の授産資金などの資金需要がほとんどを占めていた｡もちろん抵当物件も

士族が所有していた金禄公債をはじめ諸公債証書が大半であった｡

しかし､士族への貸出金も明治 13年下期には農家-の貸出金と括抗してきたが､明治 15

年には米穀高騰を背景にした大規模な米穀取引と土地投機資金を必要としていた農家にと

って替わられた｡また､抵当物件も諸公債証書は減少し､宅地､建物､耕地が対象となっ

てきたO-方商人に対しては､米穀経済の繁栄に引きずられるように好調な状況となり､

資金需要も増して貸出金の先数 ･金額とも増加傾向にあった｡

13年下期には､資金逼迫も限度となり他店借が27,392円と急増し､資本金の54%､貸付

金総額の63%までになった｡他店借も限度に近く､預金もまだ官民あわせても3,117円と

少額のため､14年 6月､資本金を新たに 10万円増額し15万円に変更した｡それにより明

治 14年下期には貸出金も155,762円に急増､当期利益金も初の1万円台となった｡

(3)収益の状況

期限を過ぎた未返済貸付は明治 13年下期には 10,238円と1万円台を超え､貸付金の

23.4%にもなり一時的に危機的状態に駆った｡また､資金繰りにも困難をきたし､他から

の調達を迫られ､前述のように第四国立銀行からの借入でしのいでいる｡明治 19年下期

には､期限経過貸付金がさらに悪化し､回収が不可能な不良債権となった滞貸金も計上さ

れてくる｡滞貸金も同年から明治 20年がピークで､明治 21年下期では期限経過分も入れ

て lo.4%の不良債権比率となり､収益にかなりの影響をもたらし､当期利益金も1万円台

を切る状態が続いたQ表-31から貸出収益率が低下してくるのが見てとれるが､明治 19

年以降は 10%を割り､当初は公債保有で得られる収益率を上回っていたが､明治 20､21

年と逆転した｡その後､公債は減少､貸出金は増加したため､貸出収益率が常時上回るよ

うになった｡為替業務は､明治 20年代に入り県下の各銀行と取組契約を結び､商業金融

網の拡大を図りながら収益に貢献していった｡
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表-31 公債収益率 ･貸出収益率

各年度 公債収益率 貸出収益率

明治 12年下期 9.1% 10.2%

明治 18年下期 9.0 10.6

明治 21年下期 9.5 9.0

明治 24年上期 8.0 10.5
明治 26年上期 9.3 9.7

明治 28年下期 6.6 8.2
明治 30年下期 5.9 8.1

出所 『新発田市史』下巻､1981年､324頁｡

穀倉地帯の中央に位置した新発田は､農業経済に依存していくことで近代的産業経済は

停滞 し､同行の経営は豪農中心の取引から脱却できず､農家経済の浮沈に左右され､大き

く飛躍することが出来なかった｡しかし､他方商業金融の強化も進められ､明治 31年 2月

1日に新発田銀行に改組になり､新発田商業の中心的金融機関として成長 していくo

Ⅲ.高田第百三十九国立銀行

1.高田第百三十九国立銀行の設立

明治 5年の高田の人口は27,460人で長岡を上回り､新潟に次ぐ県内第 2位の地位にあっ

て､隣の直江津の 5,813人を合わせると新潟を抜いて県下第 1位の地域であった｡その徳

の人口増加状況は､港を背景にした県都新潟の急激な発展により､城下町の高田､新発田､

村上､長岡は新潟に大きく水をあけられていった88｡

高田は明治初期になると､一気に西洋晶を扱 う､洋服､時計､写真､印刷､貨物取扱業､

石油精製業など､あらたな商業活動が展開され､藩政時代の封建的商業 とは大きな変化を

見せた｡それに従事した商人には旧高田藩士も多く､事業を始めるのに士族に対する授産

資金が準備されたが､172名の士族が資金借用のため政府に提出した上申書に対する ｢公文

類衆第八編｣に､｢士族の義は廃藩以来確実なる業務に就く者僅々にして其の他は何れも日

雇稼或は商業に従事するも不馴れにして且資力に乏敷其目的を達する能わざる而己ならず

終に破産に及び現今策計殆ど喝Lとするの場合に立至候｣とあり､｢士族の商法｣ は失敗に

終わるものが多くあった89｡

高田の商家数は82軒あり､商圏を同じくする直江津の38軒を入れると120軒となる｡

新潟の 114軒より多く､長岡の62軒の倍に当たり､当時の高田の商工業の著しい発展を表

している｡高田で業種が目立つのは小間物や文房具類と呉服､染物が各 11軒､次いで酒類

88第四銀行企画部編 『第四銀行百年史』第四銀行､1974年､22貢｡

89上越市史編纂委員会 『上越市史』通史編 5､上越市､2004年､92貢｡
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が9軒､宿､料亭が8軒と多く､直江津の特徴は､港を背景に回漕問屋が 13軒､宿､料理

が8軒､貨物取扱が3軒と続いている所であった｡

明治 9年8月に家禄制度が廃止され､高田士族に対して､1,704人､総額 71万 5,330円

の金禄公債証書が交付された｡また隣の刈羽郡の旧椎谷簿には 34人に対して縛額 21万

5,330円が交付されている｡国立銀行条例の改正により､公債をもって資本金に参加できる

ことから､士族の金禄公債の保全と士族授産のために､多くの旧藩士たちの参加をもって

高田の地に作られた｡明治 11年 11月に政府の許可がおり定款や創立証書などの手続が行

われ､一年後の明治 12年 11月には､高田呉服町に開業をした｡

第百三十九国立銀行定款の第7条には ｢頭取取締役撰挙ノ事｣の規定があり､｢当銀行ノ

取締役■ハ六拾株以上ヲ所持スル株主ノ中ヨリ五人以上ヲ撰挙ス-シ｣とある｡そして就任

条件として ｢但各取締役ハ右株式券状ヲ当銀行二預テ其代リトシテ禁授受ノ三字ヲ附シタ

ル保護預り証書ヲ受取り置キ右取締役奉職中ハ決シテ是ヲ引出スルコトヲ得サル-シ｣と

決められた｡

これにより取締役が以下の通り選出された｡

表-32 (設立当初の取締役と株式引き受け状況)

川上直本 士族 高田馬場先町 67株 3.350円 頭取

牧村九八郎 士族 同 三ノ辻町 63株 3.150円 取締役

根岸巌 士族 同 作事町 61株 3.050円 〃

福永爾平 平民 同 直江新町 60株 3.000円 JJ

笠原克太郎 平民 同 田村新田 60株 3.000円 支配人

『高田第百三十九国立銀行創立証書』役員一覧表､上越市総務課公文書館準備室所蔵｡

なお頭取には､代々榊原家に仕える世臣で､禄 200石の御持物頭であった川上直本が就

任した｡藩命を帯びた官軍との戦いに敗れ､その後は県内の各藩と官軍の間に入り調整役

を務めた人物で､明治 2年大参事に就任し高田の藩政改革に尽力した0

この当時の全国の国立銀行にしばしば見受けられた事であるが､定款及び創立証書が作

られ､事業開始のための役点も選任されたものの､明治 12年 5月に頭取に就任した川上は

急速､東頚城郡長に選任されて辞任し､11月の開業時には2代目の頭取となる旧高田藩士

で取締役の牧村が就任する｡しかし牧村も就任後間もなく辞任し､3代目は同じ士族の上野

貞輝が選任された｡銀行の役員には､当時の有識者が参加しているため､国立銀行の初代
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表 一､ 33 高田第百三十九国立銀行 半季実際報告 (単位:円)
(負債) 12年下期 13年上期 13年下期 14年下期'15年下期 16年下期 17年下期 18年下期 19年下痢 20年下期 21年下期 22年下期
資本金 100,000 100,000 200,000 200,000 200,000 350,000 350†000 350,000 350,000 350,000 350,000 350,000
積立金 629i 36,99封 40,393 45,666 120,166 一117,183 179,208i 121,298 133,625 133,185 135,671
発行紙幣 80,000 79,976 79.946 79,954 79,874 80,000 78,266 j6-,-5-8j 74;3-51 72,107 69,785 67,423J
公金預金 45,989 22.91叶 13,862 52,837 39,803 25,309 41,839 69,lil 140,238 95,184 43,582 3上762
人民預金 _ 5,010 84,288 14,317 25,441 14,348 79,682 日1,858 172,167 232,060 174,133 126,988 134,421
他店為替借 2,587 5,137 ･5射 98 34,178 ･97,181 61,304 76,118 62,854 27,121 169,045 53,672 76,073
当期利益金 . 6,由2 7.806 16,048 22,919 38,961 40,050 38,910 36,977i 35.597 34,872 25,898 25,3ー2
前期繰越 67 91 2,323 1,229 1,788 1,138 1,106 2,611 2,668 1,034 954
憤債.資産台詞 240,2ー9 301,189 ･422,348 456,120 737,046 78ー2,769 866,706 924,179 1,007,711 i,Op94,131 960,322 974,284
て資産)

公債証審 123,367 132,095 135.529 134,459 138,089 136,882 180,33封 179,111 ー87,637 263,150 268,208 281,963
貸付金 42,555 -107,030 191,219 240,223 495,040 504,495 552,970 549,ー76 532,070 586,377 510,892 498,040
期限過貸付 串 6ー66頭*2_669 i
創業入費消却 2,373~ 2,314 2,254 1,000 ｢

所有物勘定 249蔓 354 ー40 5,668 3,854 15,867 17,563 30,886
金銀有高 71.226 54,079妻 54,398 68,736 78,707 -71,510 93,132 139,529 225,644 156,117 90,719 107,525

配当年利回り ll_20 ll_40 13_00 16ー00 17.00 ー7.00 17_00 15.00妻 13_00 13.00 ー0_00 10ー00
辛

-内当座貸越 20,486 47,352 内訳不明 同左 同左 同左 ___周 衰 l' 同左 i 同左 同左
内割引手形 3,000 _475 一,888 995 425 325 1-50 901 ,170

串損失金を表す

出所 『新潟県内銀行の営業報告審』(1)､ 百三十九銀行(高Ef3第百三十九国立銀行)､1974年､第四銀行所蔵､より著者作成｡



頭取が地方の首長や役人に就任する例が多く､また､銀行最高責任者は名誉職的考存在で

もあった｡

2.営業状況

(1)預金の状況

高田第百三十九国立銀行は､上越地方全般の官金の取り扱いを担当していたことから､

公金預金の残高が大きく貢献し､創立当初から順調にスター トすることができた｡しかし､

明治 14年以降､松方大蔵卿によって実施されたデフレーション政策により､物価の下落､

商況の不振､米価の急落から人民預金が減少した｡

表-33のように､公金預金は人民預金を大きく上回り､明治 15年下期では総預金の70%

以上を占めるに至った｡明治 17年の実際考課表には､新潟県中頚城郡役所や高田駅逓出張

局為替方､高田国庫金取扱所等という御用預り金の対象先の名称を見ることができる｡明

治 16年頃に入ると､人民預金が増加に転じ資金調達に大きく貢献し､貸出金の需要増に答

えた｡人民預金は明治 17年には 10万円台に到達し､その後も漸増しながら公金預金を上

回り残高は逆転したものの､公金預金も.20年までは高水準にあった｡預金残高は増減を繰

り返しながら順調に推移していった｡21年以降も人民預金は順調に増加する中で公金預金

は減少し､その構成比は次第に低下し､22年には総預金の20%以下まで落ち込んだ｡民間

預金が好調であったのは､工業､商業においても旧藩士や維新以前よりの富裕商人たちに

よる指導や協力があって､商業活動が活発であったこと､石油精製の新事業や､柏崎､直

江津港の海上輸送関連､明治 19年以降になるが信越線開通による高田駅の設置等､高田の

地は繁栄の道をたどり､他の地域と比較すると資金調達には恵まれた環境であった｡

預金の種類は､一般の預金として定期預り金や貯蓄預 り金､商人には当座預り金が活用

されており､別段預金も商品化されていた｡明治 17年度下期の定期預り金は預金全体の

44.2%､当座預り金は33.8%であった｡ 金利については前述のように明治 22年下期の新潟

県内の国立銀行の平均が最高で4.5%､最低で 1.0%であるのに対して､高田では､最高 5.0%､

最低 1.8%で地方での資金調達は多少高めの設定が必要であった90｡

(2)貸出金の状況

創業から調達面は順調であったが､貸付金も開業 2年目で 10万円を超え､明治 16年以

降には50万円台を維持し､最初に出来た長岡第六十九国立銀行の同年代の貸出金とほとん

90前掲(注 79)､580-581貢｡
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ど同規模の残高であった｡上越地方の年々増えてくる資金需要の増加に応えるべく明治 13

年に20万円に､明治 16年には35万円にと順次増資して業容を拡大していった｡ しかし､

増資を上回る旺盛な貸付金-の要請には､他からの導入が必要となり､当初は第四国立銀

行､その後日本銀行から多額の借入金を続けなければならなかった｡20年代半ば以降にな

ると､借入金額も大きくなり収益にも負担になってくる｡創業時の貸出先は､他行同様に

士族-の生活資金や授産資金が多く金額面でも上位にあったが､明治 19年上期の資料では､

農業が 54.6%､商業が 36.3%､士族が 0.6%と大きく変わり､地主に対する貸出が増加し

ていた｡担保は､農業者からは土地や米穀が多く､商人からは商品である大豆や塩などを

徴求し､信用貸しは少なかった｡地主偏重の取引から､銀行本来業務である商工業者への

本格的な移行は､同行が普通銀行に改組して､明治後年になってから上越地方の鉄道網整

備に伴い､物資の交流が盛んになり､近代産業が勃興してきてからである｡内訳は表-34

の通りであるが､当座貸越が創業間もない頃から順調に増加しているものの､割引手形に

っいては決済手段として商業手形の流通がいまだ未発達のため､明治 13年の3,000円の実

行があった程度で残高としては僅かなものであった｡

県内の国立銀行の22年下期の貸付金金利は､最高 11%､最低は 10%であったが､高田

の同時期の金利は､最高で 12%､最低で 10%で多少高めの設定であった｡不良資産は､期

限過貸付金が 15,174円と滞貸付金 5,979円計上されており総体の貸付金の3.8%程度であ

り､貸出先である商工業者や士族の状況は比較的良好なものであった0

表-34 高田第百三十九国立銀行における明治 17年の貸付金内訳

貸付金科目. 貸付金額 (割合) 貸付金科目 貸付金額 (割合)

貸付金 412,984円 期限過貸付金 15,174円
(74.7%) (2.7%)

当座貸越 118;408円 滞貸付金 5,979円
(21.4%) (1.1%)

出所 『高田第百三十九国立銀行 11年半期実際考課報告』 第四銀行所蔵

(3)収益の状況

当期利益金は明治 15年下期になると､3万円台を維持していることからも､堅実で適切

な収益確保ができていることがうかがえる｡ 本業である貸付金の残高が､同年以降ほぼ 50

万円を確保できたことが大きい｡為替は他の 2行と比べても早くから取扱しており､荷為
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啓では当時から国内外との交易で賑わっていた横浜､神戸などから砂糖､塩などの被仕向

けが多く､手数料収入として収益に大きく貢献した｡明治 13年以降､為替勘定の残高も大

きくなり取扱量が順次拡大していくのが分る｡配当年利回りも､明治 17年をピークに多少

漸減 してくるが､明治 30年まで一貫して1割以上を推持している｡その後も､高田の経済

発展に大きく貢献しながら､明治 31年 1月 1日､第百三十九銀行に改称して営業を継続し

ていった｡

3.3国立銀行のその後について

明治 6年頃になると財政上の理由から､政府不換紙幣の増発による正貨の騰貴と輸入促

進による海外への流失､および紙幣価値の下落が顕著になった｡

そのため金貨食換改正の陳情を政府に請願するが､臨時的な救済では本格的な打開策に

は至らず､ついに明治 9年 8月 1日､改正国立銀行条例が公布された｡改正条例には､正

貨允換方式を政府紙幣で引換える方式に変え､本業としての銀行業務に専念させ､もう 1

つの大きな課題であった巨額の金禄公債を銀行資本に組み入れることを宣言した｡全国で

交付された金禄公債 1億 7,400万円余､県内でも240万円の価格の下落防止と士族たち-

の救済が､国立銀行創設の最大の理由でもあった｡

3行の国立銀行設立理由については､廃業した士族の救済という最も大きな共通点があっ

た｡

村上第七十一国立銀行では､失業した士族が公債証書を担保に借金や売却により生業を

始めたものの失敗する者が多く､交付された公債の浪費を防止しようと､銀行設立を図っ

たもので､旧柑上帝士の上層部たちの主導で出来上がった国立銀行であった｡出資者をみ

ても全体の95.1%のほとんどを士族が占め､公債の交付を受けた士族の25%が設立のため

に参加をしている｡当初､資本金の額を10万円で政府に申請をしたのも､広く多くの士族

たちの救済を図ろうとした結果であった｡

新発田第百十六国立銀行では､旧新発田藩士と､県内でも有数の穀倉地帯の中で江戸時

代から明治初期にかけて大きく成長してきた大地主たちの間で､銀行創設の決議が行われ

た｡士族だけが中心となって設立したものではないが当計画は反響を呼び､特に禄を央っ

た士族から多くの参加希望が寄せられた｡20万円という大きな資本金の申請を行ったのも､

士族救済を全面に打ち出した旧藩士たちの大きな願いであった｡

高田第百三十九国立銀行でも廃藩以来､安定した職業に就いた士族は少なく､商業や工

業に従事するが成功するものはほとんどなかったO その中で､銀行というものに対 して知
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識を持ち合わせていなかった士族たちが､旧藩の重鎮たちの勧めがあったといえ､予想以

上に多くの資本参加があった｡高田､椎谷両港合わせて 1,738人､93万円の金禄公債は県

内では最大の交付金額であった｡他の2行と同じく､士族の金禄公債の保全と士族授産と

いう目的のもとに､交付を受けた士族の 22%という多くの参加で高田第百三十九国立銀行

は設立された｡

結果として金禄公債の大量発行に伴う価格暴落防止は､効を奏したのであろうか｡

設立された 153の国立銀行の資本金総額､約 3,773万円のうち､2,912万円の77.2%が

禄券で払い込まれた｡また明治 12年6月末における国立銀行券発行抵当公債5,134万円(担

保価格3,334万円)の約 90%は秩禄､金禄両公債が占め､金禄公債交付額全体の27%が国

立銀行の設立に利用された91｡金禄公債の価格低落防止という目的はほぼ達せられ､士族の

持っ公債の費消防止に効果があったと考えられる｡

3行における大きな相違点は､経営に対する役員たちの対応とその結果である各行の収益

状況にある｡

村上第七十一国立銀行には積極的な銀行運営-の取組が実際報告の実席から見えてこな

いように思える｡前述のように､昔からの伝統産業である三面川の鮭の採取権が､旧藩士

の生活を支えたものの､地域の近代化を遅らせたのも事実であった｡安定した生活が閉鎖

的な封建社会からの脱却を他の地域よりも遅らせた｡開業時の発行紙幣については､他の2

行とも許可額の 80%としているが､村上第七十一国立銀行はそれを下回った金額でスター

トしている｡預金も公的機関が少ないのは地方の小都市でやむをえないところであるが､

人民預金に特化した預金の集積ができなかったのか｡ 運用面でも､士族の金禄公債の費消

防止が中心であったことから､貸付金が公債証書を上回るのが開業 5年も経過してからで

ある｡経営難から役員の大幅な交代を行い､商人主導によりようやく商業資金-の貸出も

見え始め､銀行本来の業務が開始したのである｡

新発田第百十六国立銀行でも調達は苦労していたが､資金需要は旺盛なものがあり､経

営者は資金不足を借入金で賄い､積極的な融資推進を行い銀行本来の業務を推進した｡開

業 3年後には公債証書の3倍以上に上る155,000円の貸出金を確保､同年には当期収益金

も14,000円と大台に乗せた｡当初の運用先は米穀の騰貴により､米穀売買と土地投機で資

金を必要とした大地主たちであったが､その後の新発田市域の商業の発展により､商業金

融が必要とされる商人たちに変わり国立銀行も安定した収益確保をすることが出来た｡

91 日本銀行百年史編纂委員会編 『日本銀行百年史』第一巻､日本銀行､1982年､29貢.
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高田第百三十九国立銀行は､設立当初から順調に営業を開始させている｡調達面では公

金が開業時から多額の入金となり､明治 16年以降は人民預金も急増し､貸付金も2年目は

10万円台に到達している｡運用面では､公債証書と貸出金とのバランスを取りながら経営

を行 うことが出来たのは､預金の集まる環境と貸出の資金需要が旺盛であることから出来

ることであった｡3行のなかでは最も安定した経営が出来た国立銀行であったが､役員たち

の積極的な経営努力もあった｡銀行のもう 1つの業務である為替についても収益確保の面

から､国内外との交易を重視､手数料収入に大きく貢献させた｡

本論は設立から20年代頃までの営業状況を中心にまとめてきたが､その後､営業満期国

立銀行処分法と満期前処分法により普通銀行に転換､大正 ･昭和に入ると 3行とも最終的

には第四銀行に合併された｡

明治 31年 10月､第七十一国立銀行は村上銀行に変更後も資金調達は不調で､借入金に

頼らざるを得ずさらに収益を悪化させた｡大正に入ると米穀商に対する不良債権が発生し

純損金 38,000円余を計上､信用不安から預金流出し破綻の危機に陥る｡その後地元行との

合併により経営は持ち直し､地元の金融機関として存在感を示し成長し始めたものの､昭

和 11年に大蔵省による1県1行主義の合同方針のもと､村上銀行の将来を展望し政府の政

策に順応すべきとして第四銀行に合併された｡第百十六国立銀行は､明治 31年2月新発田

銀行として転換してからは経営陣も変わり､資本金も倍額増資後 50万円､100万円と大き

く増加させていった｡しかし､第四銀行はじめ他行の出店により競合は織烈を増し､新発

田銀行の業績は一進一退を続け､経営陣の変更も銀行を弱体化させていった｡大正 9年の

反動恐慌の影響で県内に銀行合同が相次ぎ､同行にも第四銀行との合併問題が発生してく

る｡当時の銀行経営は存続を懸念するほどの状態ではなかった為､反対を唱える役員たち

もいたが､当時の頭取は ｢小規模の銀行では将来を期待できない｣と判断､第四銀行の強

い勧誘もあり大正 10年 10月合併が成立した｡

順調な経営を続けてきた第百三十九国立銀行は､活発な資金需要から増資を重ね第四､

第六十九国立銀行と県内を3分する地位を確立していた｡明治 31年 1月に第百三十九銀行

に変更後も資本金は70万円と倍増し業績も順調に推移したが､大正初期には銀行が乱立し

競争が激化､減資､減配の繰り返し停滞を余儀なくされた｡しかし､上越地方の鉄道も整

備され師団の誘致も効果を上げ始め､商工業も活況を呈し近代的産業も興り始めていたが､

高田にも例外なく上記行同様に一県一行の強い要請が政府から発せられた.しかし､同行

は合併を選択する状況になく､また高田には必要な銀行と地域から認知されており､市民

あげての反対運動が展開されたが､当局が強制した県下大合同から逃れることは出来ず､
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昭和 18年 3月に第四銀行と合併した｡ 3行の合併については､状況はそれぞれ異なるもの

の､設立された場所が商業の中心地や近代的産業の集積地でなかったということが､最も

大きい理由であると思われる｡新潟､長岡の街と比較すると大きな違いがあった｡本論は

設立から満期により国立銀行がなくなるまでを辿ってきたが､銀行の消滅､存続について

の詳細は今後の調査､研究としたい｡

第 2節 北海道の国立銀行

北海道に本格的に開発の手が入ったのは明治維新以降になってからで､商業､工業､農

業､教育とあらゆる分野にわたり広く近代化が進められた｡近代的な金融の必要性は､明

治時代の産業発展には欠かせないものであったが､北海道では開拓使による函館の市場調

査と勧奨により､道内に本店を持つ函館第百十三国立銀行 (以下､設立場所の函館を省略

し第百十三国立銀行とする)が最初に設立された｡官からの積極的な要請に､地元豪商た

ちが協嶺を重ねて受け入れ､さらに多くの商人たちに呼びかけ設立された､｢地場商人主導

型｣92国立銀行といわれている｡ 設立後も業容は順調で､開業の翌年に資金需要旺盛につき

増資が必要となり､15万円で出発した資本金を5万円追加して20万円とした｡

一方翌年､追いかけるように設立されたのが函館第百四十九国立銀行 (以下､設立場所

の函館を省略し第百四十九国立銀行とする)で､創立の経緯や発起人の陣容､開業後の営

業状況も前者と大きく異なるものであった｡

廃藩置県により旧藩主と元重臣たちは､金禄公債の費消の防止のため国立銀行-の出資

を積極的に行ったが､明治 11年以降になると全国から設立の要請が殺到し､政府による前

年の総資本金額の制限もあってこ希望する府県-自由に開業が出来なくなっていたOその

ため､他の府県は満杯状態であるが､北海道には国立銀行設立の余裕があり最適との大蔵

卿の提言で､函館に開業することになった｡資本金の拠出先は､北海道 とは縁の薄い大分

の旧臼杵藩主家と､長崎の旧島原藩主家で､全国的にも多かった典型的な ｢士族銀行｣で

あった｡

このように北海道の商業の中心､都市であった函館に､二つの国立銀行がほぼ同時期に設

立された.両国立銀行の概要は表-35のとおりである｡設立までの内容も異なる両国立銀

行は､その後の営業状況も結末も大きな相異を見せていった｡

第百十三国立銀行は幾多の変遷を経て北海道の地方銀行に受け継がれていったO-方､

第百四十九国立銀行は国立銀行時代に破綻の危機を迎え､その後合併により市場から消滅

92函館市史編さん室 『函館市史』通説編第2巻､函館市､1990年､993貫｡
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していった｡本稿はそれぞれの特質を分析しながら明らかにしていく0

義-35 北海道の国立銀行

函館第百十三国立銀行 函館第百四十九国立銀行

設立年月日 明治 11年 11月 13日 明治 12年 8月 22日

開業 日 明治 12年 1月 6日 ･明治 13年 2月 10日

設置場所 亀田郡函館会所町 ･亀田郡函館末広町

当初資本金 150千円 130千円

発行紙幣額 120千円 80千円

最終営業日 明治 30年 6月 30日 明治 18年 5月 7日

普銀変更日 明治 30年 7月 1日 -

承継銀行 第百十三銀行 東京第百十九国立銀行-合併

最終銀行 北洋銀行 三菱東京 UFJ銀行

初代頭取 - 杉浦 嘉七 (函館の豪商) ･渡辺 亨 (旧島原藩士族)

出所 『明治財政史』､『函館市史』通説編第 2巻､昭和 65年､

『函館市史』資料編 ･第 2巻､昭和 62年､より筆者作成｡

Ⅰ.北海道における金融の創造

1.北海道の開拓の歴史と開拓使の虚置

明治 2年 8月 15日 (旧暦)､太政官布告により当時 ｢蝦夷地｣と呼ばれていたものを ｢北

海道｣と変えて､北方における辺境の地に対する開拓の歴史が始まった｡

新政府の使命は､欧米諸国の侵略から日本を守るために国をあげて富国強兵を目指 し､

内には殖産興業を掲げ近代的産業を興すことが最大の命題であった｡

開拓使の初代長官は佐賀藩主鍋島直正で､彼は徳川時代から北方の地に対する開拓の重

要性を積極的に説いていた｡政府は函館を開拓基地として､従来往来のなかった石狩､根

室､宗谷､樺太に､開拓使から各一名の判官を派遣し開拓を開始した.

開拓使は､明治 2年 7月 8日に実施された官制改革 ｢職員令｣で盲延生した中央機関で､

開拓使は太政官に直属する機関であった｡各省を総監する ｢長｣や ｢卿｣同様に開拓使長

官にも ｢開拓使長官 諸省卿同等タル｣(｢太政官日誌)『維新日記』)との沙汰書が出され､

開拓使が六省と並ぶ位置にあることが確認された930

開拓使は､北海道の国力増強と士族の授産を目的として､道路､港湾､鉄道､鉱山開発､

官営工場の建設を進めていった｡開拓使初期の施策としては①漁業の近代化 ②移民の奨

励 ③札幌本庁の建設などが実施された｡しかし､それらは順調には進展せず､明治 8年

93前掲(注 88)､202貢｡
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開拓使長官となった黒田清隆により開拓使 10カ年計画が組まれ実施された｡その内容は政

府支出1,000万円と北海道に租税収入年額数 10万円を北海道の開拓事業に使用するもので

あった｡さらに､三井組が引受けをした開拓使允換証券 250万円を発行することと､政府

からの借入も一時的に認められたo

国立銀行の設立については開拓使の勧奨が大きく影響してお り､国立銀行条例改正後に

政府が国立銀行を設置するよう､開拓使にその主旨を述べて国内に勧誘 しているのが､次

の明治 11年の ｢菓議録｣(北海道立文書館所蔵)に記されている｡

その裏蕎録には､｢函館へ銀行創立強漁方菓議 銀行創立之主意ハ貸借ノ間二存テ互ご紹

介 トナリ貨幣ノ流通ヲ便利ニシ常二循環流動スルニアレハ資本ノ多寡 卜商業ノ旺裏等二因

り営業上ノ目的 トス-キモノニシテ既二大蔵卿ヨリ府県二達--｣とあり､開拓使はそれ

を受けて ｢-･-函館ノ如キハ全道ノ咽喉殊二開港場ナルヲ以テ漸次商業繁盛ヲ成シ且該地

方ニハ豪商モ不少創 り弐拾万円巳内ノ目途ヲ以テ支庁ヨリ程能ク勧奨銀行設立為東京､大

坂其他便宜ノ場所へ支店ヲ設侯様相成侯ハ 全ヽ道ノ流通ハ勿論物産製殖ノ途二於テハ著敷

効験ヲ看ルニ可至 上存侯尤必ス設立可致 トノ意ヲ以官ヨリ厳命ヲ下シ候様ニテハ不都合二

付其辺ハ支庁ニテ漸次誘導敦使方可然 トシ見込二候 ｣ と書かれている｡この裏諌録をもと

に､開拓使は北海道に国立銀行を設置するよう､積極的にまた慎重な配慮をもって勧奨し

ているのが読み取れる｡

2.道内の金融の近代化

明治維新直後の貨幣流通状況は､各種貨幣および封建時代の各藩の発行した藩札が乱雑

無統一に混在しており､幣制の整備と統一が近代国家樹立に急務であり不可欠であった.

貨幣は明治元年 2月､古金銀および外国貨幣を国内に流通させる太政官布告により旧来の

貨幣の大部分がそのまま使用された｡前述のように､明治元年に流通していた金貨は円換

算概算額で87,610,652.805円､銀貨は68,275,313.023円､銅 ･真鈴 ｡鉄銭 6,033,203.646

円であった｡ 紙幣は全国各藩の発行した藩札が､同じ明治元年には､244藩の 1694種類､

24,643月03.64694円が流通しており､明治維新以降も多くの藩で発行が続けられた｡政府が

財政窮乏のため止むを得ず発行した太政官札は､混乱した当時の状況では当然であるが､

いまだ国民には公認されず政府の倍額も薄く円滑に流通されなかった｡紙幣の発行は前述

の藩札と太政官札のほかに､民部省札､為替会社札と､12の県と箱館 ･京都 ･奈良の 3県

に発行を許された府県札があった｡

94大蔵省 『明治大正財政史』 第 13巻､経済往来社､1957年 ･6-7貢｡
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その ｢箱館府仮札｣については､開拓使の設置のための今後の政務事項の取 り決めを政

府に提出した中で､太政官よりの指示で ｢開拓融通のため官文銭および四文銭､ならびに

島中限りの切手紙幣一匁より十匁を製すべきこと｣と許可されたため発行されたが､信用

度の低さもありほとんど流通しなかった95｡

徳川政権下､北海道産物の検査収税制度と密取引防止のため､箱館産物会所が箱館に設

置された｡ついでこの会所を江戸､大阪､兵庫､下関等に置いて､蝦夷地より廻送する荷

物は各会所の斡旋を以て売却し､また各地商人より蝦夷地物産元仕入として各会所に供託

する資金は､これを箱館産物会所に廻送 して請負人､問屋､出稼人等に貸与し､産出物を

もってこれを償却するという方法をとったが､この仕組みの中に金融を取り組んでいたの

である96｡

明治維新後､箱館府は新政府のもとで幕府の組織を継承 し､箱館産物会所も箱館生産会

所と名称を変え引き継がれ､会計官の中に商汝司の設立で為替取引条約を締結連携を持っ

た｡商政司の廃止で通商司が設立されると北海道産物故所に改変されたが､明治 2年 7月､

開拓使の設置により同3年 3月に太政官の指示で開拓使の所管となった｡その後､｢産物会

所規則｣の制定で東京をはじめ当時の主要の地に会所を設置した｡明治 5年 1月､民力休

養の理由で 3年間の輸出入税の免除とともに各地の会所を閉鎖した｡金融については､開

拓使允換証券の発行により､道内に資金貸付機関設置の必要が生じ､東京､大阪､函館の3

か所に貸付会所を設置した｡

貸付会所は北海道税金､定額金､発行証券等支出の余 りを貸付けることによって､産物

販売､移民授産の資金に応需､それ らによる利子で漸次証券を償却し非常の備 とした｡貸

付会所は北海道の金融に関して重要な機関として産業の興隆に大きな役割を果たした｡し

かし､貸出金に対する不良資産の増大のため､明治 12年 1月通達により貸付会所は廃止さ

れ消滅 した｡

3.北海道における銀行の設立

(1)銀行の北海道進出

北海道には道内に本店を置く 2つの国立銀行の創設以前に､何行かの支店設置が行われ

たが､明治 20年までの道外からの支店進出について振 り返ってみたい｡

詳細は次項に述べるが､明治 9年に三井組が三井銀行に改組､出張店を存続させたため

95前掲(注88)､967-971貢 ｡

96前掲(注88)､967貢｡
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にそれが道内初の銀行店舗となった｡一般商人たちとの銀行取引より､従来からの公金の

取扱を継続させることに重点をおいた支店創設であった｡

明治 11年8月に東京に開業した東京第四十四国立銀行は､当時第 3位の70万円という

巨額の資本金を持つ国立銀行であり､開業当初から函館に進出していた｡道内の金融に着

目し､大蔵省から銅貨 39万円の下渡しを受け通貨の流通を図った｡ しかし安易な貸出が原

因で破綻し､東北､北海道での事業の進展を目指していた安田善次郎率いる東京第三国立

銀行に吸収合併された｡安田が目指していた事業とは､硫黄､石炭開発､倉庫業､及び金

融業等であった97｡第四十四国立銀行は同 18年に支店を函館に置いた第二十国立銀行と同

じ士族銀行で､公債の費消防止と資金運用という設立の目的も類似していた｡また､後段

で述べる渋沢栄一率いる第-国立銀行が､第二十国立銀行を吸収合併した時とほとんど同

じ状況であった｡

第三国立銀行は函館支店を､横浜支店同様､為替取組業務の重要拠点としての活用を図

ったo他に同 11年に山形第六十七国立銀行､同 16年には東京第三十三国立銀行が函館に

支店を開設し､北海道での業容拡大を図ったものの不調のため､それぞれ 7年後には支店

閉鎖をしている｡

(2)三井銀行の北海道進出

開拓使設置とともに函館に御用金を取扱う機関が必要になり､中央政府から造幣寮御用

として三井組が指名された｡しかし前年に銀行設立を申請し認可されていた三井組である

が､前述のように当時大蔵少輔であった伊藤博文によりその認可が取 り消されていた｡し

かし､政府は明治 4年 5月公布の新貨条例に基づく新貨鋳造のため､古金銀を買い集める

必要と､同年7月の廃藩置県に際して歳入不足の補填を喫緊の問題としていた｡そのため､

大蔵省は三井組に対して､改めて大蔵省食換証券を三井組の名義で発行することを命じた｡

また､開拓資金調達のため開拓使の発行する開拓使允換証券についても､三井組名義で

発行する契約が締結された｡しかし順調に流通し始めると偽造札も多くなり､それに各種

紙幣の不統一による不便を生じさせた｡また政府紙幣については金免換をうたったが､事

実上これらの紙幣と交換すべき金貨､銀貨などの正貨を政府は保有していなかった｡その

ため､新紙幣の発行により政府紙幣の統一を図ることとし､両分換証券とも引き換えられ

姿を消していった｡

97安田保善社とその関係事業史監修委員会 『安田保善社とその関係事業史』､1974年､

105頁｡
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明治 9年､三井銀行は設立されたが､旧三井組の出張店はそのまま､函館を一等出張店､

札幌を三等出張店 として道内における御用金取扱いの継続を図った｡また､明治 13年に小

樽､根室出張店を開設 し､官公金取扱業務を一手に引き受けた｡ これによ り､函館にはじ

めての銀行が三井銀行によって設置された｡その後､三井銀行は開拓使の本支庁や東京出

張所､屯田事務局､税関､船改所､監獄所､病院等､北海道の公金の取扱いを全てにわた

って取 り行らたo国立銀行の設立は 2年後 となるが､三井銀行は公金取扱のための銀行 と

して誕生しており､商人の､商業発展のための銀行 としての国立銀行 とのすみ分けと役割

をはっきりさせていた｡

(3)第-国立銀行の函館支店開設計画

第一国立銀行が､明治 9年に函館支店を設置する計画を地元有力者に示して､資本金 100

万円の出資協力を申し入れしている｡

開拓使 ｢菓嵩録｣の中に､函館支庁の開拓使官吏であった村尾元長がこの件について調

査を行った際の意見書が残されている｡｢函館-国立銀行ヲ設立スル儀上局御達ノ趣二依 り

見聞ノ概略左ニ｣として､｢何分巨大ノ金額ニテ目的不相立凡二拾万円位ハ可行届旨渋沢氏

へ回答｣98と報告をしている｡ 新規に国立銀行を設立するのではなく支店開設に何故資本金

かと思 うが､今なら預金を集めて貸出金に回すのが常識であるが､当時は簡単に調達が出

来ず資本金が運用資金として欠かせなかったため､増資を図ったものと思われる｡

第-国立銀行の渋沢栄-は近代的金融制度の普及の為に､全国的に数行の国立銀行の指

導を行ったが､道内にはそ ういった形跡はみられなかった｡企業家 としての渋沢は､道内

の豊富な資源に大きな魅力をもち､設立の手助けでなく自ら経営する第一国立銀行の支店

を設置することで北海道に北方の拠点を作ろうとした｡ しかし､地元商人たちの増資-の

参加はなく､函館支店の新設は実現しなかった｡資本金の 100万円が余 りにも大きかった

のと､函館の商人たちは自前の国立銀行の創設が希望であったためと思われる｡

その後､第一国立銀行は明治 45年に第二十銀行を吸収合併することにより､函館､小樽､

釧路､根室の各支店を引き継ぎ北海道-の進出を果たした｡第二十銀行は前身が東京第二

十国立銀行で､旧宇和島藩主伊達宗城一族が金禄公債を資本化 して設立したものであった｡

同行は東京が本店で深川支店のほかに､道内に上記の 4支店を開設 していた.渋沢栄一は

伊達宗城が大蔵卿時代の部下で､伊達家の財政を託 されていたこともあり､同行の創立 ･

98前掲(注 88)､989頁｡
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経営を指導援助した｡当初の北海道進出も渋沢頭取の意見にもとづくものであった99｡

(4)北海道に本店を置く銀行の設立

北海道に最初の国立銀行が設立されたのは､当時北海道の中では最も経済の先進都市で

ある函館に於いてであったが､この商業都市において国立銀行創立の気運はかなり早くか

らあった｡函館の経済発展の先駆者であった初代の渡辺熊四郎の口述伝である 『初代渡辺

孝平伝』は冒頭に次のように回想している｡｢借て明治八年頃より銀行の必要の時と成りし

故､有志者に図りし処賛成者少く未だ其運びに至らず｣ 100とあり､条例改正前に地元有力

者の間には銀行設立の機会をうかがっていた形跡を見ることができる｡しかし､当時は政

府不換紙幣の増発による紙幣価値の下落と金貨流失により､営業不振に陥っていた4つの

国立銀行が政府に救済を申し込んでいた時期で､国立銀行設立の環境 としては最悪の時期

であった｡しかし､その準備は水面下で着々と進行しており､また開拓使の国立銀行設立

の勧奨は前段で述べたが､ただ後押しをするだけではなかった｡

｢札幌市街之図｣の編集や ｢維新前町村制度考｣等の著者でもあった前出の村尾元長が､

第一国立銀行支店設立に関する市場調査の中で､函館で独自の銀行を作るのであれば資本

金は 20万円という自らの考えを披露していた｡｢一現今函館商人中資力中等以上ノモノニ

シテ地方ノ為メニ公益ヲ興シ侯輩追々増加且ツ昨年九十月以降ハ右等ノ者共一層奮発ノ情

況二有之夫是実際二就キ勘考致シ侯-バ現今支庁ヨリ勧奨ノ次第二依テハ二拾万円以内二

候-バ有志輩ノ者共必ズ周施シ資本ヲ募り独立ノ銀行開設ノ場合二可立至 卜存侯｣ 101｡ こ

れが前述の明治 11年に書かれた裏議録の元になっており､開拓使の国立銀行設立について

の勧奨は､綿密な市場調査を経てなされたことが読み取れる｡

開拓使の呼びかけは､函館支庁を通じて函館の有力な商人たちに伝えられ､国立銀行の

設立に向けて動き出した｡創立要件録の冒頭にはその当時の状況が次のように書かれてい

るO｢明治十一年式月中､市中重立侯族貸附会所二於テ銀行設立ノ儀ヲ官ヨリ誘導セラレ,

猶英人ヨリ其他ノ人々ヲ誘導致セシ処､追々加入人モ多ク略拾万円ノ額二達セシ｣ 102とあ

る｡官よりとあるのは開拓使よりの国立銀行設立の勧奨で､政府の設立要請を受けてのこ

とであった.明治 11年当時の函館は､函館支庁一覧概表によると人口27,334人､戸数 5,985

99前掲(前掲6)､786貫｡

100 岡田健蔵 『初代渡辺孝平俸』､市立函館図書館､1925年､64貢｡

101前掲(注 88)､989貢 ｡

102函館市編さん室 『函館市史』 資料編第 2巻､函館市､1987年､739貢｡
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戸の規模で地方都市としては大きく､北海道の産業の中心地であった｡函館の住民たちの

職業は､商業従事者が調査全体のなかで 31.6%､小間物 ･荒物業が 900軒以上､漁業関係

者が433軒､諸仲買も400軒近くあった｡職人は全体の27.2%であり､洗濯請負が700軒

以上､裁縫仕立屋は654軒､大工はじめ建築関連は579軒､その中に鍛冶屋や石工と言わ

れる職人たちが多くいた｡外国人も明治 5年には函館に居住し､イギリス ･ドイツ ･アメ

リカ ･フランス ･ロシア ･デンマーク ･中国の合計 7カ国64人がおり､ほとんどが物産商

で他は官吏､伝教師たちであった108｡

Ⅱ.函館第百十三国立銀行

1.函館第百十三国立銀行の設立

開拓使の国立銀行設立についての要請は､函館支庁を通じて当時の富商たちであった函

館の有力者に伝達され､開設にむけて順調に進んでいった｡開拓使官吏であった村尾元長

による函館経済の市場調査で､資本金がどの程度集まるのかを予想しているが､前述の ｢菓

議録｣の中に20万円以内であれば有志の力で資本金を募ることが出来ると報告された｡

函館の商業を担っていた人たちが､国立銀行設立の中心となって活動を始め､その輪を広

げて多くの参加者を集め､資本金も10万円に到達したのが明治 11年の初めであった｡

頭取に就任する杉浦嘉七は函館の内潤町に生まれ幼少時代は恒次郎といわれ祖父の稼業

｢福島屋｣を受け継ぐ｡函館戦争で被害のあった西部地域弁天町住民一同の懇望をにない､

自己の財力を投げうって西浜町海汀の埋立工事を施工し土地造成を行った｡埋立により物

資の揚卸場等の整備のため大工事を敢行し､西部地区の発展に寄与した人物であった104｡

また､支配人となる田中正右衛門は函館で､漁業の経営や海面埋立を営む ｢大津屋｣を

継承し､米 ･酒 ･各種食料品の問屋を兼営､各種の公職につき､公共事業に尽力し街の発

展に大きく貢献した商人であった｡銀行設立の中心となったのは､上述の 2人のほかに同

じ地元の富商で街の有力者であった泉藤兵衛､村田駒吉､小林重吉という商人たちで彼ら

が銀行設立発起人となり､出資者を募り設立準備の会合を重ね資本金 10万円で国立銀行設

立を出願した105｡

開拓使と地元有力者や出資者たちの間で､国立銀行設立時の資本金額のことを考慮しな

がら奔走したことが､初代渡辺熊四郎の伝記の中で読みとれる｡｢設立の上は開拓使の出納

103函館市編さん室 『函館市史』 統計資料編､函館市､1987年､72-102貢｡

104前掲 (注99)､703貢｡

105同上､543頁｡
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は某銀行に取扱方を命じ給はるやと談ぜじ処､当時三井銀行にて取扱って居れども設立の

上は地方の銀行故相委せる様致す故速かた設立成すべき様との事を命ぜられたり､尤も資

本金は五拾万円位ならば宜しからんとの事故有志者に謀って其事を度々談じ｣､｢漸く明治

十年に設立｣した｡

しかし､｢資本金十万円にてありし故是にては不足なれば開拓使の出納を預ける儀にも成

難きとの事故其設立の願書を大蔵省に出す事は暫く見合せ余が函館-棉-りせめて三十万

円の資本に致したらば先々願ひし開拓使の出納も此銀行に取扱ふ様に御取扱ひを願度｣ 106

として､公金を預かるには国立銀行の規模もある程度大きくなければいけないということ

であった｡函館の豪商である渡辺熊四郎が､指導､協力を仰いでいたのは東京の開拓使出

張所に在籍していた西村貞陽という大書記官であった｡西村は佐賀県出身で開拓使首脳の

一員として､海産物や諸物産の海外市場の拡大のため清国の市場調査を実施し､半官半民

の 『広業商会』という中国向け輸出昆布､鹿角､鹿皮､アイヌの生産物等を扱った商事会

社の設立に関与した｡また､大蔵省勧業局と民間側の調整役として活躍､北海道の商業発

展に尽くした人物であった｡

国立銀行条例改正により国立銀行設立の ｢非常ノ便利ヲ輿へ｣ 107全国から創立準備が行

われ続々と銀行が誕生した｡そのため､インフレの懸念を心配した大蔵省は明治 10年 11

月 ｢国立銀行条例｣の再度の改正を裏漬した｡全国の国立銀行の資本総額を 4,000万円と

し｢各府県人口及ヒ租税高二割合タル銀行資本･資本二対シテ発行ス-キ銀行紙幣制限高｣

108を取り決めたものであった｡この規定によると､北海道における資本金線額の上限は 7

万円で､発行紙幣額は56千円であった｡大蔵省としては府県下における出願の目安として

公表した数であらたが､函館はじめこの限度額以内での設立は僅かであったOたとえば新

潟県では5行で48万円が上限額であったが､実際には総合計では 52万円の資本金となっ

ており上限額を超えている｡もっとも､大蔵省では予備資本額として 284万円を準備して

いるため､府県ごとでの調整は可能であった｡

明治 11年当時の函館の人口は､前述のように27,334人であったことから109､浜定最低

資本金は 10万円ということになる｡したがって第百十三国立銀行の資本金は 10万円であ

るが､開拓使等の公金の受け入れには見劣りがするというのが初代渡辺熊四郎の意見で､資

106前掲(注97)､63-64貢｡

107前掲､147貫｡

108前掲(注 30)､222頁｡

109前掲 (注 100)､72-73貢｡
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本金額は 50万円位が適当であろうと有力者と論議をしていた｡しかし､明治 10年ころか

ら設立の機運が高まり､翌年に資本金額が 10万円で申請されたことで､渡辺は開拓使との

交渉で公金の取扱を予定していたのが不可能になることに懸念を感じていた｡｢東京の開拓

使出張所にて西村君に聞し処､其願書には資本金 10万円にてありし故是にては不足なれば

開拓使の出納を預ける儀にも成難き｣として ｢銀行設立者の諸氏を集め種々相談せし処何分

纏まり兼ね漸く5万円を増して｣15万円の資本金で決定した｡ 渡辺の構想では､公金を預

かるには余りにも小さい金額であり ｢せめて30万円の資本に致し｣110たかったので､大き

な不満を残したまま明治 11年 5月3日付の願書を資本金 15万円に変更するという添願書

付で再提出し､同年 7月24日付で認可された｡

2.営業状況

第百十三国立銀行の発起人たちは､創立前に銀行業務を会得させようと 2名を東京に派

遣 し銀行経営の理論と業務の習得を学ばせたが､当時講師として指導をしていたのがイギ

リス人のアラン･シャンドであった｡シャンドは明治 5年 7月に大蔵省に招かれ､10月 1

日紙幣寮付属書記官として銀行簿記制度立案に着手した人物であるが､『銀行簿記精法』や

『銀行大意』などの編纂を手掛けた｡

第百十三国立銀行の経常方針は､シャンドの指導どおり ｢健全経営｣を重んじ､株主に

は当時の函館経済界の中心をなす商人たちがおり､営業方針も堅実､鄭重をモットーにし

ていたため順調に営業を開始していった｡経営実態を表しているのは､貸出については市

街宅地を担保として徹し､保全面に十分に配慮しているところは堅実さを感じさせるもの

であった｡これは経営陣のなかに従来貸金業を営んでいた者がおり､当時の金融事情に通

じていたことも大きな要因でもあった｡

しかし､｢北海道金融沿革一斑｣のなかには ｢函館貸付金抵当物ハ米穀二非ラサレハ水産

物ニシテ此二種ノ外ハ借用ヲ措ク物品ナシ ト云フモ不可ナキ有様ナリ公債証券ノ如キハ資

本家甚シク喜ハス且ツ取引所モ定マリタル所ナク常二東京ノ相場ヲ聞キ稀二取引スルニ止

マレリ地所家屋ハ信用ナキニ非ラサレトモ水産物ノ如ク活発ノ運動ヲ為サス地金銀ハ皆無

ノ有様ナリ｣111として､当時の函館の銀行が担保として預かった抵当物に関して述べてい

る｡これによれば､函館にあった銀行の各支店の場合､担保物件の主流は水産物関連で漁

獲物や網舟と主食の米穀だったが､第百十三国立銀行の場合は､担保物件は安定性のある

110前掲 『初代渡辺孝平』､66貢｡

111北海道拓殖銀行 『北海道金融沿革一斑』､北海道拓殖銀行､1953年､222貢0

119



表 -. -36 函館第百十三 国立銀行 半季実際窺告
(旦位 円)

12年上期 12年下期 13年下期 14年下期 15年.下期 16年下期一17年下期 18年下期 19年下期 120年下期 21年下期 22年下期 23年下期

(負債) J

資本金 ､ 150,000 王50,000 200,000 200,000 200ユ000 200,000 200,000 200,000 200,000i200,000 200,000 200,000 200,000

積立金 1,010i 5,750 9,75可 14,050 18,450! 23,984 37,280 49,687 66,810 84,400 108,059 123,293

発行紙幣 ユ20,000t i20,000 160,000 ･159,921 159,760 160,OOOi 156,531 153,018 148,702 144,214 王39,569 134,846 130,173

紙幣消却金 I - 3,469 - -

公金預金 - - - 4,998 -
人民預金 116,568 164,851 162,194 211,455 244,146 249,720 302,132 310,992 367,919 466,716 404,930 458,458 464,093

笹入金 - - - - - - - -

他店為替借 1,918 259 7,220 3,425 上849 12,625 6,130 316 2;641 589 55,727 58,093

その他 - - - - - - -

滞貸準備 - - 500 2,000 3,275 5,000 i,30i 5,950 i,962 2,000 2,000 4,095 `2,500

当期利益金 ll,291 12,905 18,320 22,069 23β2王 22,601 25,687 24,175 2上225 22,743 29,742 23,841 24.lol一

前期繰越 1,571 1,568 987 2,267 2,018 2,344 2,800 4,280 5,448 6,150 1,500 5,066

負債.資産合 397,859 452,256 548,601 613,404 654,944 659,640 728,075 740,386 794,094 910,578 867;375 992,384 上007,322
(資産)

公債証書 169,143 190,072 228,637 223,200 239,384 223,733 252,822 240,262 254;194 353,675 303,192 233,258 203,253

貸付金 128,.482 161,362 226,992 265,949 292,247 295,314 322,789 354,345 368,686 465,120 462,342 594コ487 586,621

廟限過貸付 342 200l 4,433 3,080 3,060 6,750 3,850 350 - -

創業入資 2,744 2,560 2,000 1,600 り80 580 - -

所有物勘定 2,222 2,171 4,500 5,200 3,500 2,700 1,430 1,230 120i 4,335 3,100

仲店為替貸 9,000 15,206 27,389 ･43,254 i,090 22,753 405 2,649 3,250 2,811

荷為替手形 2,224 2,593 2,050 900 48,130 8,300 400

諸買入代金 l7,740 451 - - - -
その他 379 4,2如 1,189 1,504 240 6,130 46,875 51,568 6一,823 12,022 1,995 71,155 75,719

金銀有高 65,902 88,404 85,081 94,260 87,021 42,867 88,018▲ 67,605 107,751 79,011 96,993 85,915 135,818

出所 『函館新聞』 明治12年8月6日から明治24年7月19日までの各半季実際報告の広告より抜粋し､葉音作成｡

なお､12年下期分については『北海道金融沿革一斑』(北海道拓殖銀行･第2編､第4章､第2蔀の『国立銀行ノ創畢』p121)から抜粋した0

12年の配当年利回りについては資料はなく不軌 また12年度以降については､各年度の下期だけを掲載した｡H は残高ゼロを示す｡



宅地に重点をおいていたと推量される｡

開業早々から､表-36のように貸出金は 128,482円となり預金の 116,568円を上回って

おり､当初からオーバーローンで始まっているのは､上記のように専門的業務が最初から出

来たことと､函館の商人から大きな信頼を担って誕生した国立銀行であったからだった｡貸

出金は当時の函館の旺盛な資金需要に支えられて年度を追うごとに増加していった｡期限過

貸付も滞貸付金も各年度とも低位にあり､函館の市況も順調で資産状況は良好であった｡

貸出金利については､大蔵省銀行局報告によると､｢明治 14年､5年ノ交二於テ函館ノ金

利ハ年三割二高点ヲ保チ小取引ハ猶其上二出ツルモノノ如ク｣｢16年二至リテ少シク低下シ

テ一割五分乃至二割リニシテ猶低下ノ趨勢｣112とあり､開業当時は高止まりであったが､

16年以降は他行との競合もあり､全国からみてもほぼ同水準になっている｡貸出利息が総

収益金に占める割合は､明治14年の全国平均では52.6%であるが､北海道内の平均は66.9%

とかなり高めであった｡貸出金額にもよるが､この頃は全国から見ても高金利であったのも

要因の一つでもあった.

表-36の半季実際報告は､函館新聞に掲載された株主総会の株主-の報告を広告したも

のから科目を拾って作成した｡預金勘定は開業から順調に増加しており､函館住民の銀行に

対する信用が大きかったことがうかがえる｡預金科目の中では渡辺熊四郎がこだわった開拓

使からの公金の預かりが､この実際報告の科目の中には見えない｡渡辺熊四郎が努力をした

のも拘わらず､資本金が低額なのが理由なのかは不明であるが､公金の取扱は実現出来なか

ったものと推量される｡

道内にある全銀行の明拍12年から19年の銀行本支店の預金合計を見ると13年に58,764

円､14年に88,288円､15年 19,379円､16年 13,385円の御用預金が表示されている｡こ

の年度期間内には三井銀行函館支店､私立銀行､4つの国立銀行本支店が道内に存在してい

たが､三井銀行が官公金取扱を独占していた｡

半季利益金は設立当初から1万円台を維持し､貸出金が30万円に近くなってからは順調

に2万円台を続けた｡2年目に入り旺盛な資金需要を補い資金不足を補充するため､5万円

の増資を行い20万円に増強した｡｢他店為替借｣｢他店為替貸｣は函館の物流が盛んである

ことを示しており､北海道の海産物や特産物の移出と内地よりの米などの農産物や酒､砂糖

等の生活必需品､生産用具等の移入が行われ､売買代金の決済に銀行の為替が活用された｡

第百十三国立銀行は東京に支店を設置したほか､大阪､京都､横浜等､主要都市と全国に為

替のコルレス契約を結んでいた｡配当年利回りについては､明治 12年の開業より20年代

112同上､223頁｡
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にかけて 10%から15%台を確保している｡経営陣はシャンドの指導した ｢健全経営｣を実

行し､堅実で安定した経営状態を続けた｡

その後､明治 30年 6月に営業満期前特別処分法により最終営業 日を迎え､同7月 1日に

第百十三銀行となり､道内有数の銀行として函館及び北海道経済に大きく貢献していった｡

Ⅲ.函館第百四十九国立銀行

1.時任上申書による 調査 ･報告

函館には､明治 11年 11月に設立された第百十三国立銀行とは別に､もうひとつの国立

銀行が誕生した｡最初の第百十三国立銀行に対しては､開拓使の関与が大きかったことは

前述してきたところであるが､2行目の第百四十九国立銀行の設立に際しても､同じように

開拓使の調査と関与が行われたO下記の調査書は､第一国立銀行函館支店進出の時にも市

場調査を実施した村尾元長が､第百四十九国立銀行設立の申請について調査したものを元

にして､時任大書記官が開拓使長官宛てに提出した ｢時任上申書｣ といわれるもので､明

治 12年 3月 11日に提出された｡

江湖組当港､分店ノ義事情探偵ノ次第別紙ノ適時任大書記官上申健二付此段開申仕候也

明治 12年 3月 14日 江湖組分店開業二付事情上申

東京酉川岸町荷為替商店江湖組 卜唱ルモノ当地へ分店開設敦シ度旨規則書添間組長崎県士

族小美田利義ヨリ出願取調為致候処本線ハ明治十年一月中東京府ノ許可ヲ得テ設立シ該組

営業ハ元本使御用達木村万平等専ラ負担尽力侯趣二相聞へ且ツ本組許可ノ証ナク明治六年

大蔵省第八十四号布達第四項二抵触ノモノニ報答有之則テ去年中東京府同趣意ヲ以テ指令

致シ置候然二木柑万平ハ曾テ本使二対シテ不体裁ヲ醸シタルモノ又前顕小美田利義ハ旧島

原藩士ニシテ旧藩主及士族等 卜当地へ銀行設立ノ見込ヲ以テ其筋-出願既二許可ヲ得タル

趣二付一応内探為致候処小美田ハ勿論其外ニモ同組ニテ株主 卜為ルモノ数名アリ尚此地ニ

テ株主ヲ募 り侯由到底江湖組営業ハ右銀行 (今度許可ヲ経テ設立スルモノ第百四十九号銀

行) ト併立シ専ラ営業ノ目的二相見へ木村万平ハ株主ノー人ナルヤ否判然不致且ツ東京出

張所今般照会ノ書面二依レバ東京本紙ハ目今万平倖木村万次郎名義二俣由別紙景況聞取書

卜共為御参考添一応此段上申申仕置健也

一二年三月十一日

113前掲(注 88)､995貢｡
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第百十三国立銀行の設立については､｢函館-銀行創立悠漁方｣として開拓使は慎重に市

場調査を実施して､地元有力者に対しては官側の主導で参加を促し設立準備を進めていっ

た｡しかし第百四十九国立銀行の場合は､まず､元開拓使用達木村万平という人物を ｢不

体裁ヲ醸シタルモノ｣として警戒の目を向けて調査し報告している｡

明治維新以降､外国商船の沿岸航路-の進出は政府にとって脅威であったため､外国海

運勢力に対抗するため政府の保護による諸海運会社が創設された｡国内海運の近代化のた

めに明治 3年2月通商司の監督のもとに三井組に支援させ東京に半官半民の回漕会社を設

立したO東京の廻船問屋､定飛脚問屋などから15人が頭取に任命されたが､そのうちの一

人が指摘された木村万平で､この会社の創立には彼の主唱をとりいれたといわれている｡

開拓使もこの回漕会社に船舶を委託して運営にあたらせ､函館 ｡東京間の航路の充実に

力を注いでいた｡明治 5年には､回漕会社運営時に開拓使の用達に任じられていた木村は､

靖国-の貿易を従来の横浜港から函館からの直輸出にするよう開拓使に呼びかけ､意見書

を提出している｡このように､木村万平は開拓使との関係を早くから保ちながら海運関係

に従事していた人物で､なにが不体裁を感じさせていたのか不明だが､調査にあたった開

拓使は彼の所属していた江湖組と第百四十九国立銀行との関係に警戒の念を持っていた｡

『函館市史』には当時の状況が詳細に載っているが114､江湖組とは木村を中心として設

立された荷為替商で,大阪を本拠として営業していた｡その後､東京や各地に支店を設置

して事業の拡大を図っていったが､僅か 6ケ月で設立時に集めた資本金額を損耗し運転資

金を江湖組に引き上げて閉店してしまった｡ところが再度､東京を本拠として大阪､馬関

(下関の別称)等に分店を設けて開業を試みたが実現はしなかったという｡その後､明治

11年4月より業務を再度開始しようと､あらためて東京府の許可をえて開業した｡しかし､

今までの一連の状況から中心となって営業抱当であった木村万平に対して投資家たちは不

信感を持った｡この江湖組の資本金は旧島原藩主の資金で作られたもので､第百四十九国

立銀行の設立にも大きく参加 していた臼杵藩知事 (稲葉久通)も経営に参加していた｡臼

杵藩知事は島原藩主とも懇意で､どちらも資産家で豊富な資金を蓄えていた｡お互いの藩

から適当な人材を出し､業容を変更しながら企業としての目的を遂行していこうとしたが､

その中心として選出されたのが､｢時任上申書｣にあるように事情聴取された小美田利義で

あった｡開拓使が当初から案じていた懸念が､後になって木村､小美田の関係した会社に

よって現実のものになっていった｡

114前掲(注 88)､996頁｡
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2.函館第百四十九国立銀行の設立

旧両藩主と各々の家令 ･家扶たちが新規事業について討議した所､銀行経営を目指すと

いう結論が出され､設立場所は東京に決め開業の準備を進めようとした｡しかし､旧島原

藩主が九州の企業に投資するので当計画-の参加を騰躍､一方の旧臼杵藩が当初の東京進

出を始めたため別に銀行設立を模索､旧島原藩主は当時の大隈大蔵卿に参考意見を聞くた

め面会をした｡

『開拓使公文録』に､その当時の二人による面会時の詳細が載っている｡

｢大蔵卿ヨリ発言ニテ銀行ヲ開ク事ヲ促スニ依り其地方ハ何ノ地位二在ルヤヲ問フニ各

府県下既二銀行設立二制限アリ設立ス-キ地ナシ只北海道ハ未夕制限二滴タス且ツ該地ハ

物産多ク函館ノ如キハ漸次二繁盛ノ勢ナレハ先該地二設ケル方適当ナル-シ之ヲ設立スル

ニハ所有ノ古金銀ヲ政府二上納シ紙幣 卜引換之ヲ以テ其方向ヲ立ル可然等種々ノ説明二依

テ始メテ函館二銀行ヲ開設スル見込ミヲ立タル趣｣115となったのである｡

旧藩主と大蔵卿の会話では､全国から国立銀行設立の要請が殺到しており､予定された

国立銀行数はほとんど満杯状態で､空席の府県はないということであった｡制限を超えた

というのは､前述の明治 10年 11月の ｢国立銀行条例｣改正による全国の資本総額を4,000

万円としたことであった｡北海道-の誘致は積極的で､特に中央都市であった函館の商業

は今後も大きく成長していくため､国立銀行の設立場所として最適と言っている｡

そのため旧島原藩主は舌金銀を紙幣に引換て､その紙幣をもって旧藩主の公債証書を買

上げて銀行の資本に充当する見込みを立てた｡共同歩調をとると見られていた旧臼杵藩主

に提案したが､旧藩主や旧臼杵藩士たちは先述のように東京に国立銀行の設置を準備中で

あった｡それが資本金 30万円により明治 11年 12月4日に誕生した第百十九国立銀行で､

発起人や役員は旧臼杵藩の家令･家扶たちで､旧藩士の救済目的で金禄公債を資本として､

東京を本店に､地元大分に支店を設置したものであった｡

しかし､両藩主たちの約束事として旧島原藩主たちが国立銀行立ち上げの時は､旧臼杵

簿からも資金援助は行うと公約していたため協力をすることになった｡先述の開拓使当局

の上申書に調査の対象とされた木村万平と､事情聴取された旧島原藩士族の小美田利義た

ちは､第百四十九国立銀行の設立のために奔走し出資者を募った｡

国立銀行設立の創立願書には､第百十九国立銀行と同様に資本金 30万円として提出した

ものの､大蔵省からは20万円に減額の内示があり､第百十三国立銀行の資本金 15万円を

115 『開拓使公文録』､5904貢｡
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参考として20万円に決定した｡しかし､現実に出資金を募る時点で､それを更に減じて 13

万円として株数 2600株､50円で募集を開始した｡減額の理由は集める側の理由なのか､

それとも銀行紙幣制限高に近づいてきたことによる政府や大蔵卿らの指導によるものなの

かは､詳細な資料もなく不明であるが､国立銀行創立については認可された｡ところが事

前に出資を依頼していた予定者から､払込の段になっても資金はほとんど集まらなかった

所から､設立側の都合とみる｡

『三菱銀行史』には､｢明治 12年 5月島原藩士渡辺亨外各地出身者 488人連盟して｣116､

また宿利重-の 『荘田平五郎』には ｢旧島原藩士及び同藩出身のものが連契し｣｢資本金十

三万円の第百四十九国立銀行を函館に設けたにもかかわらず株主の払込思わしくない｣と

いうことで ｢旧臼杵藩主稲葉家も十万円の出資を｣117することになった｡予定していた払

込が何故出来なかったのか不明であるが､発起人側になんらかの理由があったように思え

る｡中心となって設立を進めてきた旧島原藩主家が残金の 3万円を出資し､ようやく設立

にこぎつけた｡

3.営業状況

明治 12年上期から17年下期までの5年間の半季実際報告を､函館新聞の決算公告から

科目ごとに拾い出して表-37の一覧表を作成したO発起人たちは函館の商人や農民でもな

く､また地元から後押しされてできた国立銀行では無かったため､第百四十九国立銀行に

預金はほとんど集まらなかった｡貸出は資金需要が出てくれば残高も増加してくるが､預

金は函館の住民から信頼を得られていないことから残高を確保することは難しかった｡公

金についても第百十三国立銀行同様に取扱いは無く､15年下期に僅か 1,370円の残高が確

認されただけであった.

貸付金は､先行した第百十三国立銀行と比較するとかなり低い金額で､毎年多少ずつ漸

増していくものの最終の決算期には 10万円台で終わっている｡調達が思うように捗らず､

貸出に回すのも発行紙幣に頼 らざるを得ず､また設立経緯から取引先数も少ないため実績

も上がらなかった｡第百四十九国立銀行が破綻した直接の原因は保証債務にあるが､後述

116 三菱銀行史編纂委員会 『三菱銀行史』､1954年､47頁｡

117宿利重- 『荘田平五郎』､1932年､581貢｡
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義一 3 7 函館第百四十九国立銀行 半季実際報告
(単位 円)

13年上期 13年下期 14年上期 14年下期 15年上期 15年下期 16年上期 16年下期 17年上期 . 17年下期

(負債) ｢

琴本金 130,000 130,000 130,000 130,000 130,000 130,000 130,000 130,000 130,000 130,000

積宰牟 645 1,630 2,680 3,780 4,980 6,180 7,480 8,797 10,317

発行紙幣. 80,000 80,000 ー80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 79,152 78,266

紙幣消却金 - - - 849 1,734

公金預金 1,370

人民預金 6,851 9,570 5,293 2,975 6,639 24,658 9,289 24,268 14,116 20,_031

借入金 - lO,引5 7,873

他店為替倍 3,071 4,083 14,102 5,170 7,567 9,323 18,742

:振出手形 5,600 - - 1,400 2,000 -

滞貸蝮備 - - 600 600 1,000 2,500

当期利益金 6,914 _lO,461 10,769 ll,243 ll,153 9,714 9,550 ー9,398 9,205 2,165

前期繰越 - 78 374 559 1,172 1,595 630 650 1,069 1,275

負債一資産合計 226,836 236,354 228,065 231,541 246,848 253,719 254,036 259,965 261,383 265,029

(資産)

公債証書 85,350 85,350 89,995 89,995 85,269 86,403 88,389 79,216 79,216 79,l216

筆付傘 91,313 86,508 83,697 96,595 123,252 116,222! 123,765 133,060 137,179 145,2.89

期限過貸付 940 1,540 1,540 600 1,712 6,511 -

紙幣消却元資 10,000 21,000 22,017 23,017

創業入費 5β13 5,136 4,956 4,770 4,590 4,410 4,230 4,050 3.,870 3,690

所有物勘定 1,675 7,719 ▲7,448 - 6,830 6,510 l6,190 5,870 5,550 5,230

他店為替貸 10,261 23,502 14,917 7,130 5,176 -

荷為替手形 r,648 -
その他 3,467 - -

金銀有高 27,807 27,198 25,510 31,508 26,906 34,396 19,749 10,255 13,549 8,585

出所 『函館新聞』 明治13年8月14日から明治18年2月6日までの､各半季実際報告の広告より抜粋し,筆者作成｡

開業(明治13年2月10日)より､合併により消滅するまで(明治18年5月7日)の全期間を掲載した｡Hは残高ゼロを示すo



する楽産商会-の不良貸金が関係 している可能性もある｡実際報告からは日に見える滞貸

金は多くないものの貸出額が思うように増加は出来なかった｡また､為替手数料を加えて

も半季利益金は改善せず､15年以降は 1万円を超えることはなかった｡第百四十九国立銀

行の収益状況は決 して良好な状況とは言えず､配当利回りについても同時期から下降し始

め 10%の水準を割 り込みながら破産状態に入っていった｡

4.｢楽産商会｣設立と東京第百十九国立銀行との合併

旧臼杵藩と旧島原薄は藩主同士及び家令､家扶とも密接な連携のもとに国立銀行の設立

に携わり､のちに更に深く関係を保つことになる｡第百四十九国立銀行の株主として名を連

ねているなかにも､東京第百十九国立銀行の株主が多く参加 しており､第一回考課状には､

重役 8名のうち､5名は旧臼杵帝の士族たちであったと記載されていた｡

また､両行の密接な関係はさらに続き､｢両銀行創立以前に小美田なるものがあり､同志

と北海道の物産を内地に輸送､販売することを企てていたが､両銀行の創立と共に､勧説し

て之に金 1万5千円づつ出さしめ､楽産商会なるものを設け｣ることにより事業にも連出し

た｡そして ｢輸送貨物の同社の荷為替は第百四十九国立銀行を経て第百十九国立銀行宛に取

組｣み双方の実利をあげて､合わせて両銀行の業務拡大を図った｡江湖組の後身といわれた

楽産商会は ｢設立当初は物価騰貴の際で収益頗る上り｣118､事業としては大いに繁盛 し発展

していった｡そのため､明治 14年 12月にさらに業容拡大のため資本金の増強を図ろうと､

郵便汽船三菱会社に増資額 15万円の借款申し込みを行なった｡借入の申込を受けた三菱会

社は､国立銀行の出資した会社であっても債権保全の必要ありとの判断で､国立銀行 2行の

弁済保証をとった｡

当然のごとく､同商会の輸送貨物はすべて三菱会社の輸送船に積載するのが条件であった｡

｢金円貸借約定書｣(融通金約定書)にはお金の出してである三菱為替店から15万円の融資

が行われ､期日に返済が行われなかった時には､両国立銀行が弁済すべLと約定している｡

いわゆる銀行の債務保証であるが､第百四十九国立銀行の半季実際報告の中にはその形跡は

見あたらない｡銀行の本業としての債務保証ではなかった｡ 経済基盤の脆弱な時にリスクの

高い契約であり､まして､第百四十九国立銀行の資本傘が僅か 13万円の中での 15万円の保

証債務であった｡

楽産商会が資本金を増強した頃から､日本経済は景気反動期に入 り一般物価が一気に下落に

118前掲 『三菱銀行史』､45-46頁｡
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転じた｡

『三菱銀行史』119では例をあげて説明しているが､函館発送時の時価の 70%で為替金を融通

した貨物でも､東京着の頃には運賃､手数料等を引けば為替金支払に不足金を生じ､出荷す

る度に赤字を累積させ明治 17年には破産状態となり､両国立銀行もまた経営困難に陥って

しまった｡

このとき､先の参考文献に出てくる元日杵藩士族であった荘田平五郎が三菱会社にあり､両

銀行の首脳の要請を請け故郷の多くの旧士族のために奔走し､最良の解決のために尽力した｡

｢三菱会社は当時三菱為替店の廃止を決定しその業務縮小を図りつつあった｣､こともあり

｢両行破綻による影響を掛酌して銀行首脳者の懇請を容れその経営を継承することに決し｣

120両行を合併することにより三菱会社に引き受けさせることになった｡

明治 18年 3月 16日合併契約を締結し､第百四十九国立銀行は貸借差引残高皆無とした上､

同行株主より一株に付き 50円の新規払込を徴収､第百十九国立銀行は資産負債差引残高を

株式払込額 30万円と評価した｡第百四十九国立銀行の経営内容の悪化も当然であったが､

当行は旧臼杵､島原藩主たちによる設立であり､消滅 してもー般士族や町民に被害が及ばな

いことにも対応の違いがあった｡次いで4月 18日政府の許可を受け5月 7日合併を実行し

た｡承継した第百十九国立銀行は三菱会社が引き受けることとなり､ここに第百四十九国立

銀行は完全に姿を消すことになった｡

Ⅳ.函館第百十三､函館第百四十九国立銀行の特質

函館に設立された両国立銀行の最も大きな相違点は設立時にある｡第百十三国立銀行の設立

にあたっては､前述のように開拓使の積極的な呼びかけがあり､函館支庁を通じて市場調査

から資本金額の提案をしている｡また豪商といわれた函館の有力な商人たちに､国立銀行の

創設を慎重にまた十分に配慮しながら訴えている｡そして､当初 10万円で申請を提出したが

開拓使の大書記官より政府内状況を説明して､今後のことを予想すると増資は難しく20万円

での再提出と進められる｡呼びかけられた函館の商人も､商工業の発展のためには銀行の創

設が必要と待ち望んでいたこともあり､前向きな対応を行い､さらに協賛する商人たちに参

加を促 した｡第百十三国立銀行の函館に於ける存在価値は､創立のときに商人たちにより築

かれていったものであった｡

119 同上､46貢｡

120 同上､47貫｡
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一方､第百四十九国立銀行は函館支店設立に関わる調査により､関係者に疑念を生じさせる

人物が存在するとして報告されており､それが最終的に破綻の要因にもなった｡同じ調査報

告でも前者とは内容に大きな違いがあった｡元来､当行の設立の発想は秩禄公債の運用から

始まったもので､当初より､函館経済を支えていた商人たちのために作られたものはなく､

函館に安定的地盤を保有することは到底に無理なことであった｡

また､両行の半季実際報告をみても､前者は銀行本来の事業を堅実に遂行しているのがよく

理解できる｡函館の有力商人の間には銀行創設の期待は早くからあり､また開拓使からも勧

誘を受けていたが､当時銀行経営に精通した人物がいなく､銀行簿記など目にしたことはな

かった｡第百十三国立銀行の関係者は､設立前に必要な知識を習得させるため､イギリスの

銀行家アラン･シャンドに出向かせた｡そのシャンドの指導した経営方針が ｢健全経営｣ で

あり､それを忠実に守り業務を遂行していった｡

一方､第百四十九国立銀行は前にも述べたように､取引の核となる函館の地元商人との信頼

と支持を得ている度合が希薄であった｡同じ函館の市場で営業している第百十三国立銀行と

比べると､預金残高は大きく水をあけられ､貸付金も常に半分以下の実績しか挙げることし

か出来なかった､｡ 直接の破綻原因は保証行為の履行問題で､今でいう経営者の企業倫理の欠

如が問題にされるところであるが､それ以上に銀行のもつ資質に大きな問題があったと考え

られる｡半季実際報告をみても､函館に根を下ろした経営が出来ていたとは計数から認めら

れない｡しかし北海道の産物を内地に輸送販売した楽産商会-の投資から考えると､利益追

求だけではなく､北海道内の産業発展のための融資政策もある程度は行っている｡ 67件の貸

付金口数があったことから､開業時の比較では第百十三国立銀行の約 3分の 1であるが､多

少ながらも函館経済の発展に貢献していたのである｡

関与の内容が違っても開拓使の悠漁があって設立された両国立銀行であるが､前述のように､

第百四十九国立銀行は営業満期を迎える遥か前に市場から撤退を余儀なくされた｡もう一方

の第百十三国立銀行は第百十三銀行に変更後､旧北海道銀行と合併し北海道拓殖銀行を経て､

現存する北洋銀行-と受け継がれていった｡

第 3節 大阪における国立銀行の設 立 と 特 質

ここまで新潟と北海道の国立銀行に つ い て 研 究 を すすめてきたが､当時日本の大商業都

市である大阪の国立銀行について､第 3節でその設立と特質を明らかにする｡その対象と

しては､最初に大阪で本店を構えた13行の国立銀行を調査の対象とした｡そのうち､第十

三国立銀行､第三十四国立銀行､第百三十国立銀行については､｢半季実際報告｣にもとづ
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いた経営分析をおこない､その特質をさらに掘 りさげる｡

Ⅰ.大阪の開港､開市と国立銀行の設立

安政 5年 6月 19日に徳川幕府が米,英､仏､蘭､露 5カ国と結んだ修好通商条約により､

慶応 3年 12月 7日に神戸の開港と大阪の開市が行われたが､諸外国からの要求により明治

元年 7月 15日大阪も開港にふみきった｡ 維新直後の大阪地方は､新政府の直轄地 ･藩領 ･

旧天領 ･旗本領 ･公家領 ･皇室領 ･寺社領などが錯綜していた｡その うち大阪市街地 と堺

の市街地が新政府の直轄地であったが､同年 5月 2日には大阪府が､6月 22日には堺県が

新設された121｡ この年の銀目廃止､4年の廃藩置県に伴 う蔵屋敷廃止､5年の株仲間解放､

6年の藩債処分などが相次ぎ行われ､大阪経済は大打撃を受けた｡その背景には､幕末の開

港を契機とする流通網の変化があった｡大阪の開港は従来の商品流通 との決別を意味して

いた122｡

徳川政権崩壊から明治前期の間は､明治維新に伴う混乱や急激な変革により大阪経済の

近代化は軌道にのらなかった｡そ ういった中で､各国が大阪の開港や開市を強く求めたの

は､天下の台所 といわれた大阪が､国内の中で最も商業の盛んな都市 としての高い位置を

占めていたからであった｡しかし､開港直後は外国商人が期待 した大量の商品交易は実現

されなかった｡大阪の経済が本格的に復活するのは明治 23年以降になる｡下記の表-38

により大阪港の貿易量を見ていく｡

義-38 大阪港の外国貿易額 単位 千円

年 次 総 額 輸 出 輸 入

1868年 201(0.7) 60(0.3) 141(1.3)

1872年 1,736(4.0) 1,269(7.4) 467(1.7)

1882年 1,960(2.9) 419(1.1). 1,541(5.2)

1887年 2,101(2.1) 657(1.2) 1,444(5.2)

出所 『大阪市史』第 6巻､342頁 (｢明治大正大阪市史｣第 3巻より)･( )内は全

国比｡

明治元年には､戦乱のため武器や兵器､軍需品等の輸入により貿易総額は 201千円あっ

たが､輸出は蚕卵紙､生糸､菜種油､昆布､茶などにより6万円にとどまった｡5年には生

121 藤本篤 ･前田豊邦 ･馬場綾子 ･堀田暁生編 『大阪府の歴史』山川出版､1996年､256
貢｡

122 新修大阪市史編纂委員会編､『新修大阪市史』第 5巻､大阪市､1991年､332貫｡
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産技術の向上や従事人口の増加により輸出が急増するが､.10年には大きく後退しその後も

低迷状態が続いた｡当時最大の貿易港であった横浜港は全体の約 70%を､また神戸港は約

20%を占めていたのに対し､大阪港は桁違いに1%台と大きく引き離されていた｡大阪の

交易が不振であった理由は港湾の不良が大きな原因であったが､大阪商人が維新後の経済

の変革にうまく対応しきれなかったことも要因の一つとされる｡しかし､明治20年代にな

ると大阪にマッチ ･紡績 ･金属などの輸出産業が興り､製造量も急増して貿易額も増加傾

向を示すようになった｡

明治前期の大阪府の統計にも20年までに誕生した各種産業のあとを見ることが出来る123｡

工業諸会社及び諸製造所欄には同年迄に起業した企業名と数が掲載されている｡精米所 (2)

綿工場 (3)マッチ工場 (7)硝子製造所 (2)製粉 (4)絞油水車工場 (3)煉瓦製造

(5)織物 (2)､外にランプ製造､藁紙製造､造船､活版印刷､製紙工場等の会社が新設

された｡大阪における資本金 1千円以上の製造業 111企業のうち44事業先が20年に創設

されている｡また､商業では同年迄に設立された資本金 5千円以上の商業諸会社 45社中22

社がこの年に新設されている｡業種としては米､酒､醤油､牛乳､麦酒等の食品､木綿呉

服､石炭､旅館､温泉や藍などの販売会社が新設された｡この企業勃興熱は20年以降も止

まず企業は増勢傾向にあり､また同年 12月 31日現在では戸数は265千戸､人口は 1,279

千人と膨張し､この時代の大阪は商業都市としての復活が始まっていった124｡

幕末以降の経済界の混乱を救済するため､明治政府は欧米の制度に倣って新しい経済制

度を打ち立てることとし､そのひとつに銀行制度を移植した明治2年に､新政府は全国に8

ヶ所の為替会社を設立し､大阪にも同年 8月に設立されたが､この大阪為替会社は他の設

立地と同様に､大阪における最初の株式会社組織による金融機関であった｡ 大阪為替会社

は商業金融と一般金融の発達を図るため設立されたもので､同時に設立された大阪通商会

社とは姉妹会社として共に通商司の指導を受けて営業した｡為替会社は政府より特別の保

護を受けた特許会社でまた発券銀行であり､会社は金券や銭券を発行しそれを諸方面に貸

し付けた｡

当時､設立当初の新生会社を効果的に運営できる経営者はまだおらず､また社会に認知

されていない金融機関を利用する人はごく少数であり､金融に関する知識を得る機会も少

ない時代であった｡そのため､大阪為替会社は他の為替会社同様に多大の損失を発生させ､

ついに7年 6月 30日に解散をした｡これにより､我が国最初の銀行は実現しなかったが､

123 同上､342貢｡

124 藤井隆至掃『明治前期全国府県別統計集成 15･大阪府の統計』復刻版､東洋書林､2001
年､65-68貢｡
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その間､明治政府は伊藤博文らに欧米の金融制度について調査を命じ､帰国後に有名な ｢明

治4年の銀行論争｣を経て､明治 5年 11月 15日に国立銀行条例が公布された｡

政府の国立銀行制度の大きな目的は政府紙幣の鉾却と殖産興業であり､国内に多くの国

立銀行の誕生を期待していたが､申請したのは5行だけであった｡

その中の第三国立銀行は開業前に解散し､実際に設立された国立銀行は､政府の強い要

請のもとに三井 ･小野組によって設立された第一国立銀行､為替会社で唯～残った元横浜

為替会社からの第二国立銀行､越後の豪農と新潟港の回船問屋たちによる第四国立銀行､

それに薩摩の島津家とゆかりのあった商人と士族が設立した第五国立銀行の 4行のみであ

った｡

第一期の国立銀行は正貨允換という政府の目論見が支障となり､允換紙幣を発行すれば

即正貨との交換を求められ､国立銀行の正貨準備高が枯渇したことから経営を維持出来な

くなった｡このため政府は 9年に国立銀行条例の改正を行い国立銀行券の正貨允換を廃止

し､同時に士族に発行された金禄公債浪費の防止のために公債を出資金とすることを許可

した｡ このため､全国に国立銀行が設立されピーク時には 153の国立銀行が誕生し､大阪

にも表-39のように多くの国立銀行が設立されたOしかし､他府県-の移転や経営悪化に

よる破綻等により営業満期までに数行が姿を消したほか､他の地域からの移転で大阪に営

業拠点を移す国立銀行もあった｡

秦-39 大阪府 に本店を置いた国立銀行 (設立場所 ･後継銀行)

国立銀行名 設立場所 その後の経緯 後継銀行 現存銀行

第 3国立銀行 大阪 今橋 開業せず - -
第 5国立銀行 大阪 城北通り 9.1東京-移転 第 5銀行 三井住友

第 13国立銀行 大阪 今橋 営業満期 鴻池銀行 三菱東京

第 26国立銀行 大阪 道修町 16.ll.7鎖店 - -

第 32国立銀行 大阪 北浜 131.142国立合併 浪速銀行 三井住友

第 34国立銀行 大阪 高麗橋 営業満期 第 34銀行 三菱東京

第 42国立銀行 大阪江戸堀南通 /∫ 第 42銀行 //

第 51国立銀行 堺 岸和田 // 第 51銀行 三井住友

第 58国立銀行 大阪 北堀江通 〟 第 58銀行 みずほコーポ

第 121国立銀行 大阪 北堀江 // 第 121銀行 三菱東京

第 130国立銀行 大阪 高麗橋 35.8銀行合併 第 130銀行 みずほコーポ

第 131国立銀行 堺 大庭 32国立-合併 13年岐阜移転 三井住友

第 148国立銀行 大阪 唐物町 31銀合併 .鎖店 山口銀行 三菱東京

第 73国立銀行 大阪 北堀江通 神戸から移転 第 73銀行 -
第 79国立銀行 大阪 本町 松江から移転 第 79銀行 34年破産

第 136国立銀行 大阪 北浜 半田から移転 第 186銀行 みずほコーポ

出所 『明治大正大阪市史』第4巻､『大阪市史』第5巻より筆者作成 (年号は明治)
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大阪の国立銀行は､他道府県に設立された国立銀行と異なる特質を有している｡

1.資本金による全国の規模別比較をすると､当初資本金の全国立銀行の平均は､特別に大き

い第十五国立銀行の 1,728万円を除くと､13.5万円であり､大阪の国立銀行の平均 16.7

万円と比較的近い｡大阪では 10万円台の地方色の強い小規模銀行が圧倒的に多い125｡

2.他府県と比べ設立後の増資実施の時期が早くまた頻度も商いが､これは20年代の大阪の

好景気により､国立銀行の営業がさらに活況を呈し､常に資本が不足したため増資するも

のが相次ぎ､また紙幣の増発を許可されたるものも少なくなかったことによる126｡

3.国立銀行条例改正後に誕生した全国の国立銀行の中には､士族救済のため元藩主や重臣の

出資により設立されたものが多数みられた｡153行の国立銀行の資本金総額 3,773万円の

うち 77.2%にあたる 2,912万円が禄券で払い込まれている｡しかし､大阪のばあい､大

阪城が幕府直轄領地であり他に高槻､麻田津､河内国には丹南､狭山藩が､和泉国には伯

太､岸和田藩があったにもかかわらず､岸和田簿を除いて士族の参加はなかった｡第五国

立銀行の旧薩摩簿や第百二十一国立銀行の旧土佐薄らは､大阪ではなく地域外の士族たち

の参加によるものであった｡

4.大阪のほとんどの国立銀行は､資本も経営も商人たちが取り仕切る典型的な商人による国

立銀行であった｡また､その商人たちも旧体制からの豪商や維新以降に才覚を表して大阪

の財界のトップに君臨していた人たちが多かった｡こうした人たちは､従来から商業の世

界に通じており､金融の必要性を強く感じていた人たちであった｡

5.営業満期前の破綻や､平和裏に鎖店した以外の国立銀行は､営業満期及び満期前に後継

銀行に引き継がれ､その後､合併を繰り返し最終的にはすべての銀行が現存する都市銀行

に後継している｡これは他の道府県の銀行では見られないことであり､大きな特徴になっ

ているが､都市銀行の本支店が大阪に集中していることが要因となっているのである｡

Ⅱ.大阪における国立銀行の特質

ここでは､大阪に本店を構えた国立銀行の概略をたどり､当地独特の環境のなかで設立

125 前掲(注 120)､327頁｡

126 大阪市役所編纂 『明治大正大阪市史』第一巻復刻版､概説帝､大阪市役所､1980年､

31貢｡
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された状況を明らかにすると共に､大阪の国立銀行が有する個別の特徴を解明する｡

表-40 大阪の国立銀行の職業別構成(明治19年末)

単位 円

職業別分類 預金残高 職業別構成 全国平均 慣 位 貸金残高 職業別構成 全国平均 慣 位

華族 0 0.0 4.1 0 0 6.5 -
士族 45,949 1.9 ll.8 9 174,552 5.6 ll.1 3

農業者 24,590 1.0 3.2 6 153.850 4.9 10.5 6

エ業者 16,280 0.7 0.8 2 8,469 0,2 0.7 10

会社 298,623 12.6 16.1 3 208,276 6.7 8.3 2

雑業者 125,059 5.3 5.8 3 253,650 8.2 4.6 3

(合計) 2,369,841 100.0 100.0 2 3,089,875 100 100 2

出所 『明治前期国立銀行預貸金の職業別構成』金融経済研究所.1965年の｢府県別預金者構成｣
及び｢府県別貸付先構成｣より抜粋して作成

全国の道府県別国立銀行の預金貸出金合計残高は､新しい首都となった東京が断然 1位

で､経済の中心が大阪から東京に移っていたことを反映している｡大阪が次に続き､預金

残高では東京と大阪で約50%を､貸出金残高では33.7%の高い割合を占めていた1270表-

40の大阪の国立銀行の職業構成をみていくと､預金では商業者が最も多く全体の80%近く

を占め､商業都市としての地位を保っていた｡ついで会社が約 30万円と2番目の預金高を

保持していたが､上位には東京と神奈川が位置していた｡士族､農業者とも残高は全国の

なかで上位にあったが､大阪の国立銀行全体では1%台と低く全国平均で下回っていた｡

士族の取引は元来少なかったが､商業者と会社が80%以上を占めていることもある｡また､

貸出金でも商業者が､東京､神奈川についで 74%以上と圧倒的に多く､貸出金でも預金額

の 123%に上り､旧体制からの商人や明治維新後の新興商人たちの事業意欲が旺盛であった

のが読み取れる｡前述のように大阪では設立後の資本金の増資時期が他道府県と比べて､

早期でまた頻度が高かったのは､当時事業経営-の投資に豊富な資金を必要としていたこ

とからである｡表-40に見られるように､東京の6分の1であるが､全国では次に続く融

資量を誇っていた会社についても同様なことが言え､預金残高同様に大阪にも新しい会社

組織が順調に育っていた｡

表-39のとおり､設立は認可されたが開業に至らなかった第三国立銀行は除いて､他道

府県-の移転や､反対に転入した 18の国立銀行が現在の大阪府に本店を置いた｡その中で

設立当初の設置場所が大阪府にある国立銀行を個別に分析し､さらに大阪としての特徴を

つよく持っ第十三国立銀行､第三十四国立銀行､第百三十国立銀行の 3行について､営業

状態を通じてさらに深く経営分析していく｡

127 杉山和雄 『明治前期国立銀行預貸金の職業別構成』『銀行局年報』の分析 (2)､『金融

経済』第90号､金融経済研究所､1965年､57-61貢｡
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1.第五国立銀行

明治 5年公布の国立銀行条例の下に設立された実質的に 4番目の国立銀行であり､大阪

で最初に設立された国立銀行であった｡

なお､設立経緯から営業状況及び､営業満期による普通銀行-の転換後については､第3

章､第 3節に述べたので省略する｡

2.第二十六国立銀行

第二十六国立銀行は明治 11年 4月 25日に､大阪東区道修町4丁目に資本金 5万円で開

業した｡役員は頭取に樺原振太郎､副頭取と取締役 3名､支配人 1名であった｡

第二十六国立銀行の特徴は､頭取が設立後の 5年間で 4人交代していることである｡こ

れは大阪の国立銀行のなかでも特異な状況といってよい013年下期の期限過貸付金 24,349

円と滞貸金 31,334円の合計 55,683円､翌年上期の37,967円とかなり高水準の不良債権の

多く､このことが頻繁な交代の原因といわれているOこういうことから､大蔵省よりの一

円銀貨の貸出にほとんどの国立銀行が拝借 と貸付の広告を出稿しているが､当行だけは対

象から除外された128｡

本業の貸出についてはかなり積極的に拡大を図っていたと思われる｡そのため周囲の国

立銀行と同様に運用額の不足を生じ､増資を繰り返し行い最終資本金は20万円としている｡

しかし､明治 11年から 16年頃に他の在阪の国立銀行が預貸金や収益金を増加させたのに

対 し､第二十六国立銀行は不良資産を発生させることにより不健全な資産を増加 させてい

た｡出資者は岡山に多く､経営にあたった役員たちも大阪で知られた商人はおらず､地盤

のない経営環境から貸出に対する取り組みに問題があったと思われる｡早期破綻 した国立

銀行で､どこにも引き継がれず市場から撤退させられたのは､飯山第二十四国立銀行､須

賀川第百八国立銀行､それに後述の第百二十六国立銀行と当行の4行であった｡16年の営

業停止命令の後に検査を受け､11月 7日鎖店処分が出され開業から約 5年で破綻 した｡廃

業後の残務整理は第三十四国立銀行頭取の同橋たち跡引受人があたっている｡

3.第三十二国立銀行

第三十二国立銀行は大阪十人両替の一人であった両替商の千草屋平瀬一族によって､明

128 藤田卯三郎 『今津の酒造家が経営参加 した大阪第 126国立銀行と大阪に於ける国立銀

行』､2005年､9貢｡
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治 11年 2月 8日に大阪東区北演 4丁目に資本金 13万円で開業した｡頭取は大阪で両替商

と大名貸を業とした 7代目千草屋宗十郎と言われた平瀬亀之助であった｡維新に際して旧

体制崩壊により多数の大名貸が倒産したが､千草屋は勤皇方との取引が多く倒産を免れた｡

平瀬亀之助は兵庫商社設立時の大阪商人20名の一人で､その後の大阪為替会社に於いて

も1万両以上出資 14名の内の一人であった｡日本火災保険社長､大阪貯蓄銀行取締役､大

阪博物場長等多数の要職に就いたが実務には携わらなかった｡自家の両替屋の営業をすべ

て第三十二国立銀行に移し､自ら頭取となった｡堅実経営に徹し､中小企業者に対して長

期金融に取り組んだ最初の銀行経営者であった｡｢平瀬露香｣の名をもつ文化人でもあった｡

経営に混乱を来した時期､平瀬は大蔵省銀行局に人材を依頼し､外山修造という人物を

紹介されたO外山は明治 14年に第百三十一国立銀行､第百四十二国立銀行を合併し､再建

整理に手腕を発揮した｡また外山は 12年に設立された大阪手形交換所の開設に活躍した大

阪知識人のひとりで､その後､初代の日本銀行大阪支店長､理事､衆義貞議員､積善同盟

銀行頭取､浪速銀行頭取､大阪貯蓄銀行副頭取 ･阪神電鉄会社社長､川崎造船所の監査役

等で措躍した｡

第二十三国立銀行は､明治 31年 1月 16日の営業満期に際して浪速銀行と改称し､同年

9月 8日に第五銀行と合併し満期継続し､頭取には外山が就任 した｡翌年に大阪明治銀行及

び大阪共立銀行を､大正 9年に大阪商工銀行を吸収したが､同年に東京の第十五銀行に吸

収合併され市場から姿を消した｡

4.第四十二国立銀行

第四十二国立銀行は､明治 11年 10月 18日に大阪西区江戸堀南通に資本金 20万円で開

業した｡頭取には田中市兵衛が就任したが､彼は徳川時代より何代も続いた干鰯肥料商で､

大阪､近畿地方を商圏とした当時の豪商のひとりといわれている｡取締役は 3名で取締役

支配人は金沢仁兵衛であった｡

田中市兵衛はその後大阪商船､阪堺鉄道､山陽鉄道設立に参加 しており､同橋治助 (第

三十四国立銀行)･松本重太郎 (第百三十国立銀行)と大阪 3大財閥の各頭取経験者のひと

りとなった｡肥料商から平野紡績を興した金沢仁兵衛と合わせて､彼 らは 『企業勃興期新

長者』といわれた新興勢力たちで､特に金沢は明治後期には東京の渋沢栄一や安田善次郎

をしのぐ資産と名声を誇っていた129｡

その後第四十二国立銀行は､田中を中心とした商人たちのための機関銀行になっていた

129 宮本又郎 『企業家たちの挑戦』中央公論新社､1999年､68-71貢｡
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が､明治 29年の田中の大阪商船株の買占めで80万円?欠損を出し､資金不足から銀行融

資も続かず､田中は事業活動から外れた｡田中たちは第四十二国立銀行を自らの事業に利

用していたと推測されている｡翌年 10月満期継続で第四十二銀行となり､その後北演銀行･

撮陽銀行と改称､大正 15年に同橋治助が率いる第三十四銀行に吸収合併された｡

5.第五十一国立銀行

堺県令であった税所篤による国立銀行設立-の強い働きかけと､華士族救済と秩禄公債

の費消防止を目的として､第五十一国立銀行は明治 11年 12月に岸和田最初の国立銀行と

して資本金 10万円で設立された｡発起人は旧岸和田藩士と商人たちであった｡頭取は素封

家で廻船問屋であった左納権-で､支配人は後日頭取に就く清酒醸造兼販売業 ｢酉甚｣と

言われた商人の寺田甚与茂であった130｡

経営状況は不調で､岸和田市史に掲載されている明治 15年から18年の前期の営業状況

からみても､預金､貸出金残高の推移は大阪の他の国立銀行と比較しても劣っていた｡岸

和田の産業の状態を示す割引手形や荷為替は全くなく､為替の仕向け､被仕向けとも実績

をあげることは出来ず､収益も僅かなものであった｡そのため､頭取左納権-よりの提案

で第三十二国立銀行との合併を株主総会で討議したものの､株主や寺田たちは岸和田の将

来における産業経済の発展を強く念願していたことから､結局多数の反対で合併話は消滅

した131｡ 明治 17年に 3代目の頭取に交代して経営も持ち直し､31年 1月1日に株式会社

第五十一銀行に改称し､泉南地区の銀行として昭和初期の銀行合同まで引き続き営業を続

けた132｡ 第五十一銀行が岸和田に本店を置く銀行と合併したのは昭和 15年であったO

6.第五十八国立銀行

第五十八国立銀行は､明治 11年 11月 28日に大阪北堀江通5丁目に資本金 12万円で開

業し､役員には頭取に杉岡荘兵衛､取締役支配人に実力者として評価の高かった大三輪長

兵衛が就いた｡初代頭取の詳細は不明であるが､20年に入り実質的な経営者であった大三

輪が頭取に就任している｡

大三輪は天保 6年福岡宮崎宮の神官の家系に生まれ長崎に出て実業界入りを決意し､そ

の後経済の中心地大阪に移り海運業､問屋業で成功した｡明治 11年の第五十八国立銀行の

設立に参加し､翌年には日本で最初の手形交換所である大阪交換所を開設し会長に就任し

130 岸和田市史編さん委員全編 『岸和田市史』第4巻資料編､岸和田市､1980年､168貢｡

131 同上､172貢｡

132 中滞米太郎 『明治 ･大正 ･昭和前期の泉州繁栄記銀行編』1977年､42貢｡
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た｡文化事業にも参画し､大阪最初の女学校 といわれる私立大阪女学校を私費で創立､『女

学課程略解』を著 している｡また政界にも連出し大阪府会嵩長､初代大阪市会議長を歴任

している｡経済界の実力者であったが､当時の大阪の資産家一覧に載っていないことから､

新興商人の一人であったと思われる1330明治 24年には朝鮮政府の招請に応 じ貨幣制度改革

に協力､その後京釜鉄道会社の設立発起人を務め役員に就任､また日韓議定書締結にも尽

力 した｡

第五十八国立銀行は､30年代には本店のほか支店出張所 12店を有 していたが､大三輪頭

取の影響もあり当時としては珍しく朝鮮の釜山､京城､仁川､平壌の4か所に支店を設け

ていた｡30年 1月に営業満期前特別処分法により第五十八銀行に改称｡同年 5月には平野

商業銀行を吸収 した楊井銀行 と合併した後､当時安田善次郎の第百三十銀行に吸収合併さ

れ姿を消した｡

7.第百二十一国立銀行

第百二十一国立銀行は､明治 12年 4月 11日に高知士族たちにより大阪酉区北堀江に資

本金 22万円で開業した｡頭取は旧土佐藩士の吉田直代とされているが､経営は困難な状況

であった｡ 18年上期に期限過貸付金 18,389円､滞貸付金 40,189円の合計 58,578円の多

額の不良債権がみられたが､決算では 88,793円の利益金を計上し70,421円の滞貸準備金

を積んでいる134｡

第百二十一国立銀行は早い時期に第三十四国立銀行の同橋頭取に営業の引受を依蹄 して

いる｡ 岡橋は吸収合併により本体に支障が出てくるのを憂慮し､当面別経営とすることを

条件に引き受けている｡そのため明治 16年に本店を船場に移転して営業を継続させている｡

同橋頭取は前年に第二十六国立銀行､翌年には第百二十六国立銀行の破綻後に大蔵省から

残務整理を任 されているが､第百二十一国立銀行については再生を目的に営業を引き受け

ている｡完全な破綻状態では無く､また援助する第三十四国立銀行は､12年に高知県の名

東支店で官金の取扱を開始 しているところから､高知士族が設立 した第百二十一国立銀行

に援助の手を差し伸べた理由があると思われる.30年に第百二十一銀行に改称､同年には

第三十四銀行に合併され三和銀行に引き継がれていった｡

8.第百二十六国立銀行

133 前掲(注 128)､62貢 ｡

134 前掲(注 127)､14貢｡
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第百二十六国立銀行は､明治 11年 12月 10日に開業免許を下付され､翌年 1月 16日に

開業した｡

当初は比較的順調で､他の国立銀行同様に資金需要があり同年 11月に10万円から20万

円に増資された｡発行紙幣高は本来 16万円であるが､政府の資本総額規制のため4万円減

の 12万円であった｡頭取は大阪商人の循岡理兵衛で､取締役に同地の商人が参加 している

ものの大阪の商人としての知名度は低くかったようである｡実質的なオーナーは兵庫県の

今津の酒造家千足利右衛門であった｡

第百二十六国立銀行が破綻したのは明治 15年 11月 22日で､後継銀行は存しなかった｡

全国立銀行のなかでどこにも引き継がれないで破綻したのは､飯田第二十四国立銀行の同

年 8月に次いで早い市場からの退場であった｡残務整理は第二十六国立銀行同様に､大蔵

省から指名された第三十四国立銀行頭取岡橋ら跡引受人たちにより行われた｡

9.第百三十一国立銀行

第百三十一国立銀行は､明治 12年 1月 15日堺県大庭で開業免許下付されたが､資本金

額は 6万円という少額での設立であった｡営業内容はまったく不明で 『大垣共立銀行百年

史』のなかに ｢明治 13年に堺県から加納に転入してきた大庭第百三十一国立銀行は､翌年

14年に大阪第三十二国立銀行-合併された｣ と記されているのみであった135｡ 千葉の第百

四十三国立銀行､東京の第百十八国立銀行､山形の第百四十国立銀行に次ぐ早い時期の合

併による消滅であったO『明治財政史』には ｢十三年五月第百三十一加納二本店ヲ移シ加納

卜改称ス十四年七月本銀行ハ大阪第三十二-合併136｣ とされ ｢加納第百三十一国立銀行｣

と表示している文献もある｡大阪府に在籍したのは 1年間であり､また合併まで 3年弱と

いう短命の国立銀行であった｡

10.第百四十八国立銀行

第百四十八国立銀行は明治 12年 4月 21日に､大阪における最後の国立銀行として開業

した｡株主は 3代目山口吾郎兵衛 (頭取)ほか 19名で､支配人には西田永助が就任した｡

堅実な経営方針による営業であったといわれている｡初代頭取が20年6月に逝去したあと､

2代目に娘婿の山口仁兵衛が就任し､西田が副頭取､越野嘉助が取締役兼支配人として実務

にあたった｡

135 大垣共立銀行 『大垣共立銀行百年史』1997年､22頁｡

136 前掲 (注30)､270頁｡
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第三十一国立銀行を明治21年に吸収合併したあと31年 12月20日に､最終的には営業

滞期で山口銀行-転換するが､それより前の同年 7月 1日に個人経営として山口銀行が開

業されている｡山口銀行は第百四十八国立銀行を受け入れるために作られたものであった｡

第百四十八国立銀行は国立銀行のままで終了したので統計上は鎖店という扱いをうけてい

る｡第十三国立銀行が個人銀行として設立した鴻池銀行に経営を引き継いだのと同じケー

スである｡

当時は山口家の屋号を使い ｢布屋の銀行｣と呼ばれ､上品で借用の厚い銀行と親しまれ

ていた山口銀行は､発足以降積極的に外部からの人材の登用を図っていた｡個人経営は大

正 6年 3月の株式公開まで続いたが､公開したことにより一挙に 2千万円に増額して株式

会社組織の山口銀行となった｡

昭和に入り金融恐慌と財閥大銀行との間の格差に対処するため､鴻池銀行､第三十四銀

行と昭和8年8月 17日の合同合併により三和銀行となった137｡

Ⅲ.第十三､三十四､百三十国立銀行の特質と経営分析

義一41大阪に設立された第13国立銀行､第34国立銀行､第130国立銀行の状況

第13国立銀行 第34国立銀行 第130国立銀行

設立年月日 1877年5月15日 1878年5月4日 1878年12月17日

開業 日 1877年5月21日 1878年4月13日 1879年2月15日

当初資本金 250千円 100千円 250千円

最終資本金 500千円 375千円 250千円

当初発行紙幣額 200千円 80千円 120千円

最終営業 日 1897年5月14日 1897年8月31日 1898年6月30日

普銀変更 日 平隠鎖店.個人銀行へ 1897年9月1日 1898年7月1日

乗継後の現行銀行 三井住友 三菱東京 みずほコーポ

初代頭取名 鴻池善右衛門 岡橋治助 小室佐書蔵

役員 6名 7名 6名

出所 『明治財政史』260ページ.国立銀行創立時期資本金高発行紙幣高表及び

『三和銀行の歴史』･『百三十銀行と松本重太郎』より抜粋し筆者作成

1.第十三国立銀行

明治 10年 5月 21日に､第十三国立銀行が大阪今橋 2丁目の鴻池両替店を本店として開

業し､条例改正後の大阪における最初の国立銀行となった｡発起人は 10代鴻池善右衛門幸

富､鴻池善九郎､山中貫之助､山中秀治郎､山中雅之助､山中鶴之助の合計 6名で､鴻池

一族以外の人たちはいっさい排除した構成になっていた｡株主は34人で､株数は2,500株､

そのうち 1,000株は鴻池善右衛門で､他も一族と使用人であった｡このことから鴻池家の

137 三和銀行行史編纂室編 『写真で見る三和銀行の歴史』三和銀行､1973年､18貢｡
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銀行と言われることもあった｡

役員も全員が､鴻池一族で､頭取は当主の鴻池蓉右衛門幸富が就任し､本家､分家､別

家の鴻池一族､およびその使用人により構成されていた｡そのため新聞広告には ｢当行株

主一同協譲ヲ以テ銘々引受ノ株式券状ハ揮テ当行へ相預ケ有之二付当行ノ株券ヲ以テ金融

等ヲ談スル者ハ悉皆詐謀二係ル因ヲ広告付候也138｣ として､個人での株券保有を認めず､

すべての株券を一族の銀行である第十三国立銀行で保管をしたo

しかし､明治 12年 8月に ｢鴻池家は突然分家､別家を廃止､代償として第十三国立銀行

の株券をそれぞれの由緒に応じて与えている｡これにより､多数の分家 ･別家を包含した

金融的同族団とも称すべき金融組織は解体し､同族的結合は資本関係に切り替え139｣ て近

代的銀行を目指したが､同族支配による銀行経営であったのは変わらなかった｡

大阪の鴻池家は江戸時代における代表的豪商であり､明治に入っても大資産家の地位を

保持していたが､三井や住友のように近代日本経済の舞台で主役を演じることは出来なか

った｡ このことについて宮本又郎は以下の理由をあげている｡

鴻池家は17世紀初頭､摂津国伊丹鴻池村で清酒の醸造を業として､主に江戸に販路をも

っていた｡その後､回漕業､商品取引と商売を拡げ財力をつけながら蓄財を図り､ついに

両替商に連出し大名貸を専門とする利貸業を打ち立てた｡元禄期には全国32藩の大名と取

引を持つ当時の大阪随一の豪商となった｡しかし､大名貸の不良資産化により利子不払い

が同家の経営を悪化させ､18世紀後半には成長も止まり停滞を余蔑なくされるほどになっ

てきた140｡大名貸の資産の劣化は全国の各藩に広範囲にわたり､貸手､借手とも深刻な状

態にあったが､鴻池家の経営陣はこの難局を乗り切る術を持ち合わせていなかった｡これ

からの大きく変化しようとしている日本の殖産興業を予想しながら､商売のかじ取りを担

当する人材もいなかった｡また､豊富な財力をリスクの高い大名貸から､安定した新しい

運用先を見つけ出す努力も他の豪商たちと比べると強力なものではなかった｡鴻池家は､

本家に資産､権力が一極集中する三井や住友家と異なり､本家のほかに有力な分家や別家

が力を保有しており､多額の投資や出資についても一族共同しての対応がほとんどであっ

た｡明治 10年代の企業勃興熱の高まりのなかで､鴻池善右衛門は新規企業の発起人に名を

連ねたものの､経営に参加することなく名誉職としての立場にいた｡20年代になると経営

には積極的に転換したが､30年代にはいると再び同家の経営方針は多角化傾向から銀行専

138 前掲(注 130)､7頁｡

139 安岡重明 『享保期における商家奉公人の性格』､｢我が国における企業経営の歴史的発

展-その経営史 的研究｣(研究代表者酒井正三郎)､1965年､73頁｡

140 前掲 (注 131)､127貢｡
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業化に転換していった｡また前段のように同族による金融組織については解体をしたもの

の､近世以来の金融業務に特化したままの鴻池家であった｡

住友は家祖住友政友に始まり､江戸時代には銅の採塊､精練を主業に､両替､札差など

の金融業にも手を拡げ､当時の幕府､諸藩､商人らの厚い信用を得ていた｡また､明治維

新ののちは別子銅山に外国の技術を導入するなどして､他に先駆けて事業の近代化に力を

いれた｡また､住友以外からの人的登用も積極的で住友銀行創立にあたって ｢重役会｣と

いう近代的な決定機関を設置している｡住友本家及び重役たちは ｢銀行は江戸時代の両替

屋の変形に過ぎず座して利を収るもので是れ蓋に商業者の本色本文ならんや｣という気風

もあり､金融に偏らず近代的産業を目指した｡そして､銀行業務については豊富で優秀な

人材を擁していたところから順調な発展が続いた｡

一方､三井家は､三井両替店を創業したのは､天和 3年で呉服の越後屋と併設であった｡

早くから幕府の公金為替を引き受け､絶大な借用のもとに主要業務を金融に据え､貸付は

商業金融に重点を置いて御用貸付を極力回避した｡明治維新時には､京都にあった三井家

の最高意思決定機関といわれていた大元方を中心としで情報収集し､朝廷側と接触をはか

っていたO 新政府からは急を要する財政問題-協力を要請されたため積極的な参加を表明

した｡三井には日本の金融改革に参画する人材と組織が備わっていたため､短期間の間に

新政府の金融部門を担当するほどになった｡また､三井の内部でも家政改革を積極的に推

し進め､時代にあった状況を作り出していった141｡

第十三国立銀行は､設立当初､資本金25万円で第百三十国立銀行同様に最大規模であっ

たが､本業である預金の獲得や貸付金の拡大には熱心ではなく､鴻池一族の中で集めた自

己資本を元に公債買付を資金運用の中心にした消極的経営方針であった｡

明治 30年 5月 14日に営業満期により解散したが､同年 3月に個人経営の鴻池銀行が設

立されており､鴻池銀行が第十三国立銀行の経営を引き継いだ｡

2.第三十四国立銀行

明治 11年 4月 13日東区高麗橋に資本金 10万円で開業､株主には当時木綿太物商として

田中市兵衛 (第四十二国立銀行頭取)､松本重太郎(第百三十国立銀行頭取)とならび称され

大阪財界のトップにあった岡橋治助が 1.5万円､大阪商社発起人 17名のうちの一人であっ

た原嘉助1万円､及び野田藤兵衛 9千円､それに呉服商たち24名が 6.6万円で設立した｡

ほとんど同業者たちで協力､大口先がなく持ち株数の分散化によってリスクの分散をする

141 金融経済研究所 『明治前期の銀行制度一日本金融市場発達史 1』1965年､3-34貫｡
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と同時に､経営にも平等に参加していくという風土を作っていた｡

頭取には岡橋治助が就任し､副頭取､取締役にも商人を充て支配人は 2人体制として営

業面を強化し総勢 7名で開業した｡

開業後の評判は極めて良好で､第三十四国立銀行の株主に参加したいという希望が多く､

発足一週間の短期間にも拘わらず､臨時株主総会により増資を決定し8月に倍額の20万円

に拡大し､翌年にはさらに25万円の増資をおこなった｡

Ⅱ.大阪における国立銀行の特質のなかで大阪の国立銀行の特徴をいくつかあげ､その中

で増資の実施時期が早くまた頻度が高いと指摘したが､第三十四国立銀行のように短期間

のうちに増資を敢行したのは当行が一番と思われる.当然､増資を繰 り返したのには単に

出資者のために実行したわけではなく､大阪の商業の発展を見越して貸出の財源の確保が

念頭にあった｡

第三十四国立銀行は､大蔵省から阿波国10郡の収税金取扱いの内定を受け､高知県下阿

波国 (現徳島県)に名東支店を設置したが､このことは､第三十四国立銀行の経営に対す

る信頼が高かったことを示している｡明治 12年上期 ｢第 3回半季実際考課表｣には ｢概人

民においていまだ一点の情意もあらざるなれば､この際にあたりこの為替方を命ぜられた

るは､概人民の偉容を受くる基礎の最大なるものにして､政府は莫大の栄誉をわが銀行に

賜与せられしものなり｣とある｡商人 (呉服商)が大部分で､｢多くは抵当､荷為替の所業

を行な-り｣ とあり､日常の業務に自身携わっていることから金融面には明るい人が多か

った142｡ 華族銀行や士族銀行は概して営業面が大雑把で､商機をつかむ才覚が不十分のた

め行詰まったりするものもあったが､第三十四国立銀行は本来の商人たちが経営を携わっ

た国立銀行であり､銀行の最も求められる堅実主義と商業金融重点主義を最大の経営課題

として営業を進めた｡

岡橋頭取による不振銀行の救済は大蔵省からの指示があり､前述のように廃業銀行であ

る第百二十六国立銀行､第二十六国立銀行の閉鎖による残務整理を命じられたほど信用度

が高かった｡

12年下期の ｢第4回半季実際考課状｣には ｢当銀行は､平常つとめて金融の緩急に注目

し､得意先の便利をはかり､資本を保全して株主各位の安隠なるを基とす｡(中略)堅固な

るを主とし､つとめて商業上金融を自在ならしめんと欲するのほか他念なし｣として銀行

経営の本質を説いている｡収益の確保に重要である貸出の際には､債権保全のために必ず

公債証書の債権類や米穀､呉服反物､綿､油､石炭等の動産を担保として徴求してリスク

142 前掲 『三和銀行の歴史』24貢｡
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の回避を図った｡

明治 13年の ｢第5回半季実際考課表｣には､経営の心構えは ｢およそこと進むに鋭きも

のは華麗なれども敗れやすく､だんだんに進むものは質朴なれども維持するの力を保ちや

すし｡ ゆえに進取を好まず､漸進をもって目的とするは本行創立以来の持論｣であるとし

た143｡ 業容の進展は目覚ましく､開業時の 11年度と比べ預金は同年上期には 5倍の 21.8

万円に貸出は 3倍近くに急増した｡岡橋頭取は自分が頭取をつとめる国立銀行と自分の経

営する事業とは一線を引いて区別をし､第百三十国立銀行の松本頭取とは経営理念が違っ

た｡明治30年､第三十四銀行に転換し岡橋は頭取を継続､昭和 8年 8月 17日に合併して

三和銀行となった｡

3.第百三十国立銀行

織物問屋として確固たる地位を築いてきた松本重太郎は､同じ丹後の国 (京都)出身の

縮緬問屋出身の小室信夫と資本金 50万円で国立銀行の設立を申請した｡しかし､国立銀行

の設立も後半になっており銀行券の予定限度額が一杯になってきたことから大蔵省に拒否

され､資本金は25万円に､銀行券は80%でなくさらにその60%の 12万円という変則的な

計画を再提出した｡明治 11年 9月 6日にようやく大阪第百三十国立銀行の設立免許を獲得

し､翌年の2月 15日に開業にこぎつけた｡ 発起人は商人から徳島藩士となっていた小室左

喜蔵を筆頭に､大阪商人の松本重太郎らと京都府平民の村上治兵衛の 6名であった｡また

丹後国の宮津藩と丹波国の福知山藩の士族が金禄公債を払い込んで株主になっている｡大

阪の国立銀行であるが､株主構成からみると京都府下の士族たちの資本が大きな比重を占

めているのが特徴である｡

明治 13年､頭取に松本重太郎が就任､取締役兼支配人に同郷の松本誠直を配しそれ以降実

権を二人に集中した｡後年になり他の銀行が新しい感覚をもった人材を登用し経営にあた

らせたため､大阪の金融界の中では常に上位にあったものの徐ノバこ追い上げを受けるよう

になった｡

開業時は大阪本店のみであったが翌年に福知山出張所を設置､明治24年には4支店と4

出張所にまで増加していた｡こうした増設効果は大きく､預金は急増して貸出に回す源資

も潤択となり､業容も拡大の一途を辿っていった｡開設当初の業容は預金が2期日に50%

以上の増加を示し､貸出は設立時から約20万円台の残高を確保し漸増していった｡利益金

も2年目以降2万円台を確保し､配当率についても開業以来年率で 10-15%を常時維持し

143 同上､32貢｡
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ていた｡

店舗の増設以外に好成績の理由としてあげられるのは､顧客-のサービスが他の銀行を

抜きんでていた点である｡例えば休日営業の実施 ･為替手数料の無料化 ･預金金利のアッ

プ等､いまでは一部常態化している顧客サービスが明治の初期から行われていた｡大阪に

おける他の国立銀行との差別化を積極的に実行した銀行であったと評価してよい｡また松

本頭取は多数の企業に対して投資活動に参加､また直接経営にも携わり､業種も多岐に亘

り関係会社に積極的に関与を深めていった｡これが第百三十国立銀行との預貸金等の取引

に大きく貢献したのは当然のことであった｡以上の理由により業容は大きく盛んになって

いくが､後年になると､これらが同行の破綻につながる大きな要因になってくる｡

31年 7月に満期前特別処分法により普通銀行に転換して第百三十銀行となり､その後､

愛知で生まれた第百三十六銀行､大阪興業銀行､小西銀行､西陣銀行､福地山銀行､大分

の第八十七銀行を合併し､資本金 325万円の大銀行になっていった｡しかし､その後経営

は不振に陥り､明治 37年になると破綻の道-と進み､同年 6月 17日から7月 7日までの

臨時休業に追い込まれた1440 日露戦争時であり､破綻になれば規模からしても経済界には

大きな影響を及ぼすことが予想されることから､明治政府と安田財閥による救済が行われ

た｡

経営失敗の原因としては､頭取が資本参加して関与が深い日本紡績や､松本自身が直接経

営している洋反物商の松本商店などが､資金繰 りに第百三十国立銀行を利用したことが原

因の一つであったO特定の企業に深く関与することにより貸出審査も甘くなり､それと収

益を無視した過剰なサービス提供が経営の足を引っ張ったo前述の第三十四国立銀行の岡

橋頭取の銀行経営と企業経営に対する考え方と大きく異なっていた｡松本頭取が関係した

多くの企業が破綻をし､貸出金が回収困難となって第百三十国立銀行に多額の損失を与え

たのであった｡

第百三十銀行は､政府の特別融資を受けた安田善次郎が頭取に就任し､安田財閥の一環

として救済され､破綻後 1カ月の明治 37年 7月 11日に開業することができた145｡

安田の取扱った数多い破綻回避のための銀行救済のなかでも､第百三十国立銀行の救済

は特筆すべき事案だったと記録されている｡大正 12年の大合同により保善銀行に合併され

144 安田銀行 60年史記念事業委員会締 『安田銀行六十年誌』安田銀行､1940年､147頁｡

145 富士銀行八十年虫編纂委員 『富士銀行八十年史』富士銀行､1960年､TO頁O
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安田銀行に受け継がれていった｡

4.第十三､三十四､百三十国立銀行の経営状況

義一42 3国立銀行半季実際報告 (1889年12月末現在)

勘 定 科 目 第13国立銀行 第34国立銀行 第130国立銀行

く負債)

資本金 500,000 250.000 250,000

積立金 123,239 95,519 105,611

発行紙幣 337,115 168.559 101,135

紙幣償却金 68,736 34,368 20,620

公金預金 139,804 46,784

人民預金 556,518 469,072 803,573

振出金 10,015 5,000

拝借金

借入金 168.000 80,000 180,000

他店為替借 39,857 124,136 97,660

滞貨準備 22,000 5,000 46,000

その他 29,949 153,112 29,165

当期利益金 36,979 4l.213 38,468

前期繰越 191 823 1,936

資産.負債合計 1,882,584 1万71,621 1,725,955

(資産)

公債証書 566,480 527,259 239,160

貸付金 993.238 713,745 1.086,600

期限過貸付

滞貸付金 . 1,075

紙幣償却元資預け金 172,039 86.019 51,611

創業入費.

所有物勘定 5,509 4,983 7,352

他店為替貸 17,978 39,328 91,851

荷為替手形 18,066

その他 18,051 7,230 2,150

金銀有高 ー09,289 191,980 229,160

3国立銀行の1889年12月末の半季実際報告より筆者作成

第十三国立銀行､第三十四国立銀行､第百三十国立銀行の3国立銀行は､明治 10年から

翌年にかけての設立であり､20年頃は開業から10年を経過し経営も比較的順調に推移し安

定してきた｡上記の3国立銀行の半季実際報告から､明治 22年 12月末の経営に分析を加

える｡

収益性を比較する計数として､『銀行便覧』第 2巻第 5節 ｢営業ノ景況｣に国立銀行創立

以来利益割合が決算期毎に報告されている｡資本金 100円に対する割賦金 (配当金)は､

当年度の全国の国立銀行の年平均が 11.44%､資本金､積立金 100円に対する純益金の比率
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は平均 6.83%であった｡表-42の通り第十三国立銀行の配当金利回りは平均以下にあり､

また資本金､積立金に対する比率でも 5.93%と平均と比較して 1%近く低い水準となって

いる｡一方､第三十四国立銀行､第百三十国立銀行の2行は両方の比率を平均より上回っ

ており､この時点では順調な収益を確保している｡

預金､貸出金の増加率については､3行の中でも第百三十国立銀行の伸びが他を抜いて大

きく増加し､明治 29年下期には300万円台に達していた｡前述のように徹底した顧客サー

ビスに特化した営業戦略が効を奏していたからであった｡しかし､第百三十国立銀行は貸

出金が増加してくると同時に不良債権も発生､明治 18年下期では貸出金に対して 8.2%と

高水準となり恒常化していた｡無理な業容拡大と､前述したように松本頭取が経営に直接､

間接的に関与した企業-の貸出対応の甘さが原因と思われるが､後年の破綻に繋がる兆候

は以外と早くからあった｡

遠隔地の取引に利用される為替の取扱に格差が見られ､第三十四国立銀行と第百三十国

立銀行は活発な取引が他店為替借＼及び他店為替貸の勘定科目からも伺われるが､反対に

第十三国立銀行の閉鎖的な営業方針が他の科目同様にこの項目でも感じられる｡

5.国立銀行のその後

大阪の多くの国立銀行は商人自らが金融の必要性や重要性を強く認識して､大阪の商業

発展に資するため､設立実現に大いに努力を払ってきた｡

設立の中心にいた商人たちは徳川時代から豪商と言われ金融に深くたずさわっていた人

たちや､明治維新以降に新規事業に成功し大資産家に名を連ねた商人もいた｡一部の国立

銀行を除いては､資本金や積立金を運用するための機関に終わることなく､商取引にて生

じた割引手形の受入れや､短期､長期資金のための当座貸越､貸付金が国立銀行を通じて

市場を豊富に流通していった｡前述のように資金を潤沢に確保する必要から増資を繰り返

したり､政府からの拝借金や日本銀行及び他行からの借入金が頻繁にみられたのも､当時

の大阪が置かれた商業の活発さからくるものであった｡また経営者や出資者が同じ大阪の

商人どうLでも､銀行経営に対する考え方に大きな違いがあった｡

当時､日本経済はまだ経済の基盤が確立されておらず､銀行業務というものを一般商人は

じめ経営に携わっていた人たちでも､容易に理解出来ない時代の中で困難な運営を要求さ

れていた｡また産業も政府の主導によりようやく興りはじめ､国立銀行が市場とする大阪

の経済も誕生したばかりであった｡そうした中､設立当初に大阪に本店を置いた国立銀行

のすべてから大阪の特徴をいくつか取り出し､個々の国立銀行から具体的事例を見てきた｡
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後半には大阪を代表する特徴を持つ 3つの国立銀行を､営業状況を参考にしてその違いを

検証してきた｡

第十三国立銀行は近代的金融制度から外れ､鴻池一族の資産管理のための銀行を標樟して､

近世からの金融業務に特化したまま明治維新を迎え､本来の銀行業務を全うすることもな

く役目を終えた｡

第三十四国立銀行は近代的金融制度を充分に理解した商人たちが､銀行の存続を一番に

考えて株式も大口を避け分散化を実行し､商業の活発化を見据え増資を繰 り返した｡厳格

な経営方針を持ち､堅実主義と商業金融重点主義を掲げ経営にあたった｡貸出に際しての

動産担保徴求などもそれらの一部であった｡経営陣の倫理観も､頭取を始めとして自身の

経営する事業と国立銀行の経営とは一線を画し､銀行経営に専念することにより保たれて

いた｡頭取の社会的評価も高く､破綻に陥いったり不振な状態にある銀行の支援を政府か

ら命じられるほどの借用を得ていた｡

他方､第百三十国立銀行は､経営たは頭取と支配人の二人があたり､多店舗展開や顧客

の拡大のための各種サービス等により急成長を図っていく｡ また頭取を始め役員たちの関

連会社との取引拡大が強力な後押しをした｡しかし､市場の脆弱さと明治 33年前後からの

不況で､機関銀行化していた第百三十国立銀行は巨額な貸出の回収に困難を来し､自身の

力では継続できなくなってしまった｡第三十四国立銀行と大きく異なるのは銀行に対する

経営陣の姿勢であった｡

第百三十国立銀行は安田財閥に吸収され市場から撤退し､第三十四国立銀行は昭和に入

り他行との大同合併の一員として承継されていった｡
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終章

本稿では徳川時代からの原始的金融といわれた質屋､高利貸､両換等を経て､明治維新

になり日本で最初の会社組織であった為替会社の創設と衰退､難産の末出来上がった国立

銀行条例を元にして誕生した国立銀行の設立経緯とその後の経営状況を取り上げた｡そし

て営業満期により普通銀行に変わることで消えていった現在の銀行につながる国立銀行の

派を考察してきた｡また､具体的にいくつかの国立銀行を取り上げ､設立前夜からどのよ

うな経緯で誕生に至ったのか､どういった人たちが資本に､また経営に参加 したのかを考

察しまとめた｡

序論で取り上げたが､松成､長､三輪著の 『日本における銀行の発達』の中で､｢日本は

先進資本主義諸国によって植民地化される危険があった ････明治政府はこのような国

際的環境において 『富国強兵 ･殖産興業』をスローガンにして日本の資本主義を 『上から』

強行した｡｣また ｢資本の原始的蓄積についても､明治政府は日本の資本主義を 『上から』

強行するために･･- 銀行制度を導入して民間に資本主義的企業の勃興を図った｡｣と述

べている｡

また､加藤俊彦の ｢本邦銀行史論｣にも ｢推新政府は大政奉還後､･･- ･近代的諸制

度を取り入れて資本主義の移植 ･育成策を展開｣し､｢- ･･積極的に資本主義をうえか

ら創 りだそうと｣していたことを強調した｡

朝倉は､これに対して ｢従来日本の近代化に貢献してきたのは明治政府と旧武士階級の

関与が大きいとされてきたが､実際は徳川時代からの質屋､高利貸､両換等の商人地主の

貢献が大きく､明治前期の我が国経済に果たした大きな役割をもっと評価をするべき｣と

主張した｡ 指摘する明治推新以後の近代的金融制度を作ってきたのは､従来から言われて

きたように政府が ｢上から｣進めてきたのではなく､いわゆる徳川時代からの質屋､高利

貸､両換であった商人､地主たちによる ｢下から｣という説を 『明治前期日本金融構造史』
I

のなかで展開している｡そして､明治稚新以後に設立された銀行類似会社や国立銀行､私

立銀行を強固なものに築いていったのは､政府の勧奨や士族のカではなく､また一部の豪

商だけでなく､従来から金融に携わってきた商人地主であると説明した｡

本稿では､明治維新以降に作られた近代的な会社組織である国立銀行を中心に研究し､

誰が資本主義を強行し､銀行の発達を促したのかを考察した｡

徳川封建時代を経て日本の近代化を推し進めてきたのは､｢下から｣押し上げたという商

人地主の協力もあったと思われるが､しかし､土台を押し上げた大きな原動力となってい

ったのは､明治維新で官僚となった旧武士集団が参加した政府がその役割を大きく担って
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きたというのは､第2章の明治維新と近代的銀行制度のなかで詳細に述べてきた｡

明治政府は資金の創設を主眼において積極的な政策を打ち出し行動してきたが､最初の

大きな仕事が不換紙幣である太政官札の発行であった｡当然 ｢殖産興業｣の振興と金融の

疎通が大きな目的であった｡本稿にも記述したように発行された不換紙幣は期待したよう

には流通しなかった､また流通しても紙面通りの価値として通用されなかった｡この紙幣

の減価が明治政府の目指していた堅固な財政基盤というものを弱体化させたが､その理由

についても本論のなかで述べた｡それではなぜ流通しなかったのか､新体制移行に伴う政

治的混乱と明治政府の権力の未確立をあげた｡ 時代は変わってもまだ戦火は止まず国も徳

川幕府から明治政府に変わったものの騒乱状態が続いており､｢下から｣の押し上げに参加

する商人地主たちのカは徳川時代からの旧体制のままで､近代化に貢献するにはまだ弱く

カ及ばなかった｡やはり､｢上から｣の強力な政府の指導力が必要な時代であった｡ さらに

明治政府は ｢金融の疎通｣を実現させるために銀行の噂矢とされた為替会社を旧豪商や大

地主に強制的に資本参加させて作り上げていく｡ しかし､社会的にも経営的にもまだ環境

が整わなかったことから為替会社は破綻した｡明治政府は､欧米からの銀行制度の導入と､

明治 4年の銀行論争等を経て､伊藤､渋沢､井上､吉田たち旧士族出身者による官僚たち

の努力により国立銀行条例が公布され､現代の銀行につながる国立銀行が政府の勧奨と強

制により設立された｡国立銀行条例が誕生するまでの大蔵省を中心とした政府高官たちの

苦労と精力的な活動については､本稿の全体の中でかなりの紙面を割いた｡朝倉のいう徳

川時代からの商人地主たちは資本主義的な銀行制度を構築する当事者ではなく､政府が行

う金融行政実行の指示に従う第 3者の位置に置かれていた｡

為替会社の経営が行き詰まり､新しい金融制度を目指して三井組や小野組などの豪商､

東京の商工業者による東京銀行､大津為替会社の株主による江州バンク等の銀行設立願書

が相次いで提出されたが､明治政府は完全な銀行制度を作るため国立銀行条例の草案を編

成中として許可は与えなかった｡私立銀行を創設したいと要請した商人に対して､政府の

コントロールによる金融行政が ｢上から｣強力に発動され効果的な指導が行われた証左と

言える｡

国立銀行のすべてを対象として調査､研究を進めることが可能であれば､当時の出資者

や経営に参加した人たちの特徴や共通点､経営状態に関する地域性や役員たちの経営力に

よる収益状況の違い等が明確につかめ研究に大いに貢献出来るところであるが､資料と時

間の制約で全てを把握することは不可能であった｡そういう状況の中で､第 4章､第 3節

では国立銀行が多く設立された都道府県の地域的特性や経済的環境を分析した｡また､第 5
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章､第 1節では資本金の多寡による小規模な国立銀行､大規模な国立銀行のそれぞれの特

徴から地域性や政府の対応等を見ることが出来た｡153ある国立銀行の特徴を把握すること

も視野に入れ､本研究では､設立時の発起人や出資者などによる分類を行い､｢下から｣の

動きの実像についても解明するよう努めた｡

国立銀行条例の改正により 153の国立銀行が設立されたが､本稿でも述べてきたが第十

五国立銀行の 178万円という巨額の資本金も含まれているが､資本金棒額の80%が禄券で

払い込まれており､政府の士族救済という目的からも国立銀行の設立の主導性は士族にあ

ったという長や加藤たちの通説に対して､朝倉は設立時についても商人地主は士族から禄

券を買い取りして資本参加しており､経営については士族銀行であっても商人たちが中に

混じり主力として業務についていると解説した｡また､銀行類似会社や私立銀行､国立銀

行についても ｢下から｣の商人地主たちの活躍は大きいので､評価をもっと大きくして欲

しいとも主張している｡

それらを確認するためにも､後段では､それぞれの違いのある国立銀行を 3府道県､合

計 18の国立銀行を取り上げて､どういった人たちが国立銀行の設立に参加して､どのよう

な人物が経営を担ったのかを詳細に考察した｡

最初に取り上げたの､現在は合併により消滅している新潟県内の 3つの国立銀行を選択

した｡ 天領であった新潟を除くと新潟県全体では小藩が数多く置かれており､兵庫県 16､

千葉県 15､茨城県 13に次ぐ11の藩があった｡ 合計 5つの国立銀行が設立されたが､士族

の関与する国立銀行がほとんどで､村上第七十一国立銀行のように出資者の 95%以上を士

族が占めている典型的な士族銀行であったが､実務面の銀行業務は旧村上帝で事業を営ん

でいた商人に協力を仰いでいる｡新発田第百十六国立銀行は株主の90%以上が士族であり､

士族銀行とも言えるが､経営者は大地主たちであった｡しかし､銀行実務は商人ではなく

て士族出身者で占められているという非常に珍しい構成で役割を負担している例であった｡

もうひとつの高田第百三十九国立銀行は町の規模からしても､また小藩の多かった新潟

県のなかでは比較的大きい藩で､出資は多くの旧藩士の参加により行われ経営や業務にも

積極的に参加し､3行の中でも業績はもっとも安定した収益を確保していた｡3行とも地元

の産業育成や商業の繁栄に大いに貢献したが､それぞれの都合により合併を選択し消滅し

ていった｡

ついで､明治維新以降の日本の置かれた環境や行政機関が内地と全く異なる北海道を取

り上げた｡開拓使という政府機関による強力な勧奨と地元の豪商たちが設立し運営した ｢商

人主導型国立銀行｣と､九州のふたっの士族団体が金禄公債の運用のため設立した ｢士族
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銀行｣という､同じ函館に誕生した商人と士族の国立銀行の相違点を考察した｡函館の商

工業の発展のために銀行が必要とした商人たちが作った函館第百十三国立銀行は､堅実経

営をもとに経営は旧体制から金融を生業としていた商人が担当したことにより､安定した

状態を継続させ普通銀行に変更していった｡一方､士族の秩禄公債の運用を目的に投資先

としては函館とは縁も所縁もない地に設立した函館第百四十九国立銀行は､地元からの応

援や協力もなく破綻に追い込まれ早々に市場から撤退していった｡

最後に､当時の国内経済の中心地であった商人の経営による大阪の国立銀行の実態を見

てきたO国立銀行の設立と経営の*Jbにいたのは､多くが徳川時代から続いてきた豪商と

言われた商人や､維新以降に新規事業に成功した商人たちであった｡しかし､本稿の中で

見てきたが商人による国立銀行経営の全てが成功していたものではなかった｡

前段でも取り上げてきたが､朝倉が 『明治前期日本金融構造史』の中で指摘したように

松成､長､三輪や加藤の､｢資本主義を上から創 りだし､近代的金融制度を作ったのは明治

政府の強制によるものである｣ということに対して､商人地主による経営をもっと評価を

高くしてもよいのではないか､｢下から｣の力が金融機関の近代化にも大きく貢献している

と主張した｡しかし､政府の大きなカにより近代化が進められてきたのは述べてきた通り

であるが､政府の勧奨や士族及び一部の豪商だけではなく､また商人地主だけでもなく､

そこに従事していた多様な人たちの手で､当時の日本の近代化と国立銀行の設立と発展に

貢献をしていたということを18の国立銀行を通して考察してきた｡

結論として､国立銀行の設立から営業状況までを検証した中で､日本の近代的金融制度

を作った原動力は､強力な明治政府の指導力であったというのは今まで述べてきたところ

であるが､商人地主たちの下からの押し上げが存在したのも否定できない｡

今後は､残 り135国立銀行の研究にも着手し､日本の資本主義化を支えた国立銀行の中

で ｢下から｣の動きについても研究を進めていきたい｡
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添付資料

Ⅰ､全国国立銀行始終一覧表

国立銀行 153行の設立年月日､開業日は明治財政史をもとにして作成したが､他にも同

類の資料や文献の中に同様の記述が多くみられた｡その中の何例かでそれぞれの資料との

離解を生じているものがあり､各銀行の記念史や郷土史などを参考に見直しを行った｡し

かし､日本に登記絵が明治20年2月1日にようやく実施されたことから､正確な年月日が

確定されていない国立銀行もあり､資料探しともっと時間をかけて検証していかなければ

ならないと思っている｡ また､明治財政史の第 13巻の260貢から始まる ｢国立銀行創立時

期資本金高及び発行紙幣高表｣の開業日については､｢改正開業免状｣であって､再申請時

での年月日や資本金を表示してV｢る所から､始終一覧表はあくまでも当初の資本金等を記

載した｡

資本金についても､先行して設立し営業を行なっていた 4つの国立銀行は､条例改正後

の額ではなく､当初設立時の金額として表示している｡

発行紙幣は明治財政史に明記されているように ｢明治 15年 6月 30日二於ケル現計ヲ示

サン｣ とされており､この欄についてはこの条件の通りの金額を載せた｡

設立所在地は､かなり大まかな表示になっているものもあるが､できるだけ県のあとの

市町村が分るものは記載し､また設立後時間を置かず合併や移転をした国立銀行もあるが､

原則的に設立時の住居表示を掲載するようにした｡

国立銀行条例の再改正により､明治29年 3月 ｢営業満期国立銀行処分法｣と ｢国立銀行

営業満期前特別処分汝｣が公布され､合併や破綻､任意などで消滅した31行をのぞいた 122

行は､同32年2月､彦根第百三十三国立銀行を最後として続々と普通銀行に転換していっ

た｡

㌔

営業最終日については､

1.営業満期前に合併により消滅して行った国立銀行 (16行)

国立銀行名 (番号で表示した)

8･28･31.44･54･75･118･123･124･127･131

140･142･143･149･153の各国立銀行

2.官命により閉鎖を命じられた国立銀行 (6行)

24･26･33.108･111･126の各国立銀行

3.任意により閉鎖をした国立銀行(1行)
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148国立銀行

4.営業満期到来により事業継続せず解散していった国立銀行 (8行)

13･45･60･81.97｡103.119･129の国立銀行

営業満期を迎え消滅していった国立銀行の中に､2行が同じような状況を辿って後年に復活

を果たした例もある｡第十三国立銀行は営業満期到来後に鴻池家として引き継ぎ､個人経

営の鴻池銀行を開業する｡ 江戸時代以来連綿として続いてきた伝統と借用､名声を重んじ

る豪商としての銀行であった｡資本金は50万円で､全額を鴻池善右衛門の出資であり代表

も勤めていた｡ 同じような状況の中で､復活への道を歩んだのだが第百四十八国立銀行で､

鴻池家と同様に江戸時代からの豪商であった山口家の個人経営であった｡両行とも営業満

期のあと一旦個人に引き継がれ､年月をおいてから明治後半及び大正期に株式会社として

復活を果たしている｡

承継銀行については､ほとんどの銀行が ｢国立｣の文字を取り､当初設立日の時点の下

付された番号を銀行名にした｡しかし､中には一時的ではあるが､第四国立銀行のように

所在地の名前を行名として ｢新潟銀行｣として変更を行い､また同じ新潟県内であるが第

七十一国立銀行が ｢村上銀行｣､第百十国立銀行が ｢新発田銀行｣として､新しく普通銀行

として出発している銀行もあった｡

その後､第 1次大戦時の好調時以降は､大正初期の第 1次の反動､同11年の第2次恐慌

から関東大震災と､わが国の経済界は大きく変動した｡それを契機に金融恐慌が起こり銀

行業界も不況時代を迎えて､多くの銀行が閉鎖に追いこまれた｡また､大正 13年大蔵次官

通牒を以って銀行合同奨励案を発し､合同促進を全国に通達､一県一行の推進もあって普

通銀行の合併が進んだ｡平成に入り､メガバンクに統合促進の気運が高まり､ひんぽんに

合併を繰り返し銀行名の変更を数度にわたり行ってきたが､資料の中には現存する銀行を

表示した｡なお､その他欄には､営業満期到来前の合併やその後の移転などを記載した｡

Ⅱ.国立銀行の初代頭取

国立銀行の最初の頭取については､どこの資料や文献にも一覧表にして作成されたもの

はなかった｡国立銀行の性格や分類などを行なう場合に､設立発起人や株主たちの構成な

どから判断するように､銀行を統括する頭取の職業や職種が大いに参考になるものの､153

の国立銀行の頭取たちをリストアップしようとなると､即座に揃えるということはかなり

大変なことであった｡

154



銀行の記念誌史などには､自行の歴史のなかで国立銀行の設立状況や構成員たちの詳細

は調査し掲載しているものの､自行に直接関係しない他の国立銀行ついては当然であろう

が記述はない｡また､国立銀行時代に破綻や合併により早期に消滅しているものは､記念

誌史だけでなく関連する内容を知るような方法すらなかった｡

しかし､当時は少なかったであろう金融にかんする雑誌 (龍門雑誌)や明治の元勲の功

績を記した伝記もの (世外侯井上公侍､安田善次郎伝､渋沢栄一伝記資料等)､また地方の

金融史や地方史 (群馬県金融史､福島県銀行史､桑名市史本論､出石町史等)､明治時代の

産業ごとの紳士録 (日本全国諸会社役員録)などをとりよせ､そこから関連する所を引き

出しとりあえず頭取名を探しだした｡残念ながらその中では詳細は記述されてなく､また

在籍期間も不明で､他の資料では同じ国立銀行の頭取でもまったくの別人であったり､正

確なものにするには今後もまだ時間と労力を要する｡今後も内容を検証しながら正確な資

料にできるようにさらに研究を継続していく｡

それでも不明なものは最後の手段で､不明先の国立銀行の設立地に近い全国の法務局に､

研究の為の調査という依頼文を備えて､設立登記時の謄本をお願いした｡

明治時代の商業謄本については廃棄処分の対象となっており､ほとんど残っていなかっ

たが､そのうちのいくつかの法務局から､調査をして貰い謄本を送付してもらった｡

登記内容が古いというだけでなく､明治 ･大正 ･昭和 ･平成の長い歴史の中で､関東大

震災､第2次大戦やいろいろな災害により蔭務局が被害に遭って､登記書類などが消失し

ている例が多くあった.東京や大阪などの都市部や沖縄の陰務局からはそういう事実を知

らされ年月の長さを認識したO全国の国立銀行を調査していく途中経過の中から､副産物

のように作成した一覧表であるが､さらに調査を進めて内容のある資料の一部にしていき

たい｡

Ⅲ.参考とした銀行年史及びその他資料一覧

国立銀行を研究していくためには先ず関係する資料を探さなければいけないということ

で､本学図書館､法学部 ･経済学部各資料室及び中央図書館サービス等を利用して､他大

学や資料館等からの提供なども含め多くの銀行誌史や創業史を観て複写することが出来た｡

各地域の産業史や郷土史､また研究書などにも､明治維新以後の地域金融機関の誕生か

ら現在に至るまでを記述したものを見つけることが出来た｡また､思いもかけずにご自分

の敵郷の国立銀行を､郷土史家が精力的に調査研究してまとめた力作を送っていただいた

こともあった｡ 国立銀行時代からの後継銀行である地元の第四銀行資料館にて数 日通い詰
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め貴重な資料の書き写しをした｡また半季実際報告を手書きで書きながら困惑していた時

に複写をして頂いたこともあった｡全国銀行協会には何回か訪問し探していた現物を手に

することは出来た｡銀行史を中心に合計90冊以上の参考資料がようやく集まり複写にして

保存した｡国立銀行を調査､研究する時は､どの銀行史や文献に当たったら良いのかを意

識した作った｡今まで本稿を書き進めるためだけの目的で必要な参考文献や参考書等を集

め､研究資料として使用してきたが､今後さらに研究を深めていくためには､もっと範囲

をひろげ資料､文献を収集し､これらを貴重な財産として研究に活かしていきたい｡
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行始終一覧表
添付資料-1 全国国立銀行始終一覧象 (年号 明治) (金額単位 千円)

設立年月日 開 業日 当初資本金 最終資本金 発行就幣額 設立所在地 営業最終日 普銀変更日 衰継銀行名 現在銀行名 その他

1 6_7ー20 6.7ー20 2.500 2.250 1,200一･一...一一･一･･.I見兄 29_9_25 29,9.29第一銀行 みずほコーポレート銀行

2 7.7_18 7.8ー15 250 500 400神奈川､横浜 29.10.27 29.10.28第二銀行 横浜録行 一

3 9.ー2_1 9.12.5 200 1,000 240ー_一一一▲-果尻 29.ll.30 29.12.1寛三銀行 . みずほヨーポレヰ 銀行 (明治一l5.9 第44国立銀行を合併)-

4 6.ー2.24 7.3,1 200 500 240新潟 29.12.18 29.12.19新潟銀行 第四銀行

5 6.9.8 6.ー2.10 500 300 _240東京 29.10.4 29.10二第五銀行 三井住友銀行

6 10;2.13 10.3_15 _100 250 200東京 30.2.12 30..2.肥後銀行 みずほj-ポレート銀行

7 10.2.20 10.3_15 100 200 110高知 -29ー11.24 29_ー1.25第七銀行 四国銀行

8 10.2.22 10.3_20 100 150 120愛知､豊橋 19.7.1 三筆東京UFJ銀行 (明治19.7 第134国立銀行-合併).

9 10.ll.22 10.12_15 55 25_0 80熊本 30.ll.21 30.1一.22第九銀行 みずほコーポレ｣ト銀行

10 10.3.22 ー0.4_ー5 150 250 200山翠 29.ー2.31 30.1.1第十銀行 山梨中央銀行

ll 10.5.26 10.7.18 100 200 ー60愛知､名古屋 ･30.3.31 30.4.1第十一銀行 三菱東京UFJ銀行 (明治30.7 第123国立銀行と合併･一第12国立銀行となる)12 10ー7_2 lO.8.26 200 500 ー60富山 30.7.1 30.7.2第十二銀行 '北陸銀行

1p3 10且ー5 10.5.21 -250 500 400大阪､今橋 ー30.5,ー4 (個人 )建碑銀行 三菱東京UFJ銀行

14 10.7.17 10.8.5 100 15d 80長野､松本 30.4.30 30_5‥1第十四銀行

1-5 10.5.20 10_5.21 17,826.1 17.826.1 ー6.660.88東京 30.5_20 30.5.2ー第十五銀行 三井住友銀行

16 10,8.8 10.10.i 5_0 '200 80岐阜 29.ll.30 29.12.1第十六銀行 十六銀行

17 10.9_22 10.11一一 105 300 160福岡 30.9.21 30.9.22第十七銀行 碍同銀行



19 10.10_10 10-.ll.8 100 200 120長野､上田 30.2.28 30.3.1第十九銀行 八十二銀行 (明治30.l3第63銀行と合併し第82銀行へ)

20 10.7.ll 10_8｣0 250 250 200哀畠 30.7.10 30.7.第二十銀行 みずほコーポレート銀行

21 10.ll,3010.12.15 一oo 100 80滋賀､長潰 30.ll.29 30.ll.30第二十一銀行 滋賀銀行

22 ー0.10.1010.日,15 50 300 232甲山 2-9.12.31 30_●1.1第二十二鍔行 みずほヨーポレート銀行

30.4.30 -30.5_1第二十三銀行 大分銀行 .
23 10.10.1210.ll.ll 50 300 144大牢

15,8_24 (明治15.8鎖店)24 10.10_19 10_ll.1 80 130 64草野､飯山

25 10.12.17 ll.1.4 50 130 104福井､小浜 30.12_16 30.12.17第二十五銀行 三菱東京UFJ銀行

26 1一.2_18 ll_4_25 50 `200 80大阪 16.ll.7 (明治16_11鎖店)

27 10.12.710.12ー28 210 300 200東亭 30.12.6 30.12.第二十七銀行

22.1.1. 静岡銀行 澗 治22.1第35国立銀行-合併)28 ■10.10_18 ll_1_10 120 SOP 1_60静岡､浜松

29 1一一.1ー29 ll.3_15 100 200 80愛媛 . 30.2ー28 30.3.1第二十九銀行 伊予銀行

30 10,12.1510.12.24 250 350 200東京 30.12.14 30.12.衰三十銀行 三菱東京UFJ銀行 (明治13_4 第143国立銀行を合併)

ー21A30 (明治21.4 第148国立銀行-合併)31 ll.3il4 ll.6.1 100 100 80福島､若松

(明治14.7 第131国立銀行､14.11第142国立銀行を合併)32 ll.1.16 ll_2.1 ー30 360 200大阪 31.1_15 31.i.16浪速.三井銀行 三井住友銀行

33 ll.1.19 日.2.1 200 300 160東京 25_5_17 (明治25.5鎖店)

34 ll.3.14 ll.4.13 100 I 375. 200大阪､高麗橋 ` 30.8.31 30.9.1第三十四銀行 三菱東京UFJ銀行 (明治15.7 第124 15.12 算154､22.1第28国立銀行を合併)芦5- ll.5.4 17.5.15 70 600 56静岡 30.6ー30 30.7｣1第三十五郵 亨 静岡銀行

36 ~11.2,16 日,4.13 50 300 80東京､八王子 31.2_15 31.2.第三十六銀行 みずほコ-ポレ--卜銀行

37 ll.10.17 ll.12.8 150 400 120高知 30.2.28 30.3.1高知銀行 四国銀行 (明治29,9等127国立銀行を合併)
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39 17.9.10 11｣1.9 ■350 700 280群馬､前橋 31.9_9 31.9.10第三十九銀行 群馬銀行

40 ll.l.12 日.ll.5 150 560 120群馬､館林 31.6.30 31.7.1第四十銀行 みずほコーポレート銀行

41 10.10.25 11ー9.8 200 300 120栃木 31.6.30 31.7.1第四十一銀行 みずほコーポレート銀行

42 1ー_10.2ll.10.18 200 250 200大阪 31ー10.1 第四十二銀行 三菱東京UFJ銀行

43 ll.10_22 ll.ll.25 2̀00 400 160毒口故山 30ー2_28 30▲3.1第四十三銀行 紀陽銀行 a

44 日.7.30 ll-8.1 700 700 560泉 尻 15.9_5 みずほコーポレート銀行 (明治15.9第3国立銀行-合併)

45 ll.10.21ll.10.25 100 200 80●一･.ー_■▲.-兄尻 31.10.20 (満期解散) (明治19.7 第75国立銀行を合併)

46 12_2.14 ー2.2.14 50 150 40塵卓､多治見 31.6.30 31.7.;1愛知実業銀行 (明治19.10名古屋に移転)

47 ll.10.18ll.ll.15 95 300 76千葉､八幡 31_1_19 31.1.20第四十七銀行 北陸銀行 (明治24.10 富山市に移転)

48 ll.12_17 12.1_4. 50 100 80準田 30_12.31 31.1.1第四十八銀行 秋田銀行

49 ll_5ー2. ll.6.ll 200 400. 160京都 30.7.31 30.8.1第四十九銀行 みずほコーポレ-ト銀行

50 ll.8.14 ll_9.9 100 135 80栃木､土浦 30.6.30 30.7.1第五十銀行

51 ll.9_30 ll.12ー5 _100 2bo 80大阪､岸和田 30ー12.31 31.1,1,第五十一銀行 三草住友銀行 .

52 ll.9.14 ll.9.25 70 150 80愛媛､松山 30_6.30 30.7.1第五十二銀行 伊予銀行

53 ー1.12_1 12.2.1. 80 120 64島根､津和野 3l.6.3t) 31.7.1第五十三銀行 山陰合同銀行

54 ll.9.27ll.10.ll 70 700 64静岡,､沼串 15.ー2.7 静路銀行 (明治15.12.第35国立銀行へ合併)

55 ll.9ー24 ll.ll.1- 56 800 260兵庫､出石. 30.12.31 31.一.ー第五十卑銀行 三井住友銀行

56 ll_.6.ll ll.8.4 50 150 260兵庫､明石 31.6.10 31.6.ll第五十六銀行一 三井住友銀行

57 ll_10_5ll_10_28 50 50 40福井'武生 30.6.30 30.7.1第五十七銀行 北陸銀行

衰
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青森､弘前 30_8_31 30.9.1第五十九銀行 青森銀行59. ll.12.10 12_1.20 200 20 160

250 ZOO東軍 31且ー6 (満期解散).60 11ー8.17 ll.9.2 250

250 30I3.31 30.4.1第六十T銀行 二三井住友銀行80福岡､久留米61 日_ll,6 ll.ll.20 100

62 ll.丁0.14 ll.1●0.25 100 -100 ･80茨城､水戸 _31.9.30 31,10.1第六十二銀行 常陽銀行 .

63 30且30 30.7_1 .I第六十三銀行 第八十二銀行 (明治30.7 第19銀行と合併､第82銀行となる)日.10.28 ll.12.1 100 皇50 80長野､松代

64 日.6.17 ll.7.20 250 150 - 200滋賀､大津 3一.6.16 31.6.ー7大津銀行

100 56鳥取 -30.12.31 .31.1.1第六十五銀行 三井住友銀行 (明治15.7 兵庫に移転)65 日.1.ー5 12.1.4 70

66 1.1.ll_29 12.4.20 180 250 144広島､尾道 30.6ー30 30.7.1第六十六銀行 広島銀行

67 ll.9.79 ll.-12.1 80 150 64山形､葛岡 31.9_18 31_9.19第六十七銀行 荘内銀行 (明治14.1 第140国立銀行を合併)

500 64奈良､郡山 30.12_20 _30.12.21第六十八銀行 南都銀行68 ll.10ー8 12.1.ll 80

1 ー350 80新潟､長岡 30.72.31 31.1.1第六十九銀行 北越銀行 .69 ll.ll.2 一一_12.20 100

70 11ー11.25 12.4_1 50 5t) 40京都､淀 30.3_31 30.4.1第七十銀行

新潟､村上 ■ 31.9.30 31.10_1.村上銀行 第四銀行71 ll.10_7 日.1一.15 ■70 125 ー40

72 17.9,20 l1.ll.25 80 80 61山形､酒田 31.9.19 31.9.20佐賀銀行 (酒田から佐賀へ移転)

73 1一.ー0.30日.12.22 50 140 112兵庫､神戸 30.7.3ー 30.8.i第七十三銀行 (兵庫から大阪-移転)

74 ll.7.ー9 日.7.30 250 600 320神奈川､横浜 31.3.31 3ー4.1第七十四銀行 横浜銀行

75 71_ll_6 12.ー25 50 100 40石川､金沢 亘7.1 (明治19.7 第45国立銀行-合併)

100 5.6岐阜､高須 30.12.3ー 3ー_一.1第七十六銀行 大垣共立銀行76 ll.70.25 ー2.一.6 ･ 70

77 ll.ll.7 ll.12.9 250 508 200宮城､仙台 31.2.28 31.3.1第七十七銀行 第七十七銀行
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79 ll.10.ー2ll.ll.23 100 200 80島根､松江 30_12.31 31..1.i第七十九銀行 (明治34年廃業)i

80 ll.10,8ll.10.28 loo 100 80高知 29.ll.24 29.ll.25第八十銀行 _四画銀行

81 日.日.8ll.12.15 60 300 148山形. 31.ll.7 両羽銀行 山形銀行

82 日｣1.5ll.日.24 200 290 丁60鳥取 29.71.30 29.12ー1第八十二銀行 みずほコ-雪レ十 銀行

83 ll.9.2ー一一.10.18 50 50 40三重､上野 30.7.31 30.8.1第八十三銀行 第百五銀行 -

84 日.1一.ー8 12.1.4 90 90 ･40石川､大聖寺 30且31 30.9.1第八十四銀行 みずほコーポレート銀行

85 _.H.ll_26ll.12.17 200 2-00 160埼玉､川越 30.12.3ー 311.1第八十五銀行 りそな銀行

86 ll.12.9 12.5,1 . 80 80 64岡山､高梁 30.6.30 30.7.1第八十六銀行 中国銀行

87 ll.日:2 ll_12.5 80 125 40大分､大橋 . 30.6.38 30.7.1第八十七銀行 みずほコーポレニト銀行 (明治甲 貰う3b銀行-合併)

88 ll.ll.5ll.12.13 50 50 40岩手､一ノ関 29_10.31 29.ll.1第八十八銀行 岩手銀行

.89 ll.12.23 12.5_20 20Jo 26b 160徳島 29.12.31 30.1.1第八十九銀行 . (明治42.3 解散)

90 ll.5.23 ll.12.2 一oo 一oo 80岩手､盛岡 30ユ31 30.8.ー第九十銀行 岩手銀行 (昭和13 第88銀行と合併､陸中銀行として昭和35 岩手銀行-)

91 日.10.3 ll.ー2.9 ,50 50 40福井 30.6_30 30_7.1第九十一銀行 北陸銀行

92 日.10.日 11二12.2 120 200 96福井 30.6.30 30.7_ー第九十二銀行

93 日.10.1611二日_26 50 60 40福島､三春 30.6.30 30.7∴ー三春銀行 東邦銀行

94 ll.10.19∩_12.12 50 _50 40兵厚､龍野 30_ー2:31 31.1.1第九十四銀行 三井住友銀行

95 汀9.ー8一一_10.17 200 200 160東 京 30.5.14 31.5,15第九十五銀行

96 日.一一.28 12:1.4 50 80 40福島､柳清 一. 30.3.31 304.1柳河銀行 福岡銀行 (昭和16.9 第17銀行と合併筑邦銀行から20.4,福岡銀行-)

97 ー2_2.ー0 72.3.25 50 50 40佐賀､小城 32.2.9 (満期解散)

型
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99 12.1.18 12.2.15 50 70 40長崎､平戸 30.12.31 311.1第九十九銀行 親和銀行

10 ll.8.ー5 ll.'9.4 20d 400 160東京 31.8.14 31.8.15第百銀行 三菱東京UFJ銀行

101 ll.9.ー4 ll,日.3 60 55 40福島､梁川 31.9.13 ,31.9_ 第百一銀行

10 ll.ll.28 12.1.28 50 50 40長崎-厳原 30,6.30 30.7.1第百二銀行 く厳原から長崎に移転)

103 ll.10.23 11ー12.2 50 80 40山口,岩国 31.10_22 みずほコTポレ-ト銀行 l(岩国から神戸に移転 )

30.ー0.1第百四銀行 常陽銀行10 ll.9.6 ll.10ー22 1bo ー20 96茨城､水戸 30.9.30

105 ll.12.4 12.3.ll 80 80 64三重､津 30_6.30 30.7.1第百五銀行 第百五銀行

10 12_2.24 12.4.1 3bo 300 240佐琴 31.3.31 31.4.1第百六銀行 三井住友銀行

10ウ ll.9.26 ll.10.15 100 250 40福島 30.1.31 30.2..1第百七銀行

108 ll.9.19 ll.10.7 50 ー50 40福島､須賀川 16.4ー2 .(明治16..4 鎖店)

10 ll.ll.16 12.1.13 50 ･60 40大分､佐伯 31.一.15 31.1.16第百九銀行 大分銀行 -

ll 一.1.ll_25 ー2.3.10 600 600 464叫口 31.ll_24 '31.日.25第百十銀行 山口銀行 (山口から下ノ関へ移転)

(明治19.1 第153国立銀行を合併､同31_3鎖店)111 ll.一一一8 ll,12.10 50 300 56京都 31.3.29

ll ll_9_lg ll.ー0_8 100 100 80東京 37且ー8 31.9.第百十二銀行

113 ll.1日3 12,1.6 150 200 16b北海道､函館 30月.30 30.7.1第百十三銀行 北洋銀行

ll ll.10_7 ll.ll.1 50 150 io香川､高松 31.10.6 ･31.10,7第百十四銀行 百十四銀行

ll ll.12.10 12.1.15 70 70 56三重､亀山 30.7.31 30.8,1湖南銀行 (亀山から大津へ移転)

ll ll.12.10 12ー2_5 50 100 40新潟､新発田 31.1.3ー 31.2∴1新発田銀行. 第四銀行

117 ー1.ー2.5 12.1.15 5°0 110 40長野､飯田 30.6.30 30.7.1第百十七銀行 八十二銀行

118 ll.ll.14 ll.12_9 100 100 80東京 13:ll.i みずほコーポレート銀行 (明治13.ll,第136国立銀行-合併)

型
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ll ll.12.4 12.1.ll 300 1,000 ー60東京 31.12.3 (満期解散) 三菱東京UFJ銀行 (明治18.5第 _149国立銀行を合併､解散後三菱銀行に業務継承)

12 ll.9.ll 日.l l.1 50 100 40茨城､古河 30.ー2.31 31.1.1第百二十銀行

121 12.1,14一12_4.5 220 200 129大阪 30.8.31 30.9.1第百二十一銀行 三菱東京UFJ銀行

･2∃ ll.12_18 12.5.6 ー50 .150 120三重､桑名 30.12_31 31.1_1第百二十二銀行 (明治34.8 任期解散)

12ヨJ ll.12_17 12_2.1 80 130 64富山 17_1_4 北陸銀行 (明治17.1 等12国立銀行-合併)

12 ll.一一0ー25 ll_ll.10 50 70 40静岡､見附 15.7.1 静岡銀行 (明治15.7 第35国立銀行-合併)

125 ll.12_ー9 12.2.ll 80 200 64山形､米沢 30_8_ー0 30.8.日 第百二十五銀行 北洋銀行

126 ll.12.10 12_一.ー6 100 200 120大阪 ー5.ll_22 (明治15.11 鎖店)

127 ll.ll.17 12.2.1 15〔! 150 120香川､丸亀 29.9.26 四国銀行 (明治29.9 第37国立銀行-合併)

129 ll.12_17 12_4_10 70 70 56岐阜､大垣 31.12.16 大垣共立銀行 (満期解散大垣共立銀行に継承)

130 ll.12.17 12.2.15 250 250 120大阪 31.6.30 31.7.1第百三十銀行 みずほコーポレート銀行 (明治35､第87銀行を合併)

131 12.1_15 12.6.10 60 60 48大阪､ネ庭 ー4_7.1 三井住友銀行 (明治14,.7 第32国立銀行へ合併)

13 ー2.4.2 12.5.21 70 310 40神奈川一塩土ケ前 3〔う.9.30 30ー10.1第百三十二銀行 (保土ヶ谷から東京へ移転)

133 12.2,22 12.4.1 100 200 80滋賀､彦根 32.2_21 32.2.22第百三十三銀行 滋賀銀行一

13 l1.12.2 12.1.8 150 300 ー20愛知､名古屋 .30.3.3ー ･30.4.1第百三十四銀行 三菱東京UFJ銀行 (明治19.7 第8国立銀行を合併)

135 12.一.7 12,4.ー5 80 230 64熊本､守土 ･29,9.30 29.10.1九州商業銀行 肥後銀行

136 12.2.20'12.6.28 70 170 56愛知､半円 31.6.30 31.7.1第百三十六銀行 みずほコーポレート銀行 (明治13.11 第118国立銀行を合併)

137 12.4ー11 12_6.15 50 75 40兵庫､篠山 30.6.30 30.7_1第百三十七銀行ヽ 三井住友銀行

衰閣



13 12_2_26 ー2.7.3 一oo 550 80新潟､高田 30.ー2.3ー 31.1.1第百三十九銀行 第四銀行

14 12.3.20 12.8,1 100 100 94山形 '14.1.1. 荘内銀行 (胡治14.1第67国立銀行-合併)

141 12.4.12 12_7.1 50 50 40愛媛､西低 30_1.31 30.2.1西棟銀行 広島銀行

14 12.3.14 ー2ー5.3. 50 -50 40千葉､.銚子 14.ll.1 三井住友銀行 (明治14.11 第32国立銀行-合併)

143 12.3.28 12.6.7 100 100 一80千葉､八街 13.4.1 三菱東京UFJ銀行 (明治13.4 第30国立銀行-合併)

1 12.5.1 ー2.8.1 50 50 40宮崎､飲肥 3一.12.31 32.1.ー鉄肥銀行

14 12.4.17 12.9.1 ●50 50 40宮崎､延岡 31.12.3ー 32.1.1延岡銀行 宮崎銀行

146 12,4.21pー2.ー2.7 80 80 64広島 29.ー2.31 30.1.一.広島郵 子

147 12,8.30 ー2.ー0.6 400 500 320鹿児島 29.12_31 30_1_1第百四十七銀行 鹿児島銀行

148 123.18 12.4.2ー 100 100 80大阪､唐物町 31.12_20 (個人)山口銀行 三菱東京UFJ銀行 (明治字1.4 第31国立銀行を合併 ､同31.12鎖店)

14 】2.8.22 13.2.10 130 130 80北海道､函館 18.5.7 三菱東京UFJ銀行 (明治18..5 第119国立銀行へ合併)

15 12.5.2 12.7-10 50 ･50 40青森､八戸 . 31.8.3.i 31.9.1第百五十銀行 東邦銀行

151 12.8_26ー2.10.25 65 300 52熊本 31.6.30 31.7.1第百五十一銀行

15 12.12.10 13ー3.15 100 50 40沖由 30.7.∩ 30.7.ー2第百五十三銀行

15 ･12.ll.ll 12_ー2_5 80 80 64京寧 ー9.1.2 (明治11.1 第111国立銀行ぺ合併)
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添付資料-2 国立銀行の初代頭取 (出身地､職業､職種の空欄は資料がなく不明先であるが今後調査の上記入予定)

初代頭取 -出身池. 職 業 職痩 頭取の状況

1三井 八郎右衛門東京 商人 享井組代表 江戸時代からの両替商で豪商三井縫代表.当初は小野菩助とともに二人で頭取をつとめる

2原■善三郎 神奈川 横浜 商人 生糸売込商~ 安政6年の鹿浜開港以来の貿易商,豪商亀善の祖で原財閥の創始者

3安田 善次郎 東京 小網町 商人 両替商 安田財閥の創立者､江戸で両替商として成功し安田保全社を創設

4市島 徳次郎 新潟 水原 曲盤辰未 大也主 福島渇の干拓などで北陸有数の大地主となったo大出資者であって経営者ではなかった

5重久 _佐平太 鹿児島 士族 旧薩摩藩 島津家の旧家芦で?,00〔輝 という大株主であるが元は島津家(県庁)からの出資が大部分

6阿部 紀 福島 福島

7由比 直線 高知 種崎町 士琴 旧土佐藩 渡英経験のある発進的考えのある士族出身の頭取であったが､軍営は商人が握っていた

8関根 録三郎 愛知 豊橋

9三淵 静逸 熊本

10栗原 信近 山梨 穴 山 農 業 大地主 ●. 貯蓄預金の取扱いで｢興産金取扱所｣を創設､預金説明書を作成して-般t羊広める

ll伊藤次郎左衛門 愛知 名古屋 商人 金融業 尾張御三象の筆致 松坂屋の創集者一族で伊藤銀行の設立者

･12小幡 和平 石川 浅野川 士族 旧加賀藩

13鴻池 善右衛門 大阪 今橋 商人 両替商 江戸時代日本一と言われた富豪､衰三国立銀行創立したが発起人間で纏まらず廃業

14大地 源重 長野 松本

16渡辺 甚菖 岐阜 松屋町 商人 絹織物間置 岐阜地方屈指の財産､.開業のため自ら各地で講習をうけ実務や経験を学び会得

17佐野 弓爾平 福岡 夜須郡 商人 福岡藩御用達 株主は旧藩士が多く士族銀行であるが経営は頭取以下御用商人がたずさわつた

18氷点 伝三郎 長崎 商人 貿易商 長崎港で敷.砂瀧.蘭などの商品の貿易に従事､前身の立誠社の5人の創業者のひとり

19早川 重右衛門 長野 佐久 農業 大也主



初代頭取 --出身池 職業 職種 頭取の状況

21柴田 源七 滋賀 近江 商人 生糸縮緬 頭取ら発起人は長浜の有力生糸縮緬商人で東京､京都あたりから公債を買い求めて設立

22花房 端連 大阪 曽根崎 士族 旧岡山藩 元｢鉄道局権助｣歴任

23幸松 雄三郎 大分 大分 商{ 金融業 金融会社｢登高社｣役員

24.坂本 則敏 長野

25村松 升 福井 小浜 士族 旧小浜藩

26洋原 源太郎 木阪~

-27橋本 粧也 高知

28井上 延陵 九州 延岡 士族 元歩兵奉行 武術の達人で北辰⊥刀流の免許皆伝_浜松城代ののち静岡藩士の救済のために設立

29清水 一朗 愛媛 川之右 帝人 - 金融衰 宇和島の製糸業考を対象一手｢潤業会社｣という金夢会社を立ち上げている

30窪川 亮蔵 高知 士族 旧佐賀藩 鍋島家家令として藩政改革に尽力､代表として東京に移住した旧士族の出資を集めて設立

31平田 次八郎 福島

52平瀬 亀之助 大阪 北浜 p 商人 甲替商 大阪の千草屋七代目で両替屋とともに大名賃も行う0日本火災保険会社社長ほか従事

33川村 伝衛 栃木 宇都宮 商人 生糸商 旧宇都宮藩御用商人で､製糸会社を画すo自分たちの会社を経営支援するために創業

34同橋 治助 大阪 高麗橋 商人 木綿問屋 旧幕以来の木綿太物商､大阪紡績業の草分け的存在､同橋銀行も創設

35板倉 甫十郎 静岡 _榛原 素封家 農業 初代頭取に就任し僅か2ケ月で退任.後任も病気で短期で交代.三代目でようやく軌道に

36川村 弥七 . 東京 ノゝ王子

37三浦 蔦衛 土佐 ~鷹匠 士疲 旧土佐藩 土曜藩の重臣ではなく串馬回り56石取りの上士であったが頭取として長期間勤めた ~

38岡崎 真鶴 姫路 飾東 士族 旧土佐藩 飾磨県参事に就任

39稲葉 秀作 群馬 前橋 士族 旧前橋藩 士族の取りまとめ役として設立に参加､製糸業を興した同藩士族たちに貸付を奨励

40根岸ー鉄次郎 群馬 館林 士族 旧館林藩 300石の中老職として創立に尽力､最大の株主で明治14年に辞職し持株も手放す

愚

醒



初代頭取 出身池 職業 職種 頭取の状況

42田中 市兵衛 大阪 靭 商人 肥料商 代々の豪商､干鰯を扱う商人､大阪郵船.阪堺鉄道,山陽鉄道設立に参加

.43三浦 三七 和歌山 士族 旧紀州藩 紀州藩士を中心に創業､開業以降10年の問に経草難で6人の頭取が交代している

45楠見 信葦 東京 日本橋 商人

46遠藤 温 宮城 南光院丁 士族 旧仙台藩 ~ 頭取はじめ士族4名5嵩円で設立､下級武士だが金貸し等を営み財産家であった

47水野 卑敬 千葉 市原 矢口事 旧菊間藩 ~ 水野忠明のp賽子で菊間藩主.I藩知事

48戸村 義得 秋用 横手 士族 旧佐竹藩 旧佐竹藩横手城代として士族の救済のため発起人として参画､士族代表として頭取に就任

49片山 茂十郎 滋賀 近江 商人 呉服商 頭取以下､近江出身の呉服商で健の役員も有力な織物商で固めていた

50一色 範瞭 土浦 真鍋 士族 岬土浦藩 藩時代は執政､廃藩のあとは農業に従事､県よりの勧奨で士族救済の為銀行設立を唱導

■51̀左納 権- 大阪 岸和田 商人 廻船問屋 岸和田の唯一の名門素封家で､廻船問屋(運送業)を営み各藩の御用立を行っていた

52小林 信近 愛媛 松山 士族 旧松山藩 ~ 愛媛県事業界の草分け.伊予鉄道初代社長､愛媛県議会議長､衆議院議員

53多湖 真強 島根 津和野 士族 旧津和野藩 旧家老職であった多胡はじめ士族､商人､役人､資産家たちの有力者多数の発起人

54小林 年保 栃木_.日光 士族 旧静岡藩

55岡部 堂 兵庫 但馬 土塀 旧出石藩

56米沢 長衛 兵庫 明石 商人 琴穀売買 明石藩の御用達で回漕業｣酉造業も営む商法会琴所設立.山陽鉄道敷設に参加

57佐久聞 直 福井 武生 士族 旧福井轟 元家老職

58杉岡 荘兵衛 大阪 商人

59大道寺 繁禎 青森 富田村 士族 ｣日津軽藩家老

60塩谷 良翰 東京

61｢有馬 元長 福岡 久̀留米

-62石川 弘毅 茨城 郡上市 士族 旧水戸藩 旧藩士の代表､資本金減額し第112国立銀行との合併に尽力したが､営業不振で交代

16
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-初代頭取 出身池 職 業 職 種 ▲一 頭取の状況

63吉池 文之助 長野 丸子 農業 地主

64森 弓爾三郎 滋賀 大津 商人 米東商 彦根士族と合同で設立し+=が､大津は商人銀行のため彦根は別に第133国立銀行を創設

65矢野 寅- 兵庫 神戸

66橋本 吉兵衛 広島 尾道 商人 海 運■｣金 融 業 ~ 江戸時代から海運､製塩､金融業を営み､自らも尾道諸品合資会社(金融)を経営

67石原 重雄 山形 鶴岡 士族 旧庄内藩家老 1900石取りで戊辰戦争では鼠ヶ関口の総大将､創立に関与し就任したが実務はせず_

68三木 輿 奈良 南郡山村 士族 旧郡山藩 取締役全員士族で代表として就任二2代目は他の取締役に交代したが3代目に再度就任

,69関矢 孫左衛門 新潟 北魚沼郡 農 業 地主 長岡藩出身で大蔵省の小林､長岡藩士の三島､商人の岸らと設立､関矢が代表となる

70岡田 栄豊 京都 -

7-1樋口 次郎平 新潟L村上 商人 呉服商 士族銀行だが､実務面は地元商人たちに依頼､経営に失敗後､頭取ら士族はすべて撤退

72佐藤 善治 酒田 余日村 商人 呆穀､藍玉販売 名称下付されたが開莞せず､その後佐賀72国立銀行が設立された(頭取 古賀喜平 金融)

73野上 佐太郎 大阪 江戸堀

74伏島 近蔵 群馬 新田郡 商人 生糸貿易商 生糸貿易商として慶応元年横浜へ､蚕種の輸出の他茶､漆器､海産物の貿易を行なう

75荒木 左次馬 石川 金沢 士族 . 旧加賀藩

76吉田 耕平 岐阜 松屋町 士族 旧高須藩 -

77氏家 厚時 宮城 清水小路-士族 旧仙台藩 代々伊達家に仕え若年寄として戊辰戦争に奔走し維新で藩の大参事に士族結社の副社長

78山口_.庚衛 大分 中津 士族 1日中津藩 金録公債を元に設立､中津藩の上級武士の出身､武士の商法で破綻､第23銀に吸収される

79赤木 定夫 島根 松江 士族 ､ー旧松江藩

-80西野 友保 高知 農人町 士族 旧土佐藩

81阿部 幸八 山形 渋江 商人 旧天童藩 藩の納米取扱い方と質屋を兼営すろ豪農で､困窮する士族b).金禄公債を集めて設立

82青木 .冬樹 鳥取 士族 旧因幡藩

1
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84前田 幹ー 石.川 江沼郡 主族 旧大聖寺藩 前田ら士族たちによる創立厩が明治8年に出されたが営業上の理由で拒否､その後再提出

85黒須'喜兵衛 埼玉 川越 商人 呉服商 株主は圧倒的に士族が多かつたが､叫越の商人であった頭取は車台規則を仲成し鋸 干す

86堀 周平 岡山 _備中 士族 ノ旧松山奉 元勘定奉行､弓道師範､明治錐新後､高梁商会所を設立し国立銀行の創立に奔走

87柏木 -黙_I 大分

88林 元民 岩手 一関 _ 士族 旧田村藩

89山田 楽 徳島 .船琴町

90南部 剛確 岩手 _盛岡 士族 ノ 旧南部藩 旧藩の士族たちで設立したが､南部藩が国主大名であったあで士族数も金禄公債も多かつた

91笹治 環 福井 佐佳枝 士族 . 旧福井藩

9?狛 元 福井 佐久良. 士族 旧福井藩

93村山_長太郎 福島 梁川町 渡蓮 甚十郎 -

94三木 制 兵庫 龍野町

95立 嘉度 東京

96.立花 弘樹 福岡 柳河 士族. 旧柳河藩 藩主-琴を中心とする士族たちで筆立､大蔵省董替方を勤める

ー97相浦 享 佐賀 小城 士族 __旧小城藩 小城鍋島家の家扶で藩主鍋島草虎の命で旧家臣たちと設立

98本多 埴麿 東京 根岸 士族 詳細は不明であるが在職1年余で辞任

99松浦 詮公 長崎 平戸 ≠族 ー旧平戸藩 旧藩主で彼の私財を元に出資､及びその後の運営にも尽力し､士族､旧藩民のために銀行を設立

100原 .六郎 兵庫 朝来 士族 旧鳥取藩

101大竹 宗兵衛 福島 ー伊達郡

102-川本 達 長嶋 今屋敷町

103桂 重華 山口■岩国

7
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初 代頭 取 出身池 職 業 ･職嘩 頭取の状況 _

105藤堂 高 泰 三重 津 士族 旧藤堂藩 家老 初代と三代目の頭取として2回勤めた

106田中 清輔 佐 賀 士族~ 旧佐 賀藩 第30国立銀行深川頭取の佐賀鍋島家への働きかけにより藩主と家族の田中たちで設立

107吉 野 周太郎 福 島 岩 代 商 人 生 糸高 素封家出身で｣吉野組を作り生糸羽二重業などの生産資金の融通のため設立

108山川 ~門十郎 福鳥 浜 尾 商 人 製 糸等 ･養蚕業の繁栄.生糸場の設立.-製茶.煙草の生産増加により銀行設立

109古 賀 直衛 大分 佐 伯 士族 旧佐 伯藩 .

ilo毛利 藤 内 中 ロ 山 口 士族 旧宅刊本藩 藩士たちのための士族就産所頭取に革任後､毛利公爵家代表として銀行設立

111辻 重義 京都

･112大 内 長 衛 門 茨城 那珂郡 士族 水 戸 準 同地で設立したものの同じ年に第62国立銀行と合併､頭取として尽力する

114宮本 園丸 香川 丸亀 士族 旧高 松藩 互選で松本貫四郎が頭取に選任､翌月に大区長に選任され宮本が初代頭取となる

115垢池 鴎舟 三重

116五 十 嵐 甚蔵 新 潟 新 発 田 農 業 ~ 地主 新田開発により農嚢を奨励したため五十嵐らの大地主が多く誕生し銀行経営に参加

117太 田 伝 蔵 長野 飯 田 商 人 豪 農 ､醤 油製 造 -飯田近在の豪農で本業の亘か金重しなども兼営し､その後大区長から県会議員へ

118長 崎 用蔵 東京

一119村 瀬 十 駕 大分 臼杵町 士族 旧臼杵藩 頭取ら旧藩士が士族の救済目的で会商公債を資本に､東京を本店に地元大分に支店設置

120.清 水 四兵衛 茨嘘

121吉 田-直 代 高知 土佐 士族 旧土佐藩 大阪で設立されたものの頭取以下の士族は旧土佐藩士で高知に支店を設置し本拠とす

122川澄 興時 三重 士族

123前 田 則 邦 - 冨 山 総典輪 士疲 旧富 山藩 頭取の前田以外は富山の有力商人で､密田副頭取､中田取締は葉琴南として成功

124足達 孫六 静岡
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初代頭取 出身池 職業 職種 ∴頭取の状況

126千~足利右衛門 大阪 商人

127岩崎 長武 香川 丸亀 士族 旧丸亀藩 高知に設立希望だつたが､すでに3行申請あり断念､頭取以下士族はすべて丸亀藩士族

128平松 信積 岐阜 郡上郡

129戸田 氏寛 岐阜 大垣 士族 旧大垣藩 旧大垣藩主氏共の異母兄で2000石の家老本役､発起人たちはすべて上級士族

130小室 佐喜蔵 大阪 高麗橋 商人 縮緬問屋 息子の信夫が就任予定であったが東京株式取引所の役員に成った為､父親が代わって就任

131毛利 廷次郎 大阪 大庭

132加藤 徳三 東京 日本橋

133伊関 寛治 滋賀 犬上郡 士族 旧彦根藩 大津第64国立銀行から分離した頭取はじめ藩主を中心とした士族たちが設立した銀行

134岡谷 惣助 愛知 名古屋 商人 旧尾張藩 士族階級の資本により設立されたが､頭取ほか僅かの商人が経営にあたった

135浅井 無牽 熊本 宇土 士疲 旧宇土藩 元家老職

136松井 清陰 愛知

137園田 多祐 兵庫 大山宮村 商人 頭取を含め9名の-発起人はすべて富豪と言われている

138坪井 源三郎 静岡 二俣 素封家 大地主

139川上 直本 新潟 高田 士族 旧高田藩 免状は下付されたが開業待たずに郡長に就任し､頭取を同じ藩士の牧村九八郎に譲った○

140福島 長平 山形 十日町 商人 山形県為替方 租税の中央への送金と県経費の出納を行なう機関である山形県為替方に在職.

141木村 幾久太郎 愛媛 西催 _ 士族 ■ 旧西条藩~~ 元藩主松平桓英を中心に頭取はじめ上徴藩士たち6名により設立

142花香 恭法 千葉 _万歳 商人 酒造業.大也主 万歳村で2,30町歩をもつ地主で､地方の荒地を開墾しながら酒造業を兼営

143前山 清一郎 干葉 八街村 -士族 旧肥前佐賀藩士 佐賀の乱で中央党党首として官軍に参加したが地元民の排斥もあり千葉へ移転し設立

144郡司 ~俊夫 宮崎 日南 士族 旧飲肥藩 藩士2500名の代表として公債40万円で設立出願したが拒絶され5万円でまとめる

145三松 林太郎 宮崎 延岡 士族 旧延岡藩 646名士族と平民64名の出資による設立を士族代表としてまとめる
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初代頭取 出身埠 職業 職瞳 頭取の状況

147福山 健偉 鹿児島 官僚 宮崎県参事 前県知事で､開業前から為替方の取扱い業務を､また抵当公債証書取扱い業務を受諾する

148山口 吉部兵衛 大阪 唐物町 帝人 両替申 頭取を含め株主19名はいずれも山口家の同族､使用人で､営業満期後は個人経営で継続

149渡辺 亨 長崎 士族 旧島原藩' 旧島原藩主と旧臼杵藩主が共同で出資して設立し､旧島原藩士の渡辺が代表として頭取に

1~50富岡 新十郎 青森 八戸 商人 旧八戸藩の御用商人

151津田 信弘 熊本 熊本 士族 旧肥後藩 頭取らの発起で､旧藩主細川準久及び家臣団よりの出資をもとに士族銀行して設立

152金原 明善 東京 神田

153桂 正芳 壷都
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:添付資料-3 参考とした銀行年史及びその他資料-質

.銀行年史及びその他資料 国 立 銀 行 名 編 集 ･発 行 '所: 7

1第-銀行史上巻 1､20.､40､.41 第一銀行80年史編集室 第-銀符 t

2第⊥銀行80年史 ■ 1 寡-銀行80年史編纂室 第一銀行 l

3第一銀行98年の歩み 1.20､40､41 第一勧業銀行資料展示室 第｢勧銀資料展示室 一,

4第-銀行小史98年の歩み 1､20､40､41 第一勧業銀行資料展示室 同上

5三井銀行80年史 1 三井銀行80年史編纂委員会. 三井銀行

6三井銀行100年の歩み 1 三井銀行100年のあゆみ編纂委員会 生井銀行 .

7横浜銀行40年史 2､74 横浜銀行行史編纂委員会. 横浜銀行■

8横浜銀行60年史 2､74 横浜銀行6P年史編纂室 ■ 横浜銀行

9富士銀行鼓 3 富士銀行企画部120年史編纂室 富士銀行

10軍士銀行70年史 3､6､9､22 富士銀行70周年記念車策委員AT 富士銀行 ∫

早 富士銀行8.0年史 3,130 富士銀行8P年史編纂委員 ' 富士銀行

12富士銀行100年史 ?,- 富士銀行調査部百年史編さん室 富士銀行

13安田銀行60年誌 3.9;22.44.130 安田銀行60周年記念事業費鼻A=王 安甲銀行

･:14安田保善政とその関係事業史 3 安田保善裡とその関係事業史編集重畳◆会 . 衰由不動産 :

●15第四銀行80年史 4､71､1ー6､139. ∫ 第四銀行企画部行史編集室 第四銀行 .

16第四銀行ー00年史 4､71､日6､139 第四銀行企画部行史編集室 第四銀行

17第五国立銀行の史的研究他2 5 伊丹正博 経済学研究 25巻

18東邦銀行20年史 ～ 6､3一,93i101,ー07.,10東邦銀行特別調査室 東邦銀行

･二19東邦銀行50年史 6.31,93,101,107,lO創立50周年事業委員会一 束邦銀行

20福島県銀行史 6､31､93､101､107､10日本銀行福島支店 日本銀行福島支店

21四国銀行100年史 7､37､80､127● 四国銀行百年史編纂童 四国銀行

22東海銀行史 8､11､134t. 東海銀行行史編集委員 東海銀行 .

.23創某百年史く山梨中央銀行) 10. 山梨中央銀行行史編纂室 山梨中央銀行

24十二銀行史, 12､123 元十二銀行申奥野要吉部､田中作太郎 元十二銀行

125北陸銀行20年史 12こ47､57､91､123 北陸銀行調査部 北陸銀行 ,

26創業百年史(北陸銀行) 12､47､57､91､123 北陸銀行調査部百年史編纂班 北陸銀行

27三和銀行の歴史 一. 13､25､30､31､34 三和銀行行史編纂室 -. 三和銀行

28●写真で見る三和銀行の歴史 13､42､43､一21､148■三和銀行行史編集室 三和銀行

29-国立銀行の人的構硬と資金調逮 13 慶山謙介 大阪大学大学院経済学研究科

30長野県史1 14､19､24J63､日7 長野県史刊行会 l. 長野県

31十六銀行のあゆみ 16､128. 十六銀行企画調査部 十六銀行

32十六銀行12.0年史 16､128- 十六銀行 十六銀行

33福岡銀行20年史 17､96 福岡銀行 福岡銀行

34第十七国立銀行史資料上 17､96 九州大学経済学部 九州近代資料刊行

35十八銀行118年の歩み 18 十八銀行日0年史編集委員会 . 十八銀行 .

.3番･八十二銀行五十年度 19､63､82､117. 八十二銀行. 八十二銀行

______芦7地方金融機関也研究 21,133 高橋久一 . 新生社-

ー_二軍8滋賀銀行50年史 21､25､64､115､133 ･滋賀銀行5.0年史編纂室 滋賀銀行

39大分銀行百年史 23､109 大分銀行百年史編集委員会 大分銀行

40福井銀行60年史 25､57､91､92 福井銀行80年史編纂委員会 福井銀行
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42郷土にかがやく人々 32 宮本又司 大阪府青少年育成大阪府民会議

43静岡銀行史 35､28､54､一24､138 静岡銀行 静岡銀行

44静岡銀行115年史 35､28､54､一24,138 静岡銀行50年史編纂室 静岡銀行

45創立20周年 神戸銀行史 38､55､56､65､94､~137神戸銀行史掃纂委員 神戸銀行

46神戸銀行史 38､56 神戸銀行史編纂委員 神戸銀行

47群馬銀行50年史 39.. 群馬銀行調査部50年史編纂奮 群患銀行

48群馬県金融史. 39､40■ 萩原進 群馬大同銀行 .

49日本産業金融史研究 40､4㌦49;130 山口和雄 東京大学出版会

50足利銀行史 41 足利銀行調査部 足利銀行

51紀陽銀行史 43 紀陽銀行行史編纂量 紀陽銀行
,52千葉銀行史 47､98｣142､143 千葉銀行(調査部) 千葉銀行

53秋田銀行百年史 48 秋田銀行百年史編纂室- 秋田銀行 .

､54常陽銀行20年史 50､62､104 常陽銀行 常陽銀行

55住友銀行史 51,106! 銀行史編集委員 住友銀行

56住友銀行100年史 51,106● 銀行史編纂要員 住友銀行

57岸和田市史第4巻､第8巻 51 岸和田市史絹さん委員会 . 岸和田市■

58伊予銀行五十年史 . 52､29 伊予銀行50年史編纂委員会 伊予銀行

59山陰合同銀行史 53､65､79,82 山陰合同銀行行史編纂室 山陰合同銀行1

60出石町史 第1;2巻 通史編上 55 出石町史編集委員会 出石町 .

61青森銀行史 . 59 青森銀行行史編纂室 青森銀行

62創業百年史 (広島銀行), 66､146 創業百年史編纂事務局 . 広島銀行

63創業百年史 (荘内銀行) 67､140 荘内銀行百年史編集室 荘内銀行

･84南都銀行50年史 68 南都銀行行史編纂室 南都銀行

65北越銀行120年史 J 69 ホウギン経済研究所 北越銀行

･66七十七年史 77 七十七銀行百年史編纂委員会 ー七十七銀行

67七十七銀行百年史 77 七十七銀行百年史編纂委員会 七十七銀行

68山形銀行70年小史 81 ′ 山形銀行行史編纂委員会 山形銀行 .

69.桑名市史 本圃 ､ 83,105.115,122' 近藤杢､平由潤 桑名市教育費員A I'=ミ

70.埼.玉銀行史 85. 埼玉銀行史編集委員会 埼玉銀行

71埼玉銀行100年史 85 銀行史編集委員会 埼玉銀行

72中国銀行五十年史 . 86∴ 創立50周年記念誌編纂委員会 中国銀行

73岩手銀行58年史 88..90 岩手銀行 岩手銀行

74親和銀行30年 99■. 峰泰 親和銀行.

75胃五銀行百年の歩み 105,83 企画 電通 百五銀行企画調査部
76百五銀行沿革史. 105 馬場-鶴 百五銀行

77佐賀銀行百年史 1.06､.30､97 総合企画室 . 佐賀銀行

78第百七銀行史 107 第百七銀行 , 第百七銀行∴

79須賀川第百八国立銀行の場令 ′′108 村JH友窟 福皐県文化センター

80山Fl銀行史 ● 110､103 銀行史編纂要員会 山口銀行

8てほヒ海道拓殖銀行史 . 113､149 北海道拓殖銀行調査部 北海道拓殖銀行

き82北海道拓殖銀行20年史 1ー3､149 北海道拓殖銀行 北海道拓殖銀行

84函館市史資料編第2巻 113､149 函館市 ' 函館市

85冒十四銀行8.0年史 ll.4 百十四銀行八十年誌編纂室 百十四銀行

86三菱銀行史 119､149 三菱銀史編纂委員会 三菱銀行

87今津の酒造家が経営参画した大阪第百二十六国立銀行と大阪に於ける国立銀行 126､13､26､32､42､56藤田卯三郎 藤由卯三郎

88大垣共立銀行100年史 p 129､76 大垣共立銀行 大垣共立銀行

89百三十銀行と松本重太郎 130 石井寛治 経済学論集

■90創立50年史(百三十三銀行) 133､64 羽問仙太郎 百三十三銀行
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-.92.北海道金融機関沿革史 144 北海道拓殖銀行調査部 北海道拓殖銀行

93~宮崎銀行50年史 14畠 宮崎銀資料室､安藤良雄 宮崎銀行

94.鹿児島銀行百年史 147 鹿児島銀行行史編纂室 鹿児島銀行
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｡萩原進 『群馬県金融史』群馬大同銀行､1952年 .

｡鷹山謙介 ｢国立銀行の人的構成と資金調達｣-明治20年代大阪第 13国立銀

行の場合一第 34.巻､第24第 3号､大阪大学経済学部､1985年

･藤田卯三郎 ｢今津の酒造家が経営参加した大阪第 126国立銀行と大阪に於け

る国立銀行上 2005年

･藤村通 ｢明治財政確立過程の研究｣中央大学出版部､1968年

･藤井隆 『明治前期全国府県別統計集計 15･大阪府の統計』復刻版､東洋書林､

2001年

･藤本鴬､前田豊邦､馬場綾子､堀田暁生 『大阪府の歴史』山川出版､1996年

月ヒ海道拓殖銀行 『北海道金融沿革一斑』北海道拓殖銀行､1953年

･松成義衛､三輪悌三､長幸男 『日本における銀行の発達』青木書店､1959年

･牧村四郎 『地方銀行小史』全国地方銀行協会､1961年

･牧村四郎 『地方銀行』春秋社､1964年

･三岡丈夫 『由利公正停』光融館､1916年

177



｡宮本又郎 『企業家たちの挑戦』中央公論新社､1999年

｡村尾次朗 『律令財政史の研磨』吉川弘文社､1961年

｡村石利男 『お金 ･紙幣 ･■金融の大辞典』大蔵財務調査会､1982年

｡柑上市 ｢村上市史｣通史編 3 近代､柑上市､1999年

｡村上銀行 『村上産業-般』村上銀行､1910年

｡華治財政史編纂会 『明治財政史卦第 1軍巻､丸善､1905年
･毛利敏彦 『大久保利通』中公新書､●1969年

･山口和雄 『日本産業金融史研究卦東京大学出版会､1974年･

b安岡重明 ｢享保期における商家奉/盗人の性格｣-芳軒13国立銀行成立前夜一

同志社大学人文科学研究所､1965㌧年

｡宿利重- 『荘田平五郎』封胸社､1932年

か吉野俊彦 『日本銀行史第-巻』春秋社⊥1975年

‖渡辺佐平教授還暦寵念論文集刊行会 ｢金融論研究 ;理論 .卓歴史 ｡現埠｣内

田中生未 了明治四年の銀行論争｣

･長辛勝丁銀行史の方故にかんする一考療｣､汝政大学出版局､1964年
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